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ま え が き 

 

 本研究は、プロジェクト研究「全員参加型の社会実現に向けたキャリア形成支援に関する

研究」サブテーマ「労働者の主体的なキャリア形成とその支援のあり方に関する研究」に係

る大規模アンケート調査の結果を取りまとめ、詳細な分析を行ったものである。本研究の実

施によって、キャリア形成支援施策の背景となる労働者の仕事・学習・生活等に対する意識

を中心としたライフキャリア意識全般について把握することを目的とした。 
 特に、近年、我が国の就業者のキャリアをめぐる環境は大きく変化しつつある。人生 100
年時代を見据えた経済社会システムを創り上げるための政策のグランドデザインに関する議

論がなされるなか、働く人々のキャリア及びその支援についても、各人の人生全体との関わ

りの中でその必要性・重要性を検討する必要がある。例えば、本人のキャリア及びキャリア

形成支援ニーズ、スキルなどを、本人の家族構成、年収、就労形態、勤務先規模等の従来か

ら検討がなされてきた要因の他に、学校時代の学習、リカレント学習・生涯学習、人間関係、

性格特性、社会観、結婚観・家族観、幸福感、老後観・健康観等の様々な意識との関連で検

討する。これにより、就業者のライフキャリアに関する意識全般を把握することができる。

さらにこれにより、従来の検討の範囲では十分に明らかにされなかった新たなキャリア形成

支援ニーズ、及びキャリア形成支援施策につながるシーズを掘り下げて示唆することが可能

となると考えられた。 
 以上の問題意識から、性別×年代（20 代、30 代、40 代、50 代）×雇用形態等（正規就労、

正規就労以外（自営等含む））を労働力調査等の比率に応じて割り当てられた 6,000 人を対象

に調査を実施し、就業者のライフキャリアに関する意識の実情を詳細に明らかにし、就業者

のライフキャリア意識と人生・生活全般における広汎な意識との関連を検討した。さらには、

1 年後の追跡調査を行い、部分的にパネルによる検討を行った。 

 本研究によって、今後の我が国におけるキャリアコンサルティング施策等に有益に活用さ

れ、キャリア形成支援施策全般に貢献し、寄与するものとなれば、幸いである。 
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第１章 本研究の問題意識・目的・方法 

 
１．本研究の問題意識 

（１）ライフキャリア論 

 本研究は、就業者のライフキャリア意識について調査を実施し、有意義な知見を得ること

を目的とする。本研究の「ライフキャリア」は、古典的なキャリア発達研究である Super（1980，
1990）及び Super, Savickas, & Super（1996）の「ライフ・キャリア・レインボー」で言う

ライフキャリアを踏襲した。 
 キャリア研究においてライフキャリア概念を重視するに至る経緯を、Super（1980）の「ラ

イフスパン・ライフスペースアプローチ」論に依拠して、以下に整理する。 
 まず、キャリア研究の端緒は、1900 年代初頭に職業選択を「賢く」行うための 3 要素を定

式化した Parsons（1909）に求められる。職業選択を「自己理解」「職業理解」「両者の合理

的なマッチング」と捉えるマッチング理論の発想は、キャリア支援の基礎を形作り、瞬く間

に全米に広がり、やがて世界中に広がった。しかしながら、その素朴な理論立ては時代が下

るにつれて批判的に捉えられる。特に、青年期の学校卒業時の一時期に生涯続ける 1 つの仕

事を 1 回だけ選ぶことを前提とする静的・固定的な職業選択の捉え方が人々の実感に合わな

くなる。 
 1950 年代に至って、職業選択は人生の特定の一時点（通常は学校卒業時の職業への移行

期）で行われるのではなく、子供時代から老年時代に至るまでの生涯にわたって行われると

する職業発達理論が主張される（Ginsberg, Ginsburg, Axelrad, & Herma,1951;Super, 
1953）。職業は人間が一生をかけて発展させていくものと捉えた場合、もはやある時点での

「職業」に着目するのではなく、その連なりである「キャリア」を重視することが適切だと

言われるようになる。「職業」はより時間的・継続的なニュアンスを含む「キャリア」に言い

換えられ、「職業」から「キャリア」へと強調点が変化した。これを Super は「ライフスパン

・アプローチ」と称する。 
 さらにキャリア発達がライフスパンにそって生涯にわたって行われる以上、キャリアには

「職業」以外の様々な側面が含まれることが主張される。人の生涯を考えた場合、人は働い

ている時ばかりではなく、学ぶ時期もあれば子育てをする時期もある。また、当然に退職し

た後の人生もあることが意識される。こうしてキャリア概念を時間軸にそって「縦」に拡張

したライフスパン、空間軸にそって「横」に拡張したライフスペースがあいまってキャリア

発達に対する「ライフスパン、ライフスペースアプローチ」が完成する。 
 以上のようにキャリア概念を捉えた結果、従来からの職業を中心としたキャリアを「ワー

クキャリア」とし、職業以外の様々なキャリアを「ライフキャリア」として、両者を区別す

るに至る。ライフキャリアという概念は、本人に適した職業選択という素朴な問題意識から

自然な形で拡張され、結果的に生活全体・人生全体までをも含みこむ幅広い概念へ進化した。
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「ワークキャリア」だけでは十分に捉え切れない人と職業の関わりを、「ライフキャリア」へ

と概念を拡張することによって捉えようとした。「ライフキャリア」という概念の導出には、

相応の必然性・重要性があったのだと言えよう。 
 
（２）ライフキャリアの範囲 

 仕事や職業に関する経歴や職歴のみならず、その外周にある生活全般や人生全般をも「キ

ャリア」として見なしうる。こうした広い意味を込めて「ライフキャリア」という言葉が用

いられている以上、本来、ライフキャリアに対する意識とは、おおむね生活意識・人生全般

に対する意識と言っているに等しく、したがっておよそ生活や人生全般に対する意識を広く

指し示す言葉として考えることができる。 
 しかしながら、専門的なキャリア研究が「ライフキャリア」という用語を用いて言いたい

こととは、逆説的とも言えるが、生活全般・人生全般に関する意識の中でも、いわゆる仕事

や職業と接点を持つ意識である。すなわち、通常、「ライフキャリア」といった時、家庭や地

域、市民や家族、親や子など、いささかなりとも仕事や職業に関する事物を示すことが多く、

まったく無関係の事柄、例えば、雲や風のような自然現象や、電子や空気などの物理現象に

対する意識などをライフキャリアに含めて考えることはない。また、情報機器やファッショ

ン、流行歌など、多くの人々の好悪の対象となり、それ故、一定の態度形成がなされている

領域であっても、これを職業興味の現れと捉えるといった特殊な問題意識がない限り、通常、

ライフキャリアに関係があるとは考えない。単なる個人的な趣味の問題であり、ライフキャ

リアの範ちゅうに含めて議論されることは少ない。 
 したがって、ライフキャリアとは、仕事や職業だけに限定されない生活全般・人生全般に

関する幅広い意識と言いながら、一方では、仕事や職業に関わるキャリアに関する意識と十

分に接点を持つ近接領域についての意識であることが示される。つまり、多くの人がライフ

キャリアを問題にする時、漠然と仕事や職業との関連性を予感しているのが普通であり、こ

こから、人々の様々なものに対する意識のうち、どのような意識が仕事や職業にまつわるワ

ークキャリアに関連し、影響を与えるのかという問題設定が可能となる。 
 本研究が、就業者のライフキャリア意識を改めて検討したいと考えた素朴な問題意識はこ

の点にある。すなわち、ライフキャリアとはどこまでの範囲を言うのかという、ライフキャ

リアの外延の確定であり、さらには、それらライフキャリアのうち、どのような意識がワー

クキャリアと接点を持ち、どう関連するのかの検討作業ということになる。 
 
（３）ライフキャリアと労働政策 

 ライフキャリア意識の調査は、公共政策としてのキャリアコンサルティング施策、キャリ

ア形成支援政策全般、更には労働行政その他の行政施策全般に関わる。 
 主だった点では以下の 3 点を指摘しうる。 
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 第一に、従来から行政においては、広い意味での「仕事と生活の調和」の実現及び勤労者

生活の向上に継続的に関心が持たれてきた。その具体的な現れの 1 つとして、平成 19 年 12
月 18 日に策定された内閣府の「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」を概

観すると、冒頭に「誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たす一方

で、子育て・介護の時間や、家庭、地域、自己啓発等にかかる個人の時間を持てる健康で豊

かな生活ができるよう、今こそ、社会全体で仕事と生活の双方の調和の実現を希求していか

なければならない」との記述がある。この憲章をキャリア形成の視点から捉え返した場合、

ライフキャリアに対する明白な問題意識を容易に指摘することが可能である。すなわち、子

育て、介護、家庭、地域、自己啓発（学習）といった語句の列挙からは、これら仕事以外の

生活全般に付随する事柄に対する大きな関心を見て取ることができる。併せて、日常生活全

般を「仕事上の責任を果たす」ことと同等の重みをもって捉えたいという意図もうかがえる。

文字どおり、行政の問題関心が必ずしも労働や職業に限定されるものではなく、「仕事と生活

の双方の調和の実現」にあることを堂々、宣言したものと言える。 
 第二に、上記の問題関心は、必ずしも「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」

のみに関わるものではなく、労働行政とも関わりが深い。例えば、上記「仕事と生活の調和

（ワーク・ライフ・バランス）憲章」では、「仕事と生活の調和に向けた取組を通じて、「デ

ィーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）」の実現に取り組み、職業能力開発や

人材育成、公正な処遇の確保など雇用の質の向上につなげることが求められている」として、

ワークとライフのバランスの実現はディーセント・ワーク、職業能力開発・人材育成、自立

支援、メンタルヘルス対策など多方面へと波及する。なぜ波及するのかを改めて考えた時、

既に、職業、仕事、労働、ワーク等が、狭い意味での「ワーク・ライフ・バランス」の問題

だけに限らず、その他の生活全般・人生全般との関わりの中で考えることが求められる時代

になっているということがある。内閣府「人生 100 年時代構想会議」でも議論されたとおり、

「教育」「仕事」「引退」と進む従来の 3 ステージの人生とは異なるマルチステージの人生に

おいて、仕事は他の生活の諸条件と単純に切り分けられるものではなく、生活の様々な側面

が相互に関連し、影響を及ぼし合う。こうした中、労働行政においても、仕事、職業、ワー

クだけに特化するという問題関心の持ち方ではなく、より複合的・重層的な職業の捉え方を

する必要がある。それは端的に言うならば、すなわち生活全般の中で仕事や職業、キャリア

を考えるということとなる。こうしてライフキャリアは、現在の政策的な潮流の中でも重視

すべき視点となる。 
 第三に、こうしてワークとライフが不可分であり、表裏一体のものである以上、当然なが

ら、いずれもキャリアコンサルティングでよく扱われるテーマとなる。労働政策研究・研修

機構（2017）1でキャリアコンサルティングの相談経験者に相談内容について尋ねた結果、当

                                                
1 労働政策研究・研修機構（2017）．キャリアコンサルティングの実態、効果および潜在的ニーズ－相談経験者

1,117 名等の調査結果より 労働政策研究報告書 No.191 
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然ながら転職、就職、仕事内容、職場の人間関係などのワークキャリアに関する相談が多い

一方、職場外の人間関係、結婚・出産・育児、家族の介護、その他の個人的な深刻な悩みな

どの相談も寄せられていた。これらの相談内容は、性別や相談内容によっては大きな比率を

占めることがあり、キャリアの相談がワークのみならずライフにまで広がることを端的に示

す。また、仮にワークキャリアに焦点を絞り、キャリアコンサルティングを狭く捉えた場合

でも、その主たる目的は労働者の職業選択及び職業能力開発の支援となる。その際、職業選

択なり能力開発なりの目的は結局のところ望ましい職業生活であり、その望ましい職業生活

の究極的な目的がより良い日常生活にある以上、そもそもワークはライフの手段であり、ラ

イフキャリアは無関係であることはない。むしろ、本来、ワークキャリアはライフキャリア

に規定される面も多々あると考えられる。以上、キャリアコンサルティングに限って見た場

合でもライフキャリアを検討する意義は大いに示されることになる。 
 以上、ワーク・ライフ・バランス、人生 100 年時代、キャリアコンサルティングなど多側

面にわたって、ワークキャリアとライフキャリアが相互に絡み合い、影響し合うことがうか

がえる。現在、キャリアの問題を論じるに当たって、キャリアそのものだけを論じたのでは

不十分であり、キャリアと他の何かとの関連を論じる必要がある。そして、この場合、「他の

何か」と一括しているものが、最も広く捉えた時の「ライフキャリア」ということになろう。 
 
２．本研究の目的 

 以上の背景をもとに、本研究では、プロジェクト研究「全員参加型の社会実現に向けたキ

ャリア形成支援に関する研究」サブテーマ「労働者の主体的なキャリア形成とその支援のあ

り方に関する研究」のもと大規模アンケート調査を実施した。本調査の実施により、キャリ

ア形成支援施策の中核となる労働者のキャリア・スキル・訓練等に対する意識の周辺にある

ライフキャリア意識全般について把握することを目的とした。 
 特に、近年、我が国の就業者のキャリアを巡る環境は大きく変化しつつあり、人生 100 年

時代を見据えた経済社会システムを作り上げるためのグランドデザインに関する議論が多く

なされるなか、働く人々のキャリア及びその支援についても、各人の人生全体との関わりの

中でその必要性・重要性を検討する必要がある。 
 例えば、本人のキャリア及びキャリア支援ニーズ、スキルなどを、本人の家族構成、年収、

就労形態、勤務先規模といった従来から検討がなされてきた要因の他に、学校時代の学習、

リカレント学習・生涯学習、人間関係、性格特性、社会観、結婚観・家族観、幸福感、老後

観・健康観等の様々な意識との関連で検討することにより、就業者のライフキャリアに関す

る意識全般を把握することができる。 
 そのことによって、従来の検討では十分に明らかにされなかった新たなキャリア支援ニー

ズ、及びキャリア形成支援施策につながるシーズを掘り下げて示唆することが可能となるも

のと思われる。 
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３．本研究の方法① 

 以上の問題意識及び目的に基づいて、次の方法で調査を実施した。 
 
（１）調査方法 

①調査対象 性別×年代×雇用形態等を、総務省統計局「2018 年度労働力調査」（基本集計）

の比率に応じて割り当てた 6,000 人 
②調査方法 Web モニター調査 
③実施時期 2019 年 11 月 
 
（２）調査項目 

 主な調査項目は、フェイスシート、学校時代、リカレント学習・生涯学習、キャリア・ス

キル・職場、キャリア支援ニーズ、コミュニケーション・性格特性、社会観・恋愛観・結婚

観・幸福感・老後観・将来観・健康観・精神性等 55 問程度であった。 
 以下に、これら調査項目はおおむね「学習」「仕事」「生活」の 3 つの領域に分けられるが、

さらに各調査項目の設問趣旨について簡潔に述べる。 
 ①学校時代、リカレント学習・生涯学習：主に「学習」に関する項目として本調査に含め

られた。ライフキャリアを論じるに当たって、最も仕事（ワークキャリア）と近接・隣接す

る領域は、学習・教育・訓練であると想定された。リカレント学習・生涯学習（≒職業訓練

を含む）によって仕事に良い影響を与えることができる他、リカレント学習・生涯学習その

ものがライフキャリアを充実させる可能性も考えられる。さらに、これら成人後の学習活動

と幼少期の学校時代の経験・学習内容は密接に関連し、当然に成人後のワークキャリアその

ものとも密接に関連すると想定される。以上、ライフキャリア論の中心に位置するものとし

て、学校時代、リカレント学習・生涯学習に関する調査項目が含められた。 
 ②キャリア・スキル・職場：主に「仕事」に関する項目として本調査に含められた。特に、

ここで「キャリア」と一括しているのは、キャリアに対する意識、主観的なキャリア観が中

心となる。現在の職業、業種、勤務先の規模、収入など、フェイスシートで尋ねられる客観

的に把握可能なキャリアとは別に、キャリア意識・キャリア観がワークキャリア・ライフキ

ャリアの両面と密接に関わり、相互に影響を与え合うと考えられた。特に、本調査では、最

近の新たなキャリアに対する意識、職業観・職場観、スキル観などを中心に尋ねた。 
 ③キャリア支援ニーズ：本研究でワークキャリア及びライフキャリアについて調査を実施

し、その詳細を検討する最終的な目的の 1 つは、労働行政におけるキャリア支援施策の展開

を考えるに当たって、その基礎となる有益な情報収集を行うことにある。本調査項目は、そ

の意味で本研究及び本調査の目的を達するために、キャリア支援のニーズを直截に尋ねよう

とするものである。キャリア支援に対するニーズはどのような属性を持つ対象層で多いのか、

そこからいかなる背景を読み取ることができるのかについて、大まかに情報を得たいと考え、
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調査項目に含められた。 
 ④コミュニケーション・性格特性；ここからの調査項目はおおむね「生活」に関する項目

として本調査に含められた。ライフキャリアに影響を与える要因として重要でありながら、

これまで十分に検討されてこなかったものは、本人の性格及びそれを背景とする本人のコミ

ュニケーションのあり方である。ライフキャリア（及びワークキャリア）に、本人が本来も

つ気質や特性が影響しないと考えるのは、むしろ不自然であり、本人の性格は直接、ライフ

キャリアと関連すると想定される。当然に、本人の性格によっては、日常生活における人づ

きあいのあり方も異なってくる。どこまでが本人の性格によって説明できるのか、また、ど

こからは性格の影響は希薄になるのかを探索的に検討するために調査に含められた。なお、

性格特性を測定するにあたっては、清水・山本（2008）の「Big Five 形容詞短縮版 2006」
を使用した 2。 
 ⑤社会観・恋愛観・結婚観・幸福感・老後観・将来観・健康観・精神性：これらはそれぞ

れ文字どおり、社会、結婚、幸福、健康、老後、精神性に関する意識を尋ねたものである。

社会をいかなるものとして認識するか、恋愛や結婚をどう考えるのか、幸福をどのくらい感

じているのか、自らの健康をどのように維持しているのか、自らの将来をどう捉え、老後を

どう考えているのか、さらにはその先の死生観・人生観・精神性をどう考えるのか。いずれ

もライフキャリアに対する意識を形作るに当たって重要な領域であって、かつ、ワークキャ

リアにも一定の影響を与える領域であるとして調査に含まれた。これらの項目群は、おおむ

ね「社会」「家族」「人生」にさらに分けられる。ワークキャリアに関連の深いライフキャリ

アとして、必ずしもこの 3 つで網羅されていると主張するものではないが、ライフキャリア

を捉える上で、ある程度まで必要十分な内容を含められたと考える。 
 なお、以上の各設問に関する詳細は、巻末に掲載した調査票もご参照いただきたい。 
 
（３）調査対象者 

①目標回収数 
 性別×年代（20 代、30 代、40 代、50 代）×雇用形態等（正規就労、正規就労以外（自営

等含む））を労働力調査等の比率に応じて割り当てた 6,000 人。調査対象リストを作成し、調

査会社が保有するモニターから、以下の条件で抽出できるようスクリーニング調査を実施し

て以下の割当てを実現した。 
 
                                                
2 「ビッグファイブ（Big Five）」とは、人の性格特性を「情動性」「外向性」「誠実性」「協調性」「開放性」の

5 つの側面から捉える学説であり、過去 30 年以上にわたる研究蓄積からおおむね妥当な説として受け止められ

ている。この尺度では、性格を表す形容詞を提示し、自分に当てはまるか否かの回答を求める。具体的には、

例えば、情動性は「悩みがちな」「不安になりやすい」、外向性は「話し好きな」「陽気な」、開放性は「独創的

な」「興味の広い」、勤勉性は「勤勉な」「責任感のある」、協調性は「協力的な」「共感的な」などの形容詞で測

定する。なお、「情動性」については、数値が高ければ高いほどネガティブな評価となり、数値が高いほどポジ

ティブな評価の他の 4 項目とは逆になる点に留意が必要である。 
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※上記「非正規の職員・従業員」には「自営行者・フリーランス」を含んで良いものとする。 
 
②回収された調査対象者の属性 
 上記の対象者の選定に用いた属性以外の特徴については、次のとおりである。 
ア）配偶者：「あり」（53.5％）、「なし」（46.5％） 
イ）子ども：「あり」（44.6％）、「なし」（55.4％） 
ウ）個人年収：「なし」（1.4％）、「100 万円未満」（9.5％）、「100～200 万円未満」（13.5％）、

「200～300 万円未満」（14.7％）、「300～400 万円未満」（16.0％）、「400～500 万円未満」

（13.0％）、「500～600 万円未満」（9.3％）、「600～700 万円未満」（6.6％）、「700～800 万円

未満」（5.6％）、「800～900 万円未満」（3.5％）、「900～1,000 万円未満」（2.1％）、「1,000～
1,100 万円未満」（1.8％）、「1,100～1,200 万円未満」（0.8％）、「1,200 万円以上」（2.4％） 
エ）世帯年収：「なし」（1.0％）、「100 万円未満」（1.6％）、「100～200 万円未満」（4.3％）、

「200～300 万円未満」（8.0％）、「300～400 万円未満」（11.7％）、「400～500 万円未満」（12.9
％）、「500～600 万円未満」（11.9％）、「600～700 万円未満」（9.8％）、「700～800 万円未満」

（10.2％）、「800～900 万円未満」（7.2％）、「900～1,000 万円未満」（6.6％）、「1,000～1,100
万円未満」（4.4％）、「1,100～1,200 万円未満」（2.7％）、「1,200 万円以上」（7.9％） 
オ）世帯の暮らし向き：「上」（0.9％）、「中の上」（13.8％）、「中の中」（43.5％）、「中の下」

（30.3％）、「下」（11.6％） 
カ）職種（仕事内容）：「管理的な仕事（会社や役所での課長・部長以上など）」（9.6％）、「専

門的・技術的な仕事（医師・看護師・教師・エンジニア・デザイナーなど）」（22.8％）、「事

務的な仕事（会社や役所での一般事務・経理、内勤の営業など）」（25.9％）、「販売の仕事業

（小売店やコンビニなどでの販売や外勤のセールス、不動産売買など）」（9.5％）、「サービス

の仕事（接客、飲食物調理、理容師・美容師、パチンコ店店員など）」（11.3％）、「保安の仕

事（自衛官・警察官・消防員や警備など）」（1.6％）、「生産工程の仕事（工場のオペレーター

や組立工、生産設備の制御・監視の仕事）」（6.0％）、「輸送・機械運転の仕事（鉄道、自動車

等の運転、建設機械・発電所等の運転など）」（1.8％）、「建設・採掘の仕事（大工、配管工・

防水工、電気工事作業員、土木作業員など）」（1.8％）、「運搬・清掃・包装等の仕事（配達員、

倉庫作業員、清掃員、軽作業など）」（4.1％）、「その他の仕事（農林漁業の職業 0.7％を含む）」

（4.9％） 
キ）勤務先の従業員数：「1～9 人」（17.0％）、「10～19 人」（8.8％）、「20～29 人」（5.3％）、

「30～49 人」（7.3％）、「50～99 人」（10.2％）、「100～299 人」（13.3％）、「300～499 人」
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（6.2％）、「500～999 人」（7.2％）、「1,000 人以上」（24.6％） 
ク）最終学歴：「大学院」（6.2％）、「大学」（45.5％）、「高専」（1.3％）、「短大」（7.9％）、「専

門学校・各種学校」（14.9％）、「高校」（23.2％）、「中学」（0.7％）、「その他」（0.2％） 
ケ）雇用形態：「正社員・正職員」（65.8％）、「契約社員・嘱託」（5.2％）、「派遣社員」（2.7
％）、「パートタイムあるいはアルバイト」（18.3％）、「自営業・フリーランス」（7.6％）、「家

族従業員」（0.4％） 
 
４．本研究の方法②（2020 年調査の追加） 

 2019 年に調査実施後、新型コロナウイルス感染症に伴ういわゆる「コロナ禍」が発生した。

それに伴い、本調査で検討しているライフキャリア意識全体も一定の変化が生じたことが予

想された。そこで、2019 年調査の 1 年後の 2020 年に同一対象者に対して調査を行うパネル

調査を実施した。コロナ前後の経年比較を行うことで 2019 年から 2020 年に生じた意識変

化を検討すること、その意識変化の背景にどのような要因が関わり、どのような形で変化を

もたらしたのかを検討することを企図した。 
 そこで、本研究では、前節に述べた 2019 年調査と一定程度、質問項目を共通させて同一

対象者にたずねた 2020 年調査を追加で実施した。2019 年調査と 2020 年調査で質問項目を

質問文の文言まで完全に一致させて尋ねたのは、性別・年齢・居住地（都道府県）・職業・年

収・暮らし向きなどの基本属性の他、①職業やキャリアに対する問題意識、②職業・キャリ

アを含めた生活全般の問題点、③転職観、④職業観（自分が仕事を選ぶ上でのこだわり（大

事にしたい価値観））、⑤自律的キャリア観、⑥職場観、⑦関心のある働き方、⑧職業生活や

職場の問題についての専門のカウンセラーに対する相談ニーズ、⑨人的ネットワーク、⑩社

会観、⑪精神性、⑫幸福感、⑬今後の見通し・老後観等であった。 
 これらの質問項目に加えて、コロナ禍前後で生じた変化に関する質問を行った。本章では

おもに「コロナ禍での職業生活に変化があった」「コロナ禍での職業生活の具体的な変化」「コ

ロナ禍によりテレワーク・在宅勤務をした」「コロナ禍での職業観・キャリア観の変化」「コ

ロナ禍での職業生活についての不安」「コロナ禍での接する知人・友人の増減」「コロナ禍を

どう感じているか」「コロナ禍での人生観について変化があったか」など、コロナ禍前後の意

識変化に関する関連するものを中心に分析に用いた。 
 2019 年調査に回答した人数は 6,000 名であったが、そのうち 1 年後の 2020 年調査にも回

答した人数は 4,670 名であった。すなわち、4,670 名を対象に 2019 年調査と 2020 年調査の

パネル調査を実施できたことになる。したがって、2019 年調査のみに答えた者は 1,330 名で

あった。なお、2020 年調査では、パネル調査に回答した 4,670 名に加えて、さらに追加で

1,330 名に調査に回答を求めて、全体として 6,000 名の回答者に調査を実施した。これは 2019
年調査が 6,000 名を対象としたことに合わせたものであるが、2020 年調査にのみ回答した

者とパネル調査に回答した者を比較することによって、パネル調査の回答者の属性の歪みの
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有無を確認することも目的とした。 
 
５．本調査シリーズの構成と各章の概要 

（１）第１章 本研究の問題意識・目的・方法 

 第１章（本章）では、本研究の問題意識を述べるに当たってライフキャリア論に関する研

究の経緯を簡単に振り返り、本研究の問題意識がライフキャリアの範囲の確定とワークキャ

リアとの関連にあることを述べた。 
 また、ライフキャリアの検討が、ワーク・ライフ・バランス、人生 100 年時代、キャリア

コンサルティングなど労働行政その他の行政施策と多側面にわたって関連していることを示

した。さらに、本研究の目的と方法を述べ、本研究の章の構成と概要を示した。 
 
（２）第２章 子ども時代の経験が学業やその後の社会生活へ及ぼす影響 

 第２章では、子ども時代の経験の有無や経験の総量が、学業達成や現在の社会生活にどの

ように影響を及ぼしているかについて検討した。その結果、性別・雇用形態、学歴で、明ら

かに子ども時代の経験が異なっていた。具体的には、女性・正規雇用の者が経験の種類や総

量でも多く、反対に男性・非正規雇用の者は、経験の種類が少なく総量も極端に少なかった。

また、学歴が高いほど経験の種類と総量が多かった。中学校時代の成績の上位層は、様々な

経験の種類と多くの経験をしていた。家庭によって子どもの経験が異なり、そのことが家庭

の教育力若しくは文化資本として子どもの成績に影響を及ぼしていることを推測させる結果

が示された。 
 過去の経験と現在の活動の関連について検討した結果、過去の経験数が多い者は、様々な

経験を幅広く行っていた。すなわち、学校時代によく遊び、自然に触れ、スポーツをした経

験を持つ者は、学校も楽しく教師との関係も良好、校内の役員をするなど学校に適応してい

た。過去の経験は現在の職業の関係と関係があり、管理的職業や保安の職業 3に就いている

者は、活動的体験や学校適応で平均値が高かった。 
 また、暮らし向きの良い者及び幸福度の高い者は、過去の経験及び現在の活動共に総量が

多かった。過去の経験の質と量は家庭の教育力の指標となり、その後の人生と密接に影響し

ていた。 
 
（３）第３章 成人期の学習活動 

 第３章では、成人期の学習活動の属性による違いを検討した。20 代後半から 30 代の男性

で学びたいことがあり、また自主的に学んでいた。一方、30 代の女性や 40 代後半の女性は、

                                                
3 「保安の職業」は、職業分類上、自衛官・警察官・消防員や警備などの仕事から構成される職種であり、お

おむね国家公務員・地方公務員その他の公的な職業に従事している者が多く含まれる。前ページ「⑥職種（仕

事内容）」及び巻末調査項目及び単純集計票も参照のこと。 
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「学びたいことはあるが、実際に学んでいない」割合が高く、学習障壁があることが示唆さ

れた。中年期では性別を問わず、「学んでみたいことがなく、実際に学んでいない」者が多か

った。この比率は、男性・非正規雇用の者でも高く約 3 割だった。 
 学習の目的を尋ねた結果、「自分の趣味のため」が約 3 割、「教養を深めるため」が約 2 割、

「仕事に役立てるため」が約 2 割で全体の 7 割を占めた。「自分の趣味のため」「日常生活の

ため」は女性・非正規雇用の者で、「教養を深めるため」は女性・正規雇用で比率が高かった。

「仕事に役立てるため」は男性・正規雇用の者の比率が高かった。「学びたくない」は、男性

・非正規雇用の者の比率が高かった。 
 学習の重要性の認識は、最終学歴が「大学院」「大学」の者、中学卒業時の成績が上位層の

者、「正規雇用」の者、「専門的・技術的職業」「管理的職業」「販売の職業」に就いている者、

勤務先の規模が「1,000 人以上」「500～999 人」で働いている者、収入が高い者で高かった。 
 学習活動は、「本・参考書籍を用いた自宅での学習」「職場内の研修・セミナー」「職場外の

研修・セミナー」「オンライン学習（e-ラーニング）」に多かった。一方、「特に学習・参加経

験はない」は全体の約 4 割を占めた。職場で受けた教育訓練は「OJT で職務に関する訓練・

研修」「専門技能・知識に関する訓練・研修」「OFF-JT で業務に関する訓練・研修」「マネジ

メントに関する訓練・研修」の順に多かった。「職場で教育訓練を受けていない」との回答は

全体で 52.0％だった。300 人未満の規模の職場の者の大半が教育訓練を受けていなかった。

正規雇用では、30 代後半を除く多くの年代で、女性の方が教育訓練がない比率が高かった。 
 
（４）第４章 就業者のキャリア・スキル・訓練に関する意識 

 第４章では、就業者のライフキャリア意識と習得スキルとの関連及びスキル習得に向けた

課題について検討を行った。その結果、キャリア計画への考え方は性別や最終学歴の影響を

受けるものの、年齢と共に主体的にキャリア計画を考えるようになる傾向が見られた。ただ

し、特に「正社員・正職員」が年齢と共にキャリア計画をより主体的に考える傾向が見られ

た。一方、年齢と共にキャリア計画の主体性が形成しにくくなる個人属性として「派遣社員」

「パート・アルバイト」が確認された。なお、分析の結果、仕事や出身地によって有意な差

が見られた。 
 年齢が上がるにつれて職業に関する問題から職業・キャリアも含めた生活全般についての

問題を抱える割合が上昇した。特に、男性より女性の方が問題を認識する割合が高かった。

また、主体的にキャリア計画を考える者より非主体的な者の方が問題を抱える割合が高かっ

た。なお、職業・キャリアも含めた生活全般に問題を抱える割合は年齢とともに高まるにも

関わらず、キャリアに関する問題としての認識は弱く、専門のカウンセラーに「相談したく

ない」「どちらかといえば相談したくない」と回答した割合は男女共に 3 割にのぼった。この

ことから、職業やキャリアに関する支援やサービスがこうした層に十分訴求できていない可

能性が示された。 
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 その他、キャリア計画への取り組み姿勢が主体的であるほど、スキルの習得が進むことが

確認された。全員参加型の社会実現に向けたスキル習得のためには、職業・キャリアのみに

焦点を当てるのではなく、生活全般や将来に漠然とした不安を抱える層に訴求する支援が求

められる。 
 
（５）第５章 キャリア形成のプロセスと転職及び就職活動との関連 

 第５章では、キャリア形成のプロセス、転職のキャリア形成への影響、就職活動のキャリ

ア形成への影響について明らかにした。組織コミットメント及びジョブインボルブメントは、

特に男性及び正規雇用で 40 代を底とする谷型の変化が示された。どちらも「管理的職業」

「保安の職業」「専門的・技術的職業」で高かった。なお、組織コミットメントは、従業員規

模では 30 人～300 人未満が最も低く、30 人未満及び 300 人以上で高かった。ジョブインボ

ルブメントは、男性及び正規雇用の方が高かった。 
 転職がキャリア形成に与える影響を検討した結果、転職経験「ない」は正規雇用男性に多

く、「ある」は非正規雇用の男女に多かった。同様に、転職回数は正規雇用男性が最も少なく、

非正規雇用の男女が多かった。転職回数は 30 代までに落ち着く中、正規雇用女性が 40 代ま

で転職がなされている点が特徴的であり、育児終了を機に再就職をすることが考えられた。

年収は、転職経験「ある」が比較的低く、年齢が進むにつれて「ない」ものとの差が拡大し

ていた。転職経験は雇用形態や収入において負の影響があると言える。関心あるキャリアや

働き方について、男性及び正規雇用は「セカンド・ライフ」と「パラレル・キャリア」に関

心が高かったが、年齢が上がるほど、「セカンド・ライフ」の関心が強くなり、「パラレル・

キャリア」の関心は弱くなった。また、女性及び非正規雇用は「週 3 正社員・週 4 正社員」、

「時短勤務」への関心の高さが示されたが、年齢が上がるほど「時短勤務」の感心が強くな

っていた。 
 学生時代の就職活動とその後のキャリア形成への影響について、おおむね「希望通りの就

職」の場合、収入、正規雇用の割合、管理職者の割合が最も高く、職業・キャリアの問題が

最も低かった。 
 
（６）第６章 就業者の職場観とキャリア意識との関連 

 第６章では、労働者の職場観について検討した。職業観の検討にあたって、厚生労働省「快

適職場調査票（ソフト面）」を用いた 4。この調査票は、労働安全衛生法で事業者の努力義務

とされる快適職場づくりにあたって、職場の人間関係や仕事のやりがい等の職場環境のソフ

ト面（心的・制度的側面）の現状を的確に把握し、問題点を発見し、具体的な職場全体の取

                                                
4 本調査票は、労働安全衛生法で事業者の努力義務とされる快適職場づくりにあたって、職場の人間関係や仕

事のやりがい等の職場環境のソフト面（心的・制度的側面）の現状を的確に把握し、問題点を発見し、具体的

な職場全体の取り組みに役立てるために開発された。本調査では、そのうち従業員用の調査項目を用いて、本

調査における職場観を検討する質問項目とした。 
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り組みに役立てるために開発された。本調査では、そのうち従業員用の調査項目を用いて、

本調査における職場観を検討する質問項目とした。 
 まず、回答者の属性別の職場観の特徴を検討した結果、若い年代は上司等との人間関係、

給料や報酬について肯定的な回答が多かった。女性は仕事の負荷を適正だとする回答が多か

った。正規雇用者は休暇などの制度面を肯定的に評価し、非正規雇用者は仕事の負荷を適正

だと評価した。従業員規模が大きいほど休暇や相談、給料等で肯定的な回答が多かった。 
 次に、職場観と他のキャリア意識との関連を検討した結果、転職希望ありの者は職場や仕

事に対する誇りが低かった。自律的なキャリア計画を持つ者は仕事の裁量性への評価が高か

った。職業やキャリアに対する問題意識を持つ者は残業・休日、働きに見合った給料と労働

条件に対する評価が低かった。専門のカウンセラーへの相談希望ありの者は上司と同僚との

コミュニケーションに対する評価が低いといった結果が見られた。 
 さらに、職場観の特徴を「キャリア」「人間関係」「裁量性」「処遇」「社会貢献」「休暇」「処

遇」に集約して検討した結果、年齢が若い方がおおむねどの側面でも職場観は良好だった。

性別では、男性の方がキャリア形成及び処遇面で職場を肯定的に見ていたが、労働負荷につ

いては女性の方が適正だと評価した。また正規就労者の方が職場を肯定的に見ていた。ただ

し、労働負荷については非正規就労者の方が適正だと評価した。なお、職場の裁量性は、男

性では非正規就労者、女性では正規就労者の方が肯定的に見ていた。概して、従業員規模が

大きい方が肯定的な職場観を持っており、その傾向は「1,000 人以上」で顕著だった。 
 最後に、職場観に影響を与える要因及び職場観が他のキャリア意識に与える影響を検討し

た結果、職場観に影響を与える要因として「職種」「従業員規模」「年齢」などの影響が大き

かった。職場観が、他のキャリア意識に与える影響では、職場観「処遇」「裁量性」「負荷」

の影響が大きかった。 
 
（７）第７章 幸福感とライフキャリアの関連について 

 第７章では、幸福度及び人生満足度 5とライフキャリアの諸変数との関連について検討し

た。検討の結果、幸福度・人生満足度に主に影響する変数は、「経済的豊かさ（世帯の暮らし

向き）」「雇用状況（組織コミットメント）」「人と社会のつながり（配偶者がいる）」「将来展

望（老後不安、職業生活の見通し）」「個人特性（性格_情動性、活動_友人や家族と旅行する）」

などであった。 
                                                
5 本調査では幸福に関して２つの尺度を用いた。1 つは「幸福度」に関するものであり、「キャントリルの梯

子」と呼ばれる幸福度尺度を用いた。「世界幸福度ランキング」等で国際的に使用されている。「現在、どの程

度幸せか」について「とても不幸」を０点、「とても幸せ」を 10 点とする 11 件法で回答を求めた。もう 1 つ

は、「人生満足度」に関するものである。人生満足尺度（SWLS: Satisfaction With Life Scale）（Diener, 
Emmons, Larsen, & Griffin, 1985）を用いた。これも幸福度の総合指標として広く用いられている。次の５つ

の質問「ほとんどの面で、私の人生は私の理想に近い」「私の人生は、とてもすばらしい状態だ」「私は自分の

人生に満足している」「私はこれまで、自分の人生に求める大切なものを得てきた」「もう一度人生をやり直せ

るとしても、ほとんど何も変えないだろう」に対して「１全く当てはまらない」～「７非常によくあてはま

る」の７件法で回答を求めた。 
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 具体的には、経済的豊かさや暮らし向きなど、生活水準が高いほど幸福度・人生満足度は

向上していたが、生活水準が高くなるにつれ幸福度・人生満足度は徐々に頭打ちとなった。

特に、個人年収との関連では明確な頭打ち現象が見られており、男性では年収 600 万円台を

超えると幸福度が横ばいとなっていた。また、組織コミットメントが人生満足度に関連して

おり、組織や職場によく適合しているほど人生満足度が高かった。幸福度については、女性

にのみ関連が認められ、女性は職場になじむことで現在の幸福度が向上していた。 
 その他、家族・同居者が存在する場合に幸福度・人生満足度が高かった。特に幸福度は配

偶者がいることとの関連が示された。また、職業生活の見通しを持っているほど、老後に不

安がないほど、幸福度・人生満足度が高かった。さらに性格特性では、「情動性」（≒悩みが

ちで不安になりやすく、傷つきやすい性格、情緒の不安定性が高い）あるいは「外向性」と

幸福度・人生満足度との間に相関が認められた。「友人や家族と旅行する」こととの関連も示

された。 
 
（８）第８章 パーソナリティと客観的属性・キャリア・主観的意識について 

 第８章では、就労者のビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性と主観的な意識やキャリア、

客観的な属性との関連を分析した 6。性別や年齢に関する分析からは、パーソナリティ特性

は年齢や性別によって特徴が異なる可能性が示唆された。開放性を除く情動性、外向性、誠

実性、協調性の 4 つの特性は男性よりも女性の得点が高かった。一方、開放性のみ、20 代を

除き男性の得点が高かった。 
 また雇用形態別の分析から、パーソナリティ特性によって雇用形態別の特徴が明確なもの

がある一方、差があまり見られないものもあることが確認された。中でも、情動性（≒悩み

がちで不安になりやすく、傷つきやすい性格、情緒の不安定性が高い）は自営業・フリーラ

ンスや正社員・正職員で低いことが示された。職業別の分析からは、各職業の中でも管理的

職業が特徴的なパーソナリティ特性を示しており、情動性は他の職業に比べて最も低く、外

向性、誠実性、開放性は最も高かった。 
 さらに、転職経験がある人はない人に比べ、パーソナリティ特性の得点が総じて高いこと

が分かった。また、年収別の分析から、年収が低いほど情動性が高く、年収が高いほど外向

性、誠実性、開放性が高いことが明らかとなった。パーソナリティ特性によって幸福感のよ

うな個人的な変数、友人関係といった対人的な変数、家庭の暮らし向きといった社会的な変

数が予測される可能性が示された。 

                                                
6 本調査では、就業者のパーソナリティ特性を把握するため Big Five 形容詞短縮版 2006（清水・山本, 2008）
を用いて性格傾向を尋ねた。本尺度では、性格を表す形容詞を提示し、自分に当てはまるか否かの回答を求め

る。具体的には、例えば、情動性は「悩みがちな」「不安になりやすい」、外向性は「話し好きな」「陽気な」、

開放性は「独創的な」「興味の広い」、勤勉性は「勤勉な」「責任感のある」、協調性は「協力的な」「共感的な」

などの形容詞で測定する。なお、「情動性」については、数値が高ければ高いほどネガティブな評価となり、数

値が高いほどポジティブな評価の他の４因子とは逆になる点に留意が必要である。 
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（９）第９章 人的ネットワークと客観的属性・キャリア・主観的意識について 

 第９章では、連絡先を知っているといった表層的な関係から、一緒にレジャーをする、困

った時に相談できるといった親密な関係までを含んだ人的ネットワークと様々な変数の関連

を分析した。基礎的な分析から、人的ネットワークの大きさは連絡先を知っている人数、一

緒に遊んだりする人数、困った時に相談できる人数と親密度が高まるにつれ小さくなること

が分かった。 
 性別や年齢に注目する基礎的な分析により、表層的な関係は女性より男性の方が多い一方

で、親密な関係は男性よりも女性の方が多いことが分かった。年代に注目した分析では、若

い年代ほど人的ネットワークが広いことが確認された。 
 また、雇用形態別の分析からは、連絡先を知っている人数は雇用形態別の差が大きく、自

営業・フリーランス、正社員・正職員が多かった。一方、遊んだりする人数、困った時に相

談できる人数については雇用形態別に大きな差は見られなかった。転職回数の有無を比較す

ると転職経験がないグループの方が人的ネットワークの人数が多いことが確認された。 
 さらに、配偶者がいる人や子どもがいる人はそうでない人に比べ、連絡先を知っている人

数や遊んだりする人数が多いことが確認された。学習意欲に関する分析からは、全般的な学

習意欲が高い人や学習の重要性を認識している人の人的ネットワークが広いことが確認され

た。 
 
（１０）社会観・恋愛観・家族観・将来観・健康観・精神性について 

 第１０章では、本章では、就労者の社会観、恋愛観、家族観、幸福感、将来観、健康観、

精神性の各種意識について詳細に分析を行い、キャリア意識やその他の要因との関連を検討

した。 
 まず、社会観では、総じて格差や貧困の問題に約半数以上が関心を抱いていた。女性及び

年齢の高い方が格差や貧困に関心が高かった。年収が低いほど、老後に不安を感じているほ

ど、貧困や努力の報われなさに関心が高かった。運命や宿命に肯定的な者又は「情動性」（≒

悩みがちで不安になりやすく、傷つきやすい性格、情緒の不安定性が高い）が高い者は、格

差や貧困に関心が高かった。 
 次に、恋愛観では、総じて、恋愛に対する肯定、否定、無関心はそれぞれ 2～3 割と均等に

分かれていた。年齢が高いほど、男性は恋愛に肯定的であり、女性は否定的であった。年齢

が高いほど、恋愛に対する自信が高かった。配偶者がいる場合、年収が高い場合、恋愛に肯

定的で、自信が高かった。「情動性」が高い者、「外向性」が低い者は、恋愛に対する自信が

低かった。 
 家族観では、約半数以上が、結婚はした方が良い、子供はいた方が良いと回答した。伝統

的な家族観を抱く女性は、年齢が高くなるにつれて少なかった。一方、「子供は母親が面倒を

みるべきだ」は、年齢が高いほど男女共に肯定的だった。概して、年収が高いほど、学歴が
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高い方が、伝統的な家族観を持っていた。 
 将来観では、今後の職業生活の見通しを持っていない者、老後や人生設計を考えてこなか

った者がやや多い。61～65 歳まで働き続けたいが約 3 割で最多。老後に不安ありが 8 割。

女性の方が不安とする回答が多い。幸福感が高い、配偶者や子供がいる、年収・暮らし向き

・学歴が高い者は今後の職業生活の見通しを持っていた。 
 健康観では、「休養や睡眠を十分にとること」「バランスのよい食事をとること」「適度な運

動やスポーツをすること」が重視されていた。休養や睡眠、バランスの良い食事は女性が重

視していた。家族・仲間と食事をすること、友人や仲間と一緒に活動することは年齢が若い

方が重視し、特に女性で顕著だった。適度な運動やスポーツ、健康診断、人間ドックは年齢

が高いほど重視し、運動やスポーツは男性が、健康診断・人間ドックは女性が重視していた。 
 精神性では、「どんな最期を迎えるかは自分で決めたい」が 6 割で最も多かった。概して女

性の方が肯定的な回答が多かった。暮らし向きが良いほど精神性に関する肯定的な回答が多

かった。配偶者・子供がいない方が「太く短く生きたい」と回答した。年収が少ないほど「太

く短く生きたい」「「あの世」はあると思う」と回答した。 
 
（１１）2020 年調査（1 年後調査）との比較 

 第１１章では、前半部分で 2019 年調査と 2020 年調査の比較を行った全般的な結果を示

し、次いで後半部分では詳細な分析によって、2019 年と 2020 年の間で生じた意識変化の背

景を検討した。 
 その結果、コロナ禍前後における職業やキャリアに問題を感じる程度に最も影響を与える

のは、コロナ禍での職業観・キャリア観の変化であり、その背景には、さらにコロナ禍にお

ける職業生活の変化やコロナ禍での職業生活の不安があることが示された。また、コロナ禍

をどう感じているかも、コロナ前後の問題意識の変化に大きな影響を与えており、これから

の社会にも自分の生活にも大きな影響を与えたと考える者は、コロナ前後で問題意識が高ま

っているが、コロナ禍はこれからの社会にも自分の生活にも大きな影響を与えなかったと考

える者は、コロナ前後で問題意識が低くなった。上記の結果は、多かれ少なかれ、多くの意

識について指摘でき、より具体的な問題意識（将来全般について、自分の老後について等）、

相談ニーズ、転職観、職業観、自律的キャリア観、関心のある働き方、幸福感などについて

も指摘でき、同様の傾向がみられた。さらにコロナ禍前後の意識変化以外の要因によっても

変化がみられたのは、転職観、職場観（産休、育児休暇、介護休暇が取りやすい、有給休暇

が取りやすい等）、関心のある働き方（特にリモート・ワーク、テレ・ワーク、ギグ・ワーク

等）であり、特に雇用形態（正規雇用か否か）、年齢、収入などで違いがみられていた。 
 これらの結果を受けて、コロナ禍をはさんだ変化は、一般に思われている以上に、意識面

での変化である可能性が高いこと、一方で、コロナ禍前後の明らかな意識変化が観察される

層は必ずしも多数派ではなく、多くはコロナ禍前後の変化にさほど敏感でなかった可能性が
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あること、コロナ禍前後で「ギグ・ワーク」「ワーケーション」といった働き方が従来型のキ

ャリアやワークとは違った角度から関心を持たれている可能性があることなどを示唆した。 
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第２章 子ども時代の経験が学業やその後の社会生活へ及ぼす影響 

 

１．はじめに 

 米国の教育学者であるデューイは、古典的著書とされる『経験と教育』（Experience and 
Education）で、真実の教育はすべて、経験を通して生じると述べている（Dewey, 1938）。
学習者は、現在の経験を過去の経験と結びつけて学習を行うことから、生活経験というもの

が教育や学習に大きな影響を与えるとされる。このことは、学校教育を通じた子どもの教育

のみならず、成人にあっても同様である。成人教育学では、経験は学習者の資源であり生き

たテキストブック（Lindeman, 1926）とされ、成人は、自分の経験により自分自身を定義づ

ける（Knowles, 1989）という。成人教育や成人学習では、学習者のそれまでの経験を学習の

根底に据えるのである。 
 一方、社会学では、成育過程において、家庭、学校、地域社会などの体験や経験を通じて

獲得され蓄積されたものは、その後の学業や社会生活において、地位の獲得、収入、幸福度

などで有利に働く一種の文化資本として機能することが示唆されている（Bourdieu, 1979）。
さらに、近年では、英国での調査により、このような文化資本、所得や住宅資産などの経済

資本、そして人脈に代表される社会関係資本の 3 つの分布によって階級が規定されるとの概

念も提出され、例えば、エリート層では、この 3 つの資本もバランスよく総量が多いという

指摘がなされている（Savage, 2015）。 
 本章では、このように教育学、成人教育学、社会学で注目する経験というものについて、

子ども時代の経験の有無や経験総量が、学業達成や現在の社会生活にどのように影響を及ぼ

しているかについて検討を試みる。 
 
２．子ども時代の経験の分布と総量 

（１）性別と雇用形態 
 子ども時代（小学校から中学校まで）の経験を、自然体験、友達との遊び、スポーツ、楽

器演奏、読書、家族旅行、図書館利用、学校の楽しさ、信頼できる教師との邂逅、生徒会役

員・学級委員の機会などの 10 項目とした。回答は、１「全くなかった」、２「少しあった」、

「たくさんあった」の 3 つの選択肢である。 
 この 10 項目について、性別・雇用形態を、男性・正規、女性・正規、男性・非正規、女性

・非正規の 4 群に分け、平均値の差の結果を示したのが、図表２－１である。 
 4 群のうち最も平均値が高い群を摘記すると、「スポーツ」が男性・正規雇用者で高いが、

それ以外ではいずれも女性・正規雇用者の値が高い。女性・正規雇用者で高い内容は、「友達

との遊び」、「自然体験」、「読書」、「学校の楽しさ」、「楽器演奏」、「図書館利用」、「家族旅行」、

「信頼できる教師との邂逅」、「生徒会の役員・学級委員の経験」である。 
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図表 2－1 性別・雇用形態別子ども時代の経験の分布 

 

 
 なお、この 4 群について 10 項目すべてで有意差が認められた。 
 次に、子ども時代の経験に関する 10 項目の合計（10≦値の範囲≦30）を経験総量として、

雇用形態別の 4 群で平均値を見たのが図表２－２である。 
 平均値の高い順から、「女性・正規雇用」（22.18）＞「女性・非正規雇用」（21.33）＞「男

性・正規雇用」（21.09）＞「男性・非正規雇用」（20.20）であり、総じて女性の方が経験総

量の多い結果となっている。 
 

図表 2－2 性別・雇用形態別子どもの時代の経験総量 

 
 

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

友だちとの遊び 2.61
（.561） 2.62 .560 2.64 .550 2.53 .598 2.60 .554 ***

自然体験 2.40
（.615） 2.41 .610 2.45 .607 2.30 .630 2.38 .619 ***

スポーツ 2.34
（.684） 2.46 .647 2.31 .696 2.26 .686 2.20 .704 ***

学校の楽しさ 2.19
（.682） 2.23 .661 2.27 .673 2.03 .711 2.14 .699 ***

読書 2.13
（.689） 2.02 .675 2.27 .680 2.06 .672 2.24 .688 ***

家族旅行 2.05
（.669） 2.05 .646 2.14 .695 1.98 .657 2.02 .684 ***

信頼できる教師との邂逅 1.98
（.703） 2.01 .692 2.03 .714 1.85 .714 1.94 .698 ***

図書館利用 1.95
（.694） 1.83 .674 2.15 .702 1.85 .651 2.03 .688 ***

楽器演奏 1.91
（.735） 1.71 .683 2.15 .717 1.76 .710 2.12 .732 ***

生徒会役員・学級委員の経験 1.72
（.778） 1.75 .786 1.77 .796 1.58 .720 1.66 .763 ***

***p<.001

男性・正規
（N=2650)

女性・正規
（N=1300)

男性・非正規
（N=650)

女性・非正規
（N=1400)全体平均

（標準偏差）
p
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 この 4 群について、統計的な有意差が認められたため、scheffe 法で多重比較をしたとこ

ろ、①「女性・正規雇用」、②「女性・非正規雇用」「男性・正規雇用」、③「男性・非正規雇

用」の 3 つの群の間に差があり、女性・正規雇用者の経験総量の多さと、男性・非正規雇用

の者の経験総量の少なさが推察される結果となっている。この女性・正規雇用の者の経験総

量が多い結果は、どのような意味を持つのであろうか。 
 近年の女性の労働参加拡大に向けた政策の中で、雇用者の夫と専業主婦から成る世帯（「男

性雇用者と無業の妻から成る世帯」と夫婦共働き世帯（「雇用者の共働き世帯」）の比率の推

移を見れば、1996 年を境に夫婦共働き世帯の方が多くなり、さらに増加の傾向が認められる

（内閣府, 2019）。しかし、世代によっては、戦後形成されたとされる男性は仕事、女性は家

庭といった性役割観において、専業主婦を選択した者も多かったと推測される。女性で正規

雇用として職に就いている者は、男性以上に、子ども時代に多様な文化的、教育的経験をし、

そのことが、学業達成や学歴に結び付き、男女差を 凌駕
りょうが

する比較優位性を獲得、正規雇用に

結びつく要因となったことを推測させる結果である。 
 反対に、4 群のうち、男性・非正規雇用の者の経験総量は極端に低い。このことは、男性

・非正規雇用の者が子ども時代に文化的素養や社会に対する視野の獲得、あるいは役割を担

う機会が限定されていることを意味する。 
 これらのことから、子ども時代の経験は、当時の家庭環境や学校教育での適応・達成状況

を推察する指標であり、また、それらの状況とともに将来の雇用状況を予測する要因でもあ

ることがわかる。 
 
（２）最終学歴 
 最終学歴については、「大学・大学院」、「専門学校・各種学校・短大・高専」、「中学・高校

・その他」の 3 群とした上で、前述の子ども時代の経験に関する 10 項目との関係を見た（図

表２－３）。 
 学歴においては、「友だちとの遊び」や「自然体験」には統計的な有意差はない。有意差が

ある項目のうち、平均値が最も高いものを最終学歴別に摘記すると、「専門学校・各種学校・

短大・高専」の者では「楽器演奏」が多い。「楽器演奏」以外の「スポーツ」、「学校の楽しさ」、

「読書」、「家族旅行」、「信頼できる教師との邂逅」、「図書館利用」、「生徒会役員・学級委員

の経験」のいずれの項目も、「大学・大学院」の者の値が高くなっている。特にスポーツや学

校の楽しさといった集団活動、あるいは信頼できる教師との邂逅といった学校への適応、読

書や図書館利用といった学術的スキルを醸成する活動において、最終学歴が大学・大学院の

者の経験量が多い結果となっている。 
 項目全体の合計である経験総量を見てみると、図表２－４のとおり、「大学・大学院」（21.66）
＞「専門学校・各種学校・短大・高専」（21.24）＞「中学・高校・その他」（20.50）と学歴

に比例して経験総量が多くなっており、この 3 群には 0.1％水準で有意差が認められる。学
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歴が高いほど経験総量が多くなっているとの結果は、経験総量と学業達成、進学を後押しす

る過程の文化資本や経済資本との関連を推測させるものである。 
 

図表 2－3 学歴別子ども時代の経験の分布 

 
 

図表 2－4 学歴別過去の経験総量 
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（３）学校の成績と経験総量 
 次に最終学歴と経験との結果を敷衍し、中学校卒業時の成績との関係を見てみたい。 
 中学校の成績について、同学年のうち、「上のほう」、「中の上ぐらい」、「中の中ぐらい」、

「中の下ぐらい」、「下のほう」の 5 段階で聞き、それぞれの経験総量の平均値を見てみたの

が図表２－５である。 
 結果、「上のほう」（22.50）＞「中の上」（21.76）＞「中の中」（20.84）＞「中の下」（20.17）
＞「下のほう」（19.22）となっており、成績上位層から、成績下位層まで、経験総量の平均

値の合計は、直線的に下降している。つまり、成績の上位の者は、成績の下位の者よりも多

くの経験をしていることになる。この 5 群には 0.1％水準で有意差が認められる。 
 このように、中学校卒業時の成績と経験総量との間には一定の関係性が想定され、中学校

の段階で、子どもごとに経験の種類や経験総量が異なっている実態があり、そして、それは、

その後の学歴や雇用形態とも関わっていることが推察されるものである。つまり、経験総量

が多い者は成績も良く、マタイ効果とされるように、良い経験を蓄積したものは、成績が良

くなり、成績が良くなると、益々良い経験をする。そのことは、その後の人生設計において

も、進学・就職で有利に働き、人生の達成をより優位に行えるとの結果を予想させるもので

ある。 
 

図表 2－5 中学校卒業時の成績と過去の経験総量 

 
 

（４）学校の成績と教科の関係 
 次に、中学校卒業時の成績と最も得意だった科目をきいた結果が、図表２－６である。 
 成績が「上のほう」とした成績上位層で得意科目として最も多く上がったのは、「数学」

（35.6％）であり、次いで「社会」（17.6％）である。この 2 科目における成績上位層の比率

は成績の中位層や下位層の者よりも相対的に多くなっている。「数学」が占める割合は、成績

の下位層まで直線的に下がっていく。反対に、成績が「下のほう」とする成績下位層で、他

の群と比べて回答で多くなっているのが「国語」（14.2％）と「体育・保健体育」（16.0％）

となっている。このことから、成績上位層にとって、「数学」の成績が成績全体を表す一つの

22.50
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20.17

19.22

17
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指標となっており、数学が得意なものは全体の成績が良いということになる。 
 

図表 2－6 学校の成績と得意な教科の関係 

 
 

 次に、過去の経験の 10 項目で、「たくさんあった」と回答した者に限定し、その回答の多

い順に経験の種類を並べかえた。たとえば、回答比率が最も高い「友だちとの遊び」では、

6,000 人中 3,898 人と全体の 65.0％が「たくさんあった」と回答している。 
 結果、多い順から、経験の種類は、「友だちとの遊び」、「自然体験」、「スポーツ」、「楽器演

奏」、「学校の楽しさ」、「読書」、「家族旅行」、「信頼できる教師との邂逅」、「図書館利用」、「学

級委員の経験」となる。これらの過去の経験が「たくさんあった」と回答した者のそれぞれ

の経験と得意科目として挙がっている科目を見てみたい（図表２－７）。 
 「友だちとの遊び」と「自然体験」が「たくさんあった」と回答した者が得意科目として

挙げたものは、数学、国語、社会の順に多い。 
 

図表 2－7 過去の経験と得意な教科の関係 
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 この順番は、「生徒会役員・学級委員」の経験をたくさんしていると回答した者でも同じで

ある。友だちとたくさん遊び、自然体験をしている者において、数学、国語、社会などの科

目が得意科目として挙がっているのである。また、「学校の楽しさ」、「家族旅行」の経験をし

た者では、数学が同様に高く、その次に国語と社会が同じ割合になっている。「読書」、「図書

館利用」が多い者では、国語、数学、社会の順番となっており、読書と国語との関係が表に

出ている結果である。いずれにしてもこれらの項目では、数学、国語、社会を得意科目とし

て挙げる者の割合が高い。 
 一方、「スポーツ」では、国語の代わりの体育・保健体育が第三位に、そして、「楽器演奏」

では、社会の代わりに音楽が第三位に多い割合となっている。 
 
３．現在の活動の分布と総量 

 次に、現在の活動について聞くため、子ども時代（小学校から中学校まで）の経験である、

自然体験、友達との遊び、スポーツ、楽器演奏、読書、家族旅行、図書館利用、学校の楽し

さ、信頼できる教師との邂逅、生徒会役員・学級委員の機会などの対応する 10 項目を作成し

た。 
 成人になってからの項目として子ども時代の経験と状況が一致しない「友達との遊び」は

「友だちとの会合」、「家族旅行」は「友人・家族旅行」、「学校の楽しさ」は「自発的学習」、

「信頼できる教師との邂逅」は「恩師との再会」、「生徒会役員・学級委員」は「地域の世話

役」などに内容を変更した。「自然体験」、「読書」、「スポーツ」、「図書館利用」、「楽器演奏」

は子ども時代の経験と同じ項目である。これらの 10 項目で現在の活動について見ることに

する。 
 
（１）性別と雇用形態 
 性別・雇用形態では、「楽器演奏」と「読書」を除き、「自然体験」、「友だちとの会合」、「ス

ポーツ」、「友人・家族旅行」、「図書館利用」、「自発的学習」、「恩師との再会」、「地域の世話

役」において統計的有意差が認められた（図表２－８）。 
 活動の種類の分布では、性別によって活動内容が異なるものの、総じて正規雇用の者の活

動量が多く、また、非正規雇用の者にあっても、男性・非正規雇用の者の活動量が極端に低

い結果となっている。男性・非正規雇用の者は、現在の活動でも学習の機会や正規雇用など

につながる人との出会いや交流などに参加できず、また、日常生活や様々な活動から意図せ

ずに学習するとされる偶発的学習の機会にも恵まれていない状況が推察される結果である。 
 一方、男性・正規雇用の者は、4 つの群との比較において、他の群よりも、「自然体験」、

「自発的学習」、「スポーツ」、「地域の世話役」、「恩師との再会」などの項目の平均値が高く、

一方、女性・正規雇用の者では、「友人・家族旅行」、「友だちと会うこと」などの交友や交流

が多く、「図書館利用」の平均値も高くなっている。 
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図表 2－8 性別・雇用形態別現在の活動の分布 

 
 
 さらに、10 項目の平均値の合計を現在の活動総量とし、性別・雇用形態別に scheffe 法で

多重比較をしたのが図表２－９である。結果、平均値の分布でも推測されていたことである

が、①「男性・正規雇用」と「女性・正規雇用」、②「女性・非正規雇用」、③「男性・非正

規雇用」の 3 つの群との間に、有意な差が認められた。 
 

図表 2－9 性別・雇用形態別現在の活動総量 
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（２）最終学歴 
 最終学歴について、現在の活動についての結果をみたのが、（図表２－１０）である。有意

差がないのは、「自然体験」や「地域の世話役」である。有意差がある 8 項目のうち、最終学

歴の中で、3 群のうち相対的に「専門学校・各種学校・短大・高専」の者の平均値が高いの

は、「友達との会合」である。有意差があるそれ以外の項目を見れば、いずれも「大学・大学

院」の者の平均値が高く、「友人・家族旅行」、「自発的学習」、「読書」、「スポーツ」、「図書館

利用」、「楽器演奏」、「恩師の再会」となっている。総じて、最終学歴が「大学・大学院」の

者の平均値が高い項目が多い。 
 10 項目を足しあげ、その合計で現在の活動総量を見たのが図表２－１１である。これによ

れば、「大学・大学院」（17.01）＞「専門学校・各種学校・短大・高専」（16.23）＞「中学・

高校・その他」（15.56）と学歴に比例して経験量が多い結果となっている。なお、この 3 群

では、0.1％水準で有意差が認められる。このことから、学歴が高いほど、多様な活動を行い、

その活動総量も多いことが分かる。これらの活動総量の差は、活動を介して人間関係や知識

の獲得に寄与し、そのことが人生の豊かさなどに影響を及ぼす可能性もある。 
 

図表 2－10 学歴別現在の活動の分布 
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図表 2－11 学歴別現在の活動総量 

 
 
４．経験の内容 

（１）過去の経験の分類 
 これまで分析の対象としてきた過去の経験としての、「自然体験」、「友達との遊び」、「スポ

ーツ」、「楽器演奏」、「読書」、「家族旅行」、「図書館利用」、「学校の楽しさ」、「信頼できる教

師との邂逅」、「生徒会役員・学級委員の機会」などの 10 項目について、その内容を分類する

ため、最尤法による因子分析を行い、プロマックス回転を行った結果が、図表２－１２であ

る。 
 

図表 2－12 過去の経験の因子分析結果 

  

Ⅰ 家庭内教養 Ⅱ活動的体験 Ⅲ学校適応
図書館利用 .798 -.068 .043

読書 .726 .021 -.041
楽器演奏 .351 .093 .071
家族旅行 .302 .177 .134
友だちとの遊び .001 .816 -.079
自然体験 .140 .564 -.083

スポーツ -.081 .532 .104
信頼できる教師との邂逅 -.006 -.058 .799
学校の楽しさ -.053 .253 .603
生徒会役員・学級委員の経験 .138 -.104 .493
α （4項目）.661 （3項目）.654 （3項目）.675
因子相関　　　　因子Ⅰ 1.000
　　　　　　　　因子Ⅱ .298 1.000
　　　　　　　　因子Ⅲ .374 .621 1.000

因子抽出法：最尤法
回転法：プロマックス法

因　　子
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 第Ⅰ因子は、図書館利用、読書、楽器演奏、家族旅行の項目の負荷量が高く、家庭教育に

関する項目が高いことから、「家庭内教養」、第Ⅱ因子は、友だちとの遊び、自然体験、スポ

ーツなど活動的な項目の負荷量が高いため「活動的体験」、第Ⅲ因子は、信頼できる教師との

邂逅、学校の楽しさ、生徒会役員や学級委員などは学校教育の肯定的な経験に関する項目の

負荷量が高く「学校適応」と名付けることとする。 
 3 つの因子である「家庭内教養」4 項目、「活動的体験」3 項目、「学校適応」3 項目につい

て、信頼性分析を実施したところ、「家庭内教養」が α＝.661、「活動的体験」α＝.654、「学校

適応」が α＝.675 となっており、それぞれ尺度とする。なお、因子相関は、因子Ⅰと因子Ⅱ

が r=.298、因子Ⅰと因子Ⅲは r=.374、因子Ⅱと因子Ⅲは r=.621 である。 
 
（２）現在の活動志向の分類 
 次に、現在の活動の 10 項目を分類するため、同様に最尤法による因子分析を行い、3 つの

因子を抽出した。その後、プロマックス回転を行った結果が、図表２－１３である。 
 

図表 2－13 現在の活動志向項目の因子分析結果 

 
 
 第Ⅰ因子は、友人・家族旅行、自然体験、友だちとの会合、スポーツの項目などの負荷量

が高く、活動に関する項目が高いことから「行動志向」と名付ける。第Ⅱ因子は、恩師との

再会、地域の世話役、楽器演奏などの項目の負荷量が高く、人との関係性によることが多い

ため「ネットワーク志向」と名付ける。第Ⅲ因子は、読書、図書館利用、自発的学習の項目

に関する負荷量が高いため、「学習志向」と名付けた。 

I 行動志向 Ⅱネットワーク志向 Ⅲ 学習志向

友人・家族旅行 .694 -.095 .005

自然体験 .608 -.052 .027

友だちと会うこと .568 .080 -.066

スポーツ .330 .207 .059

恩師との再会 -.004 .682 .002

地域の世話役 .018 .652 -.062

楽器演奏 -.066 .493 .088

読書 -.033 -.110 .838

図書館利用 -.037 .138 .540

自発的学習 .151 .108 .424

α （4項目）.651 （3項目）.625 （3項目）.658

因子相関　　　　因子Ⅰ 1.000

　　　　　　　　因子Ⅱ .515 1.000

　　　　　　　　因子Ⅲ .462 .481 1.000

因子抽出法：最尤法
回転法：プロマックス法

因　　子
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 その後、3 つの因子である「行動志向」4 項目、「ネットワーク志向」3 項目、「学習志向」

3 項目のそれぞれについて、信頼性分析を実施したところ、「家庭内教養」が α＝.651、「活動

的体験」α＝.625、「学校適応」が α＝.658 となっており、尺度化して使用することにする。

なお、因子相関は、因子Ⅰと因子Ⅱが r=.515、因子Ⅰと因子Ⅲは r=.462、因子Ⅱと因子Ⅲは

r=.481 である。 
 
（３）過去の経験と現在の類似活動との相関 
 因子分析による過去の経験の 3 つの尺度、家庭内教養、活動的体験、学校適応と、現在の

活動志向の 3 つの尺度、行動志向、ネットワーク志向、学習志向の六つについて、過去の経

験と現在の活動のそれぞれの尺度間の相関を見たのが、図表２－１４である。 
 現在の活動の観点から、過去の経験との関係を見れば、旅行、友人とのつき合い、スポー

ツなどの「行動志向」の者は、過去の経験として、図書館利用、読書、楽器演奏、旅行など

を行ったとする「家庭内教養」（r =.241）、友だちとの遊び、自然体験、スポーツなどの「活

動的体験」（r =.330）、信頼できる教師との邂逅、学校の楽しさ、生徒会役員や学級員といっ

た項目からなる「学校適応」（r =.317）と正の相関が認められ、現在の活動として、恩師と

の再会、地域の世話役、楽器演奏などの項目からなる「ネットワーク志向」とは、過去の「家

庭内教養」（r =.212）、「学校適応」（r =.253）との間に正の相関がみられた。また、現在の読

書、図書館利用、自発的学習といった項目からなる「学習志向」とは、過去の「家庭内教養」

（r =.326）との間に正の相関がみられた。ただし、現在の「ネットワーク志向」や「学習志

向」と過去の「活動的体験」は関係せず、現在の「学習志向」と過去の「学校適応」との相

関は弱い。 
 

図表 2－14 過去の経験と現在の活動との関係 

 

 
 過去の経験においては、「家庭内教養」、「活動的体験」、「学校適応」の 3 つの尺度間でいず

れも正の相関がみられる。「活動的体験」と「学校適応」との間に正の相関（r =.435）は、学

校時代によく遊び、自然に触れ、スポーツをしていた活動的な経験を持つ者は、良き教師に

も恵まれ、あるいは教師から一目置かれ、学校が楽しく、学校内で生徒会役員や学級委員な

どの役割を担っているということを推測させる結果である。また、「家庭内教養」と「学校適

家庭内教養 活動的体験 学校適応 行動志向 ネットワーク志向 学習志向
家庭内教養 8.04 1.963 4 12 1 ― ― ― ― ―
活動的体験 7.35 1.436 3 9 .300** 1 ― ― ― ―
学校適応 5.89 1.686 3 9 .377** .435** 1 ― ― ―
行動志向 7.53 1.853 4 12 .241** .330** .317** 1 ― ―
ネットワーク志向 3.76 1.185 3 9 .212** .007  .253** .357** 1 ―
学習志向 5.19 1.607 3 9 .326** .089** .191** .366** .364** 1

** p<.01

過去の経験 現在の活動

過去の経験

現在の活動

相関係数
平均値 標準偏差 最大値 最小値
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応」（r =.377）と、「家庭内教養」と「活動的体験」（r =.300）との間にも正の相関がある。 
 現在の活動に関する 3 つの尺度間では、「行動志向」と「学習志向」（r =.366）、「行動志向」

と「ネットワーク志向」（r =.357）との間にそれぞれ正の相関があり、また、「ネットワーク

志向」と「学習志向」（r =.364）との間に正の相関が認められた。行動志向、ネットワーク志

向、学習志向とそれぞれ正の相関がみられることから、現在の活動にあっても活動する者は

多くの活動を行い、そうでない者は活動しないという傾向が推測される結果である。 
 
５．過去の経験と現在の活動との関係 

（１）過去の経験の下位尺度と職業との関係 
 先に因子分析で分類し作成した過去の経験の 3 つの尺度である「家庭内教養」、「活動的体

験」、「学校適応」ごとに、職業の分布で平均値の高い順に上位三番目までを挙げる（図表２

－１５）。 
図表 2－15 職業と過去の経験内容との関係 
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 職業別に見てみると、管理的職業では、過去の経験として、友だち遊び、自然体験、スポ

ーツといった「活動的体験」や信頼できる教師との邂逅、学校の楽しさ、生徒会役員や学級

委員などの経験といった「学校適応」の平均値が高い。活動的で制度内で適応するという資

質・能力が職業にいきているということであろう。専門的・技術的職業では、図書館利用、

読書、家族旅行といった「家庭内教養」と「学校適応」の平均値が高い。専門的・技術的職

業では、知識や学校文化への適応が高いことが予想される。その他、事務的職業では「家庭

内教養」の平均値が高い。保安の職業 7は、「活動的体験」、「学校適応」の平均値が高く、「活

動的体験」とともに「学校適応」といった体制順応性の高さが職業に結び付いていると推察

される。農林漁業の職業は、「家庭内教養」の平均値が高く、輸送・機械運転の職業では、体

力を要する場合もあることからか、身体的資質・能力が高いことが推測され、過去の「活動

的体験」の平均値が高い。 
 次に、過去の経験に関する「家庭内教養」、「活動的体験」、「学校適応」3 つの尺度別に平

均値の高い順に摘記してみよう。 
 「家庭内教養」では、農林漁業の職業>専門的・技術的職業＞事務的職業の順に多い。農林

漁業の職業では、家族を交えた豊かな時間を過ごした者が多いとも考えられ、専門的・技術

的職業や事務的職業では、図書館利用や読書を通じ、一人で集中して時間を過ごすといった

経験が培われているとも考えられる。 
 友だちとの遊び、自然体験、スポーツといった「活動的体験」では、保安の職業＞輸送・

機械運転の職業＞管理的職業が高く、これらの職業は活動性が期待される職業であることが

わかる。 
 信頼できる教師との邂逅、学校の楽しさ、生徒会役員や学級委員の機会といった項目から

なる「学校適応」では、「保安の職業」＞「管理的職業」＞「専門的・技術的職業」の順とな

っている。「保安の職業」で学校適応の平均値が高いのは、このような職業に就く者の活動性

とともに、先に記したとおり、自衛官・警察官・消防員などの公務の仕事に就いている者が

多く含まれることから、体制順応という性格特性を表しているように思われる。 
 最後に、過去の経験項目の全体の合計により、子ども時代の経験全体の平均値が高い職業

を見てみると、「専門的・技術的職業」＞「保安の職業」＞「農林漁業の職業」＞「管理的職

業」＞「事務的職業」の順である。 
  

                                                
7 なお、「保安の職業」は職業分類上、自衛官・警察官・消防員や警備などの仕事から構成される職種である。

また、自衛官・警察官・消防員などが多く含まれることから、国家公務員・地方公務員その他の公的な職業に

従事している者も多く該当する。 
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（２）現在の活動志向の下位尺度と現在の職業との関係 
 現在の活動志向について、「行動志向」、「ネットワーク志向」、「学習志向」の 3 つの下位尺

度から職業の分布で上位三番目までを見てみる（図表２－１６）。 
 職業別に見てみると、管理的職業では、現在の活動として、友人・家族旅行、自然体験、

友だちと会うこと、スポーツなどからなる「行動志向」、恩師との再会、地域の世話役、楽器

演奏などの「ネットワーク志向」、読書、図書館利用、自発的学習などからなる「学習志向」

のいずれの平均値も高い。専門的・技術的職業では、「行動志向」と「学習志向」の二つの平

均値が高い。保安の職業は、「行動志向」、「ネットワーク志向」、「学校適応」と、管理的職業

と同様、バランスよく平均値が高い。一方、農林漁業の職業は、「ネットワーク志向」の平均

値が高くなっている。 
 

図表 2－16 職業と現在の活動志向との関係 

 

 
 友人・家族旅行、自然体験、友だちとの会合、スポーツの項目からなる「行動志向」では、

「保安の職業」＞「管理的職業」＞「専門的・技術的職業」が高くなっている。これらの職

業の者は活動的な時間を過ごしていると言えよう。恩師との再会、地域の世話役、楽器演奏

からなる「ネットワーク志向」では、「保安の職業」＝「農林漁業」＞管理的職業の順となっ

　職業 Ⅰ行動志向
（標準偏差）

Ⅱネットワーク志向
（標準偏差）

Ⅲ学習志向
（標準偏差）

全体
（標準偏差）

管理的職業(N=577) 7.90
(1.883)

3.92
(1.344)

5.40
(1.602)

17.21
(3.786)

専門的・技術的職業(N=1365) 7.74
(1.843)

3.85
(1.182)

5.56
(1.608)

17.15
(3.471)

事務的職業(N=1555) 7.56
(1.799)

3.66
(1.129)

5.23
(1.605)

16.45
（3.386)

販売の職業(N=570) 7.40
(1.853)

3.69
(1.161)

4.98
(1.572)

16.08
(3.552)

サービスの職業(N＝675） 7.25
(1.844)

3.76
(1.176)

5.00
(1.588)

16.00
(3.450)

保安の職業(N=96) 7.98
(2.010)

3.95
(1.461)

5.26
(1.700)

17.19
(4.032)

農林漁業の職業(N=44) 7.48
(1.732)

3.95
(1.180)

5.18
(1.419)

16.61
(3.237)

生産工程の職業(N=359) 7.17
(1.808)

3.67
(1.138)

4.74
(1.497)

15.58
(3.444)

輸送・機械運転の職業(N=110) 7.66
(1.783)

3.71
(1.336)

4.74
(1.652)

16.11
(3.678)

建設・採掘の職業(N=109) 7.11
(1.781)

3.67
(1.001)

4.55
(1.302)

15.33
(3.037)

運搬・清掃・包装等の職業(N=247) 6.68
(1.847)

3.66
(1.140)

4.59
(1.487)

14.93
(3.637)

その他(N=293) 7.59
(1.795)

3.74
(1.169)

5.12
(1.608)

16.44
(3.516)

合計平均値(N=6000) 7.53
(1.853)

3.76
(1.185)

5.19
(1.607)

16.47
(3.544)
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ている。図書館利用、読書、自発的学習の項目からなる「学習志向」では、「専門的・技術的

職業」＞「管理的職業」＞「保安の職業」の順となっている。これらの層は成人学習を自発

的・自律的に実施していると言える。 
 次に、過去の経験項目の全体の合計により、現在の活動志向の総量が多い職業を見てみる

と、「管理的職業」＞「保安の職業」＞「専門的・技術的職業」＞「農林漁業の職業」＞「事

務的職業」の順となっている。 
 
（３）過去の経験総量の高い５つの職業の回答者の属性 
 経験の平均値が高い「専門的・技術的職業」、「保安の職業」、「農林漁業の職業」、「管理的

職業」、「事務的職業」の 5 つについて、回答者の中で多い属性を見てみると、図表２－１７

のとおりである。 
 「管理的職業」では、男性、大学・大学院卒、個人年収 700～800 万円未満、世帯年収 1,200
万円以上の者、「専門的・技術的職業」では、男性、大学・大学院卒、個人年収 300～400 万

円未満、世帯年収 400~500 万円未満、「事務的職業」では、女性、大学・学院、個人年収 300
～400 万円未満、世帯年収 400～500 万円未満、「保安の職業」では、男性、大学・大学院卒、

個人年収 500～600 万円未満、世帯年収は 500～600 万円未満と 700～800 万円未満が多く、

「農林漁業の職業」では、男性、専門・各種学校卒、個人年収 100～200 万円未満、世帯年

収は 400～500 万円未満の者が多い。 
 

図表 2－17 経験総量の多い上位職業の回答者属性の特徴 

 
 
 この 5 つの職業において、主観的幸福度の平均値をみたところ、「管理的職業」（7.43）＞

「保安の職業」（7.42）＞「専門的・技術的職業」（7.18）＞「事務的職業」（7.03）＞「農林

漁業の職業」（6.55）の順であった。また、この 5 つの中では、「事務的職業」や「農林漁業

の職業」では、標準偏差を見ると回答のばらつきが大きいことがわかる。 
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（４）中学時代の得意科目と現在の職業 
 次に、中学時代の得意科目と現在の職業との関係を見てみる（図表２－１８）。 
 中学での得意科目は、全体として、数学（25.5％）、国語（17.0％）、社会（17.0％）に集中

している。数学を得意とする比率が高い職業は、「管理的職業」（34.1％）＞「専門的・技術

的職業」（32.7％）＞「建設採掘の職業」（29.4％）である。国語の比率が高いのは、「サービ

スの職業」（20.6％）＞「販売の職業」＝「運搬・清掃・包装等の職業」（20.2％）である。

サービス業系では、対人関係に関わる職業であり、言語能力が求められることからか、国語

を得意科目とする者が多い。 
 社会の比率が高いのは、「輸送・機械運転の職業」（30.0％）＞「農林漁業の職業」（22.7％）

＞「管理的職業」（21.1％）である。社会に対する関心が高いことを示唆する内容である。 
 一方、建設、運転、保安などの体力を必要と想定される仕事では、体育・保健体育が得意

科目に入っており、たとえば、「建設・採掘の職業」（21.1％）＞「輸送・機械運転の職業」

（15.5％）＞「保安の職業」（14.6％）となっている。 
 

図表 2－18 職業と中学時代の得意科目との関係 

 

 

職　業 第一位 第二位 第三位

管理的職業(N=577) 数学
（34.1％）

社会
（21.1％）

国語
（10.7％）

専門的・技術的職業(N=1365) 数学
（32.7％）

国語
（13.8％）

社会
（12.5％）

事務的職業(N=1555) 数学
（23.5％）

国語
（19.7％）

社会
（19.4％）

販売の職業(N=570) 国語
（20.2％）

数学
（19.1％）

社会
（17.2％）

サービスの職業(N＝675） 国語
（20.6％）

数学
（19.1％）

社会
（15.4％）

保安の職業(N=96) 数学
（26.0％）

社会
（20.8％）

体育・保健体育
（14.6％）

農林漁業の職業(N=44) 数学／社会
（22.7％） ーーー 国語

（18.2％）

生産工程の職業(N=359) 数学
（24.2％）

社会
（16.7％）

国語
（15.0％）

輸送・機械運転の職業(N=110) 社会
（30.0％）

数学
（20.0％）

体育・保健体育
（14.5％）

建設・採掘の職業(N=109) 数学
（29.4％）

体育・保険体育
（21.1％）

社会
（15.6％）

運搬・清掃・包装等の職業(N=247) 国語
（20.2％）

社会
（18.2％）

数学
（17.0％）

その他(N=293) 数学
（22.5％）

国語
（20.1％）

社会／体育・
保健体育（13.0％）

全　　体 数学
（25.5％）

国語／社会
（17.0％） ーーー
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６．過去の経験と現在の活動の暮らし向きと幸福度との関係 

 最後に、過去の経験が現在の活動にどのように影響しているかの指標として、暮らし向き

と幸福度の二つの点から見てみたい。 
 
（１）暮らし向き 
 暮らし向きを 5 段階で聞き、それぞれの経験総量の平均値を見たところ、暮らし向きに比

例して、上（22.92）が最も高い平均値であり、中上（22.18）、中中（21.63）、中下（20.85）、
下（19.93）と直線的に平均値が下がる傾向が認められた（図表２－１９）。 
 下位尺度である「家庭内教養」、「活動的体験」、「学校適応」の 3 つのいずれでも同様に暮

らし向きに比例する傾向があり、暮らし向きと経験の種類を表す 3 つの尺度との間にも同様

の傾向が推定される。 
 

図表 2－19 暮らし向きと過去の経験総量 

 
 
 現在の活動志向について見てみると、過去の経験と同様の傾向があり、暮らし向きと現在

の活動志向の総量は比例している。上（19.93）が最も高い平均値であり、中上（17.74）、中

中（16.75）、中下（15.95）、下（15.05）と直線的に平均値が下がる傾向が認められた（図表

２－２０）。 
 現在の活動においても下位尺度である「行動志向」、「ネットワーク志向」、「学習志向」で

も同様に、暮らし向きに比例して活動の種類に関する 3 つの尺度の値が高くなる傾向があっ

た。 
 過去の経験総量と現在の活動総量のグラフを見れば（図表２－１９と図表２－２０）、過去

の経験総量も現在の活動総量も暮らし向きとが関係していることがわかる。  
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図表 2－20 暮らし向きと現在の活動総量 

 
 
（２）幸福度 
 次に、幸福度と、過去の経験総量と現在の活動総量との関係を見るため、過去の経験総量

に応じて、「高位群」（n=1,719)、「中位群」(n＝1,693)、「下位群」（n=2,588）とし、現在

の活動志向については、「高位群」（n=1,580)、「中位群」（n＝1,883）、「下位群」

（n=2,537）とし、幸福度の平均値を見たのが図表２－２１である。 
 過去の経験総量と現在の活動志向総量において、高位群、中位群、低位群を見ると、過去

の経験総量も現在の活動志向総量においても、過去多くの経験をし、現在も活動を多くして

いる者の幸福度が高い結果となっている。 
 

図表 2－21 幸福度と過去の経験総量と現在の活動総量 
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７．おわりに 

（１）経験の質と量の偏在 
 成人の学習に言及する者は、学習の資源としての経験に着目する。経験は個人に属し、移

転不可能な個人の資本である。このような人生の資本となる望ましい経験は、過去において

どのように蓄積され、その後の人生にどのように影響を与えるのか。 
 子ども時代の経験がどのように蓄積されるかを見た結果では、性別・雇用形態、学歴にお

いて明らかに経験の種類の分布や総量が異なっていた。性別・雇用形態では、女性・正規雇

用の者が経験の種類や総量でも多く、反対に男性・非正規雇用の者は、経験の種類が少なく

総量も極端に少なかった。学歴においては、学歴が高いほど、経験の種類と総量が多い結果

となっている。このことは、過去の経験の種類と総量とされて表される文化資本といったも

のが、性別・雇用形態や学歴などの属性によって偏って分布していることを表している。 
 また、中学校時代の成績との関連を見れば、中学校時代の成績の上位層は、さまざまな経

験の種類と多くの経験をしており、成績と経験との関係が浮き彫りになっている。このこと

は、家庭によって子どもの経験が異なり、そのことが家庭の教育力としての一つの指標とし

て、あるいは、そこで蓄積される経験の種類や総量といった文化資本としての実態が、子ど

もの成績に影響を及ぼしていることを推測させるものである。このような経験の差異を是正

することを考えれば、学校教育においてあらゆる子どもに多様な良質の経験をさせることの

意義を示唆するものである。 
 中学校時代の得意科目との関連では、成績上位層においては数学を得意科目として挙げる

者の比率が、成績中位層や下位層と比べて多い。この比率は、成績上位層、中位層や下位層

になるにつれて下がっていく。また、得意科目として挙がるものとして、全体として、数学、

国語、社会を挙げる者が多く、これらの科目が学校教育で重要視されていることを間接的に

表す結果となっている。過去の経験内容としてそれぞれの項目において「たくさんある」と

回答した者について聞いた得意科目として多いものでは、スポーツの経験が「たくさんある」

者で体育・保健体育を得意科目とし、楽器演奏が「たくさんある」との回答者に音楽を得意

科目とする者が見られたが、全体的には、数学、国語、社会が多くを占めていることには変

わりはない。 
 現在の活動では、正規雇用の者と非正規雇用の者では、正規雇用の者の活動の種類や総量

が多いことが明らかであり、その種類を見れば、男性・正規雇用者は、4 つの群との比較に

おいて、他の群よりも、自然体験、自発的学習、スポーツ、地域の世話役、恩師との再会な

どの項目の平均値が高く、一方、女性・雇用者では、友人・家族旅行、友だちと会うことな

どの交友や交流が多く、図書館利用も平均値が高くなっている。このことから、男性・正規

雇用の者が多様な活動を行っている比率が高いことが分かり、また女性・正規雇用の者は交

友関係や交流といった対人関係的活動の割合が高いことが分かる。このような現在の活動は、

学習として意図されるものでない場合であっても、偶発的に学習される機会や契機であるこ
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とが多い。この点から考えれば、特に男性・非正規雇用の者の活動の種類や量が最も低く、

男性・非正規雇用の者の学習の機会や契機が少ない状況を想像させる結果となっている。ま

た、現在の活動志向について、学歴別に見た結果は、学歴と雇用形態との関係を反映するも

のでもあるが、学歴が高い者の方が活動の種類も総量も多いことが明らかにされている。こ

のように、現在の活動志向においても、性別・雇用形態や学歴などの属性によって分布が偏

っていることがわかる。 
 
（２）現在の活動志向、職業などへの影響 
 過去の経験と現在の活動志向についての各 10 項目の内容を因子分析すると、過去の経験

は、「家庭内教養」、「活動的体験」、「学校適応」、現在の活動志向は、「行動志向」、「ネットワ

ーク志向」、「学習志向」と分類されたが、過去の経験における「家庭内教養」、「活動的体験」、

「学校適応」の 3 つの項目は相互に関係があり、過去の経験が多いものは、さまざまな経験

を広く行っていることがわかる。学校時代によく遊び、自然に触れ、スポーツをしていた活

動的な経験を持つ者は、学校も楽しく教師との関係も良好、学校内の役員をするなど学校に

も適応している。 
 過去の経験は、現在の職業と関係があり、管理的職業や保安の職業に就いている者は、活

動的体験や学校適応で他の職業よりも平均値が高く、活動性や体制適応といった経験を多く

している。また、職業によって得意科目の内容も異なっており、興味・関心が得意科目と関

連するのか、あるいは資質・能力が職業に結び付くのか、過去の経験や得意科目においては、

職業ごとに異なる様相を見せる。 
 過去の経験や現在の活動志向と、暮らし向きと幸福度の二つの指標で見てみると、暮らし

向きでは、過去の経験と現在の活動志向とともに、暮らし向きの良い者の経験総量が多かっ

た。また、幸福度については、過去の経験、現在の活動志向ともに多い者は幸福度が高いこ

とが分かった。 
 このように、過去の経験の質と量は、家庭の教育力の指標でもあり、またその経験自体が

有益な場合はそれも相まって、その後の人生に密接な影響を及ぼす。特に、正規雇用や非正

規雇用にあっては、過去の経験の質と量の分布に明確な差が見られる。特に性別を見れば、

過去に有益で多くの経験をしている女性が正規雇用の者に多く、一方、男性で過去の経験が

乏しい者に非正規雇用の者が多いことが明らかになった。 
 経験そのものは、学校教育における教科教育などに見られるような意図的・顕在的な学習

活動ではないが、経験の内容によっては潜在的な偶発的学習の機会として、学習への知的好

奇心の喚起、学校適応などに大きく寄与することが予想される。総じて、経験の質や量とい

ったものが、学校、そして社会での活動や成功の一因となり、その者のアイデンティティ、

職業選択などと関わり、人生全体を規定すると言える。 
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第３章 成人期の学習活動 

 
１．はじめに 

 成人になってからの学習活動は、自発性と自律性に基づくため、性別、年代、雇用形態な

どの属性で異なることが予測される。このことから、国際機関や欧米では、学習活動や教育

に参加する属性の分布について、広く調査が実施されてきた。 
 米国では、1962 年に、ジョンストーンとリヴェラによって、成人を対象に、教育・学習と

雇用の経験についての先駆的調査が実施された。それによると、成人になってからの学習活

動には、年齢と学歴が大きく影響し、学習を行っている者の多くは、40 歳以下、高等教育以

上の学歴、平均以上の収入、フルタイム、ホワイトカラー職、既婚もしくは子どもがいる者、

西海岸の都市部郊外に住んでいる者、との属性が明らかにされている（Johnstone ＆ 
Rivera, 1965）。その後の米国での成人の学習や教育に関する調査の結果も、若者、白人、

高学歴、高収入、米国西部在住者、郊外居住者、長時間労働者といった学習者の特徴が明ら

かにするものであった（Cross, 1981）。このような研究者による調査と同時に、全米調査と

して、米国教育省内にある国立教育統計センター（National Center for Education Statistics, 
NCES）が 1969 年以降、3 年ごとの調査を 1984 年まで実施、その後 1990 年代になってか

らも 3 回の調査を実施するなど、成人の教育参加のデータを広く取得し、その傾向を特定し

てきた。しかし、米国での成人のいずれの調査も、成人の学習に参加する者の属性は、ジョ

ンストーンらの調査が指摘した傾向と本質的には変わらないとされる（Merriam & 
Baumgartner, 2020, p. 88）。 
 また、国際機関による調査としては、OECD（経済協力開発機構）により、成人学習に参

加しない者の類型として、無職の若者・中退者、農村人口の一部、移民、高齢者、都市の貧

困層、低学歴の失業者や不完全雇用者、未熟練・半熟練労働者、一部在宅の母親や社会経済

的低階層の女性、居住地で使用される言語が不自由な者などが挙げられている

（OECD,1977）。 
 本章の目的は、成人になってからの学習活動が属性によって異なるという傾向を、日本の

データで確認することにある。 
 
２．どのような人が学習しているか 

（１）性別、雇用形態、性別・雇用形態別 
 まず、我が国ではどのような人が成人になってからも学習しているのだろうか。 
 成人の学習活動の実態を知るために、「何か学んでみたいことがあるか」、「現在、具体

的に何かを学んでいるか」との質問項目に基づき、実態を見てみたい。 
 学習活動について聞いた項目について、「学んでみたいことがあり、実際に学んでいる」

と回答した者を「学習意欲・実施」群、「学んでみたいことはあるが、実際には学んでいな
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い」を「学習意欲・未実施」群、「学んでみたいことはないが、実際には学んでいる」を「学

習無意欲・実施」群、「学んでみたいことがなく、実際に学んでいない」を「学習無意欲・

未実施」群と呼称する。 
 この学習活動に関し異なる回答をした 4 群について、性別、雇用形態、性別・雇用形態で

の分布を見たのが、図表３－１である。 
 全体としては、「学習意欲・未実施」群が半数以上（51.6％）を占め、多くの成人が学ん

でみたいことはあっても、実際に学んでいないということがわかる。また、「学習意欲・実

施」群と「学習無意欲・未実施」群とが約 2 割とほぼ同じ割合である。 
 性別では、男性の方が女性に比べ、「学習意欲・実施」群、「学習無欲・実施」群、「学

習無意欲・未実施」群での比率が高く、女性は、「学習意欲・未実施」群が相対的に高い。

このことは、女性の方が学びたい気持ちがあっても、学習ができない状況や理由がある者が

多いことを意味する。 
 雇用形態別では、学びたいことがあるとする学習意欲のある群（「学習意欲・実施」群、

「学習意欲・未実施」群）、あるいは意欲がなくても実施している群（「学習無意欲・実施」

群）での正規雇用の者の比率が高く、一方、非正規雇用の者では、「学んでみたいこともな

く、実際に学んでいない」とする「学習無意欲・未実施」群の比率が高い。 
 さらに、性別・雇用形態別に学習活動の 4 群を見ると、男性・非正規雇用の者が「学習意

欲・実施」群で高く、女性・正規雇用の者が「学習意欲・未実施」群で高い。また、男性・

正規雇用では、教育訓練や研修の機会があるということか、「学習無意欲・実施」群の比率

が他の群よりも高い。また、「学んでみたいことがなく、実際に学んでいない」とする「学

習無意欲・未実施」で群は、男性・非正規雇用の者の約 3 割（28.6％）が該当し、その比率

が高いことがわかる 
 このことから、男性・非正規雇用では、「学習意欲・実施」群と「学習無意欲・未実施」

群の二つの異なる層がデータの中に入っている可能性がある。 
 なお、雇用形態において、職業別に正規雇用の者と非正規雇用の者の占める割合が異なる

ことから、正規雇用の占める割合が高い職業を事前に確認すると、図表３－２のとおりであ

る。 
 

図表 3－1 性別・雇用形態別学習活動の状況 
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 正規雇用の者が 7 割以上を超える職業は、「管理的職業」（92.2％＝男性 83.9％＋女性 8.3
％）、「保安の職業」（88.6％）、「輸送・機械運転の職業」（79.9％）、「専門的・技術的

職業」（76.7％）、「生産工程の職業」（71.9％）、「事務的職業」（71.8％）となっている。

反対に、非正規雇用の者が多いのは、「農林漁業の職種」、「サービスの職業」、「運搬・

清掃・包装等の職業」となっている。また、女性の割合が高い職業の順をみれば、「事務的

職業」（39.0％）と「専門的・技術的職業」（25.9％）、「販売の仕事」（14.7％）である 8。 
 

図表 3－2 職業別正規雇用の者が占める割合 

 
 
（２）性別・年代別 
 学習活動に関する 4 群について、性別・年代別に見たのが図表３－３である。 
 「学習意欲・実施」群で多い性別・年代は、男性の 20 代後半、30 代後半、30 代前半の順

に多く、20 代後半から 30 代の男性が学びたいことがあり、また自主的に学んでいることが

推察される結果となっている。女性では、20 代後半や 30 代前半、50 代後半の者が比較的高

くなっている。「学習無意欲・未実施」群で相対的に多いのは、男性の 50 代前半と 40 代前

半、女性の 50 代後半と 40 代の者で、中年期においては性別を問わず、「学んでみたいこと

                                                
8 なお、「保安の職業」は職業分類上、自衛官・警察官・消防員や警備などの仕事から構成される職種である。

また、自衛官・警察官・消防員などが多く含まれることから、国家公務員・地方公務員その他の公的な職業に

従事している者も多く該当する。 
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がなく、実際に学んでいない」者が多いとの結果である。 
 

図表 3－3 性別・年代別学習活動の状況 
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 一方、「学習意欲・未実施」群では、女性の 30 代後半、40 代後半、30 代前半の順に多く、

30 代の女性や 40 代後半の女性は、「学びたいことはあるが、実際に学んでいない」割合が

高い状況にあることがわかる。このような 30 代から 40 代の女性の学習意欲に対しては、学

びたいことの特定や学ぶという行動につながらない障壁の内容を特定し、支援を行う必要が

示唆される。 
 
（３）学習活動と中学校時代の成績 
 学習活動に関する 4 群について、中学校時代の成績との関係をみたのが図表３－４である。 
 「学習意欲・実施」群では、「成績・上位」の者の比率が他の成績の者よりも高く、「学

習意欲・未実施」群では「成績中位上」、「学習無意欲・実施」群では「成績中位上」の者、

「学習無意欲・実施」群では「成績中位下」の者、「学習無意欲・未実施」群では「成績・

下位」の者の比率が高い結果となっている。総じて成績が良い者は学習意欲があるとの結果

である。 
 

図表 3-4 中学校時代の成績別学習活動の状況 

 
 

３．学習の目的 

（１）性別、雇用形態、性別・雇用形態別 
 次に、「何のために学びたいか」との学習の目的を聞いた結果が図表３－５である。 
 全体では、「自分の趣味のため」（27.1％）、「教養を深めるため」（21.5％）、「仕事に

役立てるため」（21.4％）の 3 つが全体の 7 割を占める。 
 この結果の中で、性別、雇用形態、性別・雇用形態別に、それぞれ最高値と最低値の差が

2 ポイント以上あるものを見てみたい。 
 性別では、「自分の趣味のため」とした女性の回答比率が高く（女性 29.0％>男性 25.5％）、

一方、「仕事に役立てるため」との回答は男性の比率が高い（男性 24.2％＞女性 18.0％）。 
 雇用形態で見れば、正規雇用の者の比率が高いのは、「教養を深めるため」（正規雇用 22.8
％＞非正規雇用 18.9％）、「仕事に役立てるため」（正規雇用 23.6％＞非正規雇用 17.3％）、

であり、非正規雇用の者では、「自分の趣味のため」（非正規雇用 28.5％＞正規雇用 26.4

成績・上位
（N=1651）

成績・中位上
（N=1392）

成績・中位中
（N=1671）

成績・中位下
（N=749）

成績・下位
（N=537）

学習意欲・実施 28.9 21.8 17.6 13.1 16.0

学習意欲・未実施 50.6 53.7 52.7 49.9 47.5

学習無意欲・実施 3.3 5.0 4.8 7.9 4.8

学習無意欲・未実施 17.2 19.5 24.8 29.1 31.7

　　合　 計　（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

調査シリーズNo.208

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－46－ 

 

％）、「日常の生活のため」（非正規雇用 7.5％＞正規雇用 5.4％）の比率が高い。特に留意

すべき点は、非正規雇用の者では、「学びたくない」の比率が高いことである（非正規雇用

13.2％＞正規雇用 9.6％）。 
 さらに性別・雇用形態別に見てみると、最高値と最低値のポイント数の差が 2 以上のもの

では、「自分の趣味のため」、「日常生活のため」との回答比率が女性・非正規雇用の者で、

また「教養を深めるため」は、女性・正規雇用の者での比率が高い。一方、「仕事に役立て

るため」は男性・正規雇用の者の比率が高い。「学びたくない」との回答は、男性・非正規

雇用の者の比率が高い。この「学びたくない」との回答から、男性・非正規雇用の者に学習

忌避者が多いこと、反対に女性・正規雇用の者に学習忌避者が少ないことが特徴的である。 
 

図表 3-5 性別・雇用形態別学習の目的 

 
 

（２）性別・年代別 
 学習の目的についての項目ごとに、性別・年代として割合の高い上位 3 つについて摘記し

たものが図表３－６である。 
 このうち、全体の回答数多かった「自分の趣味のため」、「教養を深めるため」、「仕事

に役立てるため」、「学びたくない」の 4 項目について、性別・年代別の傾向を挙げる。 
 「自分の趣味のため」は、女性の 50 代と男性の 50 代後半の者が多い。「教養を深めるた

め」は女性の 30 代後半から 40 代に多い。一方、「仕事に役立てるため」は、男性の 20 代

と 30 代前半の者が多い。「学びたくない」については、男性の 40 代と 50 代前半の者が高

い割合を占める。 
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図表 3－6 性別・年代別学習の目的 

 
 
４．学習の障壁 

 学習する際に障壁となることについて、複数回答として学習の障壁について聞いたのが、

図表３－７である。 
 全体の中で多いのは、「学習する時間がない」（38.7％）、「学習に費やすお金がない」

（35.2％）である。時間と費用は、成人の学習の二大阻害要因と言われており（Merriam & 
Caffarella, 1999 立田 & 三輪監訳, 2005, p.8）、それを実証する結果となっている。 
 この時間と費用の次に続くのが「継続できない」（18.9％）、「何を学んでよいかわから

ない」（17.1％）、「学習に関する情報が不足している」（14.5％）、「適切な指導者がい

ない」（13.0％）、「学習することを自分で計画できない」（12.7％）などの学習支援が必

要とされる項目である。 
 性別、雇用形態、性別・雇用形態において、最高値と最低値の差が 2 ポイント以上ある項

目を見ると、性別では、女性の方が多いのは、「学習に費やすお金がない」（女性 41.4％＞

男性 30.1％）、「継続できない」（女性 21.0％＞男性 17.1％）、「何を学んでよいかわから

ない」（女性 18.8％＞男性 15.6％）である。一方、男性に多いのは、「学習について相談す

る人がいない」（男性 12.5％＞女性 9.2％）、「一緒に学ぶ仲間がいない」（男性 11.9％＞

女性 9.0％）、「学びたくない」（男性 11.8％＞女性 8.3％）である。学習相談や仲間といっ

た学習をめぐる対人関係と学習忌避の心理に関わる内容が多い。 
 学習する際に障壁となることについて雇用形態別にみると、正規雇用の者に多いのは、「学

習する時間がない」（正規雇用 42.3％）＞非正規雇用 31.9％）、「学習することを自分で計

画できない」（正規雇用 13.5％＞非正規雇用 11.1％）、「一緒に学ぶ仲間がいない」（正規

雇用 11.3％）＞非正規雇用 9.2％）であり、一方、非正規雇用では、「学習に費やすお金が

ない」（非正規雇用 42.3％＞正規雇用 31.5％）が多い。 
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図表 3－7 性別・雇用形態別学習の障壁（複数回答） 

 

 
 さらに性別・雇用形態別にみると、男性・正規雇用の者を見ると「適切な指導者がいない」、

「一緒に学ぶ仲間がいない」が、女性・正規雇用の者では、「学習する時間がない」、「何

を学んでよいかわからない」、「学習することを自分で計画できない」の比率が高い。また、

男性・非正規雇用の者では、「学習について相談する人がいない」、「学びたくない」、「自

分で解決できるので問題はない」、「学習しても仕事（将来）の役にたたない」など、学習

への躊躇、忌避、逃避、否定などのマイナスの内容が並ぶ。一方、女性・非正規雇用の者で

は、「学習に費やすお金がない」、「継続できない」といった費用と意欲の継続といったこ

との比率が高い。 
 これらの 14 項目のうち、「自分で解決できるので問題はない」（n=385、全体の 6.4％）

を除く 13 項目を足しあげ、性別・雇用形態別に学習障壁の総数についての平均値を見てみ

ると、図表３－８のとおりである。 
 

図表 3－8 雇用形態別学習障壁の平均値 

 
 

1.90

2.00

1.78

1.96

1.65

1.70

1.75

1.80

1.85

1.90

1.95

2.00

2.05

男性・正規
（N=2650)

女性・正規
（N=1300)

男性・非正規
（N=650)

女性・非正規
（N=1400)
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 図表３－８によれば、女性・正規雇用の者の平均値が高く、次いで、女性・非正規雇用、

男性・正規雇用、男性・非正規雇用の順となっている。Scheffe 法により、多重比較をしたと

ころ、①女性・正規雇用と②男性・正規雇用、男性・非正規雇用、女性・非正規雇用、また、

①男性・非正規雇用と②男性・正規雇用、女性・正規雇用、女性・非正規雇用、とのそれぞ

れの二つのグループ間に差異が認められている。 
 次に、学習障壁の項目の内容を分類するため、「その他」を除き、また、「自分で解決で

きるので問題はない」との項目を反転させた 13 項目について、最尤法による因子分析を行

い、その後、プロマックス回転を行ったところ 5 つの因子が見いだされた（図表３－９）。 
 

図表 3－9 学習障壁の因子分析結果 

 
 
 第Ⅰ因子は、適切な指導者がいない、一緒に学ぶ仲間がいない、学習について相談する人

がいない、学習について相談する人がいない、という項目からなり、学習支援に関わる内容

のため、「支援環境」とする。第Ⅱ因子は、学びたくないとのことから「学習忌避」、第Ⅲ

因子は、学習する時間がない、学習に費やすお金がない、自分で解決できるので問題はない

（反転項目）、からなり「物理的障壁」とし、第Ⅳ因子は、学習することを自分で計画でき

ない、何を学んでいいかわからない、継続できない、といった項目のため、「学習自律性欠

如」とした。第Ⅴ因子は、学習しても仕事（将来）の役に立たない、学習するべきことがな

I 支援環境 Ⅱ学習忌避 Ⅲ 物理的障壁 Ⅳ学習自律性欠如 Ⅴ学習否定

適切な指導者がいない .625 .018 .054 -.091 -.002

一緒に学ぶ仲間がいない .514 .006 -.016 -.014 .006

学習について相談する人がいない .470 .010 -.060 .082 -.014

学習に関する情報が不足している .341 -.017 .038 .129 -.008

学びたくない .008 .981 -.042 -.070 .014

学習する時間がない .021 -.136 .504 -.136 -.028

自分で解決できるので問題はない（反転） -.034 .237 .468 .159 -.045

学習に費やすお金がない .013 -.107 .360 .037 .088

学習することを自分で計画できない .083 -.001 .015 .480 .005

何を学んでいいかわからない .043 -.039 -.065 .428 .075

継続できない -.051 -.083 .035 .349 -.036

学習しても仕事（将来）の役に立たない -.006 .025 .040 -.024 .682

学習すべきことがない -.003 -.012 -.072 .115 .164

α （4項目）.569 （3項目）.376 （3項目）.402（2項目）.209

因子相関　　　　因子Ⅰ 1.000

　　　　　　　　因子Ⅱ -.119 1.000

　　　　　　　　因子Ⅲ .232 -.238 1.000

　　　　　　　　因子Ⅳ .619 -.129 .222 1.000

　　　　　　　　因子Ⅴ .315 -.137 .121 .261 1.000

因　　子

因子抽出法：最尤法
回転法：プロマックス法
注：「自分で解決できるので問題はない」は反転
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い、という項目からない、「学習否定」と呼称することにする。 
 5 つの因子の項目を足しあげ信頼性分析をおこなったところ、第Ⅰ因子の「支援環境」に

関する 4 項目は α＝.569、第Ⅱ因子の「学習忌避」は 1 項目、第Ⅲ因子の「物理的障壁」α
＝.376、第Ⅳ因子の「学習自律性欠如」は α＝.402、第Ⅴ因子の「学習否定」α＝.209、であ

る。このうち、信頼性分析の α の値が低い第Ⅴ因子を除き、4 つの因子について、雇用形態

別に平均値を見たのが、図表３－１０及び図表３－１１である。 
 

図表 3－10 支援環境（左）及び学習忌避（右） 

 
 

図表 3－11 物理的障壁（左）及び学習自律性欠如（右） 

 
 
 この結果、「支援環境」では、男性・正規雇用の者の値が最も高く、女性・非正規雇用の

者が最も低い。男性の正規雇用の者の内実を明確にしなければならないが、成人になってか

らの学習に対し一定の学習支援ニーズがあることを推測させる結果である。「学習忌避」は、

男性・非正規雇用の者の値が最も高く、女性・正規雇用の者が最も低い。学習の機会を忌避

する男性・非正規雇用の者は、新しい知識や技術の獲得を自ら避ける。そのため、社会での

安定した雇用を求める上では不利益を被ることも予想される。学習の意欲喚起や動機づけな

どの心理的支援が求められる層といえよう。「物理的障壁」では、女性・正規雇用の者と女

性・非正規雇用の者の値の平均値が高く、男性・非正規雇用の者の値が低くなっている。女
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性の学習への参加において、時間や費用などの物理的障壁があるとすれば、その支援策は、

具体的なレベルで検討可能なものであろう。また、「学習自律性欠如」では、女性・正規雇

用の者の値が高く、男性・非正規雇用の者の値が最も低い。学習性自律性の欠如を自覚する

のは、学習の重要性を認知している一方で、自分自身の学習姿勢を自らに問うと言う側面が

あるからであろう。この点は女性の正規雇用の者の認識を表している結果ともとれる。 
 
５．学習重要性の認識を規定するもの 

（１）教育と学習重要性 
 成人になってからの学習重要性の認識を規定するものが何かを明らかにするため、「社会

に出てからも学習することは重要だと思うか」を聞いた項目について、いくつかの属性ごと

に回答の傾向を見てみたい。教育に関わるものとして「最終学歴」、「中学校卒業時の成績」、

「中学校時代の得意科目」を取り上げる（図表３－１２）。 
 

図表 3－12 教育と学習重要性 

 

  

　　N 平均値　 標準偏差 p
大学院 373 4.34 .858
大学 2,732 4.06 .929
高専 78 3.77 1.005
短大 476 3.89 .806
専門・各種学校 896 3.95 .878
高校 1,393 3.90 .874
中学校 42 3.76 .958
その他 10 3.60 1.174
同学年で上のほう 1,651 4.19 .874
同学年で中の上くらい 1,392 4.03 .875
同学年で中の中ぐらい 1,671 3.90 .886
同学年で中の下ぐらい 749 3.88 .934
同学年で下のほう 537 3.87 .983
国語 1,017 4.03 .845
社会 1,018 3.98 .959
数学 1,532 4.01 .891
理科 496 4.09 .891
音楽 278 3.84 .946
美術 241 3.95 .914
技術・家庭 202 4.00 .884
体育・保育体育 508 3.94 .966
英語・外国語 708 4.06 .872

**p<.01, ***p<.001

項　　　目

***
F(7,5992)＝14,884

***
F(4,5995)＝29.635

**
F(8,5991)＝2.741

最終学歴

中学校卒業時の成績

得意科目
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 回答は、「全く重要ではない」から「非常に重要である」まで 1 から 5 の範囲で聞いてい

る。「ある程度重要である」が 4 であることから、平均値 4 以上で見てみると、学習重要性

の平均値が 4 以上なのは、最終学歴では「大学院」、「大学」の者、中学校の卒業時の成績

においては「中の上」と「同学年で上のほう」、つまり成績上位層の者において、社会に出

てからの学習が重要と考えていることがわかる。中学校時代の得意科目についての回答を見

れば、平均値が高い順に、「理科」、「英語・外国語」、「国語」であり、この 3 教科以外

で 4 以上の値は、「数学」、「技術・家庭」と続く。 
 
（２）職業と学習重要性 
 次に成人になってからの学習重要性に関する項目について、職業に関わるものとして、「雇

用形態」、「職業」、「規模」で見てみる（図表３－１３）。 
 雇用形態では、性別を問わず「正規雇用」の者の平均値が高い。職業では、「専門的・技

術的職業」、「管理的職業」、「販売の職業」での平均値が高くなっている。専門的・技術

的職業では、専門や技術の進歩に応じて継続的に学習が必須と考えている者が多いことが推

測される。規模では、「1,000 人以上」、「500～999 人」と規模の大きいところでの重要性

の認識が高い者が多いといえるが、同時に、ベンチャー企業などかもしれないが、「20～29
人」などの小規模のところでも重要性の認識が高いことがわかる。 
 

図表 3－13 職業と学習重要性 
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（３）収入と学習重要性 
 成人になってからの学習重要性に関する項目について、収入別では、「個人年収」と「世

帯年収」を見たのが、図表３－１４である。 
 これを見ると、300 万円以上の個人収入のある者が 4 以上の平均値となっている。特に高

いのは、「1,200 万円以上」、「1,100～1,200 万円未満」、「800～900 万未満」である。 
 世帯年収では、個人年収と同じ傾向となっている。世帯収入では、400 万以上の者で 4 以

上の平均値が多いが、若干ゆらぎがあり、「700～800 万」、「1,000～1,100 万円」では 4 未

満の平均値である。しかし、個人収入と同様に「1,200 万円以上」の世帯収入の者の平均値

が最も高くなっている。 
 

図表 3－14 収入と学習重要性 

 
  

調査シリーズNo.208

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－54－ 

 

６．学習活動や研修、教育訓練の内容 

（１）学習や研修内容 
 昨年度実施や受講した学習や研修について、雇用形態別に見たのが図表３－１５である。

全体として多い順から 10％以上の回答がある項目を見てみると、「本・参考書籍を用いた自

宅での学習」（37.4％）、「職場内の研修・セミナー」（19.7％）、「職場外の研修・セミナ

ー」（17.0％）、「オンライン学習（e-ラーニング）」（14.9％）の順である。 
 

図表 3－15 性別・雇用形態別実施や受講した学習や研修（複数回答） 

 
 

 雇用形態別に見て、正規雇用の者の回答では、「本・参考書籍を用いた自宅での学習」と

「オンライン学習（e-ラーニング）」などの自己啓発的で自律的な学習が多い。また、職場
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内外の研修・セミナーの機会が多いことがわかる。 
 一方、「特に学習・参加経験はない」は全体の約 4 割（41.5％）を占め、この回答には、

男性の非正規雇用の者（57.7％）や女性の非正規雇用の者（52.5％）の値が相対的に高くな

っている。非正規雇用の者が正規雇用の者に比べて、明らかに学習や研修の機会が限定され

ていることがわかる。 
（２）学習や研修の参加経験がない者の職業 
 次に「特に学習や研修の機会がない」者に対し、規模・職業別に見たのが図表３－１６で

ある。学習や研修の機会がない者の割合が 5 割以上の規模・職業を網掛けした。図表３－１

６を見ると、学習や研修への参加の機会がないものは、9 人以下の規模のところが多く、規

模が大きくなっていくにつれて減っていく。職業としては、「運搬・清掃・包装等の職業」

では、規模に関わらず半数以上が、また、「生産工程の職業」、「農林漁業の職業」、「建

設・採掘の職業」、「サービスの職業」でも学習や研修参加経験なしの比率が高い。反対に、

学習や研修参加の比率が高いのは、「専門的・技術的職業」、「保安の職業」、「管理的職

業」となっている。 
 

図表 3－16 規模・職業別学習・研修参加経験なしの割合 

 
 
 また、「特に学習・参加経験はない」の項目を、性別、雇用形態、年代別に、学習・研修

参加がない比率を見たのが図表３－１７である。 
 正規雇用では、20 代から 40 代にかけて（30 代後半を除く）、女性の方が学習・研修参加

経験がない比率が高い傾向があるが、50 代になると逆転し男性の学習・研修の参加経験がな

いとの回答比率が高くなっている。正規雇用と非正規雇用の者を比べると、非正規雇用の者

の方が、学習・研修の参加経験がない比率が高い。 
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 非正規雇用における性別の差を見れば、20 代前半を除く年代では女性よりも男性の方が学

習・研修の参加経験がないとの回答比率が高い。また、どの年代においても非正規雇用の者

の 4 割以上が学習・研修の参加経験がないという結果になっている。 
 

図表 3－17 雇用形態・性別・年代別学習・研修参加経験なしの割合 

 
 
（３）教育訓練の内容 
 昨年度職場で受けた教育訓練について雇用形態別に見たのが図表３－１８である。 
 全体として多い順から 10％以上の回答がある項目を見てみると、「OJT で業務に関する

訓練・研修」（21.3％）、「専門技能・知識に関する訓練・研修」（14.6％）、「OFF-JT で

業務に関する訓練・研修」（10.5％）、「マネジメントに関する訓練・研修」（10.2％）の

順に多い。「職場で教育訓練を受けていない」との回答は全体で 52.0％となっており、約半

数以上が職場で教育訓練を受けていない状況であることがわかる。 
 雇用形態別では、「OJT で業務に関する訓練・研修」で正規雇用の者が相対的に高く（男

性・正規雇用 28.0％、女性・正規雇用 22.6％）、非正規雇用の者と比べ 2 倍近い数字となっ

ている（男性・非正規雇用 11.8％、女性・非正規雇用 11.7％）。「専門技能・知識に関する

訓練・研修」でもその傾向は変わらない。「OFF-JT で業務に関する訓練・研修」において

も正規雇用と非正規雇用の差は明確だが、正規雇用の者の中で男性と女性の比率に差があり、

男性で訓練を受けている者の比率が高い（男性・正規雇用 15.3％、女性・正規雇用 10.7％）。

また、「マネジメントに関する訓練」では、正規雇用のうちでも男性は 17.4％との回答に対

し、女性は 7.8％に留まる。マネジメントに関する訓練では男性が訓練・研修を受ける比率が

高いということであろう。なお、「職場で教育訓練を受けていない」との回答は、非正規雇
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用の者では性別を問わず 7 割前後となっている。 
 

図表 3－18 性別・雇用形態別職場で受講した教育訓練（複数回答） 

 
 
（４）教育訓練を受けていない者の職業 
 教育訓練を受けていない者について、規模別に見てみると、300 未満の規模の職場の者の

大半が教育訓練を受けていないことがわかる。また、職業別に見ると、比較的教育訓練を受

けている比率が高い「管理的職業」や「専門的・技術的職業」でも 20 人未満の職場では、教

育訓練の機会が少ない（図表３－１９）。 
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図表 3－19 規模・職業別職場での教育訓練なしの割合 

 
 
 次に、雇用形態、性別、年代別に、教育訓練がないとの回答の比率をみたのが、図表３－

２０である。 
 

図表 3－20 雇用形態・性別・年代別における職場での教育訓練なしの割合 

 
 

 正規雇用では、30 代後半を除く多くの年代で、女性の方が教育訓練がない比率が高い。ま

た、正規雇用と非正規雇用の者を比べると、非正規雇用の者の方が、教育訓練を受けていな

い比率が高い。非正規雇用における性別の差を見れば、男性の 30 代前半、20 代後半や 40
代、女性の 30 代後半や 50 代での教育訓練の機会が限定されている。 
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 職業のうち回答数が 500 以上ある、「事務的職業」（n=1,555）、「専門的・技術的職業」

（n=1,365）、「サービスの職業」（n=675）、「管理的職業」（n=577）、「販売の職業」

（n=570）の 5 つに焦点を絞って、今度は、規模・職業別のセグメントごとに「教育訓練を

受けていない」との回答を逆転し、教育訓練を受けているとの比率が高い順を逆にみてみる。

その 1 位から 3 位までの職業を摘記したのが図表３－２１である。 
 全体では「OJT で業務に関する訓練・研修」が最も多く 23.1％を占めるが、その中で多い

職業・規模は、1,000 人以上の「専門的・技術的職業」、続いて、300～499 人の「販売の職

業」、500～999 人の「事務的職業」の順である。全体で 14.6％と 2 番目に多い「専門技能

・知識に関する訓練・研修」は、それぞれ異なる規模だが「専門的・技術的職業」がいずれ

も占め、規模では特に 30～49 人の「専門的・技術的職業」が最も比率が高く、約 4 割が研

修を受けている。「OFF-JT で業務に関する訓練・研修」は全体で約 1 割であるが、比較的

規模の大きい 1,000 人以上と 500～999 人の「管理的職業」と 500～999 人の「専門的・技

術的職業」で受講者の比率が高い。「マネジメント」、「健康・メンタルヘルス」、「業務

効率化・品質改善」、「キャリア」に関する訓練・研修は、「管理的職業」の者が多い。 
 

図表 3－21 職場での訓練・研修の種類と職業・規模 

 

 
 「コミュニケーションに関する訓練・研修」では、比較的規模の大きい「管理的職業」と

ともに、300～499 人の「販売の職業」のいずれも 2 割以上が訓練・研修を受けている。「マ

ナーに関する訓練・研修」では、対人関係に関わることからか、500～999 人程度の「サービ

スの職業」や「販売の職業」での比率が高い。 
 

No 教育訓練の内容
全　体

（N＝6000)
複数回答

第一位 第二位 第三位

1 OJTで業務に関する訓練・
研修 23.1% 専門的・技術的職業（1000人以上）

36.6％
販売の職業（300-499人）
35.9％

事務的職業（500-999人）
34.4％

2 専門技能・知識に関する
訓練・研修 14.6% 専門的・技術的職業（30-49人）

39.4％
専門的・技術的職業（300-499人）
38.4％

専門的・技術的職業（500-999人）
35.8％

3 OFF-JTで業務に関する
訓練・研修 10.5% 管理的職業（1000人以上）

24.5％
管理的職業（500-999人）
24.1％

専門的・技術的職業（500-999人）
22.0％

4 マネジメントに関する
訓練・研修 10.2% 管理的職業（500-999人）

48.3％
管理的職業（1000人以上）
47.3％

管理的職業（300-499人）
46.3％

5 コミュニケーションに関する
訓練・研修 9.9% 管理的職業（1000人以上）

26.6％
管理的職業（300-499人）
22.2％

販売の職業（300-499人）
20.5％

6 健康・メンタルヘルス
に関する研修 9.6% 管理的職業（30-49人）

29.0％
管理的職業（500-999人）
24.1％

管理的職業（1000人以上）
23.9％

7 マナーに関する訓練・研修 9.3% サービスの職業（500-999人）
21.1％

販売の職業（500-999人）
17.9％

サービスの職業（300-499人）
16.7％

8 業務効率化・品質改善
に関する訓練・研修 8.8% 管理的職業（1000人以上）

21.8％
管理的職業（500-999人）
20.7％

管理的職業（30-49人）
19.4％

9 キャリアに関する訓練・研修 8.3% 管理的職業（500-999人）
27.6％

管理的職業（100-299人）
23.5％

管理的職業（300-499人）
20.4％

注：その他を除く
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７．技術革新に対応する学習 

 AI をはじめとする技術革新への対応として学習したいかどうかを聞いた項目について、学

習活動の 4 群にならって、「学んでみたいことがあり、実際に学んでいる」との回答を、「学

習意欲・実施」群、「学んでみたいことはあるが、実際には学んでいない」「学習意欲・未

実施」群、「学んでみたいことはないが、実際には学んでいる」を「学習無意欲・実施群」、

「学んでみたいことはなく、実際に学んでいない」を「学習無意欲・未実施群」とした（図

表３－２２）。 
 性別で見ると、学習意欲を持っているのは（学習意欲・実施群＋学習意欲・未実施群）、

男性で約 6 割、女性では約 4 割と男性の方多い。学習無意欲・未実施群は、女性で約 5 割で

ある。雇用形態では、正規雇用の者で学習意欲を持っているものが 56.3％（学習意欲・実施

群 6.3＋学習意欲・未実施群 50.0）、非正規雇用では反対に、学習意欲がないもの（学習無

意欲・実施群+学習無意欲・未実施群）が約 6 割となっている。 
 性別・雇用形態別では、学習意欲を持っている者は、男性・正規雇用（61.0％）、男性・

非正規雇用（48.2％）、女性・正規雇用（46.8％）、女性・非正規雇用（39.3％）の順となっ

ている。 
 

図表 3－22 性別・雇用形態別技術革新に対する学習状況 

 
 
 AI をはじめとする技術革新への対応として学習活動に関する 4 群について、性別・年代別

に見たのが図表３－２３である。「学習意欲・実施」群で多い性別・年代は、男性の 20 代後

半、30 代前半、20 代前半で、20 代後半から 30 代の男性が技術革新に関わることを学習し

たいと考え、また自主的に学んでいることが推察される結果となっている。しかし、その割

合は、最も多い 20 代後半でも 12.6％に過ぎない。また、20 代から 30 代の男性において、

学習意欲がありながら学習に結び付かない「学習意欲・未実施」群も多い。 
 また、「学習無意欲・未実施」群で多いのは、男性の 50 代や 40 代前半の者であり、約 4
割の者が技術革新への関心が低く、中年期の男性において、「学んでみたいことがなく、実

際に学んでいない」者が多いとの結果である。 
 一方、女性では、「学習意欲・実施群」では、20 代前半が最も低く 1.6％に過ぎず、一方、

最も高いのは 50 代前半であるが、その数字はわずかに 4.3％であり、すべての年代を通じて

「学習意欲・実施群」は 5％未満である。また、50 代前半において、「学習意欲・未実施」
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群の占める割合が高くなっていることが目を引く。 
 

図表 3－23 性別・年代別技術革新に対する学習活動の状況 
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８．おわりに 

 本章で示した学習活動や教育訓練の実態は、どのような者が社会の価値観を受けて機会に

恵まれた受益者であり、どのような者が恵まれないままに放置されているかを示唆する結果

である。 
 成人の学習活動は、属性によって異なる様相を見せる。特に学習活動や教育訓練・研修の

機会は、雇用形態によってその機会の多寡が左右される。学習機会へのアクセスや機会均等

は必ずしも公平、公正ではなく、学習を介して成人の仕事や生活をめぐる機会の格差や結果

の不平等を拡大する可能性も大きい。米国では、成人の学習や教育訓練がエリート主義で排

他的に実施されていることを批判的に指摘する論考も見られる（Merriam & Baumgartner, 
2020, p.104.）。たとえば、米国では、民主主義社会の理想は維持されるべきであり教育はこ

れを実現する一つ方法と考えられ、個人の権利と自由を尊重する個人主義、自立、そして、

プロテスタンティズム・資本主義の労働倫理が成人教育プログラムを形づくっているとされ

る（Crowther, 2000）。 
 成人の学習が自発的・自律的に行われるものとすれば、学習することは私事の領域で、学

習活動への参加が良いこととの前提を批判的に考えるべきとの考えもある。しかし、学習活

動や教育訓練の受益者とそうでない者との間に、雇用の確保・維持やひいては収入や生活の

安定などで差が生じるのであれば、属性の異なる人々の文脈に沿って、社会の側からの学習

や訓練の機会の提供や支援は肝要である。特に、学習に意欲がありながら実施できない人々

に対しては、実施できない理由を詳細に検討することで、障壁を取り除くことは可能であろ

う。また、意欲がなく、学習活動を実施していない人々に対しては、学習に対する動機づけ

や教育訓練の機会提供などを支援する専門職（ex.生涯教育アドバイザー、キャリアコンサル

タントなど）が必要とされるのかもしれない。 
 成人期の学習活動は、広く教育訓練・研修を包含して、社会において総合政策として検討

されるべきものである。本調査において明らかにされる我が国の学習や教育訓練といった機

会や享受する者の分布の偏りという事実を踏まえつつ、雇用の確保・維持における個人の状

況やニーズに応じて、学習や教育訓練に対し、体系的な学習や教育訓練の環境整備が求めら

れているといえよう。 
 
 
引用文献・参考文献 

Cross, K.P. (1981). Adults as Learners: Increasing Participation and Facilitating 
Learning, Jossey-Bass. 

Crowther, J. (2000). Participation in Adult and Community Education: A Discourse of 
Diminishing Returns. International Journal of Lifelong Education, 19 (6), pp.479-492. 

Darkenwald, G.C. & Valentine, T. (1985). “Factor Structure of Deterrents to Public 

調査シリーズNo.208

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－63－ 

 

Participation in Adult Education”, Adult Education Quarterly, 1085, 35 (4), pp.177-
193. 

市川昭午 (1981).生涯教育の理論と構造 教育開発研究所 
市川昭午・連合総合生活開発研究所編 (1996). 『生涯かがやき続けるために』 第一書林 
Johnstone, J.W.C., and Rivera, R.J. (1965). Volunteers for Learning: A Study of the 

Educational Pursuits of Adults. Aldine. 
Knowles, M.S. (1990). The Adult Learner-A Neglected Species, 4th Edition, Gulf 

Publishing Company. (マルカム S. ノールズ、堀薫夫／三輪建二 (監訳) (2013) 成人学

習者とは何か：見過ごされてきた人たち 鳳書房) 
Merriam, S.B. & Caffarella, R.S. (1999). Learning in Adulthood: A Comprehensive Guide, 

2nd Edition, Jossey-Bass. (シャラン B.メリアム／ローズマリー S. カファレラ、立田

慶裕／三輪建二 (監訳) (2005) 成人期の学習：理論と実践 鳳書房) 
Merriam, S.B. & Baumgartner, L.M. (2020). Learning in Adulthood: A Comprehensive 

Guide, Jossey-Bass. 
OECD (1977). Learning Opportunities for Adults: Participation in Adult Education, 1977. 
U.S. Department of Education (2007). National Center for Education Statistics. The 

Condition of Education 2007 (NCES 2007-064), Indicator10. 

調査シリーズNo.208

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）





Ⅱ．仕事





－67－ 

 

第４章 就業者のキャリア・スキル・訓練に関する意識 

 

１．はじめに 

 本章では、調査に回答した全体のサンプルを用いて、就業者のライフキャリア意識と習得

スキルとの関連及びスキル習得に向けた課題について検討を行う。 

 本報告書では、労働者の主体的なキャリア形成とその支援のあり方を検討するが、その検

討に先立って、就業者が生涯を通じたキャリア計画に主体的に取り組んでいるのか否かを援

助要請に関する理論を基に検討することとした。 

 援助要請の領域における研究では、援助要請意図や行動を説明するための説明理論と、研

究知見をコミュニティで展開するために、地域レベルの要因と住民の行動との相互作用に関

する変容理論が用いられる。例えば、援助要請をしない者は、自身の状況が専門家の援助を

必要とするものかを知らないかもしれない（知識・個人要因）。あるいは、その地域や所属す

る組織に相談窓口がないのかもしれない（環境要因）。 

 その際、キャリア計画に主体的に取り組んでいる者が、年齢、性別、雇用形態、職業、学

歴、出身地によって差があるのかを示すことは最も基礎的な情報となる。また、そもそも生

涯を通じたキャリア計画を立てる必要性を認識している者が、どのような個人属性を持つ者

が多いのか、スキル習得に際してどのような課題を認識しているのか、就業者のスキル習得

の差にどのような環境要因があるのか、これらの分析を行うことで、全員参加型の社会実現

に向けたスキル習得の課題を特定することが可能となる。 

 以上の問題意識から、本章の「２．就業者の生涯を通じたキャリア計画の考え方」では主

体的にキャリア計画に取り組むと回答した者の中に、どのような個人属性をもつ回答者が多

かったかに着目して分析を行う。「３．職業・キャリアも含めた生活全般についての問題点」

ではキャリア計画への主体性の有無による職業・キャリアも含め生活全般について問題意識

を分析する。「４．職業やキャリアに関する支援やサービスの利用に関する認識」では個人特

性別、キャリア計画への主体性別に有効な支援やサービスを考察する。「５．職業やキャリア

について問題を感じる程度」「６．専門のカウンセラーに相談したいと思う程度」では前節ま

での分析を踏まえ、職業やキャリアに関する支援やサービスの利用、専門カウンセラーへの

相談に係る課題を分析し、「７．保有スキルに関する認識」で習得スキルとライフキャリア意

識との関連を分析する。 

 

２．就業者の生涯を通じたキャリア計画の考え方 

 図表４－１は全回答者 6,000 名のキャリア計画の考え方をまとめたものである。「自分で

キャリア計画を考えていきたい」もしくは「どちらかといえば、自分でキャリア計画を考え

ていきたい」と回答した者は 4,155 名で全体の 69.3％であった。全体の約 7 割が、キャリア

計画を主体的に取り組みたいと考えていることが分かる。 
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図表 4－1 生涯を通じたキャリア計画に関する意識 

 

 

 図表４－２はキャリア計画に関する考え方を、年代別でまとめたものである。年代が上が

るにつれて「どちらかといえば、会社（職場）でキャリア計画を提示してほしい」「会社（職

場）でキャリア計画を提示してほしい」の合計割合が減っていることが分かる。 

 

図表 4－2 年代別の生涯を通じたキャリア計画に関する意識 

 

 

 

 この章では、「自分でキャリア計画を考えていきたい」若しくは「どちらかといえば、自

分でキャリア計画を考えていきたい」を主体的キャリア計画、「どちらかといえば、会社（職

場）でキャリア計画を提示してほしい」若しくは「会社（職場）でキャリア計画を提示して

ほしい」を非主体的キャリア計画と記載する。また個人属性によってキャリアの考え方に差

があるかを比較検討するために、キャリア計画の尺度を得点化し平均得点を求めた。「自分

でキャリア計画を考えていきたい（4 点）」（1,526 名）、「どちらかといえば、自分でキャ
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リア計画を考えていきたい（3 点）」（2,629 名）、「どちらかといえば、会社（職場）でキ

ャリア計画を提示してほしい（2 点）」（1,186 名）、「会社（職場）でキャリア計画を提示

してほしい（1 点）」（659 名）として換算する。 

 

（１）年代別性別のキャリア計画の考え方 

 図表４－３は、年代別性別にキャリア計画の考え方の平均得点を比較したものである。女

性より男性の平均得点が高いことから、男性がより主体的にキャリア計画を考えていること

が分かる。男女共に 20 代より 50 代の平均得点が高いことから、年代が上がるにつれてキャ

リア計画への主体性が高まると考えられる。一方、男性の場合は 30 代から 40 代で、女性の

場合は 20 代から 30 代で平均得点が下がることから、男女でキャリア計画の考え方に変化が

生じる時期が異なる可能性がある。 

 

図表 4－3 年代別性別のキャリア計画に関する意識 

 

 

（２）学歴別のキャリア計画の考え方 

 図表４－４は、学歴別にキャリア計画の考え方を比較したものである。最終学歴を「高校」

と回答した割合は全体の 23％、「大学」と回答した割合は 45.5％であった。キャリア計画の

考え方の平均得点が最も高いのは「大学院（3.15）」次いで「大学（2.96）」であった。最

も低いのは「その他（2.20）」次いで「中学生（2.62）」であった。学歴が高いほど、主体

的にキャリア計画を考えており、「高校」と「大学」のキャリア計画の考え方の平均得点を

比較すると、「大学」の平均得点が 1％水準で有意に高い。 

 図表４－５は、学歴別・年代別の平均得点を比較したものである。「中学」と「高専」以

外は、同じ最終学歴でも年代が上がるほどキャリア計画の考え方の平均得点が高くなる傾向

を示した。ここまでの分析で、大方の人は学校卒業後に就業経験を積むことにより、キャリ

ア計画の主体性が高まると考えられる。しかし、最終学歴が「中学」と「高専」は 20 代の平

均得点が最も高いことから、就業経験を積むことだけでは、キャリア計画の主体性が高まら

ないと考えられる。 

 

調査シリーズNo.208

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－70－ 

 

図表 4－4 学歴別のキャリア計画に関する意識 

 

 

図表 4－5 学歴別年代別のキャリア計画に関する意識 

 

 

（３）雇用形態別のキャリア計画の考え方 

 図表４－６に雇用形態別のキャリア計画の考え方を示した。雇用形態別では、キャリア計

画を主体的に考えたい割合が、「正社員・正職員」70.6％（25.7％＋44.9％）、「契約社員・

嘱託」64.8％（18.8％＋46.0％）、「派遣社員」62.8％（17.7％＋45.1％）、「パートまたは

アルバイト」59.6％（17.1％＋42.6％）の順で下がっていることが分かる。一方、「自営業・

フリーランス」は 85.0％（50.9％＋34.1％）、「家族従業員（自分の家族が営む事業に従事

している方）」は 87.5％（25.0％＋62.5％）とキャリア計画を主体的に捉える割合が高い。

平均得点別に 3 分類にすると、「正社員・正職員」、「契約社員・嘱託」が中間得点であり、
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「派遣社員」、「パートまたはアルバイト」の平均得点が最も低く、「自営業・フリーラン

ス」、「家族従業員」の平均得点が最も高い。図表４－７は平均得点を雇用形態別にまとめ

たものである。 

 

図表 4－6 雇用形態別のキャリア計画に関する意識 

 

 

図表 4－7 雇用形態別のキャリア計画の考え方の平均得点比較 

 

 

 キャリア計画の考え方と年代の関連についてカイ二乗検定を実施したところ、1％水準で

有意であった。雇用形態別に同様の検定を実施した結果、正社員のみが 1％水準で有意であ

ったことから、「正社員・正職員」は主体的にキャリアを考えるのに年代の影響があるのに

対し、それ以外の雇用形態では影響が小さいと考えられる。 

 図表４－８は「正社員・正職員」の年代別のキャリアの考え方の平均得点をまとめたもの

である。「正社員・正職員」全体の平均得点は 2.86 であったが、年代別の平均得点の比較で

は、50 代（2.93）が最も高く、分散分析の結果、20 代（2.81）、30 代（2.88）、40 代（2.83）

より 1％水準で有意に高い。「パートまたはアルバイト」全体の平均得点は 2.62 であるが、

scheffe 法による検討の結果、「正社員・正職員」と比較して 1％水準で有意に低い。年代別

に見ても同様の結果が得られる。「自営業・フリーランス」の場合、全体の平均得点は 3.27

で雇用形態の分類中最も高い。scheffe 法による検討の結果、「正社員・正職員」と比較して

も 1％水準で有意に高いが、年代が上がっても平均得点が有意に高まっていない。年代別に

見た場合、「派遣社員」と「家族従業員」は 20 代より 50 代の平均得点が低いことが分かる。 
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図表 4－8 正社員の年代別のキャリア計画に関する意識 

 

 

 

 ここまでの分析から、キャリアの考え方は雇用形態によって差があり、「自営業・フリー

ランス」や「家族従業員」といったどちらかというと独立して仕事を行っている者と、「正

社員・正職員」、「契約社員・嘱託」、「派遣社員」、「パートまたはアルバイト」といっ

た雇用されながら仕事を行う者とではキャリアの考え方が異なり、雇用されながら仕事を行

う場合は、「正社員・正職員」が他の身分・立場より職業経験を積むことで主体的にキャリ

ア計画を考えるようになる傾向が見られた。 

 

（４）職業別のキャリア計画の考え方 

 ここまでの分析で、キャリア計画の主体性が年齢によって一概に上昇するとはいえず、雇

用形態の影響を受けることが確認された。職業によっては、「正社員・正職員」比率の高い

職業もあれば、「自営業・フリーランス」の比率が多い職業もある。 

 図表４－９は、職業別に雇用形態（正社員・正職員、契約社員・嘱託、派遣社員、パート

またはアルバイト、自営業・フリーランス、家族従業員）の割合を示したものである。比較

的人数が多い職業の中では「管理的職業」の「正社員・正職員」の割合（92.2％）が最も高

く、「専門的・技能的職業」も 76.6％と高い割合を示した。キャリア計画の考え方の平均得

点が低い「運搬・清掃・包装業」については「正社員・正職員」の割合が 37.7％と低い。一

方、「自営業・フリーランス」や「家族従業員」の割合が高い「農林漁業」（自営業・フリ

ーランス 47.7％、家族従業員 13.6％）や「建設・採掘」（自営業・フリーランス 26.6％）に
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ついてはキャリア計画の考え方の平均得点が高い。これらの結果を踏まえると、キャリア計

画の主体性は、従事する職業の「正社員・正職員」や「自営業・フリーランス」比率に影響

を受けている可能性がある。 

 

図表 4－9 職業別の雇用形態の割合 

 

 

 

 図表４－１０は、職業別のキャリア計画の考え方を比較したものである。平均得点は、管

理的職業（3.18）が最も高く、次いで専門的・技能的職業（3.02）であった。最も低いのは、

運搬・清掃・包装等の職業（2.42）で次いで生産工程の職業（2.52）であった。 

 雇用形態や職業別のキャリア計画の考え方に学歴への影響があるかを確認するためにカイ

二乗検定を実施した。雇用形態別では「正社員・正職員」が 1％水準で有意であり、職業別

では、「管理的職業」「専門的・技術的職業」「事務的職業」「サービスの職業」「その他

の職業」が 5％水準で有意であった。キャリア計画を考えるのに学歴の影響を受けやすい雇

用形態や職業があると考えられる。 
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図表 4－10 職業別のキャリア計画に関する意識 

 

 

 図表４－１１は職業別に回答者の学歴の割合をまとめたものである。「大学」の割合が多

い職業と「高校」の割合が多い職業があることが分かる。学歴とキャリア計画の平均得点の

相関を雇用形態別に見たところ、家族従業員以外は 1％水準で 0.11～0.21 の低い相関を示

した。職業との相関分析では、「保安の職業」と「輸送・機械運転の職業」「建設・採掘の

職業」「運輸・清掃・包装等の職業」以外は 1％水準で 0.10～0.39 の低い相関を示した。

学歴がキャリア計画の主体性に与える影響は、雇用形態や職業によって異なる可能性がある

ことがうかがえる。 

図表 4－11 職業別の最終学歴の割合 
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（５）勤務先の従業員規模別のキャリア計画の考え方 

 図表４－１２は、勤務先の従業員規模別にキャリア計画の平均得点をまとめたものであ

る。従業員数「300～499 人」の平均得点が 2.68 と最も低く、「1～9 人」が 2.97 と最も高

い。次いで高いのが「1,000 人以上」の 2.91 であった。 

 

図表 4－12 勤務先の従業員規模別のキャリア計画の考え方 

 

 

 雇用形態別のキャリア計画の考え方に勤務先の従業員規模の影響があるかを確認するため

にカイ二乗検定を実施した結果、「正社員・正職員」と「契約社員・嘱託」が 5％水準で有意

であった。また、職業別のキャリア計画の考え方と勤務先の従業員規模の影響について、カ

イ二乗検定を実施した結果、「専門的・技術的職業」、「サービスの職業」が 5％水準で有意

であった。「正社員・正職員」、「契約社員・嘱託」、「専門的・技術的職業」と「サービ

スの職業」は、キャリア計画を考えるのに従業員規模の影響があると考えられる。図表４－

１３は職業別に勤務先の従業員規模をまとめたものである。 

 

図表 4－13 職業別の勤務先の従業員規模別の割合 

 

 

（６）出身地別のキャリア計画の考え方 

 図表４－１４は出身地別にキャリア計画の平均得点を比較したものである。福島県、東京

都、長野県、徳島県、佐賀県の平均得点が 3.0 以上である。出身地によって差があることが

分かる。学歴とキャリア計画の平均得点の相関を出身地別に見たところ、12 県で 1％水準の

有意な相関が見られ、高知県（0.46）、京都府（0.32）、福島県（0.31）、群馬県（0.30）で

は 0.3 以上の相関が見られた。 
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図表 4－14 出身地別のキャリア計画に関する意識 

 

 

 

 ここまでの分析から、キャリア計画の考え方は性別や最終学歴の影響を受けるものの、年

齢と共に主体的にキャリア計画を考えるようになる傾向が見られた。しかしながら、雇用さ

れながら仕事を行う場合は、「正社員・正職員」が他の身分・立場より年齢と共に主体的に

キャリア計画を考えるようになる傾向が見られる。職業や出身地別にキャリア計画の平均得

点を比較すると有意な差が見られることから、平均得点が高い職業や出身地はキャリア計画

を考える上で影響を与えている可能性がある。 

 

３．職業・キャリアも含めた生活全般についての問題点 

 図表４－１５は、職業・キャリアも含めた生活全般についての問題点（23 設問）の回答を

「いいえ（0 点）」「はい（1 点）」として平均得点をまとめたものである。最も得点が高いの

は「将来全般について」であった。次いで「自分の老後」「自分の健康について」となってい

る。男女別にみると男性は全体の順位と同様であるが、女性は「自分の老後」が最も高く、

次いで「将来全般について」「自分の健康について」となった。「特になし」以外の設問（22

設問）中、女性の得点が男性より低いのは「職場の部下との人間関係について」「職場外の人

との人間関係について」「近隣・地域との関係について」の 3 項目のみであった。女性の方が

男性よりも、職業・キャリアを含めた生活全般に問題を抱えていると考えられる。 

 図表４－１６は、職業・キャリアも含めた生活全般についての問題点（23 設問）を因子分

析した結果である。共通性の数値がきわめて 0 に近い Q22 及び特定の問題と結びつきにく

い Q1 と Q23 を除外し、20 項目に対して主因子法による因子分析を行った結果 5 因子を抽
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出した。各因子の固有値は 4.34、1.79、1.44、1.15、1.01 であり累積寄与率は 48.63％であ

った。第 1 因子は 4 項目で構成され「自分や家族の健康」と命名した。第 2 因子は 4 項目で

構成され「職場の人間関係」と命名した。第 3 因子は 6 項目で構成され「仕事内容」と命名

した。第 4 因子は 2 項目で構成され「いわゆる悩み」と命名した。第 5 因子は 4 項目で構成

され「親族や地域」と命名した。 

 

図表 4－15 職業・キャリアも含めた生活全般についての問題点 

 

 

図表 4－16 職業・キャリアも含めた生活全般についての問題点の因子分析結果 
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（１）年代別性別の職業・キャリアも含めた生活全般についての問題点 

 図表４－１７は年代別に職業・キャリアも含めた生活全般についての問題点（5 因子）の

平均得点をまとめたものである。40 代は他の年代と比較して 5 因子の平均得点の合計が高

く、職業・キャリアも含めた生活全般について問題を抱える割合が高いことが伺われる。

20 代、30 代は、「２．職場の人間関係」と「３．仕事内容」の平均得点が高く、なかでも

20 代は、5 因子の合計に占める２と３の合計の割合が 53％と 5 割を超えている。２と３の

平均得点の合計は、年代が上がるにつれて減るのに対し「１．自分や家族の健康」と「５．

親族と地域」の平均得点の合計は、年代が上がるにつれて増えることが分かる。 

 

図表 4－17 年代別の職業・キャリアも含めた生活全般についての問題点 

  

 

 

 図表４－１８は年代別性別に職業・キャリアも含めた生活全般についての問題点（5 因子）

の平均得点をまとめたものである。男性よりも女性の方が 5 因子の平均得点の合計が高いこ

とから、問題を抱えている割合が高いと考えられる。20 代、30 代では男女共に「２．職場の

人間関係」と「３．仕事内容」の平均得点が高く、「１．自分や家族の健康」と「５．親族

と地域」の平均得点が低い。5 因子の合計点に占める２と３の合計の割合は 20～30 代男性

が 51％、20～30 代女性が 46％と女性の方が低い。１と５の合計の割合は男性が 39％、女性

が 41％と女性の方が高い。40～50 代になると２と３の割合は男性が 35％、20～30 代女性

が 31％と大幅に減少し、１と５の割合は男性が 58％、女性が 60％と大幅に増加している。 
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図表 4－18 年代別性別の職業・キャリアも含めた生活全般についての問題点 

 

 

（２）雇用形態別の職業・キャリアも含めた生活全般についての問題点 

 職業・キャリアも含めた生活全般についての問題点（5 因子）は、個人属性によってどの

ような差があるかを比較検討するために、各因子の平均得点を雇用形態別にまとめたものが

図表４－１９である。自営業・フリーランスは他と比較して 5 因子の平均得点の合計が低い

ことから、総じて問題が少ないことが分かる。家族従業員は 5 因子の平均得点の合計が最も

高く、中でも第 1 因子の自分や家族の平均得点と、第 5 因子の家族や地域の平均得点が高い。

仕事に関する問題と生活全般についての問題が直結していることが伺われる。 

 正社員・正職員の 5 因子の平均得点の合計は契約社員・嘱託、派遣社員、パートまたはア

ルバイトと比較すると低く、正社員・正職員、契約社員・嘱託、派遣社員、パートは、第 2

因子「職場の人間関係」と第 3 因子「仕事内容」の得点が全得点に占める割合は全体の 4 割

以上となっている。雇用形態に関わらず「職場の人間関係」よりも「仕事の内容」に関する

問題の平均得点が高い。「いわゆる悩み」の平均得点は、契約社員・嘱託、派遣社員、パー

トまたはアルバイトが他より高いことが分かる。 
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図表 4－19 雇用形態別の職業・キャリアも含めた生活全般についての問題点 

 

 

 

（３）職業別の職業・キャリアも含めた生活全般についての問題点 

 図表４－２０は職業別に職業・キャリアも含めた生活全般についての問題点（5 因子）の

平均得点をまとめたものである。職業によらず「２．職場の人間関係」と「３．仕事内容」

の合計得点よりも、「１．自分や家族の健康」と「５．親族と地域」の合計得点の方が高い

ことが分かる。ここまでの分析結果から、職業・キャリアも含めた生活全般についての問題

点は、性別、年代、身分・立場の影響が強く、職業による差は小さいと考えられる。 

 

表 4－20 職業別の職業・キャリアも含めた生活全般についての問題 
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（４）キャリア計画への主体性別に見た職業・キャリアも含めた生活全般についての問題点 

 図表４－２１はキャリア計画への主体性別に職業・キャリアも含めた生活全般についての

問題点（5 因子）の平均得点をまとめたものである。「自分でキャリア計画を考えていきた

い」よりも「どちらかといえば、自分でキャリア計画を考えていきたい」の平均得点の合計

が高く、「会社（職場）でキャリア計画を提示してほしい」よりも「どちらかといえば、会

社（職場）でキャリア計画を提示してほしい」の平均得点の合計が高い。 

 概して「自分でキャリア計画を考えていきたい」と回答している者は、「どちらかといえ

ば」と回答している者より、職業・キャリアも含めた生活全般についての問題の平均得点が

低いことから、自分でキャリア計画を考えていくための支援ができれば、職業・キャリアも

含めた生活全般についての問題を軽減できる可能性がある。 

 

図表 4－21 キャリア計画への主体性別の職業・キャリアも含めた生活全般についての問題 

 

 

（５）学歴別に見た職業・キャリアも含めた生活全般についての問題点  

 図表４－２２は職業・キャリアも含めた生活全般についての問題点（5 因子）の平均得点

を学歴別にまとめたものである。学歴に関わらず「１．自分や家族の健康」と「仕事内容」

の平均得点が高いが、特筆すべき点として「大学院」「大学」「高専」とそれ以外では、「１．

自分や家族の健康」に関する平均得点に有意な差がある点である。「１．自分や家族の健康」
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は「自分の健康について」、「自分の老後について」、「家族の健康について」、「親の介

護について」の 4 設問から構成している。将来に関する不安が「大学院」「大学」「高専」

以外でより大きいことが分かる。 

 

図表 4－22 学歴別にみた職業・キャリアも含めた生活全般についての問題点 

 

 

 

 ここまでの分析から、職業・キャリアも含めた生活全般についての問題を抱える割合は、

男性より女性の方が高く、20 代、30 代では男女共に職業・キャリアに関する問題の割合が

高いが、年齢と共に生活全般についての問題を抱える割合が高まる。また、自分でキャリア

計画を考えたいと回答した者は、概して職業・キャリアに関する問題の割合が少なかったの

で、適切な支援によって職業・キャリアを含めた生活全般についての問題を軽減できる可能

性がある。さらに、最終学歴別で見ると、「大学院」「大学」「高専」以外で漠然とした不

安が大きいことから、学歴や身分・立場によって支援すべき点が異なると考えられる。 
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４．職業やキャリアに関する支援やサービスの利用に関する認識 

 表４－２３は、これからの職業やキャリアに関する支援やサービスを利用すると仮定し、

11 設問について実施するか否かをまとめたものである。設問間の比較を行うために「いいえ

（0 点）」「はい（1 点）」として平均得点化している。Q1「インターネットを通じて様々な情

報を調べてみたい」の平均得点が圧倒的に高く、約半数が実施すると回答している。 

 

表 4－23 職業やキャリアに関する支援やサービスの利用に関する認識 

 

 

 職業やキャリアに関する支援やサービスの利用に関する認識は、個人属性によって差があ

るかを比較検討するために、以下 5 つに分類し各分類の平均得点を求めた。第 1 分類は Q1

「インターネットを通じて様々な情報を調べてみたい」のみで構成し、「情報を調べたい」と

命名した。第 2 分類は Q2「インターネットを通じて職業適性検査などを受けてみたい」Q3

「専門的な機関に行って職業適性検査などを受けてみたい」の 2 設問で構成し、「検査を受

けたい」と命名した。第 3 分類は Q4「メールなどで誰かに職業やキャリアに関して相談し

てみたい」、Q5「電話で誰かに職業やキャリアに関して相談してみたい」Q6「直接、専門の

カウンセラーに会って職業やキャリアに関して相談してみたい」の 3 設問で構成し、「相談

したい」と命名した。第 4 分類は Q7「キャリアに関する無料のセミナーや講座に参加して

みたい」Q8「キャリアに関する有料のセミナーや講座に参加してみたい」Q9「公的な給付金

などの制度を使って資格を取得したり、専門的なスキルや知識を学びたい」Q10「自費で資

格を取得したり、専門的なスキルや知識を学びたい」の 4 設問で構成し、「学びたい」と命名

した。第 5 分類は Q11「あてはまるものはない」とした。 

 

（１）年代別性別の職業やキャリアに関する支援やサービスの利用に関する認識 

 図表４－２４は年代別に職業やキャリアに関する支援やサービスの利用に関する認識をま

とめたものである。サービスの種類によらず、年代が上がるにつれて職業やキャリアに関す

る支援やサービスを利用する認識が低くなることが分かる。 
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図表 4－24 年代別の職業やキャリアに関する支援やサービスの利用に関する認識 

 

 

 

 図表４－２５は年代別性別に職業やキャリアに関する支援やサービスの利用に関する認識

をまとめたものである。支援やサービスの利用に関する合計得点で見ると女性よりも男性の

合計得点が高いことから、支援やサービスの利用に関する認識が高いと言える。「４．学び

たい」については、女性は 20 代（0.13）より 30 代（0.15）が高くなり、男性 20 代（0.15）、

30 代（0.14）であることから、30 代は男性よりも女性の「４．学びたい」認識が高くなって

いる。年代が上がるにつれて職業やキャリアに関する支援やサービスを利用する認識が低く

なるのは男性、女性によらないことが分かる。 

 ここまでの分析から、女性は職業やキャリアに関する支援やサービスを男性と比べて十分

認識できていない可能性がある。30 代以降に「４．学びたい」の認識が高まることから、結

婚や出産を機にキャリア計画を再検討している可能性がある。 

 

図表 4－25 年代別の職業やキャリアに関する支援やサービスの利用に関する認識 

 

1.情報を

調べたい

2.検査を

受けたい

3.相談し

たい
4.学びたい

5.あてはまる

ものはない

20代（N=1150） 0.47 0.21 0.11 0.14 0.25

30代（N=1400） 0.48 0.19 0.10 0.14 0.28

40代（N=1950） 0.48 0.15 0.08 0.13 0.29

50代（N=1500） 0.44 0.12 0.06 0.10 0.34

1.情報を

調べたい

2.検査を

受けたい

3.相談し

たい
4.学びたい

5.あてはまる

ものはない

男性 20代 0.50 0.20 0.12 0.15 0.25

30代 0.50 0.21 0.11 0.14 0.28

40代 0.47 0.16 0.08 0.11 0.31

50代 0.45 0.11 0.07 0.10 0.35

女性 20代 0.44 0.21 0.10 0.13 0.26

30代 0.46 0.18 0.08 0.15 0.29

40代 0.48 0.15 0.07 0.14 0.27

50代 0.42 0.12 0.05 0.11 0.34
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（２）雇用形態別の職業やキャリアに関する支援やサービスの利用に関する認識 

 図表４－２６は、雇用形態別に職業やキャリアに関する支援やサービスの利用に関する認

識（5 分類）の平均をまとめた結果である。各支援やサービスの平均得点の比較では、正社

員・正職員、契約社員・嘱託、派遣社員に有意な差が見られなかった。正社員・正職員と、

パートまたはアルバイト、自営業・フリーランス、家族従業員には「２．職業適性検査など

受けてみたい」「３．相談してみたい」「４．学びたい」について 1％水準で有意な差が見ら

れ、正社員・正職員と比べパートまたはアルバイト、自営業・フリーランス、家族従業員の

キャリアのサービス利用に関する認識は低い結果となった。「あてはまるものはない」に関

する回答は、正社員・正職員、契約社員・嘱託、派遣社員と比較しパートまたはアルバイト、

自営業・フリーランス、家族従業員の平均得点が有意に高い。雇用形態によって必要となる

支援やサービスが異なる可能性がある。 

 

図表 4－26 雇用形態別の職業やキャリアに関する支援やサービスの利用に関する認識 

 

 

1.情報を

調べたい

2.検査を

受けたい

3.相談し

たい
4.学びたい

5.あてはまる

ものはない

正社員・正職員 0.47 0.17 0.09 0.13 0.28

契約社員・嘱託 0.49 0.20 0.07 0.13 0.28

派遣社員 0.46 0.19 0.09 0.14 0.30

パートまたはアルバイト 0.45 0.15 0.07 0.12 0.33

自営業・フリーランス 0.46 0.10 0.05 0.11 0.37

家族従業員 0.42 0.08 0.01 0.08 0.50
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（３）職業別の職業やキャリアに関する支援やサービスの利用に関する認識 

 図表４－２７は職業別に職業やキャリアに関する支援やサービスの利用に関する認識をま

とめたものである。職業によらず「１.インターネットを通じて様々な情報を調べてみたい」

を選択する割合が高いことが分かる。「輸送・機械運転」「建設・採掘」「運搬・清掃・包

装」等については、「１．インターネットを通じて様々な情報を調べてみたい」よりも「あ

てはまるものはない」とする回答の割合が高くなっている。 

 

図表 4－27 職業別の職業やキャリアに関する支援やサービスの利用に関する認識 

 

 

（４）キャリア計画への主体性別の職業やキャリアに関する支援やサービスの利用に関する認識 

 図表４－２８はキャリア計画への主体性別に職業やキャリアに関する支援やサービスの利

用に関する認識をまとめたものである。「自分でキャリア計画を考えていきたい」と「どち

らかといえば、自分でキャリア計画を考えていきたい」は「あてはまるものがない」以外の

全ての項目で、「どちらかといえば、会社（職場）でキャリア計画を提示してほしい」「会

社（職場）でキャリア計画を提示してほしい」よりも高い平均得点となっていることが分かる。 

1.情報を

調べたい

2.検査を

受けたい

3.相談し

たい
4.学びたい

5.あてはまる

ものはない

管理的職業（N=577） 0.46 0.15 0.10 0.11 0.32

専門的・技術的職業（N=1365） 0.49 0.17 0.09 0.14 0.25

事務的職業（N=1555） 0.49 0.17 0.08 0.13 0.27

販売の職業（N=570） 0.49 0.18 0.09 0.14 0.26

サービスの職業（N=675） 0.44 0.15 0.07 0.12 0.35

保安の職業（N=96） 0.41 0.19 0.11 0.14 0.25

農林漁業の職業（N=44） 0.48 0.15 0.06 0.08 0.32

生産工程の職業（N=359） 0.47 0.17 0.09 0.10 0.31

輸送・機械運転の職業（N=110） 0.37 0.12 0.06 0.11 0.41

建設・採掘の職業（N=109） 0.38 0.10 0.09 0.12 0.41

運搬・清掃・包装等の職業（N=247） 0.38 0.16 0.06 0.10 0.46

その他（N=293） 0.42 0.14 0.07 0.13 0.34

調査シリーズNo.208

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－87－ 

 

図表 4－28 キャリア計画への主体性別の 

職業やキャリアに関する支援やサービスの利用に関する認識 

 

 

 

 「会社（職場）でキャリア計画を提示してほしい」を選択したグループの、「１．インタ

ーネットで調べたい」「２．職業適性検査などを受けてみたい」「３．相談してみたい」「４．

学びたい」の各平均得点は、「自分でキャリアを計画したいと」を選択したグループの半分

程度である。キャリア計画を主体的に構築しようとする場合、職業やキャリアに関する支援

やサービスの利用に関する認識が高くなると考えられる。 

 ここまでの分析から、職業・キャリアも含めた生活全般についての問題を抱える割合は、

年齢と共に高まるにも関わらず、キャリアに関する支援やサービスの利用に関する認識は、

年齢が上がるにつれて低くなる傾向が見られる。非主体的なキャリア計画にある者は、仕事

に関する問題のみならず生活全般についての問題も抱えており、将来に対する漠然とした不

安も相まっている。キャリア計画の考え方が非主体的な者に対して、職業やキャリアに関す

る支援やサービスが訴求できていない可能性が高い。 

  

1.情報を

調べたい

2.検査を

受けたい

3.相談し

たい
4.学びたい

5.あてはまる

ものはない

自分でキャリア計画を

考えていきたい（N=1526）
0.54 0.16 0.09 0.14 0.25

どちらかといえば、

自分でキャリア計画を

考えていきたい（N=2629）

0.51 0.19 0.09 0.15 0.24

どちらかといえば、

会社（職場）でキャリア計画を

提示してほしい（N=1186）

0.42 0.17 0.08 0.11 0.33

会社（職場）でキャリア計画を

提示してほしい（N=659）
0.22 0.07 0.05 0.05 0.59
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５．職業やキャリアについて問題を感じる程度 

 図表４－２９は、職業やキャリアについて問題に感じる程度をまとめたものである。男女

共に「どちらでもない」の回答が最も多い。「やや問題を感じている」と「かなり問題を感

じている」の割合は全体の 35％程度であった。属性による差を確認するために「ほとんど問

題を感じていない（1 点）」（577 名）、「あまり問題を感じていない（2 点）」（1,247 名）、

「どちらでもない（3 点）」（2,149 名）、「やや問題を感じている（4 点）」（1,567 名）、

「かなり問題を感じている（5 点）」（547 名）として換算する。 

 

図表 4－29 職業やキャリアについて問題を感じる程度

 

 

（１）年代別の職業やキャリアについて問題を感じる程度 

 図表４－３０は年代別にまとめたものである。年代が上がるにつれてキャリアについて問

題を感じる割合が低くなることが分かる。 

 

図表 4－30 年代別の職業やキャリアについて問題を感じる程度 
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（２）雇用形態別の職業やキャリアについて問題を感じる程度 

 図表４－３１は、雇用形態別の職業やキャリアについて問題を感じる程度の平均得点をま

とめたものである。派遣社員の平均得点が最も高く、次いで契約社員・嘱託となっている。

自営業・フリーランスと家族従業員の平均得点が低いことが分かる。 

 

図表 4－31 職業やキャリアについて問題を感じる程度 

 

 

（３）職業別の職業やキャリアについて問題を感じる程度 

 図表４－３２は職業別にまとめたものである。「販売の職業」と「サービスの職業」「運

搬・清掃・包装等の職業」「生産工程の職業」で問題を感じる割合が高い結果となった。一

方で、「農林漁業の職業」「保安の職業」「管理的職業」「輸送・機械運転の職業」では問

題を感じる割合が低かった。 

 

図表 4－32 職業別の職業やキャリアについて問題を感じる程度 
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（４）キャリア計画への主体性別の職業やキャリアについて問題を感じる程度 

 図表４－３３はキャリア計画への主体性別に職業やキャリアについて問題を感じる程度の

平均得点をまとめたものである。職業やキャリアについて問題に感じる程度が、最も高いの

は「会社（職場）でキャリア計画を提示してほしい」を選択したグループであった。次いで

平均得点が高いのは「どちらかといえば、自分でキャリア計画を考えていきたい」であった。

「会社（職場）でキャリア計画を提示してほしい」を選択したグループは会社からの提示に

対して問題を感じているのに対し、「どちらかといえば、自分でキャリア計画を考えていき

たい」は自身のキャリア計画について問題を感じていると考えられる。 

 

図表 4－33 キャリア計画への主体性別の職業やキャリアについて問題を感じる程度 

 

 

（５）学歴別の職業やキャリアについて問題を感じる程度 

 図表４－３４は学歴別に職業やキャリアについて問題を感じる程度の平均得点をまとめた

ものである。２節の分析で「大学院」「大学」「高専」以外の、「自分や家族の健康」に関

する平均得点に有意な差が見られたが、キャリアについての問題認識では有意な差が見られ

なかった。 

 

図表 4－34 学歴別の職業やキャリアについて問題を感じる程度 
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６．専門のカウンセラーに相談したいと思う程度 

 図表４－３５は、職業生活や職場の問題についての専門のカウンセラー（キャリアコンサ

ルタント、キャリアカウンセラーなど）に相談したいと思う程度をまとめたものである。男

性女性ともに「どちらでもない」の回答が最も多く全体の約 45％となった。「どちらかと言

えば、相談したい」と「相談したい」の割合は全体の約 21％であった。「相談したくない」

と「どちらかと言えば、相談したくない」の割合は約 33.5％であった。 

 属性による差を確認するために「相談したくない（1 点）」（942 名）、「どちらかと言え

ば、相談したくない（2 点）」（1,066 名）、「どちらとも言えない（3 点）」（2,718 名）、

「どちらかと言えば、相談したい（４点）」（1,044 名）「相談したい（5 点）」（230 名）

として換算する。 

 

図表 4－35 専門のカウンセラーに相談したいと思う程度 

 

 

（１）年代別性別の専門のカウンセラーに相談したいと思う程度 

 図表４－３６は年代別性別に専門のカウンセラーに相談したいと思うかをまとめたもので

ある。年代が上がるにつれて相談したいと思う割合が低くなることが分かる。この傾向は男

女別に見ても同様であった。 

 

図表 4－36 年代別性別の専門のカウンセラーに相談したいと思う程度
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（２）雇用形態別の専門のカウンセラーに相談したいと思う程度 

 図表４－３７は、雇用形態別の専門のカウンセラーに相談したいと思う程度の平均得点を

まとめたものである。派遣社員の平均得点が最も高く、次いで契約社員・嘱託、正社員・正

職員の順となっている。パートまたはアルバイト、自営業・フリーランス、家族従業員の平

均得点が低いことが分かる。 

 

図表 4－37 雇用形態別の専門のカウンセラーに相談したいと思う程度 

 

 

（３）職業別の専門のカウンセラーに相談したいと思う程度 

 図表４－３８は職業別にまとめたものである。「農林漁業」「建設・採掘」「運搬・清掃

・包装等」では相談したいと思う程度が低い。２節での分析を踏まえると、「農林漁業」「建

設・採掘」は自営業・フリーランス、家族従業員の割合が高く、かつ自営業・フリーランス、

家族従業員は「自分でキャリア計画を考えていきたい」と考える割合が高い（図表４－７及

び図表４－９参照）、そのため、専門のカウンセラーに相談する必要性の認識が低かったと

考えられる。一方、「運搬・清掃・包装等」では「正社員・正職員」の割合が低いのが特徴

であった。他に「正社員・正職員」の割合が低い職業もあるため不明な点もあるが、この正

社員・正職員比率の低さが関係した可能性が推察される。 

 

図表 4－38 職業別の専門のカウンセラーに相談したいと思う程度 
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（４）キャリア計画への主体性別の専門のカウンセラーに相談したいと思う程度 

 図表４－３９はキャリア計画への主体性別にカウンセラーに相談したいと思う程度の平均

得点をまとめたものである。カウンセラーに相談したいと思う程度が、最も高いのは「会社

（職場）でキャリア計画を提示してほしい」と「どちらかといえば、自分でキャリア計画を

考えていきたい」であった。 

 表４－４０はキャリア計画に関する考え別にカウンセラーに相談したいと思う割合をまと

めたものである。キャリア計画について「自分でキャリア計画を考えていきたい」者は「相

談したくない」「どちらかと言えば、相談したくない」をあわせて約 4 割となった。また、

「どちらかといえば、自分でキャリア計画を考えていきたい」を選択した者の「相談したく

ない」、「どちらかといえば相談したくない」の割合が 3 割を超えていることが分かる。 

 

図表 4－39 キャリア計画への主体性別の専門のカウンセラーに相談したいと思う程度 

 

 

図表 4－40 キャリア計画に関する考え別にカウンセラーに相談したいと思う割合 

 
 

 ここまでの分析から、職業・キャリアも含めた生活全般についての問題を抱える割合は、

年齢と共に高まるにもかかわらず、キャリアに関する問題としての認識は低く、専門のカウ

ンセラーに「相談したくない」「どちらかといえば相談したくない」の割合は男女共に 3 割

に上る。前節までの結果を踏まえると、非主体的なキャリア計画にある者は、仕事に関する

問題のみならず生活全般についての問題も抱える割合が高いことから、職業やキャリアに関

する支援やサービスがこうした層に十分訴求できていない可能性が高い。 
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７．保有スキルに関する認識 

 図表４－４１は、スキル（20 設問）の回答を「いいえ（0 点）」「はい（1 点）」として

平均得点をまとめたものである。個人属性によって保有スキルの認識に差があるかを比較検

討するために、以下、意味内容から 4 つに分類し各分類の平均得点を求めた。第 1 分類は 1

～5 のスキルで「基礎的スキル」と命名する。第 2 分類は 6～10 のスキルで「汎用的スキル」

と命名する。第 3 分類は 11～15 のスキルで「テクニカルスキル」と命名する。第 4 分類は

16～20 のスキルで「メタスキル」と命名する。「基礎的スキル」の平均得点が最も高く、次

いで「メタスキル」「汎用スキル」「テクニカルスキル」の順であった。 

 各分類の中で最も平均得点の低い項目を比較すると「基礎的スキル」の中では「Q5 異なる

文化の人とやりとりをすること（0.12）」、「汎用スキル」の中では「他人との対立を解決

すること（0.08）」、「テクニカルスキル」の中では「体力的にきつい仕事をすること（0.08）」

であった。メタスキルには平均得点が低い項目は見られなかった。 

 

図表 4－41 職業やキャリアに関する支援やサービスの利用に関する認識 

 

 

（１）年代別性別の保有スキルに関する認識 

 図表４－４２は、年代別の 5 種類のスキルに関する認識を得点化したものである。各年代

間で分散分析を実施したところ、年代が高いほど、平均得点が有意に高いことから、5 種類

のスキルは概ね経験年数と共に高まると考えられる。図表４－４３は、年代別の 5 種類のス

キル得点をまとめたものである。年代別性別に見ても、おおむね「基礎的スキル」の平均得

点が最も高く、次いで「メタスキル」「汎用スキル」「テクニカルスキル」の順であること

から、「基礎的スキル」の習得後に職業経験や職業内の雇用形態等の経験を通し、その他の
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スキルの習得が進むと考えられる（ただし、例外として女性のテクニカルスキルには年代別

変化がみられなかった）。そこで本節では、職業属性及び、職業経験と学習経験との関連を

分析する。 

 

図表 4－42 年代別の保有スキルに関する認識 

 

 

図表 4－43 年代別性別の保有スキルに関する認識 

 

 

（２）雇用形態別の保有スキルに関する認識 

 ２節の分析から、「自営業・フリーランス」や「家族従業員」といったどちらかというと

独立して仕事を行っている者と雇用されて仕事を行う者とではキャリアの考え方が異なると

考えられる。そこで本節では「自営業・フリーランス」と「家族従業員」は他の雇用形態と

分けて分析する。 

 図表４－４４は、雇用形態別に保有スキルに関する認識の平均得点をまとめたものである。

雇用形態別に見ると、概して「自営業・フリーランス」の保有スキルに関する認識の平均得
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点が最も高く、「家族従業員」が最も低い。分散分析を行い、Scheffe 法による多重比較を行

った結果、「基礎スキル」は、「正社員・正職員」「自営業・フリーランス」が「パートまたは

アルバイト」に比べて 5％水準で有意に値が高かった。また、「テクニカルスキル」は「自営

業・フリーランス」が他に比べて 5％水準で有意に値が高く、次いで「正社員・正職員」が

有意に高かった。「パートまたはアルバイト」は「正社員・正職員」と比べて 5％水準で有意

に値が低かった。ここまでの分析から、「正社員・正職員」はスキル習得がしやすく「パート

またはアルバイト」はスキル習得がしにくいことが考えられる。この結果は、２節（図表４

－５等）の「正社員・正職員」は年代が上がるにつれてキャリア計画に関する主体性が高ま

ることとも一致する。 

 

図表 4－44 雇用形態別の保有スキルに関する認識 

 

 

（３）職業別の保有スキルに関する認識 

 図表４－４５は職業別に保有スキルに関する認識をまとめたものである。「農林漁業」「生

産工程」「運搬・清掃・包装」等は「基礎スキル」よりも「メタスキル」の平均得点が高い

ことが分かる。また、「農林漁業」「生産工程」「建設・採掘」については「汎用スキル」

よりも「テクニカルスキル」の平均得点が高い。 

 これらの職業のうち、「農林漁業」及び「建設・採掘」については、２節（図表４－９等）

の分析で「自営業・フリーランス」比率が高い職業であった点が着目される（「農林漁業」

：自営業・フリーランス 47.7％、「建設・採掘」：自営業・フリーランス 26.6％）。また、
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「運搬・清掃・包装」については「正社員・正職員」比率が低く、「パート・アルバイト」

比率が高い職業であった点も指摘しうる（正社員・正職員 37.7％、パート・アルバイト 42.9

％）。 

 

図表 4－45 職業別の保有スキルに関する認識 

 

 

（４）キャリア計画への主体性別の保有スキルに関する認識 

 図表４－４６はキャリア計画への主体性別に職業やキャリアに関する支援やサービスの利

用に関する認識をまとめたものである。キャリア計画への主体性が高いほど、保有スキルの

平均得点が高いことが分かる。キャリア計画を主体的に構築しようとすることにより、必要

となるスキルを習得すると考えられる。 

 

図表 4－46 キャリア計画への主体性別の保有スキルに関する認識 
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（５）保有スキル間の関連分析 

 図表４－４７は各スキルの相関をまとめたものである。各スキルには中程度の有意な相関

が見られた。さらに、メタスキルを従属変数、基礎スキル、汎用スキル、テクニカルスキル

を独立変数として線形回帰分析をしたところ、調整済みR2=0.32、標準編回帰係数βは、そ

れぞれβ=0.21 （p<.001）、β=0.28（p<.001）、β=0.25（p<.001）となった。汎用スキル

が高いほどメタスキルが高くなる可能性がある。 

 

図表 4－47 保有スキル間の関連 

 

 

（６）保有スキルと学歴との関連分析 

 図表４－４８は各スキルと学歴としての相関をまとめたものである。学歴として最後に通

った、または現在通っている学校を用いた。大学院（1点）～中学校（7点）となっている。

「基礎スキル」との相関が最も高く、「テクニカルスキル」との間には相関が見られなかっ

た。メタスキルを従属変数、基礎スキル、汎用スキル、テクニカルスキル、キャリア計画、

学歴を独立変数として重回帰分析（ステップワイズ法）をしたところ、学歴には有意な関連

が認められなかった。学歴以外で重回帰分析を実施した結果、調整済みR2=0.33、標準編回帰

係数βは、それぞれβ=0.19（p<.001）、β=0.28（p<.001）、β=0.25（p<.001）、β=0.07（p<.001）

となった。雇用形態別のモデル適合率を比較すると「自営業・フリーランス」（R2=0.44）が

最も高く、次いで「正社員・正職員」（R2=0.33）であった。「汎用スキル」「テクニカルス

基礎スキル 汎用スキル テクニカルスキル メタスキル

基礎スキル 1 .524** .332** .434**

汎用スキル 1 .326** .468**

テクニカルスキル 1 .407**

メタスキル 1

** 相関係数は 1% 水準で有意 (両側) 
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キル」「メタスキル」の習得は、学歴よりもキャリア計画の主体性や仕事経験の影響を強く

受けると考えられる。 

 

図表 4－48 保有スキル間の関連 

 

 

８．おわりに 

 本章では、そもそも生涯を通じたキャリア計画を立てる必要性を認識している者が、どの

ような個人属性を持つ者が多いのか、スキル習得に際してどのような課題を認識しているの

かを分析した。 

 ２節の基礎的な分析の結果、キャリア計画の考え方は性別や最終学歴の影響を受けるもの

の、年齢と共に主体的にキャリア計画を考えるようになる傾向が見られた。しかしながら、

雇用されながら仕事を行う場合は、「正社員・正職員」が他の雇用形態より年齢と共に主体

的にキャリア計画を考えるようになる傾向が見られた。日本においては OJT を中心とした

キャリア形成支援が「正社員・正職員」向けに採用時から実施される。年齢と共にキャリア

計画の主体性が形成しにくい個人属性として「派遣社員」「パート・アルバイト」が確認さ

れた。キャリア形成支援においては、就業組織の特性が影響していることが想定されること

から、２節では職業や出身地についてもキャリア計画の平均得点を比較した。分析の結果、

職業や出身地によって平均得点に有意な差が見られたことから、こうした環境がキャリア計

画に実際に影響を及ぼすかについては、今後継続的な調査が必要であろう。 

 ３節、４節の分析から、職業・キャリアも含めた生活全般についての問題を抱える割合は、

年齢が上がるにつれて職業に関する問題から生活全般の問題に広がっており、男性より女性

の方が問題を認識する割合が高いことが確認された。またキャリア計画については主体的に

キャリア計画を考える者より非主体的な方が問題を抱える割合が高いことが確認された。 

 ５節、６節の分析からは、職業・キャリアも含めた生活全般についての問題を抱える割合

は、年齢と共に高まるにも関わらず、キャリアに関する問題としての認識は低く、専門のカ

ウンセラーに「相談したくない」「どちらかといえば相談したくない」の割合は男女共に 3

割に上ることから、職業やキャリアに関する支援やサービスがこうした層に十分訴求できて

いない可能性が確認された。職業やキャリアに関する支援やサービスの利用としてインター

ネットの利用意向は年代によらず高い。「ハローワークインターネットサービス」や「日本

版 O-NET」、「職場情報総合サイト しょくばらぼ」等の支援基盤が整う中、利用のための

基礎スキル 汎用スキル テクニカルスキル メタスキル 最終学歴等

基礎スキル 1 .524** .332** .434** -.182**

汎用スキル 1 .326** .468** -.054**

テクニカルスキル 1 .407** .002  

メタスキル 1 -.062**

最終学歴等 1

** 相関係数は 1% 水準で有意 (両側)
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ガイダンス方法やガイダンススキル育成が今後の課題と考えられる。 

 ７節の分析から、スキルの習得は、キャリア計画の考え方が主体的であるほど、進むこと

が確認された。全員参加型の社会実現に向けたスキル習得のためには、職業・キャリアのみ

に焦点を当てるのではなく、生活全般や将来に漠然とした不安を抱える層に訴求する支援が

求められる。 
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第５章 キャリア形成のプロセスと転職及び就職活動との関連 

 
１．はじめに 

 キャリア形成とは、「社会との相互関係を持ちつつ、自己実現を図っていく過程」と言われ

る（田崎・齋藤・見世, 2011）。ではキャリア形成は、どのようなプロセスをたどるのであろ

うか。学校教育においては学年に応じたキャリア発達段階を設定しているが、社会人におい

ては学年のような明示的な段階は存在しない。また、多様な個人を同一の発達段階に当ては

めるステージ理論には批判もある（Weinrach, 1990; Brim & Kagan, 1980）。むしろ、キャ

リア形成の諸側面の発達的変化を捉えていく方が適切であるし、先の定義とも合致する。 
 本章では、キャリア形成に関連する変数として、Q22 就職活動の経験、Q23 転職経験の有

無及び経験社数、Q24 転職希望、Q25 職業的一人前行動、Q26 職業的一人前意識、Q27 組織

コミットメント及びジョブインボルブメント 9、Q29 関心あるキャリアや働き方、Q30 職業

価値観を扱うが、このうち、キャリア形成の到達度の指標として組織コミットメント及びジ

ョブインボルブメントを用いた。組織コミットメントとは、組織の目標・規範・価値観の受

け入れ、組織のために働きたいとする積極的意欲、組織にとどまりたいという強い願望によ

って特徴づけられる情緒的愛着であり（Porter, Steers, Mowday, & Boulian, 1974）、また、

ジョブインボルブメントとは、「職務への没頭の程度を示すもの」である（松本, 2017）。こ

れらの変数は、個人が職場や職業からの要請に対応しつつ、個人の興味や能力が職場・職業

に適合している状態であり、自己実現の一端を示しているといえる。 
 そこで、本章では、まず、各調査項目の実態（性差や年代変化など）を明らかにしたうえ

で、キャリア形成のプロセス、転職とキャリア形成との関連、就職活動とその後のキャリア

形成への影響について明らかにする。 
 なお、本章で扱う主な属性は性別、雇用形態、年代である。雇用形態は正社員・正職員を

正規雇用とし、それ以外の働き方（契約社員・嘱託、派遣社員、パートまたはアルバイト、

自営業・フリーランス、家族従業員）をすべて非正規雇用とした。また、年代については、

20 代、30 代、40 代、50 代の 4 分割を主に用いるが、複雑化を避けるため適宜、20～30 代

と 40～50 代の 2 分割を用いる場合もある。 
 
 
 

                                                
9 本章における組織コミットメントの定義は、本文中に示したとおり「組織の目標・規範・価値観の受け入

れ、組織のために働きたいとする積極的意欲、組織にとどまりたいという強い願望によって特徴づけられる情

緒的愛着」であり、巻末資料「調査項目及び単純集計票」にある Q27「あなたは、現在の職場や職業について

どのように考えていますか」の設問のうち前半 3 項目「この職場に多くの恩義を感じる」「この職場の一員であ

ることを誇りに思う」「この職場のメンバーであることを強く意識している」の質問で尋ねた。また、同様にジ

ョブインボルブメントの定義は「職務への没頭の程度示すもの」であり、Q27 の後半 3 項目「自分の職場は、

尊い使命を持っている」「今の職業は天職だと感じる」「私は職業に人生を捧げている」の質問で尋ねた。 
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２．職場や職業との適合 

（１）組織コミットメント（職場との適合） 

 Q27 の前半 3 項目では、組織コミットメントについて「１全く当てはまらない」～「５全

く当てはまる」の 5 件法で回答を求めた。この値の性別の年代変化を図表５－１に示した。

男性の組織コミットメントは、40 代を底とする谷型の変化が示された。年代差については、

20 代と 40 代の間に有意差が認められた（F(3)=2.679, p<.05）。女性は年代とともに下降す

る傾向が示された。ただし、有意な年代差は認められなかった。なお、全年代を通した平均

値は、男性（3.00）、女性（3.03）であり、有意差は認められなかった。 
 

図表 5－1 組織コミットメントの年代変化（性別） 

 

 
 また、組織コミットメントの雇用形態別の年代変化を図表５－２に示した。正規雇用は 40
代を底とする谷型の変化が示された。非正規雇用は、30 代～40 代で大きく低下する変化が

示された。しかし、いずれも有意な年代差は認められなかった。また、全年代を通した平均

値は、正規雇用（3.02）、非正規雇用（3.00）であり、これも有意差は認められなかった。 
 

図表 5－2 組織コミットメントの年代変化（雇用形態別） 

 
 
 組織コミットメントは、一般には年齢とともに向上すると考えられているが、組織コミッ

トメントの種類（規範的、情緒的、存続的など）によって年齢変化が異なることが報告され

性別 年代 平均 標準偏差 N 有意差
20代 3.07 0.909 600
30代 3.01 0.920 800
40代 2.94 0.950 1050
50代 3.01 0.896 850
合計 3.00 0.922 3300
20代 3.09 0.911 550
30代 3.05 0.977 600
40代 3.00 0.880 900
50代 2.99 0.900 650
合計 3.03 0.914 2700

男性

女性

*

* p<.05

雇用形態別 年代 平均 標準偏差 N 有意差
20代 3.09 0.917 800
30代 3.02 0.926 1000
40代 2.98 0.939 1250
50代 3.02 0.899 900
合計 3.02 0.923 3950
20代 3.05 0.894 350
30代 3.06 0.990 400
40代 2.96 0.881 700
50代 2.98 0.896 600
合計 3.00 0.910 2050

正規

非正規
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ている（松本, 2017）。本調査では男性及び正規雇用において 40 代を底とする谷型の年代変

化が示された。年功序列・終身雇用においては、同一組織における勤続年数が長期化するた

め、組織への愛着や帰属意識が低下することが考えられる。その一方で、定年退職を控えた

50 代では、それまで組織で培った職位や収入の高さなどを再認識することによって組織コミ

ットメントが再度向上することが考えられる。サイドベット理論（Becker, 1960）では「活

動を中止したときに失うことになるもの」をサイドベットと呼ぶが、鈴木（1998）は、これ

をいつどのように認知するかが組織コミットメントに影響すると指摘している。初期キャリ

アでは就職できたことによって所属感や安定報酬の獲得（サイドベット）によって組織コミ

ットメントが上昇する。しかし、勤続年数が長くなるにつれてサイドベットが認知されにく

くなり、組織コミットメントが低下することは十分に考えられる。そして、定年退職を意識

した際にサイドベットが再び認知され組織コミットメントが向上する、と考えられる。 
 組織コミットメントの性別・職業別の平均値を図表５－３に示した。全体の組織コミット

メントは、「管理的職業」（3.21）及び「保安の職業」（3.21）が最も高く、次いで「専門的・

技術的職業」（3.10）、「サービスの職業」（3.03）の順であった。男性もほぼこれと同様の順

であった。女性においては、「保安の職業」（3.30）が最も高く、次いで「管理的職業」（3.26）、
「専門的・技術的職業」（3.18）の順であった。男女とも、上位 3 位は、管理的職業、保安の

職業、専門的・技術的職業で占められていた。 
 

図表 5－3 組織コミットメントの性別・職業別の平均値 

 
 
 職場規模別の組織コミットメントの平均値を表にまとめた（図表５－４）。その結果、30 人

～300 人未満が最も低く、30 人未満及び 300 人以上が有意に高いことが認められた

（F(2)=6.859, p<.01）。つまり、小規模または大規模の職場において組織コミットメントが

高い傾向が示された。松本（2017）では、30 人以下の組織コミットメントが最も高く（2.95）、

平均 標準偏差 N 平均 標準偏差 N 平均 標準偏差 N
管理的職業 3.20 0.900 520 3.26 1.078 57 3.21 0.919 577
専門的・技術的職業 3.04 0.914 819 3.18 0.853 546 3.10 0.893 1365
事務的職業 2.98 0.948 565 2.96 0.954 990 2.97 0.952 1555
販売の職業 2.92 0.928 282 3.01 0.920 288 2.97 0.924 570
サービスの職業 3.04 0.946 257 3.02 0.853 418 3.03 0.889 675
保安の職業 3.20 0.914 86 3.30 0.576 10 3.21 0.883 96
農林漁業の職業 2.81 0.879 27 3.06 0.669 17 2.91 0.805 44
生産工程の職業 2.78 0.875 272 2.92 0.944 87 2.81 0.893 359
輸送・機械運転の職業 2.95 0.828 95 3.04 1.194 15 2.96 0.881 110
建設・採掘の職業 3.02 0.840 93 3.00 0.935 16 3.02 0.850 109
運搬・清掃・包装等の職業 2.64 0.938 152 2.67 0.839 95 2.65 0.900 247
その他 2.99 0.877 132 3.14 0.878 161 3.07 0.879 293
合計 3.00 0.922 3300 3.03 0.914 2700 3.01 0.919 6000
※ 便宜上、平均値が3.00を超える箇所に網掛けを施した

男性 女性 合計
職業
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31～300 人（2.82）、301～3,000 人（2.80）、3,001 人以上（2.85）と企業規模の両端で高い

値を示しており、本調査も同様の結果が示された。30 人未満の組織は、従業員同士の親密な

関係が構築されやすく、職場への愛着も生じやすいことが考えられる。反対に、300 人以上

の大規模組織では部署に細分化されて、小規模組織と同様の親密な人間関係が構築されやす

く、加えて、組織の社会的な存在感が得られることによって、組織コミットメントが向上す

ることが考えられる。一方、30～300 人未満では社内の人間関係、社会的存在感ともに得ら

れにくいことが推察される。 
 

図表 5－4 組織コミットメントの職場規模別の平均値 

 
 

（２）ジョブインボルブメント（職業との適合、職業への没頭） 

 Q27 の後半 3 項目「自分の職場は、尊い使命を持っている」「今の職業は天職だと感じる」

「私は職業に人生を捧げている」では、ジョブインボルブメントについて「１全く当てはま

らない」～「５全く当てはまる」の 5 件法で回答を求めた。この値の性別の年代変化をみる

と、男女とも 3.0 以下の低い値で推移していた（図表５－５）。男性は、40 代を底とする谷

型が示されたが、有意な年代差は認められなかった。女性は、20 代～40 代まで横ばいし 50
代で有意に上昇する変化が示された（F(3)=2.832, p<.05）。全年代を通じた平均値は男性

（2.76）、女性（2.68）であり、男性のジョブインボルブメントは女性よりも有意に高いこと

が示された（t(5998)=3.635, p<.001）。 
 

図表 5－5 ジョブインボルブメントの年代変化（性別） 

 
 

 次に、ジョブインボルブメントの雇用形態別の年代変化を図表５－６に示した。正規雇用

職場規模 平均 標準偏差 N
30人未満 3.05 0.912 1867
30～300人未満 2.95 0.889 1850
300人以上 3.04 0.945 2283
合計 3.01 0.919 6000

性別 年代 平均 標準偏差 N 有意差
20代 2.80 0.910 600
30代 2.76 0.880 800
40代 2.71 0.926 1050
50代 2.79 0.875 850
合計 2.76 0.899 3300
20代 2.65 0.920 550
30代 2.65 0.941 600
40代 2.65 0.897 900
50代 2.77 0.861 650
合計 2.68 0.904 2700

男性

女性 *

*: p<.05
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は 30 代と 40 代を底とする谷型が示された。年代差については、50 代が 30 代及び 40 代よ

りも有意に高いことが認められた（F(3)=3.208, p<.05）。ジョブインボルブメントが 30 代～

40 代で一時的に低下するといえる。一方、非正規雇用は、30 代と 50 代が高くなる N 字型

の変化を示したが、有意な年代差は認められなかった。全年代を通じた平均値は正規雇用

（2.75）、非正規雇用（2.68）であり、正規雇用のジョブインボルブメントは非正規よりも有

意に高いことが示された（t(5998)=2.706, p<.01）。 
 

図表 5－6 ジョブインボルブメントの年代変化（雇用形態別） 

 
 
 ジョブインボルブメントの性別・職業別の平均値を図表５－７にまとめた。男女合計のジ

ョブインボルブメントは、「保安の職業」（2.98）が最も高く、次いで「専門的・技術的職業」

（2.96）、「管理的職業」（2.90）の順であった 10。男性は、「保安の職業」（2.97）が最も高く、

次いで「建設・採掘の職業」（2.89）、「管理的職業」（2.88）及び「専門的・技術的職業」（2.88）
の順であった。女性は、「保安の職業」（3.13）が最も高く、次いで「専門的・技術的職業」

（3.08）、「管理的職業」（3.06）の順であった。ジョブインボルブメントにおいても、上位 3
位に管理的職業、保安の職業、専門的・技術的職業が占められる点では組織コミットメント

と類似しているが、ジョブインボルブメントでは「保安の職業」が最も高い点が特徴的であ

る。保安の職業とは、具体的には自衛官・警察官・消防員や警備などであり、仕事の使命や

意義が明確であることがジョブインボルブメントに影響していると考えられる。 
 
 
 
 
 

                                                
10 なお、「保安の職業」は職業分類上、自衛官・警察官・消防員や警備などの仕事から構成される職種である。

また、自衛官・警察官・消防員などが多く含まれることから、国家公務員・地方公務員その他の公的な職業に

従事している者も多く該当する。 

雇用形態別 年代 平均 標準偏差 N 有意差
20代 2.78 0.921 800
30代 2.72 0.880 1000
40代 2.71 0.911 1250
50代 2.81 0.869 900
合計 2.75 0.897 3950
20代 2.62 0.903 350
30代 2.71 0.976 400
40代 2.65 0.915 700
50代 2.74 0.867 600
合計 2.68 0.912 2050

正規

非正規

*

*: p<.05

調査シリーズNo.208

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－106－ 

 

図表 5－7 ジョブインボルブメントの性別・職業別の平均値 

 

 
 ジョブインボルブメントの職場規模別の平均値を図表５－８にまとめた。30 人～300 人未

満のジョブインボルブメントが最も低かったが、他の規模との有意差は認められなかった。

ジョブインボルブメントは組織コミットメントと異なり、人間関係よりも仕事内容に影響す

るため、職場規模の影響を直接的には受けにくいと考えられる。 
 

図表 5－8 ジョブインボルブメントの職場規模別の平均値 

 
 
３．一人前としての発達 

（１）職業的一人前行動 

 職業的一人前とは、職場から一人前と認められるための必要最低限の職務遂行行動（職業

的一人前行動）と、不可避の義務的業務に対して意味づけして自己を動機づける意識（職業

的一人前意識）を備えた状態のことである（高橋, 2011）。職業的一人前尺度は、高橋（2011）
が、日本文化においてコミュニティが個人に求める「一人前」の概念にもとづいて開発した

キャリア発達度を測定する尺度である。本尺度は、本来、職業的一人前行動が 24 項目、職業

的一人前意識が 21 項目で構成されるが、本調査ではそれぞれ 6 項目と 3 項目を抜粋して用

平均 標準偏差 N 平均 標準偏差 N 平均 標準偏差 N
管理的職業 2.88 0.887 520 3.06 1.030 57 2.90 0.903 577
専門的・技術的職業 2.88 0.870 819 3.08 0.829 546 2.96 0.859 1365
事務的職業 2.67 0.877 565 2.50 0.876 990 2.56 0.880 1555
販売の職業 2.62 0.965 282 2.50 0.873 288 2.56 0.921 570
サービスの職業 2.87 0.904 257 2.62 0.865 418 2.71 0.887 675
保安の職業 2.97 0.981 86 3.13 0.757 10 2.98 0.958 96
農林漁業の職業 2.75 0.968 27 2.75 1.084 17 2.75 1.002 44
生産工程の職業 2.50 0.853 272 2.55 1.015 87 2.52 0.894 359
輸送・機械運転の職業 2.87 0.827 95 2.56 1.059 15 2.82 0.863 110
建設・採掘の職業 2.89 0.815 93 2.90 0.738 16 2.89 0.801 109
運搬・清掃・包装等の職業 2.35 0.861 152 2.45 0.868 95 2.39 0.864 247
その他 2.81 0.936 132 2.87 0.874 161 2.84 0.901 293
合計 2.76 0.899 3300 2.68 0.904 2700 2.72 0.902 6000

男性 女性 合計
職業

※ 便宜上、平均値が2.90を超えた箇所に網掛けを施した

職場規模 平均 標準偏差 N
30人未満 2.75 0.926 1867
30～300人未満 2.68 0.884 1850
300人以上 2.74 0.897 2283
合計 2.72 0.902 6000
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いた 11。 
 Q25 では、職業的一人前行動に関する 6 項目について、「１全くあてはまらない」～「５

非常によくあてはまる」の 5 件法で回答を求めた。その年代変化を性別で図表５－９に示し

た。男性の職業的一人前行動は、30 代と 50 代を頂点とする N 字の変化が示された。20 代

が 30 代及び 50 代よりも有意に低いことが認められた（F(3)=3.110, p<.05）。一方、女性は、

40 代を頂点とする緩やかな山型の変化が示された。20 代が他の年代よりも有意に低いこと

が認められた（F(3)=6.159, p<.001）。これらから男女ともに、20 代～30 代にかけて職業的

一人前行動が形成されることが示された。全年代を通した平均値は、男性（3.25）、女性（3.25）
であり、有意差は認められなかった。 
 

図表 5－9 職業的一人前行動の年代変化（性別） 

 

 
 職業的一人前行動の雇用形態別の年代変化を図表５－１０に示した。正規雇用、非正規雇

用とも 20 代～30 代に職業的一人前意識が有意に上昇し、その後横ばいとなる変化が示され

た（正規: F(3)=6.230, p<.001; 非正規: F(3)=2.834, p<.05）。 
 全年代を通じた平均値は正規雇用（3.30）、非正規雇用（3.15）であり、正規雇用の職業的

一人前行動は非正規よりも有意に高いことが示された（t(5998)=7.999, p<.001）。職業的一人

前行動は日本企業において一人前として求められる基本的な行動であるため、やはり正規雇

用の方が習得の程度が高いと考えられる。 
 
 
 
 
 

                                                
11 なお、具体的な質問項目は次のとおり。「たとえ失敗しても、次に活かすための解決策を立てている」「目標

達成のために、やるべき事の段取りを立てて進めている」「仕事で納得のゆかないことを上司・先輩に訴えてい

る」「仕事で上司・先輩が自分に期待することを把握している」「チームの仕事が進むように率先して同僚（仲

間）に働きかけている」「自分のやる事に、どのくらいの期間が必要になるのか見当がついている」 

性別 年代 平均 標準偏差 N 有意差
20代 3.18 0.729 600
30代 3.27 0.697 800
40代 3.24 0.743 1050
50代 3.29 0.691 850
合計 3.25 0.717 3300
20代 3.14 0.755 550
30代 3.28 0.737 600
40代 3.30 0.694 900
50代 3.26 0.659 650
合計 3.25 0.710 2700

男性 *

女性 ***

*: p<.05, ***: p<.001

調査シリーズNo.208

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－108－ 

 

図表 5－10 職業的一人前行動の年代変化（雇用形態別） 

 

 
（２）職業的一人前意識 

 Q26 では、職業的一人前意識に関する 3 項目について、「１全く当てはまらない」～「５

全く当てはまる」までの 5 件法で回答を求めた 12。この値の性別の年代変化を図表５－１１

に示した。男女とも 20 代から 30 代で上昇し、その後下降・上昇する傾向がみられたが、有

意な年代差は認められなかった。全年代を通しての平均値は男性（3.12）、女性（3.18）であ

り、女性の職業的一人前意識の方が有意に高いことが示された（t(5998)=2.890, p<.01）。男

性よりも、女性の方が不可避の業務に対して意味づけを行っているといえる。 

 また、職業的一人前意識の雇用形態別の年代変化を図表５－１２に示した。正規雇用の職

業的一人前意識は横ばいであり、有意な年代差は認められなかった。一方、非正規雇用は 20
代から 30 代にかけて上昇した後、ほぼ横ばいであった。ただし、これも有意な年代差は認め

られなかった。 
 全年代を通じた平均値は正規雇用（3.17）、非正規雇用（3.11）であり、有意差が認められ

た（t(5998)=2.599, p<.01）。正規雇用の職業的一人前意識の方が有意に高いことが示された。

非正規雇用よりも、正規雇用の方が不可避の業務に対して自ら動機づけているといえる。正

規雇用は自己動機づけを 30 代になる前から習得しているが、非正規雇用はその習得に時間

がかかり 30 代で向上していることが示された。 
 高橋（2012）では、職業的一人前意識は学習曲線を示しており、年齢による上昇傾向が

確認されている。しかし、本調査では、有意な年齢変化が認められず、先行研究と異なる結

果が示された。 
 
 
 

                                                
12 なお、具体的な質問項目は次のとおり。「やりたくない仕事でも、きっと将来仕事の役に立つと思う」「どん

な仕事でも自力でやり遂げられると思う」「期待以上に仕上げて見せることで周囲から称賛されたいと思う」 

雇用形態別 年代 平均 標準偏差 N 有意差
20代 3.21 0.737 800
30代 3.32 0.706 1000
40代 3.32 0.725 1250
50代 3.35 0.670 900
合計 3.30 0.712 3950
20代 3.05 0.741 350
30代 3.17 0.723 400
40代 3.17 0.705 700
50代 3.16 0.674 600
合計 3.15 0.707 2050

正規 ***

非正規 *

*: p<.05, ***: p<.001
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図表 5－11 職業的一人前意識の年代変化（性別） 

 
 

図表 5－12 職業的一人前意識の年代変化（雇用形態別） 

 
 
４．職業価値観について 

（１）職業価値観 

 Q30 では、職業選択上で大事にする 5 つの価値観（職業価値観）について「１全く当ては

まらない」～「５非常によく当てはまる」の 5 件法で回答を求めた 13。これを性別ごとに整

理した（図表５－１３）。職業価値観の関心度は、男女とも「自分のやり方や自分のペースで

仕事がしたい」（男：3.74、女：3.86）が最も大きく、次いで「安定している組織で働き、確

実な報酬を得たい」（男：3.61、女 3.83）、「世の中をよくするための仕事をしたい」（男：3.31、
女：3.29）の順であった。 
 上位 2 つの価値観（「自分のやり方…」、「安定している…」）は女性のほうが有意に高く、

下位 3 つ（「世の中を…」、「仕事の中で…」、「管理者…」）は男性の方が有意に高い値であっ

た。つまり、女性は安定した組織・報酬で自分のやり方で働きたいということから「自己志

向」的な働き方を重視し、男性は世の中のために専門性を発揮して地位を上げていきたいと

いう「プロ志向」的な働き方を重視しているといえる。なお、職業価値観について因子分析

を行った結果においても「自己志向」と「プロ志向」の 2 因子が抽出された 14。 

                                                
13 なお、具体的な質問項目は次のとおり。「仕事の中で専門家として能力を発揮したい」「管理者、経営者にな

ることを目指したい」「自分のやり方や自分のペースで仕事がしたい」「安定している組織で働き、確実な報酬

を得たい」「世の中をよくするための仕事をしたい」 
14 職業価値観の 5 項目を因子分析（最尤法・プロマックス回転）した結果、2 因子が抽出された。第 1 因子

は、職業価値観の「自分のやり方や自分のペースで仕事がしたい」「安定している組織で働き、確実な報酬を得

たい」で、安定な組織で確実な報酬を得ることや自分のやり方やペースを重視することから「自己志向」と命

名した。第 2 因子は、「仕事の中で専門家として能力を発揮したい」「管理者、経営者になることを目指した

性別 年代 平均 標準偏差 N 有意差
20代 3.12 0.826 600
30代 3.14 0.758 800
40代 3.10 0.791 1050
50代 3.13 0.745 850
合計 3.12 0.778 3300
20代 3.14 0.812 550
30代 3.20 0.765 600
40代 3.18 0.715 900
50代 3.19 0.625 650
合計 3.18 0.727 2700

男性

女性

雇用形態別 年代 平均 標準偏差 N 有意差
20代 3.17 0.815 800
30代 3.18 0.747 1000
40代 3.15 0.767 1250
50代 3.17 0.688 900
合計 3.17 0.755 3950
20代 3.03 0.822 350
30代 3.15 0.796 400
40代 3.11 0.741 700
50代 3.14 0.709 600
合計 3.11 0.758 2050

正規

非正規
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図表 5－13 関心の強い職業価値観（性別） 

 

 
 また、職業価値観の関心度を雇用形態別に整理した（図表５－１４）。職業価値観の関心度

は、雇用形態によらず、「自分のやり方や自分のペースで仕事がしたい」（正規：3.78、非正

規：3.81）が最も大きく、次いで「安定している組織で働き確実な報酬を得たい」（正規：3.74、
非正規 3.64）、「世の中をよくするための仕事をしたい」（正規：3.35、非正規：3.20）の順で

あった。関心度の順は性別の場合と同じであった。 
 正規雇用と非正規雇用を比較すると、「自分のやり方や自分のペースで仕事がしたい」を除

くすべての職業価値観において有意差が認められた。いずれも正規雇用の方が有意に高いこ

とが示された。 
図表 5－14 関心の強い職業価値観（雇用形態別） 

 
 
 さらに、職業価値観の関心度を年代別に整理した（図表５－１５）。4 つの職業価値観は横

ばいが示されたが、「管理者、経営者になることを目指したい」のみ有意に下降する傾向が示

された（F(3)=7.625, p<.001）。管理者・経営者になれる可能性は、年功序列の人事制度にお

いては高年齢ほど減少するため、管理職・経営者を断念するものが増えたと考えられる。そ

れ以外の職業価値観は年齢によらずほぼ一定であった。 

                                                
い」「世の中をよくするための仕事をしたい」で、専門家としての能力発揮や管理職・経営者を志向し、社会貢

献を望むことから「プロ志向」と命名した。 

職業価値観 性別 平均 標準偏差 ｎ 有意差
男性 3.74 0.915 3300
女性 3.86 0.856 2700
男性 3.61 0.939 3300
女性 3.83 0.896 2700
男性 3.31 0.961 3300
女性 3.29 0.908 2700
男性 3.31 0.981 3300
女性 3.08 1.064 2700
男性 2.79 1.101 3300
女性 2.22 1.071 2700

自分のやり方や自分のペース
で仕事がしたい ***

安定している組織で働き、確
実な報酬を得たい ***

世の中をよくするための仕事
をしたい *

仕事の中で専門家として能
力を発揮したい ***

管理者、経営者になることを
目指したい ***

*: p<.05; ***: p<.001

職業価値観 雇用
形態別 平均 標準偏差 N 有意差

正規 3.78 0.888 3950
非正規 3.81 0.896 2050
正規 3.74 0.919 3950

非正規 3.64 0.937 2050
正規 3.35 0.937 3950

非正規 3.20 0.931 2050
正規 3.29 1.000 3950

非正規 3.06 1.058 2050
正規 2.62 1.109 3950

非正規 2.36 1.129 2050

自分のやり方や自分のペース
で仕事がしたい
安定している組織で働き、確
実な報酬を得たい ***

世の中をよくするための仕事
をしたい ***

仕事の中で専門家として能
力を発揮したい ***

管理者、経営者になることを
目指したい ***

***: p<.001
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図表 5－15 関心の強い職業価値観（年代別推移） 

 
 

 

（２）関心あるキャリアや働き方 

 Q29 では、12 種の「キャリアや働き方」について関心のあるもの 3 種（必須）を選択させ

た。選択されたキャリア・働き方の割合を性別でまとめた（図表５－１６）。男性では、「セ

カンド・ライフ」（13.7％）が最も多く、次いで「週 3 正社員、週 4 正社員」（12.5％）、「時

短勤務」（12.1％）の順であった。女性では、「週 3 正社員、週 4 正社員」（16.5％）が最も多

く、次いで「時短勤務」（15.6％）、「リモート・ワーク、テレ・ワーク」（11.6％）であった。

「セカンド・ライフ」が男性で重視されている点が女性と異なっていた。また、女性は「週

3 正社員、週 4 正社員」や「時短勤務」の比率が比較的大きく、時間の制約に縛られない働

き方が重視されていた。 
 次に、選択されたキャリアや働き方の割合を年代別でまとめた（図表５－１７）。年代によ

る増加に注目すると、「セカンド・ライフ」は 20 代（9.3％）から 50 代（14.8％）と大きく

増加していた。定年退職が近づくにつれて関心が強くなることが見て取れる。また、「ワーケ

ーション」や「時短勤務」は、一部で低下はあるものの全体としては増加していた。年齢が

高くなるにつれて、時間的に余裕がある働き方が求められているようである。 
 年代による減少に注目すると、「パラレル・キャリア」は 20 代（13.4％）から 50 代（9.4
％）と大きく減少していた。パラレル・キャリアは、収入増加や希望の仕事ができるなどの

利点がある一方で、本業への時間的な切迫や労働時間の増加などのデメリットもあり、中高

年齢者には敬遠されている可能性がある。「リモート・ワーク、テレ・ワーク」は、30 代を

頂点にその後は減少していた。職場で協力しながら働くことを前提としている世代にとって

は抵抗があると考えられる。ただし、調査時点では新型コロナウイルスによる社会変化が生

じてはいなかったので、コロナ禍において、この値は大きく変化する可能性がある。この他、
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減少が見られたのは、「週 3 正社員、週 4 正社員」や「ギグ・ワーク」、であるが、いずれも

緩やかな減少傾向にあった。自由度の高い働き方、不定形な働き方は若年層に好まれるが、

中高年齢者にとってはやや抵抗感があるようである。 
 

図表 5－16 関心あるキャリアや働き方の割合（性別） 
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図表 5－17 関心あるキャリアや働き方の割合（年代別） 
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 さらに、キャリアや働き方の割合について雇用形態別でまとめた（図表５－１８）。正規雇

用では、「週 3 正社員、週 4 正社員」（13.8％）、次いで「時短勤務」（13.0％）、「セカンド・

ライフ」（12.5％）の順であった。非正規雇用では、「週 3 正社員、週 4 正社員」（15.3％）、

次いで「時短勤務」（15.1％）、「リモート・ワーク、テレ・ワーク」（11.1％）の順であった。

正規雇用では第 3 位に「セカンド・ライフ」が入る点が異なっていたが、雇用形態によらず

時間や場所に制約されない働き方を望んでいる点が共通していた。正規雇用と非正規雇用を

比較すると、「週 3 正社員、週 4 正社員」と「時短勤務」とも非正規雇用の割合が大きく、非

正規雇用の方がより時間の制約を受けない働き方を望んでいるといえる。 
 

図表 5－18 関心あるキャリアや働き方の割合（雇用形態別） 

 
 

５．キャリア形成のプロセス 

 職業的一人前は経験学習によって形成される（高橋, 2012）。このことから、キャリア形成

は学習との関連が考えられる。本調査では学習に関して、Q15 学習意欲・学習行動、Q18 社

会に出てからの学習の重要度について調べている。Q15 では、学習意欲と学習行動について、

「１学んでみたいことがなく、実際に学んでいない」、「２学んでみたいことはないが、実際

には学んでいる」、「３学んでみたいことはあるが、実際には学んでいない」、「４学んでみた

いことがあり、実際に学んでいる」のいずれかを選択させた（実際の調査では逆転した内容

で尋ねている）。また、Q18 では、社会に出てからの学習の重要度について、「１全く重要で

はない」～「５非常に重要である」の 5 件法で回答を求めた。 
 学習意欲・学習行動及び学習の重要度とキャリアの諸変数（組織コミットメント、ジョブ

インボルブメント、職業的一人前、職業価値観の自己志向・プロ志向）、そして Q46 幸福度

との相関分析の結果を図表５－１９に示した。いずれも学習意欲・学習行動及び学習の重要

度との有意な正相関が認められた。学習意欲・学習行動との相関係数が最も高かったのは「プ
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ロ志向」（r =.248, p<.001）で、次いで「職業的一人前行動」（r =.218, p<.001）の順であっ

た。また、学習の重要度との相関係数が最も高かったのは「自己志向」（r =.271, p<.001）、
「プロ志向」（r =.257, p<.001）、「職業的一人前行動」（r =.240, p<.001）、「職業的一人前意

識」（r =.229, p<.001）の順であった。いずれも正相関が認められ、学習の意識や行動が強い

ほどキャリア形成がなされるといえる。 
 なお、幸福度と組織コミットメント及びジョブインボルブメント、職業的一人前との間に

は r >.200 の有意な正相関が認められた。これらのキャリア変数は、個人が組織や職務の要

請に適合することを意味する変数であるが、このことは、個人が犠牲になっているのではな

く幸福につながっていることを示しているといえる。 
 

図表 5－19 学習とキャリア諸変数との相関分析 

 
 
 学習とキャリア形成のプロセスを明らかにするために、前述の相関分析（図表５－１９）

と各変数間の因果関係を検討し、図表５－２０に示すモデルにて共分散構造分析を行った。

この時、性別×雇用形態別と年代別の 2 つの多母集団同時分析を行った（適合度は図中を参

照）。このモデルは、「学習が、職業的一人前の形成を媒介して、職場・職業の適合性を向上

するが、これらの変数に対して職業価値観（自己志向とプロ志向）が調整変数として影響を

及ぼす」ことを表している。職場・職業の適合性に最も強く影響するのは職業的一人前で、

次いでプロ志向、自己志向の順であった。自己志向は、自分のやり方や安定した職場、確実

な報酬を志向する職業価値観であるが、これが強くなると職業的一人前に対して正の影響を

及ぼす一方で、職場・職業の適合性に負の影響を及ぼすことが示された。 
 
- 
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図表 5－20 学習とキャリア形成との関連（性別×雇用形態別、年代別） 

 

 

 
 パスＡは、学習によって職業的一人前を形成するパスである。このパス係数は、非正規雇

用女性（.259）及び 50 代（.238）が最も大きく、次いで正規雇用女性（.193）及び 30 代（.229）
であった。これらの人は職業的一人前の学習効率が比較的高いといえる。パスＢは、職業的

一人前によって職場・職業の適合性を向上させるパスである。このパス係数は、正規雇用男

性（.702）及び 20 代（.759）が最も大きく、次いで非正規雇用男性（.639）及び 40 代（.644）
であった。これらの人は職業的一人前向上によって職場・職業に適合しているといえる。調

整変数である職業価値観は、特に「プロ志向」が、性別×雇用形態別や年代によらず、学習

（パスＦ）及び職業的一人前（パスＨ）へ比較的大きく正の影響を与えていた。具体的には、

パスＦは、正規雇用男性（.338）及び 20 代（.362）が最も大きく、次いで非正規雇用男性

（.326）及び 40 代（.321）、パスＨは、非正規雇用男性（.564）及び 20 代（.533）が最も大

きく、次いで正規雇用男性（.526）及び 40 代（.498）であった。一方「自己志向」は、職場

・職業の適合性（パスＣ）へ弱いながらも負の影響を与えていた。 
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６．転職経験について 

（１）転職経験の有無 

 Q23 では、これまでの人生における転職経験の有無を尋ねた。転職経験と雇用形態の関係

を調べるため、性別×雇用形態別でクロス集計を行った（図表５－２１）。転職経験者数は全

体の 55.7％であり、半数以上の人に転職経験があった。また、正規雇用男性は転職経験「な

い」の割合が有意に多く、初職から正規雇用として継続している割合が高いといえる。一方、

非正規雇用は男女とも転職経験「ある」の割合が有意に多かった。本調査では転職当時の雇

用形態は不明であるが、これまでの転職経験が現在の雇用形態に少なからず影響を及ぼすと

考えるならば、転職経験「ある」ものは、転職理由は別として、結果として非正規雇用にな

っている確率が高いと考えられる。 
 

図表 5－21 転職経験の有無のクロス集計（性別×雇用形態別） 

 
 

 次に、転職経験と年収との関連について注目する。転職経験の有無と過去 1 年間の個人年

収との関係を年代別にクロス集計を行った（図表５－２２）。その結果、20 代では転職経験

「ある」は年収 100～300 万円未満が有意に多く、「ない」は 300～400 万円未満が有意に多

かった。30 代では「ある」は 100～400 万円未満が有意に多く、「ない」は 600～800 万円未

満が有意に多かった。40 代では「ある」は 100 未満～400 万円未満が有意に多く、「ない」

は 500～1,100 万円未満が有意に多かった。50 代では「ある」は 100 未満～500 万円未満が

有意に多く、「ない」は 600～1,100 万円未満が有意に多かった。このことから、転職経験の

有無にかかわらず、年代が高いほど年収の幅が広がっていくことが示された。転職経験「あ

る」は 200 万円付近を中心に年代が進むにつれ年収の幅が広がったたが、転職経験「ない」

は年代が高いほど年収の中心が高額方向へ移行しつつ、その幅も広がっていた。転職経験「な

い」場合におけるこの現象は、年功賃金制の特徴が表れているといえる。 
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図表 5－22 転職経験の有無と個人年収（クロス集計） 

 
 

 転職経験は現在のキャリア形成にどのような影響を与えているかを明らかにするために、

転職経験の有無によるキャリア形成の諸変数（組織コミットメント、ジョブインボルブメン

ト、職業的一人前）との差を検定した（図表５－２３）。その結果、すべての変数において

有意差が認められた。組織コミットメントやジョブインボルブメントは転職経験「ない」方

が有意に高かった。職場や職業との高い適合性によって、転職が不要となる場合が多いとい

える。一方、職業的一人前行動と職業的一人前意識は転職経験「ある」方が有意に高いこと

が示された。転職経験を通じて職業的一人前として求められる意識と行動が習得されていっ

たと解釈することはできる。ただし、特に職業的一人前行動は高年齢ほど高くなり（図表５

－９及び図表５－１０参照）、また、転職経験も高年齢ほど多くなるので（図表５－２６参

照、後述）、職業的一人前については年齢による影響も十分に考えられる。 
 

図表 5－23 転職経験とキャリア形成（ｔ検定） 

 

調査シリーズNo.208

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－119－ 

 

（２）転職回数 

 Q23 では、転職経験がある者（N=3,342）に対して転職社数（＝転職回数）について尋ね

た。この結果を雇用形態別でヒストグラムに示した（図表５－２４）。正規雇用（調査時）で

は転職回数の最頻値が 2 回、平均値が 3.32 回であるのに対して、非正規雇用（調査時）では

最頻値は 3 回、平均値は 4.27 回であった。ｔ検定の結果、非正規雇用者の転職回数の方が有

意に多かった（t(3340)=8.789, p<.001）。 
 

図表 5－24 転職回数のヒストグラム（雇用形態別、転職経験者 N=3,342） 

 
 
 次に、転職回数を職業別・雇用形態別でグラフ化した（図表５－２５）。正規雇用において

最も転職回数が多い職業は「輸送・機械運転」（5.29 回）であり、次いで「運搬・製造・包装

等」（4.20 回）、「事務的職業」（3.44 回）の順であった。非正規雇用において最も転職回数が

多い職業は「運搬・製造・包装等」（5.17 回）であり、次いで「販売」（4.62 回）、「事務的職

業」（4.42 回）の順であった。特徴的であったのは、「輸送・機械運転」のみ正規雇用の転職

回数が非正規雇用よりも上回っていたことである。この職業は、転職であっても正規雇用さ

れやすいことが考えられる。 
 また、転職回数の年代変化を性別×雇用形態別で表した（図表５－２６）。全体の傾向とし

て、転職回数は 20 代～30 代に増加し、それ以降で横ばいする傾向がみられた。年代変化で

はいずれも有意差が認められた（正規男: F(3)=4.334, p<.01; 正規女: F(3)=13.104, p<.001; 
非正規男: F(3)=3.573, p<.01; 非正規女: F(3)=7.271, p<.001）。また、正規雇用男性は、転職

回数が最も少なく、非正規雇用男女とは 30 代以降で、正規雇用女性とは 40 代以降で転職回

数の開きがみられた。全体として 30 代で転職が落ち着く傾向がある中、正規雇用女性だけ

は 40 代まで転職回数が増加していることがうかがえた。40 代女性には、子育て後の再就職

や家計補助など、転職してでも正規雇用を希求する何らかの動機があると思われる。 
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図表 5－25 転職回数と職業（雇用形態別、転職経験者 N=3,342） 

 
 

図表 5－26 転職回数の年代変化（性別×雇用形態別、転職経験者 N=3,342） 
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７．転職希望について 

（１）転職希望の実態 

 Q24 では、現在の転職希望について「１転職したくない」～「５転職したい」の 5 件法で

回答を求めた。転職希望の強さを属性別に表に示した（図表５－２７）。ｔ検定の結果、雇用

形態別、配偶者の有無、子どもの有無で有意差が認められた（性別: t(5998)=.264, n.s.; 雇用

形 態 別 : t(5998) =2.03, p<.05; 配 偶 者 有 無 : t(5998)=9.048, p<.001; 子 ど も 有 無 : 
t(5998)=7.638, p<.001）。転職希望は、正規雇用、配偶者なし、子どもなしの方が有意に強い

ことが確認された。この結果から、配偶者や子どもの存在は、その扶養義務が生じるために

転職希望を抑制するものと考えられる。雇用形態別の差については、後述の「（３）職業・キ

ャリアの問題と転職希望」において両者に相関関係が認められたことから、正規雇用の方が

非正規雇用よりも職業・キャリアの問題を強く感じており、このことが転職希望の高さに表

れていると考えられる。 
 

図表 5－27 転職希望の強さ（ｔ 検定） 

 
 
 次に、転職希望の年代変化を性別×雇用形態別に示した（図表５－２８）。全体として、年

代が低いほど転職希望が強く、年代が進むと低下する傾向が示された。特に、非正規雇用男

性の転職希望度は 30 代で他よりも著しく低下する変化が見られた。年代差についてはすべ

て有意差が認められた（正規男: F(3)=23.760, p<.001; 正規女: F(3)=25.207, p<.001; 非正規

男: F(3)=9.290, p<.001; 非正規女: F(3)=13.575, p<.001;）。このような年代変化は、一般的

には、家族を持つこと、年齢による転職チャンスの減少、職場・職業への適合、新たな職場

・職業への挑戦の諦めなどが転職希望に対して抑制的に働くためだと考えられる。ただし、

組織コミットメントも年代による低下傾向があるため、一概に職場・職業の適合性の向上が

原因とは考えにくい。また、職業・キャリアの問題は、年代による減少傾向と、後述の通り

転職希望は職業・キャリア問題との正相関が示されている。このため、転職希望の年代変化

は主に職業・キャリア問題の減少が原因であると考えられる。 
 
 

調査シリーズNo.208

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－122－ 

 

図表 5－28 転職希望の年代変化（性別×雇用形態別） 

 

 
（２）世帯の暮らし向きと転職希望 

 Q6 では、世帯の暮らし向きについて、「１下」～「５上」の 5 件法で回答を求めた。世

帯の暮らし向きと転職希望との関連をグラフで示した（図表５－２９）。全体としては、暮

らし向きが悪いほど転職希望が強まることが示された。両者には弱い有意な負相関が認めら

れた（正規男性: r = -.153, p<.001; 正規女性: r = -.128, p<.001; 非正規男性: r = -.185, 
p<.001; 非正規女性: r = -.183, p<.001）。 
 生活水準が低い場合、この解決のために転職希望が強くなると考えられる。世帯の低収入

や低生活水準が転職希望の 1 要因であるといえる。ただし、正規雇用女性を除き、暮らし

向きが「上」においては転職希望が上昇する現象も示された。生活水準が十分に満たされた

場合、自己実現が優先され、それが期待できる職業や企業への転職希望が強まるのではない

かと推測される。 
図表 5－29 転職希望と世帯の暮らし向き（性別×雇用形態別） 

 

調査シリーズNo.208

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－123－ 

 

（３）職業・キャリアの問題と転職希望 

 Q34 では、職業・キャリアの問題について、「１ほとんど問題を感じていない」～「５かな

り問題を感じている」の 5 件法で回答を求めた。この値と転職希望との関連を性別×雇用形

態別でグラフで示した（図表５－３０）。性別・雇用形態別によらず、職業・キャリアの問題

を強く感じるほど転職希望が強くなる共変関係が示された。相関分析の結果、両者は有意な

正相関が認められた（正規男性: r = .371, p<.001; 正規女性: r =.343, p<.001; 非正規男性: r 

=.326, p<.001; 非正規女性: r =.397, p<.001）。つまり、職業・キャリア上の問題を転職によ

って解決を図ろうとする傾向が示された。 

 では、転職によって解決を図ろうとするような職業・キャリアの問題とは何であろうか。

Q32 では、23 種の職業・キャリアの問題及び生活全般について問題を感じるものをすべて選

択させた。そこで、各問題の転職希望度を表にまとめた（図表５－３１）。選択された問題ご

との転職希望度は「自分の転職」（3.85）が最も強く、次いで「自分の職業の向き不向き」（3.34）、

「自分の労働条件」（3.20）、「職場の上司との人間関係」（3.14）の順であった。職業適性、

労働条件、上司との人間関係が転職につながりやすい問題であることが分かる。これらの問

題は、労働者自身の認知や行動の変容によって解決の可能性はあるものの、多くの労働者は

職場を変える「転職」によって問題を回避しようとしているといえる。 

 

図表 5－30 転職希望と職業・キャリアの問題（性別×雇用形態別） 
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図表 5－31 職業・キャリアの問題と転職希望度 

 
 

（４）職業・キャリアの問題とキャリア形成との関連 

 職業・キャリアの問題の強さとキャリア形成との関連を明らかにするために相関分析を行

った（図表５－３２）。職業・キャリアの問題との相関係数は、「転職希望」を除くと、「組織

コミットメント」（r = -.252, p<.001）が最も強く、「ジョブインボルブメント」（r = -.220, 
p<.001）、「世帯の暮らし向き」（r = -.205, p<.001）の順であった。いずれも有意な負相関で

あった。組織コミットメントやジョブインボルブメントと関連があったことから、職業・キ

ャリアの問題が「職場や職業との適合性」の悪化と関連していることが考えられる。また、

「世帯の暮らし向き」という生活水準の低下もキャリアの問題として重要視されることも改

めて確認できた。なお、「職業・キャリアの問題」と「職場や職業の適合性」との因果関係は、

ここまでの調査結果からは断定できないが、「職業適性、労働条件、上司との人間関係といっ

た具体的な諸問題が、職場や職業との適合性の悪化という抽象的な結果をもたらした」と考

えるのは自然だと思われる。 
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図表 5－32 職業・キャリアの問題とキャリア諸変数との相関分析 

 
 

 そこで、上記の相関分析の結果と各変数の意味を考慮して、図表５－３３のパスを設定し

て共分散構造分析を行った。この時、性別×雇用形態別と年代別の 2 つの多母集団同時分析

を行った（適合度は図中を参照）。これは、「転職希望は、職業・キャリアの問題によって増

大される一方で、職場・職業の適合性及び世帯の暮らし向きが転職希望を減少させる。同時

に、職業・キャリアの問題は職場・職業の適合性を低下させ、この低下が世帯の暮らし向き

を低下させ、これが元の職業・キャリアの問題に帰還する」というモデルである。転職希望

へのパスＢ、Ｅ、Ｆに注目すると、性別×雇用形態別では非正規雇用男性のパスＦ（-.304）
が最も強く、次いで非正規雇用女性のパスＢ（.300）、年代別では 30 代のパスＦ（-.323）が

最も強く、次いで 50 代のパスＢ（.293）であった。 
図表 5－33 転職希望とキャリア形成との関連（共分散構造） 
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８．就職活動について 

（１）就職活動の状況 

 Q22 では、最終学校後の就職活動の状況について、「１就職活動をして希望通りの就職先

に就職した」、「２就職活動をして希望通りではない就職先に就職した」、「３就職活動をした

が採用されなかった」、「４就職活動をしなかった」のいずれかで回答を求めた。これら 4 タ

イプの人数比を性別×年代別のクロス集計とグラフで示した（図表５－３４）。20 代におい

て、男性の「希望外の就職」（31.7％）及び「不採用」（6.5％）と女性の「希望通りの就職」

（51.8％）が有意に多く、女性の「希望外の就職」（19.3％）が有意に少なかった。30 代にお

いて、男性の「就職活動せず」（26.0％）が有意に少なかった。40 代において、男性の「希望

通りの就職」（35.6％）と女性の「希望通りの就職」（40.0％）が有意に少なかった。就職氷

河期による影響と考えられる。50 代において、男性の「希望外の就職」（22.2％）と「不採

用」（3.5％）と女性の「不採用」（3.5％）が他の世代と比較して有意に少なかった。バブル期

入社による影響と考えられる。 
 

図表 5－34 就職活動の状況の人数比（性別×年代別） 

 
 

（２）年収への影響 

 就職活動タイプ別に過去 1 年間の個人年収の年代変化をグラフ化した（図表５－３５、図
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表５－３６）。個人年収の単位は、「１．なし」、「２．100 万円未満」、「３．100～200 万円未

満」、「４．200～300 万円未満」と 100 万円単位で増加し、「14．1,200 万円以上」の 14 件

法となっている。 
 男性はいずれの就活タイプも年代が進むほど個人年収が有意に上昇する傾向がみられた。

最も年収が高かったのは「希望通りの就職」であり、すべての年代において他のタイプより

も高い年収を示していた。次いで「希望外の就活」及び「就活せず」であり、最も少ないの

が「不採用」であった。女性は、男性のような上昇する傾向はみられず、ほぼ横ばいの変化

であった。最も高い年収は「希望通りの就職」、次いで「希望外の就職」、「就活せず」、「不採

用」の順であった。日本型雇用慣行である年功賃金制によって、学卒時の就職活動の結果が

その後の年収に影響を与えている状況が示された。また、年代による年収の上昇は男性が大

きく、高年齢ほど男女の年収格差が拡大することが示された。 
 

図表 5－35 就職活動タイプと個人年収（男性） 

 
 

図表 5－36 就職活動タイプと個人年収（女性） 
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（３）雇用状況への影響 

 就職活動タイプごとの各年代における正規雇用の割合をクロス集計した（図表５－３７）。

「希望通り就職」及び「希望外の就職」は、20 代で 75％以上であったが、50 代では 60％前

後まで下降していた。「就職活動せず」は 20 代の 46％程度から 30 代の 60％弱まで上昇して

その値を維持していた。「不採用」は 30 代までは「就職活動せず」と同様の上昇がみられた

が、その後 50％前後に下降していた。学卒で就職を達成したものとそれ以外では、20 代～

40 代までは正規雇用の割合に開きがあるといえる。 
 

図表 5－37 就職活動タイプと正規雇用者の割合（年代別） 

 
 
 同様に、管理職者の割合を図表５－３８に示した。管理職者の割合は、20 代～30 代にお

いて就職活動タイプによる差はみられないが、40 代以降にタイプ差が拡大していく傾向が示

された。50 代においては、「希望通りの就職」（19.2％）が最も大きく、次いで「希望外の就

職」（16.6％）、「就職活動せず」（13.2％）、「不採用」（5.7％）であった。このような年代変化

は年功序列の人事制度による影響が考えられるが、就職活動タイプによって 40 代以降のキ

ャリアパスに大きな違いを生じさせる点が示された。 
 
 さらに、就職活動タイプ別に転職経験の有無についてクロス集計を行った（図表５－３９）。

最も転職経験が多かったのは「希望外の就職」（68.3％）であり、次いで「希望通りの就職」

（54.6％）、「不採用」（53.5％）、「就職活動せず」（46.6％）の順であった。また、「希望外の

就職」は「あり」の割合が有意に高かった。「希望外の就職」はより希望に合った就職を目指

して転職経験が多くなると考えられる。「就職活動せず」は転職経験も有意に少なく、初職を

継続しているものが多いといえる。 
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図表 5－38 就職活動タイプと管理職者の割合（年代別） 

 

 

図表 5－39 転職経験の有無（就職活動タイプ別） 

 
 
（４）職業・キャリアの問題への影響 

 就職活動タイプ別に職業・キャリアの問題（5 件法で、値が大きいほど問題が大きい）の

年代変化をグラフにした（図表５－４０）。「不採用」を除いて、年代が進むと職業・キャリ

アの問題は有意に低下する傾向が見られた。「不採用」は 30 代～40 代に問題が低下し、高年

齢期で上昇する谷型の傾向が見られたが、有意差は認められなかった。また、全年代を通し

て、最も職業・キャリアの問題が大きかったのは「不採用」（3.51）、次に「希望外の就職」

（3.25）、「就職活動せず」（3.09）、「希望通りの就職」（2.90）の順であった。就職活動タイ

プ間には有意差が認められ（F（3）=51.767, p<.001）、多重比較の結果からすべての就職活

動タイプ間で有差が認められた。就職活動タイプ間に職業・キャリアの問題度には差があり、

それは年代を通じて維持されていることが明らかになった。 
  

就活タイプ 職位 20代 30代 40代 50代

管理職 1.9% 5.2% 13.2% 19.2%
非管理職 98.1% 94.8% 86.8% 80.8%
合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
管理職 1.4% 5.1% 14.1% 16.6%
非管理職 98.6% 94.9% 85.9% 83.4%
合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
管理職 1.5% 4.8% 7.1% 5.7%
非管理職 98.5% 95.2% 92.9% 94.3%
合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
管理職 1.1% 6.3% 10.2% 13.2%
非管理職 98.9% 93.7% 89.8% 86.8%
合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

希望通りの就職

希望外の就職

不採用

就職活動せず

※就活タイプ内で統計的に有意な個所について調整済み残差を求め、５％水準
で値が大きい個所に網掛け、小さい個所に下線を付した。
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図表 5－40 職業・キャリア問題の年代変化（就職活動タイプ別） 

 
 
 では、具体的にどのような問題を抱えているのだろうか。Q32 では、23 種の職業・キャリ

アの問題及び生活全般について問題を感じる項目すべてを選択させた。問題ありとして選択

された項目における就職活動タイプの割合をクロス集計で求めた（図表５－４１）。割合が有

意に大きい項目（表の網掛け部分）に注目すると、「希望通りの就職」は「子どもの進学、就

職、結婚等について」（48.1％）が最も多く、次いで「自分の仕事の内容について」（44.4％）、

「自分の労働条件」（44.4％）、「家族の健康について」（44.4％）であった。「希望通りの就職」

は労働問題の他に家庭問題が多く見られた。「希望外の就職」は「自分の転職について」（34.8
％）が最も多く、次いで「職場の部下との人間関係について」（34.1％）、「職場の上司との人

間関係について」（31.7％）の順であった。「希望外の就職」は転職や労働問題、そして職場

の人間関係が目立った。「不採用」は「誰にも話せない深刻な悩みについて」（9.7％）が最も

多く、次いで「いわゆる悩みやグチなどについて」（8.6％）、「職場外の人との人間関係につ

いて」（8.4％）の順であった。「不採用」は労働問題の他にプライベートな問題を抱えている

ようであった。「就職活動せず」は、他のタイプよりも有意に少ない問題（表の下線の部分）

が多く、有意に多い問題はなかったが、「特になし」（49.0％）が最も多く、次いで「身近な

法律問題について」（30.7％）、「家族・親族間の人間関係について」（28.2％）であった。「就

職活動せず」は、特に問題を抱えていないものが多い一方で、法律問題や家族・親族間の問

題などを抱えていることが示された。  
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図表 5－41 職業・キャリア及び生活全般の問題の割合（就職活動タイプ別） 

 
 
（５）就職活動タイプの背景にあるもの 

 年功序列の人事制度においては、就職活動の結果がその後のキャリア形成に影響する可能

性は大いに考えられることである。ここまで、年収や正規雇用比率、管理職比率においては

その影響が見受けられた。しかし、職業・キャリアの問題についてはどうであろうか。職業

・キャリアの問題は調査時点のものであり、就職活動当時の結果が現在の問題にまで影響す

るとは考えづらい。それにもかかわらず就職活動タイプによる職業・キャリアの問題に有意

差が認められた（図表５－４０）。ということは、就職活動の結果が現在まで影響を及ぼした

と考えるよりも、就職活動時から調査時点まで一貫して本人が備えている職業・キャリアに

対する基本的態度があり、これが過去の就職活動と現在の職業・キャリアの問題の両方に影

響を及ぼしているととらえる方が自然である。 
 そこで、キャリア形成の諸変数の中で、就職活動タイプによる差があり、かつ職業・キャ

リアの問題とも強い関連を持つ変数を探索した。その結果、組織コミットメントと職業的一

人前行動がこれに該当した。これらの変数について就職活動タイプ別の年代変化を図表５－

４２と図表５－４３に示した。まず、組織コミットメントについては、「不採用」を除き、各

タイプ間で交差のない年代変化が示された。かつ、組織コミットメントは職業・キャリアの

問題と有意な負相関（r = -.252, p<.001）、管理職であるかと有意な正相関（r =.068, p<.001）、
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個人年収と有意な正相関（r =.089, p<.001）、転職経験と有意な負相関（r = -.029, p<.05）が

認められた。ただし、雇用形態との有意な相関は認められなかった。 
 

図表 5－42 組織コミットメントの年代変化（就職活動タイプ別） 

 
 
 一方、職業的一人前行動は、「不採用」とは若干交差はあるものの、各タイプ間では交差

のない年代変化が示された。職業的一人前行動は、職業・キャリアの問題と有意な負相関

（r = -.135, p<.001）、管理職であるかと有意な正相関（r =.087, p<.001）、雇用形態と有意

な負相関（r = -.103, p<.001）、個人年収と有意な正相関（r =.168, p<.001）、転職経験と有

意な正相関（r =.042, p<.01）が認められている。これまで、就職活動タイプによる差がみ

られた変数との関連をある程度、説明可能である。 
 以上から、就職活動タイプの背景にある一貫した基本的態度とは、組織コミットメントや

職業的一人前行動のように、個人の「組織適合に対するかかわり方」であると推測できる。

これが、就職活動時だけでなくその後のキャリア形成に差異を生じさせる 1 要因であるこ

とが示唆された。 
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図表 5－43 職業的一人前行動の年代変化（就職活動タイプ別） 

 
 
 

９．おわりに 

 本章では、各調査項目の性差や年代変化などを明らかにしたうえで、キャリア形成のプロ

セス、転職のキャリア形成への影響、就職活動のキャリア形成への影響について明らかにし

てきた。そのなかで主たる事項についてまとめるとともに、これら相互の関連性を考慮して

キャリア形成の課題について考察する。 
 
（１）キャリア形成のプロセスについて 
 組織コミットメント及びジョブインボルブメントは、特に男性と正規雇用において 40 代

を底とする谷型の変化が示された（図表５－１，２，５，６）。これらの変数が 40 代まで下

降するのは、長期雇用により「活動の中止により失う価値（サイドベット）」に対する認識低

下によるものと推察された。50 代で上昇するのは定年前を控えてサイドベットが再認識され

るためと考えられた。 
 組織コミットメントとジョブインボルブメントは、それぞれ組織との適合性と職業との適

合性ととらえると、これらが入社後に低下するのはキャリア形成としては望ましくない。幸

福度との関連もみられたので（図表５－１９）、年々、幸福度も低下すると考えられた。 
 組織コミットメントは職業・キャリアの問題と負の相関があった（図表５－３２）。職業・

キャリアの問題は年代により低下傾向にあるので（図表５－４０）、組織コミットメントは反

対に上昇するはずであるが実際は下降していた。キャリア上の問題が軽減しているにもかか

わらず組織に愛着が持てない状態といえる。Herzberg（1966）の二要因論を援用するならば、
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職業・キャリアの問題は衛生要因であって、満足要因ではない。満足要因が増加していない

ことが組織コミットメントやジョブインボルブメントの低下の原因ではないだろうか。 
 さて、組織コミットメントとジョブインボルブメントを合わせて「職場・職業の適合性」

としてキャリア形成のプロセスを共分散構造分析で解析した（図表５－２０）。その結果、職

業的一人前（＝行動＋意識）が職場・職業の適合性と強く関連していることが示された。職

業的一人前行動は、性別や雇用形態別に限らず、20 代～30 代にかけて上昇したことから（図

表５－９、１０）、職場から一人前として求められる職務遂行行動が 20 代に形成されること

が示された。次に、職業的一人前意識は年代による有意な変化は示されなかった（図表５－

１１、１２）。つまり、不可避の職務に対する「意味づけ」行為が十分になされず、満足要因

が形成されていないといえる。このため、組織コミットメントが低下するのではないかと推

測する。 
 また、前述の共分散構造分析（図表５－２０）では、職場・職業の適合性に対して「自己

志向」の負の関連が認められた。自己志向は「自分のやり方やペースで仕事をすること、安

定した職場、確実な報酬を求める職業価値観」である。これは特に 30 代で強いため、組織コ

ミットメントを谷型にしている可能性がある。一方、「プロ志向」は職場・職業の適合性に対

して正の関連が認められた。プロ志向は「世の中をよくすること、専門家としての能力発揮、

管理職・経営者になることを目指す職業価値観」である。これは特に 50 代で強いため、組織

コミットメントの 50 代での上昇に関連することが考えられる。なお、自己志向は女性及び

非正規雇用の方が有意に強く、プロ志向は男性及び正規雇用の方が有意に強いことが示され

た（図表５－１３、１４）。 
 
（２）転職とキャリア形成との関連について 
 転職がキャリア形成に与える影響を調査した。まず、転職経験と雇用形態について、転職

経験「ない」は正規雇用男性に多く、「ある」は非正規雇用の男女に多かった（図表５－２１）。

転職によって正規雇用から非正規雇用へと移行する可能性が高いことが考えられた。転職回

数は正規雇用男性が最も少なく、非正規雇用の男女が多かった（図表５－２６）。転職回数は

30 代までに落ち着く中、正規雇用女性のみが 40 代まで転職がなされている点が特徴的であ

った。正規雇用の女性は、家計補助的就業、子育て後再雇用など多様な理由を背景として、

40 代においても再就職・転職をしていることが考えられた。次に、年収については、転職経

験「ある」が比較的低く、年齢が進むにつれて「ない」ものとの差が拡大することが示され

た（図表５－２２）。したがって、転職経験は雇用形態や収入において負の影響があるといえ

る。 
 次に、転職希望が形成される構造を共分散構造分析によって明らかにした（図表５－３３）。

職場・職業の適合性が高いほど転職希望が低減され、また、職業・キャリアの問題が大きい

ほど転職希望が増大することが明らかになった。転職希望の原因となる問題として、職業適
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性や労働条件、職場の人間関係が挙げられた（図表５－３１）。転職がこれらの問題を回避す

る手段として選択されていることが考えられた。ただし、職業・キャリアの問題解決として、

転職以外に労働者自身の認知・行動を変容する方法も存在しており、これを支援するキャリ

アコンサルタント等の存在を今後一層、労働者に周知していく必要がある。 
 なお、転職希望を抑制するものとして、配偶者や子供の存在、暮らし向きの良さが示され

た（図表５－２７）。家族の養育や生活水準といった経済力の確保が転職希望を抑制するとい

える。家族生活の経済的な安定もキャリア形成の足場として重要といえる。 
 ところで、関心あるキャリアや働き方について、男性及び正規雇用は「セカンド・ライフ」

と「パラレル・キャリア」への関心の高さが示された（図表５－１６、１８）。年齢が上がる

ほど、「セカンド・ライフ」の関心が強くなり、「パラレル・キャリア」の関心は弱くなって

いた（図表５－１７）。男性及び正規雇用は「余暇を含め本業以外にしたいことがある」とい

える。一方、女性及び非正規雇用は「週 3 正社員・週 4 正社員」、「時短勤務」への関心の高

さが示された（図表５－１６、１８）。年齢が上がるほど「時短勤務」の感心が強くなってい

た（図表５－１７）。女性及び非正規雇用は時間的な余裕を求めているといえる。転職は雇用

形態や収入において負の影響があることが示されたが、一方で「本業以外のしたいこと」や

「時間的な余裕」が得られる転職ならば、キャリア形成上のメリットがあるといえる。また、

暮らし向きが良い場合は自己実現に向けた転職希望が高まる可能性も示された（図表５－２

９）。一概に転職を問題視することはできないだろう。 
 現代は、転職が珍しくない時代であるし、副業を解禁する企業も増加している。くしくも

新型コロナウイルスによってテレ・ワークや在宅勤務も普及し始めており、以前よりも自分

らしいキャリア形成が可能な時代が到来している。収入や雇用形態といった外的キャリアの

みならず、キャリアを通じて得たい内的キャリアも見定めたバランスのとれたキャリア形成

が望まれる。 
 
（３）就職活動とその後のキャリア形成について 
 就職活動の 4 タイプ（希望通りの就職、希望外の就職、不採用、就職活動せず）が現在の

キャリア形成（年収、正規雇用の割合、管理職の割合、転職経験、職業・キャリアの問題）

に差を生じさせていることが示された（図表５－３５～４０）。おおむね「希望通りの就職」

タイプの収入、正規雇用の割合、管理職者の割合が最も高く、職業・キャリアの問題が最も

低かった。次いで、「希望外の就職」タイプ、「就職活動せず」タイプ、「不採用」タイプの順

であった。この結果から、「学卒時の就職活動がその後のキャリア形成に一定の影響を与える」

ことが示された。 
 この結果の背景には、一括採用、年功序列、終身雇用という日本型雇用慣行がある。これ

らがもたらすものとして、例えば就職活動で「不採用」タイプは他よりも大きな職業・キャ

リアの問題を抱え続けていたように（図表５－４０）、また、女性の収入が各年代で相対的に
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低かったように（図表５－３６）、日本は「キャリアのやり直しが難しい社会」という問題が

本調査でも確認された。一方で、「働き手の就労期間の延長が見込まれる中で、終身雇用を前

提に企業運営、事業活動を考えることには限界がきている（経団連中西宏明会長, 2019 年 5
月）」ため、雇用環境は変化せざるを得ない状況を迎えている。今後、新たな雇用環境へと移

行していく中で、「キャリアのやり直しが可能な社会」を実現していくことが期待される。 
 本章ではこの環境要因の他に個人要因についても見出された。日本型雇用慣行の影響があ

るとはいえ、学卒時から現在までの長期間にわたるキャリア形成は、環境要因だけで決定づ

けられものではなく、一貫したキャリア形成に対する基本的態度が想定された。探索的に調

査した結果、組織コミットメント及び職業的一人前行動がその候補として考えられた（図表

５－４２、４３）。これらの共通点は個人の「組織適合に対するかかわり方」であることが考

えられた。 
 個人と組織が相互に要求する期待についての暗黙の合意のことを「心理的契約」というが

（Schein, 1978）、「組織適合に対するかかわり方」はこの心理的契約に合意し履行する際の

態度に相当すると思われる。現在、日本においてもジョブ型雇用（欧米型の「仕事に対して

人を割り当てる」雇用形態）が導入されつつあるが、これに加えて、労働者が自己と組織の

双方の要求を理解し、これをすり合わせていく態度を十分に備えることによって、職業・キ

ャリア形成の再構築が可能になるのではないだろうか。 
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第６章 就業者の職場観とキャリア意識との関連 

 
１．はじめに 

 本章では、労働者の職場観について検討する。職場観の検討にあたって、本調査では、厚

生労働省「快適職場調査票（ソフト面）」を用いた。本来、この調査票は、労働安全衛生法で

事業者の努力義務とされる快適職場づくりにあたり、主に、職場の人間関係や仕事のやりが

い等の職場環境のソフト面（心的・制度的側面）の現状を的確に把握し、問題点を発見し、

具体的な職場全体の取り組みに役立てるために開発された。従業員側と事業所側の職場の見

方を調査し、そのギャップに着目し、快適職場づくりに向けた手がかりを得るために作成さ

れた調査であるが 15、そのうち従業員用の調査項目を用いて、本調査における職場観を検討

する質問項目とした。 
 
 図表６－１には、全 35 項目の回答状況を「よくあてはまる＋非常によくあてはまる」の値

が大きい肯定的な回答順に掲載した。最も肯定的な回答が多かったのは「家に仕事を持ち帰

ったことはめったにない」43.7％であり、以下「上司や同僚と気軽に話ができる」41.9％、

「自分のやり方と責任で仕事ができる」37.6％、「仕事の計画、決定、進め方で決めることが

できる」34.3％、「自分の好きなペースで仕事ができる」34.0％であった。各項目は、それぞ

れあらかじめ質問項目に設定されているサブグループに分けられるが、主にその内容から、

「労働負荷」「人間関係」「裁量性」については、やや肯定的な回答をしていたことが分かる。 
 一方、「よくあてはまる＋非常によくあてはまる」の値が最も小さかったのは、「若いうち

から将来の進路を考えて人事管理が行われている」12.0％であり、以下、「意欲を引き出した

り、キャリア形成に役立つ教育が行われている」15.2％、「この職場では、誰でも必要なとき

に必要な教育・訓練がうけられる」16.7％、「グループや個人ごとに、教育・訓練の目標が明

確にされている」16.8％、「この職場には、心や身体の健康相談にのってくれる専門スタッフ

がいる」17.8％、「心や身体の健康相談のために、社外の医療機関などを気軽に利用できる」

17.9％であった。サブグループの内容から「キャリア」「休暇」については、否定的な回答を

していたことが分かる。 
 
 

                                                
15 本章で「職場観」とは、回答者が自身の職場をどのように評価しているかを大まかに捉えた概念である。調

査項目の詳細及び作成過程については、下村英雄（1999）．快適職場システムづくり調査研究委員会報告書 中

央労働災害防止協会・中央快適職場推進センター38-55,65-68 他参照のこと.他に、快適職場調査票に関する詳

細は、中央労働災害防止協会・中央快適職場推進センター編(2002)．働く人のための快適職場調査に関する検

討会報告書、中央労働災害防止協会・中央快適職場推進センター編（2009）．平成 20 年度快適職場に求められ

るソフト面の対策に係る調査研究委員会報告書、中央労働災害防止協会・中央快適職場推進センター編

（2011）．職場の心理的・制度的側面の改善方法に関する調査研究委員会報告書等を参照のこと。最近の報告書

は以下も参照のこと。http://www.jaish.gr.jp/user/anzen/sho/kaiteki_shiryo.html 
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図表 6－1 職場観の回答 

 

 
２．回答者の属性別の職場観の特徴 

 図表６－２に、年齢別の職場観の回答傾向を示した。表中の値は、当該項目に「よくあて

はまる」と「非常によくあてはまる」と回答した者の割合である。年齢で最も大きな違いが

見られたのは「上司は、仕事に困ったときに頼りになる」であり、年齢が若い方が肯定的な

回答が多かった（20 代 39.1％、50 代 22.9％）。以下、年齢で違いが大きかった項目は「給料

の決め方は、公平である」（20 代 28.3％、50 代 16.5％）、「上司は、部下の状況に理解を示し

てくれる」（20 代 35.8％、50 代 22.5％）、「意欲を引き出したり、キャリア形成に役立つ教育

が行われている」（20 代 32.7％、50 代 12.3％）、「グループや個人ごとに、教育・訓練の目標

が明確にされている」（20 代 24.3％、50 代 14.7％）などであった。概して、キャリア形成、

上司等との人間関係、給料や報酬については若い年代の方が肯定的に回答した。なお、解釈

が難しいが、「自分の仕事に関連することが、新聞やテレビによくでる」（20 代 27.7％、50

全く
あてはま
らない

あまり
あてはま
らない

どちらで
もない

よくあて
はまる

非常に
よくあて
はまる

よくあて
はまる＋
非常に
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（労働負荷）家に仕事を持ち帰ったことはめったにない 10.1% 12.6% 33.7% 21.9% 21.8% 43.7%
（人間関係）上司や同僚と気軽に話ができる 8.9% 12.0% 37.2% 32.5% 9.4% 41.9%
（裁量性）自分のやり方と責任で仕事ができる 8.6% 14.2% 39.7% 29.9% 7.7% 37.6%
（裁量性）仕事の計画、決定、進め方を自分で決めることができる 9.6% 14.8% 41.4% 26.7% 7.6% 34.3%
（裁量性）自分の好きなペースで仕事ができる 10.9% 16.9% 38.1% 25.9% 8.1% 34.0%
（裁量性）仕事の目標を自分で立て、自由裁量で進めることができる 10.1% 16.2% 40.6% 26.8% 6.5% 33.3%
（休暇）この職場では、年次有給休暇を取りやすい制度や雰囲気がある 14.6% 14.8% 37.7% 24.2% 8.7% 32.9%
（人間関係）この職場では、上司と部下が気兼ねのない関係にある 11.1% 14.3% 41.8% 26.0% 6.8% 32.8%
（労働負荷）仕事はいつも時間内に処理できる 10.7% 19.0% 38.9% 24.6% 6.9% 31.5%
（社会貢献）自分の仕事が、社会と繋がっていることを実感できる 9.5% 15.5% 44.0% 27.0% 4.1% 31.1%
（労働負荷）残業、休日、休暇を含めていまの労働は適当だと思う 10.8% 15.8% 42.7% 24.9% 5.8% 30.7%
（人間関係）上司は、仕事がうまく行くように配慮や手助けをしてくれる 12.3% 15.9% 42.3% 25.0% 4.6% 29.6%
（裁量性）自分の新しいアイデアで仕事を進めることができる 11.0% 16.2% 43.3% 24.1% 5.5% 29.6%
（人間関係）上司は、仕事に困ったときに頼りになる 14.1% 17.1% 39.8% 23.4% 5.6% 29.0%
（休暇）この職場では、産休、育児休暇、介護休暇がとりやすい 16.5% 15.7% 39.8% 21.0% 7.1% 28.1%
（人間関係）上司は、部下の状況に理解を示してくれる 14.0% 17.2% 41.2% 23.4% 4.3% 27.7%
（社会貢献）自分の仕事は、よりよい社会を築くのに役立っている 9.3% 15.2% 48.3% 23.1% 4.2% 27.3%
（労働負荷）全体として仕事の量と質は、適当だと思う 11.2% 18.3% 44.4% 21.9% 4.2% 26.1%
（社会貢献）今の職場やこの仕事にかかわる一員であることに、誇りに思っている 13.5% 16.7% 46.3% 19.9% 3.7% 23.6%
（労働負荷）翌日までに仕事の疲れを残すことはない 14.0% 22.8% 40.0% 17.5% 5.7% 23.2%
（処遇）世間的に見劣りしない給料がもらえる 15.6% 19.1% 42.4% 19.0% 4.0% 23.0%
（キャリア）この職場では、従業員を育てることが大切だと考えられている 17.0% 20.0% 40.3% 19.3% 3.5% 22.8%
（処遇）働きに見合った給料がもらえる 15.2% 20.2% 42.4% 18.6% 3.7% 22.3%
（処遇）地位に合った報酬を得ている 13.7% 19.2% 46.3% 17.9% 2.9% 20.8%
（処遇）この会社（組織）の経営は、うまくいっている 11.3% 16.9% 51.6% 16.9% 3.3% 20.2%
（処遇）給料の決め方は、公平である 14.3% 18.6% 47.0% 16.6% 3.5% 20.1%
（休暇）この職場には、世間よりも長い夏期休暇や年次休暇がある 23.0% 17.1% 40.4% 14.8% 4.8% 19.6%
（社会貢献）自分の仕事に関連することが、新聞やテレビによくでる 18.9% 20.7% 41.4% 15.6% 3.5% 19.1%
（社会貢献）自分の仕事は、世間から高い評価を得ている 12.0% 19.3% 49.9% 15.9% 3.0% 18.9%
（休暇）心や身体の健康相談のために、社外の医療機関などを気軽に利用できる 22.2% 16.8% 43.2% 15.0% 2.9% 17.9%
（休暇）この職場には、心や身体の健康相談にのってくれる専門スタッフがいる 27.5% 16.5% 38.1% 14.8% 3.0% 17.8%
（キャリア）グループや個人ごとに、教育・訓練の目標が明確にされている 18.7% 23.6% 41.0% 14.5% 2.3% 16.8%
（キャリア）この職場では、誰でも必要なときに必要な教育・訓練がうけられる 19.1% 22.9% 41.3% 14.6% 2.1% 16.7%
（キャリア）意欲を引き出したり、キャリア形成に役立つ教育が行われている 18.0% 25.5% 41.4% 13.2% 2.0% 15.2%
（キャリア）若いうちから将来の進路を考えて人事管理が行われている 21.1% 26.0% 40.9% 10.4% 1.6% 12.0%
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代 15.8％）も若い年代が肯定的に回答した項目であった。 
 

図表 6－2 年齢別の職場観の回答（「よくあてはまる＋非常によくあてはまる」の割合） 

 

 
 図表６－３に、性別の職場観の回答傾向を示した。性別で最も大きな違いが見られたのは

「仕事はいつも時間内に処理できる」であり、女性の方が肯定的な回答が多かった（女性 38.7
％、男性 25.6％）。以下、性別で違いが大きかった項目は「家に仕事を持ち帰ったことはめっ

たにない」（女性 50.4％、男性 38.2％）、「残業、休日、休暇を含めていまの労働は適当だと

思う」（女性 35.4％、男性 27.0％）、「全体として仕事の量と質は、適当だと思う」（女性 30.0
％、男性 22.8％）、「上司や同僚と気軽に話ができる」（女性 45.7％、男性 38.7％）などであ

った。概して、労働負荷及び上司等との人間関係の面で、女性の方が肯定的な回答が多かっ

た。 
 

20代
N=1150

30代
N=1400

40代
N=1950

50代
N=1500 差 sig.

（キャリア）意欲を引き出したり、キャリア形成に役立つ教育が行われている 22.7% 15.0% 12.8% 12.3% 7.6% **
（キャリア）若いうちから将来の進路を考えて人事管理が行われている 18.5% 11.8% 9.4% 10.3% 6.6% **
（キャリア）グループや個人ごとに、教育・訓練の目標が明確にされている 24.3% 16.8% 13.9% 14.7% 7.5% **
（キャリア）この職場では、誰でも必要なときに必要な教育・訓練がうけられる 22.4% 17.8% 14.6% 14.1% 5.7% **
（キャリア）この職場では、従業員を育てることが大切だと考えられている 28.1% 23.6% 20.7% 20.5% 5.4% **
（人間関係）上司は、仕事に困ったときに頼りになる 39.1% 31.4% 26.0% 22.9% 10.1% **
（人間関係）上司は、部下の状況に理解を示してくれる 35.8% 29.7% 25.4% 22.5% 8.1% **
（人間関係）上司や同僚と気軽に話ができる 45.0% 44.1% 40.8% 38.6% 3.2% **
（人間関係）この職場では、上司と部下が気兼ねのない関係にある 38.3% 34.9% 31.3% 28.7% 5.4% **
（人間関係）上司は、仕事がうまく行くように配慮や手助けをしてくれる 39.0% 30.2% 26.2% 26.1% 9.4% **
（裁量性）自分の新しいアイデアで仕事を進めることができる 31.8% 29.4% 28.8% 28.7% 2.3%
（裁量性）仕事の目標を自分で立て、自由裁量で進めることができる 33.0% 32.4% 33.7% 33.5% -0.2%
（裁量性）自分のやり方と責任で仕事ができる 37.6% 36.5% 38.2% 37.6% 0.1%
（裁量性）仕事の計画、決定、進め方を自分で決めることができる 34.4% 34.3% 34.8% 33.5% 0.1%
（裁量性）自分の好きなペースで仕事ができる 36.3% 33.6% 34.1% 32.8% 2.2%
（処遇）世間的に見劣りしない給料がもらえる 25.9% 24.1% 21.2% 21.9% 2.9%
（処遇）働きに見合った給料がもらえる 27.6% 22.5% 20.1% 21.0% 5.3% **
（処遇）地位に合った報酬を得ている 27.0% 21.8% 18.7% 18.0% 6.2% **
（処遇）給料の決め方は、公平である 28.3% 21.4% 17.1% 16.5% 8.2% **
（処遇）この会社（組織）の経営は、うまくいっている 23.3% 20.9% 18.9% 19.0% 3.1%
（社会貢献）自分の仕事は、よりよい社会を築くのに役立っている 32.2% 28.6% 24.1% 26.1% 5.0% **
（社会貢献）自分の仕事が、社会と繋がっていることを実感できる 33.1% 31.9% 28.5% 32.1% 2.0%
（社会貢献）自分の仕事は、世間から高い評価を得ている 23.4% 20.4% 16.4% 17.3% 4.5% **
（社会貢献）自分の仕事に関連することが、新聞やテレビによくでる 27.7% 20.7% 15.3% 15.8% 8.6% **
（社会貢献）今の職場やこの仕事にかかわる一員であることに、誇りに思っている 27.8% 26.4% 20.4% 21.9% 4.2% **
（休暇）この職場には、世間よりも長い夏期休暇や年次休暇がある 25.5% 21.1% 17.7% 15.9% 6.0% **
（休暇）この職場では、産休、育児休暇、介護休暇がとりやすい 32.9% 31.3% 25.9% 24.3% 4.8% **
（休暇）この職場では、年次有給休暇を取りやすい制度や雰囲気がある 37.0% 36.1% 30.9% 29.3% 4.1% **
（休暇）この職場には、心や身体の健康相談にのってくれる専門スタッフがいる 21.8% 20.6% 15.3% 15.6% 3.9% **
（休暇）心や身体の健康相談のために、社外の医療機関などを気軽に利用できる 21.0% 18.6% 16.3% 16.6% 3.2% **
（労働負荷）仕事はいつも時間内に処理できる 33.2% 31.4% 31.5% 30.3% 1.7%
（労働負荷）全体として仕事の量と質は、適当だと思う 29.1% 24.4% 25.0% 26.5% 3.1%
（労働負荷）残業、休日、休暇を含めていまの労働は適当だと思う 33.8% 31.4% 29.5% 29.5% 3.0%
（労働負荷）翌日までに仕事の疲れを残すことはない 26.6% 21.6% 22.1% 23.6% 3.4%
（労働負荷）家に仕事を持ち帰ったことはめったにない 46.5% 44.6% 42.7% 42.1% 2.8%
※値は「よくはてはまる＋非常によくあてはまる」を合計した％。「差」は「20～24歳」－「55～59歳」の差。「sig.」は有意水準。**は1%水準で統計
的に有意。
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図表 6－3 性別の職場観の回答（「よくあてはまる＋非常によくあてはまる」の割合） 

 

 
 図表６－４に、雇用形態（正規・非正規）別の職場観の回答傾向を示した。雇用形態で最

も大きな違いが見られたのは「この職場では、産休、育児休暇、介護休暇がとりやすい」で

あり、正規雇用の方が肯定的な回答が多かった（正規 31.9％、非正規 20.8％）。以下、正規

雇用の方が肯定的な回答が多かった項目は「世間的に見劣りしない給料がもらえる」（正規

26.7％、非正規 15.9％）、「自分の仕事は、よりよい社会を築くのに役立っている」（正規 30.3
％、非正規 21.3％）、「心や身体の健康相談のために、社外の医療機関などを気軽に利用でき

る」（正規 20.8％、非正規 12.2％）などであった。逆に、非正規雇用の方が肯定的な回答が

多かったのは「仕事はいつも時間内に処理できる」（非正規 37.6％、正規 28.3％）であった。

概して、正規雇用に従事している者の方が、休暇、給料、仕事の社会的意義、福利厚生など

の面で肯定的な評価をしていた。一方、非正規雇用に従事している者は、仕事が時間内に終

わることを肯定的に評価していた。 

男性 女性 差 sig.
（キャリア）意欲を引き出したり、キャリア形成に役立つ教育が行われている 15.5% 14.6% 0.9%
（キャリア）若いうちから将来の進路を考えて人事管理が行われている 12.5% 11.2% 1.3%
（キャリア）グループや個人ごとに、教育・訓練の目標が明確にされている 17.2% 16.3% 0.9%
（キャリア）この職場では、誰でも必要なときに必要な教育・訓練がうけられる 16.9% 16.4% 0.5%
（キャリア）この職場では、従業員を育てることが大切だと考えられている 22.9% 22.6% 0.3%
（人間関係）上司は、仕事に困ったときに頼りになる 27.5% 30.9% -3.4% **
（人間関係）上司は、部下の状況に理解を示してくれる 26.2% 29.4% -3.2% **
（人間関係）上司や同僚と気軽に話ができる 38.7% 45.7% -7.0% **
（人間関係）この職場では、上司と部下が気兼ねのない関係にある 31.2% 34.8% -3.6% **
（人間関係）上司は、仕事がうまく行くように配慮や手助けをしてくれる 27.9% 31.6% -3.7% **
（裁量性）自分の新しいアイデアで仕事を進めることができる 30.3% 28.5% 1.8%
（裁量性）仕事の目標を自分で立て、自由裁量で進めることができる 33.2% 33.3% -0.1%
（裁量性）自分のやり方と責任で仕事ができる 37.9% 37.0% 0.9%
（裁量性）仕事の計画、決定、進め方を自分で決めることができる 34.7% 33.7% 1.0%
（裁量性）自分の好きなペースで仕事ができる 32.9% 35.5% -2.6%
（処遇）世間的に見劣りしない給料がもらえる 24.2% 21.5% 2.7%
（処遇）働きに見合った給料がもらえる 22.5% 22.0% 0.5%
（処遇）地位に合った報酬を得ている 21.5% 20.0% 1.5%
（処遇）給料の決め方は、公平である 19.9% 20.3% -0.4%
（処遇）この会社（組織）の経営は、うまくいっている 20.0% 20.4% -0.4%
（社会貢献）自分の仕事は、よりよい社会を築くのに役立っている 28.8% 25.3% 3.5% **
（社会貢献）自分の仕事が、社会と繋がっていることを実感できる 29.0% 33.6% -4.6% **
（社会貢献）自分の仕事は、世間から高い評価を得ている 19.7% 17.8% 1.9%
（社会貢献）自分の仕事に関連することが、新聞やテレビによくでる 18.2% 20.2% -2.0%
（社会貢献）今の職場やこの仕事にかかわる一員であることに、誇りに思っている 23.0% 24.3% -1.3%
（休暇）この職場には、世間よりも長い夏期休暇や年次休暇がある 21.1% 17.6% 3.5% **
（休暇）この職場では、産休、育児休暇、介護休暇がとりやすい 26.5% 30.1% -3.6%
（休暇）この職場では、年次有給休暇を取りやすい制度や雰囲気がある 31.3% 34.8% -3.5%
（休暇）この職場には、心や身体の健康相談にのってくれる専門スタッフがいる 18.8% 16.7% 2.1%
（休暇）心や身体の健康相談のために、社外の医療機関などを気軽に利用できる 18.6% 16.9% 1.7%
（労働負荷）仕事はいつも時間内に処理できる 25.6% 38.7% -13.1% **
（労働負荷）全体として仕事の量と質は、適当だと思う 22.8% 30.0% -7.2% **
（労働負荷）残業、休日、休暇を含めていまの労働は適当だと思う 27.0% 35.4% -8.4% **
（労働負荷）翌日までに仕事の疲れを残すことはない 20.3% 26.7% -6.4% **
（労働負荷）家に仕事を持ち帰ったことはめったにない 38.2% 50.4% -12.2%
※値は「よくはてはまる＋非常によくあてはまる」を合計した％。「差」は男性－女性の差。「sig.」は有意水準。**は1%水準で
統計的に有意。
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図表 6－4 雇用形態別の職場観の回答（「よくあてはまる＋非常によくあてはまる」の割合） 

 

 
 図表６－５に、従業員規模別の職場観の回答傾向を示した。従業員規模で最も大きな違い

が見られたのは「この職場では、年次有給休暇を取りやすい制度や雰囲気がある」（10 人未

満 16.3％、1,000 人以上 44.1％）であり、規模が大きい方が肯定的な回答が多かった。同様

に「この職場では、産休、育児休暇、介護休暇がとりやすい」（10 人未満 15.7％、1,000 人

以上 40.7％）、「この職場には、心や身体の健康相談にのってくれる専門スタッフがいる」（10
人未満 8.2％、1,000 人以上 31.9％）も規模が大きい方が肯定的な回答が多かった。また、休

暇や相談に関する項目以外では、「世間的に見劣りしない給料がもらえる」（10 人未満 15.6
％、1,000 人以上 32.5％）、「自分の仕事に関することが、新聞やテレビによく出てくる」（10
人未満 12.5％、1,000 人以上 25.1％）、「この職場では、従業員を育てることが大切だと考え

られている」（10 人未満 17.1％、1,000 人以上 29.6％）などが、規模が大きい方が肯定的な

回答の多い項目であった。一方で、「自分の好きなペースで仕事ができる」（10 人未満 44.3

正規
N=3950

非正規
N=2050 差 sig.

（キャリア）意欲を引き出したり、キャリア形成に役立つ教育が行われている 16.8% 11.8% 5.0% **
（キャリア）若いうちから将来の進路を考えて人事管理が行われている 13.9% 8.1% 5.8% **
（キャリア）グループや個人ごとに、教育・訓練の目標が明確にされている 18.9% 12.6% 6.3% **
（キャリア）この職場では、誰でも必要なときに必要な教育・訓練がうけられる 19.0% 12.3% 6.7% **
（キャリア）この職場では、従業員を育てることが大切だと考えられている 24.9% 18.5% 6.4% **
（人間関係）上司は、仕事に困ったときに頼りになる 30.7% 25.7% 5.0% **
（人間関係）上司は、部下の状況に理解を示してくれる 29.7% 23.8% 5.9% **
（人間関係）上司や同僚と気軽に話ができる 44.1% 37.4% 6.7% **
（人間関係）この職場では、上司と部下が気兼ねのない関係にある 35.0% 28.6% 6.4% **
（人間関係）上司は、仕事がうまく行くように配慮や手助けをしてくれる 31.0% 26.8% 4.2% **
（裁量性）自分の新しいアイデアで仕事を進めることができる 31.8% 25.0% 6.8% **
（裁量性）仕事の目標を自分で立て、自由裁量で進めることができる 35.5% 28.9% 6.6% **
（裁量性）自分のやり方と責任で仕事ができる 39.4% 34.0% 5.4% **
（裁量性）仕事の計画、決定、進め方を自分で決めることができる 36.7% 29.7% 7.0% **
（裁量性）自分の好きなペースで仕事ができる 33.8% 34.5% -0.7% **
（処遇）世間的に見劣りしない給料がもらえる 26.7% 15.9% 10.8% **
（処遇）働きに見合った給料がもらえる 23.2% 20.6% 2.6% **
（処遇）地位に合った報酬を得ている 23.0% 16.7% 6.3% **
（処遇）給料の決め方は、公平である 20.1% 20.1% 0.0%
（処遇）この会社（組織）の経営は、うまくいっている 20.8% 19.0% 1.8%
（社会貢献）自分の仕事は、よりよい社会を築くのに役立っている 30.3% 21.3% 9.0% **
（社会貢献）自分の仕事が、社会と繋がっていることを実感できる 31.7% 29.9% 1.8%
（社会貢献）自分の仕事は、世間から高い評価を得ている 21.0% 14.8% 6.2% **
（社会貢献）自分の仕事に関連することが、新聞やテレビによくでる 20.5% 16.4% 4.1% **
（社会貢献）今の職場やこの仕事にかかわる一員であることに、誇りに思っている 25.1% 20.6% 4.5% **
（休暇）この職場には、世間よりも長い夏期休暇や年次休暇がある 22.3% 14.2% 8.1% **
（休暇）この職場では、産休、育児休暇、介護休暇がとりやすい 31.9% 20.8% 11.1% **
（休暇）この職場では、年次有給休暇を取りやすい制度や雰囲気がある 35.7% 27.4% 8.3% **
（休暇）この職場には、心や身体の健康相談にのってくれる専門スタッフがいる 20.7% 12.3% 8.4% **
（休暇）心や身体の健康相談のために、社外の医療機関などを気軽に利用できる 20.8% 12.2% 8.6% **
（労働負荷）仕事はいつも時間内に処理できる 28.3% 37.6% -9.3% **
（労働負荷）全体として仕事の量と質は、適当だと思う 24.9% 28.3% -3.4% **
（労働負荷）残業、休日、休暇を含めていまの労働は適当だと思う 30.2% 31.9% -1.7%
（労働負荷）翌日までに仕事の疲れを残すことはない 22.2% 25.3% -3.1% **
（労働負荷）家に仕事を持ち帰ったことはめったにない 41.7% 47.6% -5.9% **
※値は「よくはてはまる＋非常によくあてはまる」を合計した％。「差」は「正規」－「非正規」の差。「sig.」は有意水準。**は1%
水準で統計的に有意。
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％、1,000 人以上 32.1％）、「仕事はいつも時間内に処理できる」（10 人未満 35.7％、1000 人

以上 26.5％）、「自分のやり方と責任で仕事ができる」（10 人未満 46.2％、1,000 人以上 38.0
％）などの項目は、規模が小さい方が肯定的な回答の多い項目であった。概して、従業員規

模が大きいほど休暇や相談、給料、仕事の社会的意義（メディアに取り上げられるという意

味での）、人材育成に対する肯定的な回答が多く、従業員規模が小さいほど、自分のペースや

裁量で時間内に仕事を処理できる点に肯定的な回答が多かった。 
 

図表 6－5 従業員規模別の職場観の回答（「よくあてはまる＋非常によくあてはまる」の割合） 

 

 
 以上の結果をまとめると、①年齢による違いは「上司は、仕事に困ったときに頼りになる」

「給料の決め方は、公平である」などで見られ、年齢が若い方が肯定的な回答が多かった。

上司等との人間関係、給料や報酬については若い年代の方が肯定的に回答していた。②性別

による違いは「仕事はいつも時間内に処理できる」「家に仕事を持ち帰ったことはめったにな

い」などで見られ、概して労働負荷については女性の方が肯定的に回答していた。③雇用形

10人
未満
N=1021

10～
50人
N=1285

50～
300人
N=1411

300～
1000人
N=805

1000人
以上
N=1478

差 sig.

（キャリア）意欲を引き出したり、キャリア形成に役立つ教育が行われている 10.7% 12.5% 13.6% 15.9% 21.4% 10.7% **
（キャリア）若いうちから将来の進路を考えて人事管理が行われている 6.9% 9.6% 11.3% 12.8% 17.6% 10.7% **
（キャリア）グループや個人ごとに、教育・訓練の目標が明確にされている 9.4% 13.0% 16.2% 20.1% 24.0% 14.6% **
（キャリア）この職場では、誰でも必要なときに必要な教育・訓練がうけられる 11.8% 14.2% 15.2% 18.6% 22.7% 10.9% **
（キャリア）この職場では、従業員を育てることが大切だと考えられている 17.1% 20.2% 20.6% 25.1% 29.6% 12.5% **
（人間関係）上司は、仕事に困ったときに頼りになる 24.1% 28.6% 28.6% 28.2% 33.5% 9.4% **
（人間関係）上司は、部下の状況に理解を示してくれる 22.2% 25.9% 26.2% 29.8% 33.3% 11.1% **
（人間関係）上司や同僚と気軽に話ができる 34.5% 42.3% 41.5% 43.7% 45.9% 11.4% **
（人間関係）この職場では、上司と部下が気兼ねのない関係にある 29.2% 33.9% 31.8% 32.0% 35.9% 6.7% **
（人間関係）上司は、仕事がうまく行くように配慮や手助けをしてくれる 25.1% 28.4% 27.4% 32.2% 34.4% 9.3% **
（裁量性）自分の新しいアイデアで仕事を進めることができる 36.2% 27.2% 25.9% 28.3% 30.9% -5.3% **
（裁量性）仕事の目標を自分で立て、自由裁量で進めることができる 41.4% 30.5% 30.1% 31.3% 33.9% -7.5% **
（裁量性）自分のやり方と責任で仕事ができる 46.2% 35.3% 34.1% 35.4% 38.0% -8.2% **
（裁量性）仕事の計画、決定、進め方を自分で決めることができる 42.0% 31.8% 32.0% 32.4% 34.4% -7.6% **
（裁量性）自分の好きなペースで仕事ができる 44.3% 32.6% 31.8% 31.1% 32.1% -12.2% **
（処遇）世間的に見劣りしない給料がもらえる 15.6% 20.2% 20.8% 23.0% 32.5% 16.9% **
（処遇）働きに見合った給料がもらえる 20.6% 19.4% 21.3% 21.1% 27.6% 7.0% **
（処遇）地位に合った報酬を得ている 16.5% 18.0% 19.6% 21.9% 26.9% 10.4% **
（処遇）給料の決め方は、公平である 20.8% 19.4% 19.0% 19.3% 21.8% 1.0%
（処遇）この会社（組織）の経営は、うまくいっている 20.3% 18.8% 18.0% 19.4% 24.0% 3.7% **
（社会貢献）自分の仕事は、よりよい社会を築くのに役立っている 21.1% 26.2% 26.1% 27.8% 33.0% 11.9% **
（社会貢献）自分の仕事が、社会と繋がっていることを実感できる 28.5% 31.1% 29.8% 31.6% 33.7% 5.2%
（社会貢献）自分の仕事は、世間から高い評価を得ている 16.6% 17.2% 17.6% 18.0% 23.6% 7.0% **
（社会貢献）自分の仕事に関連することが、新聞やテレビによくでる 12.5% 17.4% 18.6% 19.8% 25.1% 12.6% **
（社会貢献）今の職場やこの仕事にかかわる一員であることに、誇りに思っている 21.3% 21.6% 22.2% 23.1% 28.5% 7.2% **
（休暇）この職場には、世間よりも長い夏期休暇や年次休暇がある 11.9% 14.2% 17.9% 24.0% 28.6% 16.7% **
（休暇）この職場では、産休、育児休暇、介護休暇がとりやすい 15.7% 21.8% 27.9% 31.1% 40.7% 25.0% **
（休暇）この職場では、年次有給休暇を取りやすい制度や雰囲気がある 16.3% 28.3% 33.8% 39.0% 44.1% 27.8% **
（休暇）この職場には、心や身体の健康相談にのってくれる専門スタッフがいる 8.2% 11.2% 14.1% 21.5% 31.9% 23.7% **
（休暇）心や身体の健康相談のために、社外の医療機関などを気軽に利用できる 11.3% 12.5% 16.2% 20.4% 27.1% 15.8% **
（労働負荷）仕事はいつも時間内に処理できる 35.7% 33.7% 32.6% 29.7% 26.5% -9.2% **
（労働負荷）全体として仕事の量と質は、適当だと思う 26.9% 25.7% 26.9% 24.7% 25.6% -1.3%
（労働負荷）残業、休日、休暇を含めていまの労働は適当だと思う 28.2% 29.5% 31.0% 30.8% 33.4% 5.2%
（労働負荷）翌日までに仕事の疲れを残すことはない 25.0% 21.3% 23.5% 24.3% 22.7% -2.3%
（労働負荷）家に仕事を持ち帰ったことはめったにない 37.7% 43.1% 46.7% 45.3% 44.7% 7.0% **
※値は「よくはてはまる＋非常によくあてはまる」を合計した％。「差」は「1000人以上」－「10人未満」の差。「sig.」は有意水準。**は1%水準で統計的に有
意。
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態による違いは、「この職場では、産休、育児休暇、介護休暇がとりやすい」などで見られ、

正規雇用の方が肯定的な回答が多かった。逆に「仕事はいつも時間内に処理できる」などで

は非正規雇用の方が肯定的な回答が多かった。概して正規雇用者は休暇などの制度面を肯定

的に評価し、非正規雇用者は労働負荷などを肯定的に評価していた。④従業員規模による違

いは「この職場では、年次有給休暇を取りやすい制度や雰囲気がある」「この職場では、産休、

育児休暇、介護休暇がとりやすい」「この職場には、心や身体の健康相談にのってくれる専門

スタッフがいる」などで見られ、概して従業員規模が大きいほど休暇や相談、給料等で肯定

的な回答が多かった。 
 それぞれ、年齢、性別、雇用形態、従業員規模によって、おおむね一般的・常識的な傾向

が再確認されたと言えるが、こうした傾向から外れた職場観が見られた場合には、そこに何

らかの特異な状況・状態が生じているという見方ができる。概して、職場の一般的な傾向を

確認できたと言える。 
 

３．職場観と他のキャリア意識との関連 

 ここからは、職場観と他のキャリア意識との関連を検討する。 
 まず、図表６－６に、転職希望別の職場観の回答傾向を示した。概して「転職希望なし」

の者は職場観のどの質問項目にも肯定的に回答していた。基本的に職場観が良好であるほど

転職は希望しないことが確認される。 
 「転職希望あり」と「転職希望なし」の違いに着目すると、最も差が大きかった質問項目

は「今の職場やこの仕事にかかわる一員であることに、誇りに思っている」であり、この質

問項目に「非常によくあてはまる」あるいは「よくあてはまる」と回答した割合は、「転職希

望なし」の者では 33.3％だったのに対して「転職希望あり」の者では 15.3％であった。転職

希望のない者は現在の職場や仕事に誇りを持っているということが示される。 
 以下、同様に「転職希望あり」と「転職希望なし」で差が大きかった質問項目は、「自分の

やり方と責任で仕事ができる」（転職希望なし 46.9％、転職希望あり 29.4％）、「働きに見合

った給料がもらえる」（転職希望なし 31.6％、転職希望あり 14.7％）、「上司や同僚と気軽に

話ができる」（転職希望なし 49.3％、転職希望あり 33.3％）、「この会社（組織）の経営は、

うまくいっている」（転職希望なし 28.9％、転職希望あり 12.9％）などであった。概して、

仕事の裁量性、給料、職場の人間関係、会社の経営状況などが総合的に転職希望の有無に関

わっていることが示される。 
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図表 6－6 転職希望別の職場観の回答（「よくあてはまる＋非常によくあてはまる」の割合） 

 

 
 図表６－７には、キャリア計画別の職場観の回答傾向を示した。概して「自分でキャリ計

画を考えていきたい」と回答した者は職場観のどの質問項目にも肯定的に回答した。職場観

が良好であるほど自分でキャリア計画を考えたいと考える傾向が示される。 
 「自分でキャリア計画を考えていきたい」と考えている者と「会社（職場）でキャリア計

画を提示してほしい」と考えている者の違いに着目すると、最も差が大きかった質問項目は

「自分のやり方と責任で仕事ができる」であり、この質問項目に「非常によくあてはまる」

「よくあてはまる」と回答した割合は、「自分でキャリア計画を考えていきたい」者では 50.4
％だったのに対して「会社（職場）でキャリア計画を提示してほしい」者では 17.9％であっ

た。同様に「仕事の目標を自分で立て、自由裁量で進めることができる」「仕事の計画、決定、

進め方を自分で決めることができる」「自分の新しいアイデアで仕事を進めることができる」

などの質問項目も、「自分でキャリア計画を考えていきたい」者と「会社（職場）でキャリア

転職希望
あり

N=1540

どちらとも
言えない
N=2031

転職希望
なし

N=2429
差 sig.

（キャリア）意欲を引き出したり、キャリア形成に役立つ教育が行われている 11.2% 12.1% 20.0% 8.8% **
（キャリア）若いうちから将来の進路を考えて人事管理が行われている 9.1% 9.1% 16.1% 7.0% **
（キャリア）グループや個人ごとに、教育・訓練の目標が明確にされている 13.4% 12.7% 22.4% 9.0% **
（キャリア）この職場では、誰でも必要なときに必要な教育・訓練がうけられる 11.7% 14.3% 21.9% 10.2% **
（キャリア）この職場では、従業員を育てることが大切だと考えられている 15.9% 18.1% 30.9% 15.0% **
（人間関係）上司は、仕事に困ったときに頼りになる 23.2% 24.3% 36.6% 13.4% **
（人間関係）上司は、部下の状況に理解を示してくれる 20.5% 24.0% 35.3% 14.8% **
（人間関係）上司や同僚と気軽に話ができる 33.3% 39.4% 49.3% 16.0% **
（人間関係）この職場では、上司と部下が気兼ねのない関係にある 25.7% 29.1% 40.5% 14.8% **
（人間関係）上司は、仕事がうまく行くように配慮や手助けをしてくれる 22.2% 25.9% 37.3% 15.1% **
（裁量性）自分の新しいアイデアで仕事を進めることができる 22.3% 25.0% 37.8% 15.5% **
（裁量性）仕事の目標を自分で立て、自由裁量で進めることができる 26.7% 29.7% 40.3% 13.6% **
（裁量性）自分のやり方と責任で仕事ができる 29.4% 32.5% 46.9% 17.5% **
（裁量性）仕事の計画、決定、進め方を自分で決めることができる 28.9% 29.0% 42.1% 13.2% **
（裁量性）自分の好きなペースで仕事ができる 26.8% 29.7% 42.3% 15.5% **
（処遇）世間的に見劣りしない給料がもらえる 16.9% 18.4% 30.6% 13.7% **
（処遇）働きに見合った給料がもらえる 14.7% 16.9% 31.6% 16.9% **
（処遇）地位に合った報酬を得ている 15.3% 15.6% 28.7% 13.4% **
（処遇）給料の決め方は、公平である 14.5% 15.6% 27.4% 12.9% **
（処遇）この会社（組織）の経営は、うまくいっている 12.9% 15.3% 28.9% 16.0% **
（社会貢献）自分の仕事は、よりよい社会を築くのに役立っている 21.9% 22.1% 34.8% 12.9% **
（社会貢献）自分の仕事が、社会と繋がっていることを実感できる 25.3% 25.7% 39.2% 13.9% **
（社会貢献）自分の仕事は、世間から高い評価を得ている 15.8% 13.8% 25.0% 9.2% **
（社会貢献）自分の仕事に関連することが、新聞やテレビによくでる 18.6% 16.1% 21.8% 3.2% **
（社会貢献）今の職場やこの仕事にかかわる一員であることに、誇りに思っている 15.3% 18.2% 33.3% 18.0% **
（休暇）この職場には、世間よりも長い夏期休暇や年次休暇がある 17.2% 17.0% 23.1% 5.9% **
（休暇）この職場では、産休、育児休暇、介護休暇がとりやすい 25.1% 24.0% 33.4% 8.3% **
（休暇）この職場では、年次有給休暇を取りやすい制度や雰囲気がある 27.4% 28.7% 39.9% 12.5% **
（休暇）この職場には、心や身体の健康相談にのってくれる専門スタッフがいる 15.5% 14.1% 22.5% 7.0% **
（休暇）心や身体の健康相談のために、社外の医療機関などを気軽に利用できる 14.4% 14.1% 23.2% 8.8% **
（労働負荷）仕事はいつも時間内に処理できる 30.4% 27.8% 35.3% 4.9% **
（労働負荷）全体として仕事の量と質は、適当だと思う 19.3% 22.5% 33.3% 14.0% **
（労働負荷）残業、休日、休暇を含めていまの労働は適当だと思う 24.4% 25.7% 39.1% 14.7% **
（労働負荷）翌日までに仕事の疲れを残すことはない 18.9% 19.4% 29.1% 10.2% **
（労働負荷）家に仕事を持ち帰ったことはめったにない 43.3% 40.5% 46.7% 3.4% **
※値は「よくはてはまる＋非常によくあてはまる」を合計した％。「差」は「転職希望なし」－「転職希望あり」の差。「sig.」は有意水準。**は
1%水準で統計的に有意。なお、「転職希望あり」は「転職したい＋できれば転職したい」と回答した者、「転職希望なし」は「転職したくな
い＋できれば転職したくない」と回答した者。
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計画を提示してほしい」者で違いが大きかった。自分でキャリア計画を考えることと仕事の

裁量性には相互に関連があることが示される。 
 他に違いが大きかった質問項目として、「自分の仕事が、社会とつながっていることを実感

できる」（自分でキャリア計画を考えていきたい 40.8％、会社（職場）でキャリア計画を提示

してほしい 15.0％）もあった。また、「上司や同僚と気軽に話ができる」（自分でキャリア計

画を考えていきたい 45.1％、会社（職場）でキャリア計画を提示してほしい 24.1％）も違い

が大きい質問項目であった。キャリアを自立的・自律的に考えることと、仕事の社会的意義、

職場の人間関係にも関連があることが示された。 
 

図表 6－7 キャリア計画別の職場観の回答（「よくあてはまる＋非常によくあてはまる」の割合） 

 

 

自分で
キャリア
計画を
考えて
いきたい

N=1526

どちらかと
いえば、
自分で
キャリア
計画を
考えて
いきたい

N=2629

どちらかと
いえば、
会社

（職場）で
キャリア
計画を

提示して
ほしい

N=1186

会社
（職場）で

キャリア
計画を

提示して
ほしい

N=659

差 sig.

（キャリア）意欲を引き出したり、キャリア形成に役立つ教育が行われている 21.6% 14.0% 11.9% 10.0% 11.6% **
（キャリア）若いうちから将来の進路を考えて人事管理が行われている 17.4% 11.1% 9.1% 7.9% 9.5% **
（キャリア）グループや個人ごとに、教育・訓練の目標が明確にされている 21.9% 16.8% 13.4% 11.1% 10.8% **
（キャリア）この職場では、誰でも必要なときに必要な教育・訓練がうけられる 23.3% 15.6% 14.0% 10.9% 12.4% **
（キャリア）この職場では、従業員を育てることが大切だと考えられている 29.5% 21.9% 20.5% 14.6% 14.9% **
（人間関係）上司は、仕事に困ったときに頼りになる 31.7% 30.1% 28.8% 18.5% 13.2% **
（人間関係）上司は、部下の状況に理解を示してくれる 31.3% 28.4% 27.3% 17.3% 14.0% **
（人間関係）上司や同僚と気軽に話ができる 45.1% 44.7% 41.1% 24.1% 21.0% **
（人間関係）この職場では、上司と部下が気兼ねのない関係にある 38.0% 34.1% 30.8% 19.7% 18.3% **
（人間関係）上司は、仕事がうまく行くように配慮や手助けをしてくれる 32.8% 31.1% 28.8% 17.3% 15.5% **
（裁量性）自分の新しいアイデアで仕事を進めることができる 43.2% 28.9% 22.2% 13.2% 30.0% **
（裁量性）仕事の目標を自分で立て、自由裁量で進めることができる 47.4% 33.9% 23.5% 15.2% 32.2% **
（裁量性）自分のやり方と責任で仕事ができる 50.4% 39.0% 28.7% 17.9% 32.5% **
（裁量性）仕事の計画、決定、進め方を自分で決めることができる 47.5% 35.4% 25.0% 15.9% 31.6% **
（裁量性）自分の好きなペースで仕事ができる 44.7% 34.2% 27.8% 20.3% 24.4% **
（処遇）世間的に見劣りしない給料がもらえる 30.7% 22.9% 17.9% 14.3% 16.4% **
（処遇）働きに見合った給料がもらえる 28.7% 22.3% 18.5% 14.3% 14.4% **
（処遇）地位に合った報酬を得ている 26.5% 21.1% 16.8% 14.0% 12.5% **
（処遇）給料の決め方は、公平である 25.9% 19.7% 18.5% 11.1% 14.8% **
（処遇）この会社（組織）の経営は、うまくいっている 27.9% 19.9% 15.7% 12.0% 15.9% **
（社会貢献）自分の仕事は、よりよい社会を築くのに役立っている 36.1% 28.1% 21.3% 13.4% 22.7% **
（社会貢献）自分の仕事が、社会と繋がっていることを実感できる 40.8% 32.3% 24.8% 15.0% 25.8% **
（社会貢献）自分の仕事は、世間から高い評価を得ている 26.9% 18.5% 14.2% 10.0% 16.9% **
（社会貢献）自分の仕事に関連することが、新聞やテレビによくでる 24.1% 18.9% 16.4% 12.7% 11.4% **
（社会貢献）今の職場やこの仕事にかかわる一員であることに、誇りに思っている 31.5% 24.2% 18.2% 12.7% 18.8% **
（休暇）この職場には、世間よりも長い夏期休暇や年次休暇がある 26.0% 19.1% 15.7% 13.2% 12.8% **
（休暇）この職場では、産休、育児休暇、介護休暇がとりやすい 34.6% 28.5% 25.6% 15.9% 18.7% **
（休暇）この職場では、年次有給休暇を取りやすい制度や雰囲気がある 38.3% 33.9% 31.8% 18.4% 19.9% **
（休暇）この職場には、心や身体の健康相談にのってくれる専門スタッフがいる 22.9% 18.8% 13.4% 10.8% 12.1% **
（休暇）心や身体の健康相談のために、社外の医療機関などを気軽に利用できる 23.5% 18.6% 13.0% 10.3% 13.2% **
（労働負荷）仕事はいつも時間内に処理できる 35.6% 30.5% 32.0% 24.7% 10.9% **
（労働負荷）全体として仕事の量と質は、適当だと思う 32.0% 25.2% 25.0% 17.6% 14.4% **
（労働負荷）残業、休日、休暇を含めていまの労働は適当だと思う 36.8% 30.7% 28.9% 20.3% 16.5% **
（労働負荷）翌日までに仕事の疲れを残すことはない 28.2% 22.7% 22.3% 15.3% 12.9% **
（労働負荷）家に仕事を持ち帰ったことはめったにない 43.7% 45.2% 46.4% 33.1% 10.6% **
※値は「よくはてはまる＋非常によくあてはまる」を合計した％。「差」は「自分でキャリア計画を考えていきたい」－「会社（職場）でキャリア計画を提示してほし
い」の差。「sig.」は有意水準。**は1%水準で統計的に有意。

調査シリーズNo.208

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－147－ 

 

 図表６－８には、職業やキャリアに関する問題の有無別の回答傾向を示した。概して「ほ

とんど問題を感じていない」者は職場観のどの質問項目についても肯定的に回答していた。

職場観が良好であるほど職業やキャリアに関する問題を感じていない傾向が示される。 
 

図表 6－8 職業やキャリアに関する問題の有無別の 

職場観の回答（「よくあてはまる＋非常によくあてはまる」の割合） 

 

 
 「ほとんど問題を感じていない」者と「かなり問題を感じている」者の違いに着目すると、

最も差が大きかった質問項目は「残業、休日、休暇を含めていまの労働は適当だと思う」で

あった。この質問項目に「非常によくあてはまる」「よくあてはまる」と回答した割合は、「ほ

とんど問題を感じていない」者では 51.6％だったのに対して「かなり問題を感じている」者

では 16.8％であった。同様に「全体として仕事の量と質は、適当だと思う」「翌日までに仕事

の疲れを残ることはない」などの質問項目も、職業やキャリアに「ほとんど問題を感じてい

ない」者と「かなり問題を感じている」者で違いが大きかった。主に労働負荷が職場やキャ

ほとんど
問題を
感じて
いない

N=490

あまり
問題を
感じて
いない

N=1247

どちらでも
ない

N=2149

やや
問題を
感じて
いる

N=1567

かなり
問題を
感じて
いる

N=547

差 sig.

（キャリア）意欲を引き出したり、キャリア形成に役立つ教育が行われている 20.8% 24.0% 10.6% 15.0% 7.7% 13.1% **
（キャリア）若いうちから将来の進路を考えて人事管理が行われている 18.4% 18.3% 8.7% 11.2% 6.2% 12.2% **
（キャリア）グループや個人ごとに、教育・訓練の目標が明確にされている 21.8% 26.9% 12.4% 16.7% 6.4% 15.4% **
（キャリア）この職場では、誰でも必要なときに必要な教育・訓練がうけられる 25.5% 24.3% 12.8% 16.7% 6.8% 18.7% **
（キャリア）この職場では、従業員を育てることが大切だと考えられている 31.4% 35.4% 16.4% 22.3% 12.4% 19.0% **
（人間関係）上司は、仕事に困ったときに頼りになる 41.0% 41.1% 22.5% 29.5% 14.4% 26.6% **
（人間関係）上司は、部下の状況に理解を示してくれる 40.0% 40.3% 21.1% 27.6% 14.1% 25.9% **
（人間関係）上司や同僚と気軽に話ができる 56.1% 59.1% 32.6% 42.4% 24.1% 32.0% **
（人間関係）この職場では、上司と部下が気兼ねのない関係にある 45.9% 46.7% 24.8% 33.9% 18.1% 27.8% **
（人間関係）上司は、仕事がうまく行くように配慮や手助けをしてくれる 42.7% 42.5% 22.7% 29.2% 16.5% 26.2% **
（裁量性）自分の新しいアイデアで仕事を進めることができる 46.7% 42.7% 20.5% 29.9% 18.3% 28.4% **
（裁量性）仕事の目標を自分で立て、自由裁量で進めることができる 49.4% 46.8% 23.6% 35.2% 19.7% 29.7% **
（裁量性）自分のやり方と責任で仕事ができる 51.4% 53.0% 28.1% 39.4% 21.6% 29.8% **
（裁量性）仕事の計画、決定、進め方を自分で決めることができる 50.2% 46.6% 24.9% 36.8% 21.6% 28.6% **
（裁量性）自分の好きなペースで仕事ができる 51.6% 46.0% 26.9% 33.4% 21.2% 30.4% **
（処遇）世間的に見劣りしない給料がもらえる 40.2% 35.2% 15.7% 22.2% 10.4% 29.8% **
（処遇）働きに見合った給料がもらえる 40.0% 35.5% 15.7% 19.5% 10.2% 29.8% **
（処遇）地位に合った報酬を得ている 36.1% 33.5% 14.0% 19.0% 10.6% 25.5% **
（処遇）給料の決め方は、公平である 34.7% 32.2% 13.7% 18.5% 9.1% 25.6% **
（処遇）この会社（組織）の経営は、うまくいっている 35.3% 32.7% 15.0% 16.5% 9.3% 26.0% **
（社会貢献）自分の仕事は、よりよい社会を築くのに役立っている 40.2% 41.2% 18.0% 28.3% 16.6% 23.6% **
（社会貢献）自分の仕事が、社会と繋がっていることを実感できる 43.7% 44.1% 20.6% 34.5% 21.6% 22.1% **
（社会貢献）自分の仕事は、世間から高い評価を得ている 28.8% 28.5% 12.8% 19.0% 11.3% 17.5% **
（社会貢献）自分の仕事に関連することが、新聞やテレビによくでる 24.5% 25.6% 12.7% 22.3% 15.0% 9.5% **
（社会貢献）今の職場やこの仕事にかかわる一員であることに、誇りに思っている 36.9% 36.8% 15.6% 23.9% 11.9% 25.0% **
（休暇）この職場には、世間よりも長い夏期休暇や年次休暇がある 29.8% 25.8% 14.3% 20.0% 15.0% 14.8% **
（休暇）この職場では、産休、育児休暇、介護休暇がとりやすい 38.2% 39.7% 19.8% 30.2% 19.0% 19.2% **
（休暇）この職場では、年次有給休暇を取りやすい制度や雰囲気がある 48.4% 46.1% 22.8% 34.7% 23.4% 25.0% **
（休暇）この職場には、心や身体の健康相談にのってくれる専門スタッフがいる 24.7% 26.9% 11.7% 19.3% 11.3% 13.4% **
（休暇）心や身体の健康相談のために、社外の医療機関などを気軽に利用できる 28.2% 27.1% 11.9% 18.6% 8.6% 19.6% **
（労働負荷）仕事はいつも時間内に処理できる 46.5% 41.0% 25.3% 30.9% 22.5% 24.0% **
（労働負荷）全体として仕事の量と質は、適当だと思う 48.2% 38.2% 19.1% 23.2% 13.7% 34.5% **
（労働負荷）残業、休日、休暇を含めていまの労働は適当だと思う 51.6% 44.6% 22.3% 29.7% 16.8% 34.8% **
（労働負荷）翌日までに仕事の疲れを残すことはない 44.3% 34.4% 15.8% 22.0% 11.3% 33.0% **
（労働負荷）家に仕事を持ち帰ったことはめったにない 58.2% 55.2% 33.6% 46.1% 37.7% 20.5% **
※値は「よくはてはまる＋非常によくあてはまる」を合計した％。「差」は「ほとんど問題を感じていない」－「かなり問題を感じている」の差。「sig.」は有意水準。**は
1%水準で統計的に有意。
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リアに問題を感じる程度と関連していたことが示される。 
 その他に違いが大きかった質問項目として、「上司や同僚と気軽に話ができる」（ほとんど

問題を感じていない 56.1％、かなり問題を感じている 24.1％）、「自分の好きなペースで仕事

ができる」（ほとんど問題を感じていない 51.6％、かなり問題を感じている 21.2％）なども

あった。職場の人間関係、仕事の裁量性も、職業やキャリアに問題を感じる程度と深く関連

することが示された。 
 
 図表６－９には、職業・キャリアも含めた生活全般への問題点の有無と職場観との関連性

を検討した。両者の関連を検討するためにスピアマンの順位相関係数 16を求め、1％水準で

統計的に有意な相関係数が見られた質問項目を表に示した。最も相関係数が大きかったのは

「働きに見合った給料がもらえる」と「自分の労働条件について」（ρ=-.21）だった。同様に

「地位に合った報酬を得ている」「世間に見劣りしない給料がもらえる」なども「自分の労働

条件について」と相関が高かった（それぞれ ρ=-.19；ρ=-.18）。相互に意味内容が似ているた

め同語反復的だが、職場で働きに見合った給料がもらえないと感じる場合、自分の労働条件

に問題ありと考える傾向が強い。同じく表側と表頭の質問項目間の意味内容が類似している

ため統計的に有意な相関係数が見られた箇所として「この職場では、上司と部下が気兼ねな

い関係にある」と「職場の上司との人間関係について」（ρ=-.17）、「残業、休日、休暇を含め

ていまの労働は適当だと思う」と「自分の労働条件について」（ρ=-.17）などもあった。 
 その他、目立つ相関関係は「若いうちから将来の進路を考えて人事管理が行われている」

に関するものであり、「将来全般について」「自分の転職について」「自分の労働条件について」

「職場の上司との人間関係について」「自分の老後について」など多くの問題点と関連が見ら

れた。職場では自分の将来を考えた人事管理が行われていないと感じた場合、様々な問題点

と関連することが示される。同様に、「翌日までに仕事の疲れを残すことはない」も「自分の

転職について」「自分の職業の向き不向きについて」「自分の労働条件について」「自分の仕事

の内容について」「自分の働き方について」「職場の上司との人間関係について」など多くの

問題点と関連していた。翌日に仕事の疲れを残すほどの労働負荷も、様々な問題点と関連が

見られることが示される。 
 
 
 
 
 

                                                
16 職業・キャリアも含めた生活全般に対する問題点の有無は「はい」「いいえ」の 2 件法、職場観は 5 件法に

よって回答を求めたため、本来、この相関係数は点双列相関係数であるべきだが、おおむね値が変わらないた

めスピアマンの順位相関係数で代替した。 
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図表 6－9 職業・キャリアも含めた生活全般に対する問題点の有無と 

職場観との相関関係 

 

 
 図表６－１０には、職業生活や職場の問題に関する専門のカウンセラーへの相談希望別に

職場観の回答傾向を示した。「相談したくない」者と「相談したい」者の違いに着目すると、

最も差が大きかった質問項目は「上司や同僚と気軽に話ができる」だった。この質問項目に

「非常によくあてはまる」あるいは「よくあてはまる」と回答した割合は、「相談したくない」

者では 46.2％だったのに対して「相談したい」者では 28.3％であった。職場の人間関係が専

門的なカウンセラーへの相談ニーズと関連していることが示される。 
 また、「相談したくない」者と「相談したい」者の違いは、「自分の好きなペースで仕事が

できる」（相談したくない 42.0％、相談したい 25.7％）、「自分のやり方と責任で仕事ができ

る」（相談したくない 42.0％、相談したい 26.5％）、「自分の新しいアイデアで仕事を進める

ことができる」（相談したくない 35.8％、相談したい 22.6％）などの質問項目でも大きかっ

将来
全般に
ついて

自分の
転職に
ついて

自分の
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向き不
向きに
ついて

自分の
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ついて

自分の
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内容に
ついて
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職、結
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（キャリア）意欲を引き出したり、キャリア形成に役立つ教育が行われている -.08 -.13 -.05 -.13 -.06 -.06 -.10 -.14 -.01
（キャリア）若いうちから将来の進路を考えて人事管理が行われている -.11 -.15 -.06 -.14 -.07 -.07 -.11 -.15 -.03
（キャリア）グループや個人ごとに、教育・訓練の目標が明確にされている -.07 -.13 -.03 -.11 -.06 -.06 -.09 -.13 .00
（キャリア）この職場では、誰でも必要なときに必要な教育・訓練がうけられる -.09 -.13 -.04 -.12 -.07 -.06 -.11 -.12 -.01
（キャリア）この職場では、従業員を育てることが大切だと考えられている -.07 -.15 -.04 -.10 -.05 -.03 -.11 -.08 .02
（人間関係）上司は、仕事に困ったときに頼りになる -.02 -.08 .01 -.05 -.03 .00 -.15 -.04 .03
（人間関係）上司は、部下の状況に理解を示してくれる -.04 -.11 -.02 -.06 -.05 -.02 -.15 -.05 .05
（人間関係）上司や同僚と気軽に話ができる .00 -.07 -.03 .01 -.01 .04 -.13 .06 .12
（人間関係）この職場では、上司と部下が気兼ねのない関係にある -.03 -.09 -.04 -.04 -.05 .00 -.17 .00 .06
（人間関係）上司は、仕事がうまく行くように配慮や手助けをしてくれる -.02 -.09 -.01 -.06 -.03 .01 -.15 -.01 .05
（裁量性）自分の新しいアイデアで仕事を進めることができる -.03 -.11 -.10 -.08 -.05 -.03 -.10 -.01 .05
（裁量性）仕事の目標を自分で立て、自由裁量で進めることができる .00 -.07 -.10 -.05 -.03 -.01 -.09 .01 .05
（裁量性）自分のやり方と責任で仕事ができる .01 -.07 -.09 -.04 -.03 .01 -.09 .03 .06
（裁量性）仕事の計画、決定、進め方を自分で決めることができる .00 -.08 -.09 -.05 -.02 -.02 -.09 .01 .04
（裁量性）自分の好きなペースで仕事ができる -.03 -.09 -.09 -.09 -.08 -.04 -.08 -.01 .01
（処遇）世間的に見劣りしない給料がもらえる -.08 -.14 -.05 -.18 -.06 -.05 -.07 -.09 .03
（処遇）働きに見合った給料がもらえる -.09 -.15 -.06 -.21 -.10 -.08 -.08 -.10 .01
（処遇）地位に合った報酬を得ている -.08 -.13 -.04 -.19 -.07 -.06 -.08 -.09 .01
（処遇）給料の決め方は、公平である -.06 -.13 -.03 -.17 -.08 -.07 -.10 -.09 -.01
（処遇）この会社（組織）の経営は、うまくいっている -.06 -.15 -.05 -.12 -.08 -.04 -.09 -.04 .02
（社会貢献）自分の仕事は、よりよい社会を築くのに役立っている -.02 -.08 -.04 -.01 -.01 .00 -.01 -.02 .09
（社会貢献）自分の仕事が、社会と繋がっていることを実感できる .02 -.08 -.03 .02 .01 .05 .00 .04 .11
（社会貢献）自分の仕事は、世間から高い評価を得ている -.06 -.09 -.08 -.06 -.05 -.02 -.05 -.07 .04
（社会貢献）自分の仕事に関連することが、新聞やテレビによくでる -.03 -.06 -.03 -.03 -.02 .00 -.04 -.08 .00
（社会貢献）今の職場やこの仕事にかかわる一員であることに、誇りに思っている -.04 -.13 -.08 -.08 -.06 -.02 -.06 -.04 .05
（休暇）この職場には、世間よりも長い夏期休暇や年次休暇がある -.07 -.08 -.05 -.13 -.05 -.05 -.09 -.10 -.03
（休暇）この職場では、産休、育児休暇、介護休暇がとりやすい -.03 -.08 -.02 -.10 -.01 -.03 -.05 -.05 .05
（休暇）この職場では、年次有給休暇を取りやすい制度や雰囲気がある -.02 -.06 -.04 -.09 -.01 -.02 -.04 .00 .07
（休暇）この職場には、心や身体の健康相談にのってくれる専門スタッフがいる -.10 -.09 -.04 -.14 -.05 -.07 -.07 -.12 .00
（休暇）心や身体の健康相談のために、社外の医療機関などを気軽に利用できる -.08 -.10 -.05 -.14 -.05 -.06 -.08 -.09 .01
（労働負荷）仕事はいつも時間内に処理できる -.03 -.04 -.08 -.09 -.10 -.09 -.08 .00 .00
（労働負荷）全体として仕事の量と質は、適当だと思う -.04 -.10 -.10 -.14 -.14 -.09 -.08 -.02 .02
（労働負荷）残業、休日、休暇を含めていまの労働は適当だと思う -.03 -.09 -.08 -.17 -.09 -.09 -.06 .01 .03
（労働負荷）翌日までに仕事の疲れを残すことはない -.07 -.11 -.11 -.16 -.13 -.12 -.11 -.06 -.02
（労働負荷）家に仕事を持ち帰ったことはめったにない .04 .00 -.01 -.02 -.03 -.02 -.03 .07 .04
※数値は、「職場観」と「職業・キャリアも含めた生活全般についての問題点」との順位相関係数。表側の職場観の項目に肯定的に回答しているほど、表頭の生活
全般についての問題点を感じないという関係がある場合、マイナスの値となる。絶対値が.03は1%水準で統計的に有意。.10以上の相関係数に網掛けを付し
た。.10以上の相関係数がみられなかった項目は表から割愛した。
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た。職場の自律性・裁量性も相談ニーズと関連していることが示される。その他に違いが大

きかった質問項目は「残業、休日、休暇を含めていまの労働は適当だと思う」（相談したくな

い 38.6％、相談したい 25.7％）だった。労働負荷と相談ニーズにも関連が示された。 
 

図表 6－10 職業生活や職場の問題についての専門のカウンセラーへの相談希望別の 

職場観の回答（「よくあてはまる＋非常によくあてはまる」の割合） 

 

 
 以上の結果は次のように整理される。①「転職希望あり」と「転職希望なし」で最も差が

大きかった質問項目は「今の職場やこの仕事にかかわる一員であることに、誇りに思ってい

る」だった。②「自分でキャリア計画を考えていきたい」と考えているか否かで最も差が大

きかった質問項目は「自分のやり方と責任で仕事ができる」だった。③職業やキャリアに関

して「ほとんど問題を感じていない」者と「かなり問題を感じている」者で最も差が大きか

った質問項目は「残業、休日、休暇を含めていまの労働は適当だと思う」だった。④職業・

相談
したくない
N=942

どちらかと
言えば、
相談

したくない
N=1066

どちらとも
言えない
N=2718

どちらかと
言えば、
相談
したい

N=1044

相談
したい

N=230
差 sig.

（キャリア）意欲を引き出したり、キャリア形成に役立つ教育が行われている 13.1% 18.0% 12.8% 20.0% 15.2% -2.1% **
（キャリア）若いうちから将来の進路を考えて人事管理が行われている 10.6% 15.4% 10.0% 14.5% 12.6% -2.0% **
（キャリア）グループや個人ごとに、教育・訓練の目標が明確にされている 14.9% 20.9% 14.7% 19.8% 16.5% -1.6% **
（キャリア）この職場では、誰でも必要なときに必要な教育・訓練がうけられる 15.6% 20.4% 15.0% 18.9% 15.2% 0.4% **
（キャリア）この職場では、従業員を育てることが大切だと考えられている 24.0% 25.5% 20.2% 26.1% 19.6% 4.4% **
（人間関係）上司は、仕事に困ったときに頼りになる 30.3% 35.3% 25.3% 32.1% 24.3% 6.0% **
（人間関係）上司は、部下の状況に理解を示してくれる 27.3% 35.2% 24.0% 31.3% 22.2% 5.1% **
（人間関係）上司や同僚と気軽に話ができる 46.2% 50.8% 36.9% 44.6% 28.3% 17.9% **
（人間関係）この職場では、上司と部下が気兼ねのない関係にある 36.1% 39.7% 28.8% 35.3% 24.8% 11.3% **
（人間関係）上司は、仕事がうまく行くように配慮や手助けをしてくれる 30.0% 36.2% 25.7% 33.1% 26.5% 3.5% **
（裁量性）自分の新しいアイデアで仕事を進めることができる 35.8% 34.8% 24.8% 32.2% 22.6% 13.2% **
（裁量性）仕事の目標を自分で立て、自由裁量で進めることができる 37.4% 39.8% 28.8% 35.8% 26.1% 11.3% **
（裁量性）自分のやり方と責任で仕事ができる 42.0% 44.5% 33.0% 40.7% 26.5% 15.5% **
（裁量性）仕事の計画、決定、進め方を自分で決めることができる 40.0% 39.8% 29.5% 37.7% 26.1% 13.9% **
（裁量性）自分の好きなペースで仕事ができる 42.0% 40.6% 28.8% 35.6% 25.7% 16.3% **
（処遇）世間的に見劣りしない給料がもらえる 26.8% 28.6% 18.7% 25.3% 20.9% 5.9% **
（処遇）働きに見合った給料がもらえる 26.8% 28.4% 18.1% 24.3% 16.5% 10.3% **
（処遇）地位に合った報酬を得ている 24.3% 26.3% 16.9% 23.2% 17.4% 6.9% **
（処遇）給料の決め方は、公平である 22.7% 26.3% 16.2% 22.3% 16.5% 6.2% **
（処遇）この会社（組織）の経営は、うまくいっている 25.1% 24.3% 16.6% 21.7% 17.0% 8.1% **
（社会貢献）自分の仕事は、よりよい社会を築くのに役立っている 28.6% 32.2% 22.8% 32.7% 25.2% 3.4% **
（社会貢献）自分の仕事が、社会と繋がっていることを実感できる 34.4% 36.8% 25.2% 38.0% 29.1% 5.3% **
（社会貢献）自分の仕事は、世間から高い評価を得ている 20.1% 22.2% 15.5% 22.8% 20.4% -0.3% **
（社会貢献）自分の仕事に関連することが、新聞やテレビによくでる 20.0% 23.4% 15.0% 24.2% 20.0% 0.0% **
（社会貢献）今の職場やこの仕事にかかわる一員であることに、誇りに思っている 25.6% 28.3% 19.1% 29.1% 20.9% 4.7% **
（休暇）この職場には、世間よりも長い夏期休暇や年次休暇がある 20.0% 24.0% 15.8% 23.8% 22.2% -2.2% **
（休暇）この職場では、産休、育児休暇、介護休暇がとりやすい 29.6% 34.2% 22.8% 34.6% 27.0% 2.6% **
（休暇）この職場では、年次有給休暇を取りやすい制度や雰囲気がある 36.6% 40.6% 26.7% 38.3% 30.0% 6.6% **
（休暇）この職場には、心や身体の健康相談にのってくれる専門スタッフがいる 15.8% 22.9% 14.9% 21.7% 20.4% -4.6% **
（休暇）心や身体の健康相談のために、社外の医療機関などを気軽に利用できる 18.3% 20.9% 14.9% 21.5% 19.6% -1.3% **
（労働負荷）仕事はいつも時間内に処理できる 38.1% 37.0% 26.6% 32.8% 30.9% 7.2% **
（労働負荷）全体として仕事の量と質は、適当だと思う 32.7% 30.0% 22.0% 27.5% 21.7% 11.0% **
（労働負荷）残業、休日、休暇を含めていまの労働は適当だと思う 38.6% 38.6% 25.1% 31.6% 25.7% 12.9% **
（労働負荷）翌日までに仕事の疲れを残すことはない 29.5% 28.9% 18.5% 24.7% 20.4% 9.1% **
（労働負荷）家に仕事を持ち帰ったことはめったにない 50.3% 52.1% 37.0% 47.3% 40.4% 9.9% **
※値は「よくはてはまる＋非常によくあてはまる」を合計した％。「差」は「相談したくない」－「相談したい」の差。「sig.」は有意水準。**は1%水準で統計的に有
意。
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キャリアを含めた生活全般の問題点の有無と職場観との関連を検討した結果、最も相関係数

の値が大きかったのは「働きに見合った給料がもらえる」と「自分の労働条件について」だ

った。⑤職業生活や職場の問題について専門のカウンセラーへ「相談したくない」者と「相

談したい」者で最も差が大きかった質問項目は「上司や同僚と気軽に話ができる」だった。 
 これらの結果から、転職希望は職場や仕事に対する誇り、自律的なキャリア計画は仕事の

裁量性、キャリアに対する問題意識は残業・休日、働きに見合った給料と労働条件、専門の

カウンセラーへの相談希望は上司と同僚とのコミュニケーションなど、それぞれについて主

だった要因が推測される結果となった。職場観が多様な要因に影響を受けながら、複雑に構

成される様子をうかがえる。 
 
４．職場観の特徴 

 前節までの職場観の 35 項目は、順に 5 項目ずつ合計することで「キャリア」「人間関係」

「裁量性」「処遇」「社会貢献」「休暇」「処遇」の 7 側面の合計得点を求めることができる。

以下では、前節の結果をさらに大まかに把握するため、7 側面の合計得点を求めて 17、その

全般的な傾向を把握する。 
 図表６－１１には、性別年代別の職場観を示した。各合計得点を従属変数、性別・年代を

独立変数とする 2 要因分散分析を行った結果、以下の結果が示された（以下、有意水準は 1
％）。 
・「キャリア」では、性別及び年代それぞれで統計的に有意な結果が示された。男性の方が、

また年代が若い方が得点が高かった。 
・「人間関係」は、年代で統計的に有意な結果が示された。年代が若い方が得点が高かった。 
・「裁量性」では、統計的に有意な結果は示されなかった。 
・「処遇」は、性別及び年代それぞれで統計的に有意な結果が示された。男性の方が、また年

代が若い方が得点が高かった。 
・「社会貢献」は、年代で統計的に有意な結果が示された。年代が若い方が得点が高かった。 
・「休暇」は、年代で統計的に有意な結果が示された。年代が若い方が得点が高かった。 
・「労働負荷」は、性別と年代の交互作用に 1％水準で統計的に有意な結果が示された。女性

の方が得点が高く（≒労働不可を感じておらず）、男性では年代が若い層及び高い層で得点が

高かった（≒中年層で得点が低かった＝労働負荷を感じていた）。 
 
 以上の結果から、年齢が若い方がおおむねどの側面についても職場観は良好であることが

指摘できる。性別では、男性の方がキャリア形成及び処遇面で職場を肯定的に見ているが、

労働負荷については女性の方が適正だと評価していた。 

                                                
17 ここまで表中に示してきた質問項目を 7 つの側面別に単純合計することによって得点を求めた。 
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図表 6－11 性別・年代別の職場観（各側面の合計得点） 

 
 

 図表６－１２には、性別・就労形態別の職場観を示した。各得点を従属変数、性別・就労

形態を独立変数とする 2 要因分散分析を行った結果、以下の結果が示された（以下、有意水

準は 1％）。 
・「キャリア」は、就労形態で統計的に有意な結果が示された。正規就労者の方が得点が高か

った。 
・「人間関係」は、性別及び就労形態それぞれで統計的に有意な結果が示された。女性の方が、

又、正規就労者の方が得点が高かった。 
・「裁量性」は、性別と就労形態の交互作用に統計的に有意な結果が示された。男性では正規

就労者の方が僅かに得点が低く、女性では正規就労者の方が得点が高かった。 
・「処遇」では、統計的に有意な結果は示されなかった。 
・「社会貢献」は、就労形態で統計的に有意な結果が示された。正規就労者の方が得点が高か

った。 
・「休暇」は、就労形態で統計的に有意な結果が示された。正規就労者の方が得点が高かった。 
・「労働負荷」は、性別及び就労形態それぞれで統計的に有意な結果が示された。女性の方が

また非正規就労者の方が得点が高かった（≒労働負荷が低かった）。 
 
 以上の結果から、概して、正規就労者の方が職場を肯定的に見ていることが示される。た

だし、労働負荷については非正規就労者の方が適正だと評価していた。なお、職場の裁量性

は、男性では非正規就労者、女性では正規就労者の方が肯定的に見ていた。 
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図表 6－12 性別・就労形態別の職場観（各側面の合計得点） 

 
 
 図表６－１３には、従業員規模別の職場観を示した。各得点を従属変数、従業員規模を独

立変数とする 1 要因分散分析を行った後、事後検定として Tukey の HSD 法による多重比較

を行った結果、以下の結果が示された。 
・「キャリア」は、「1,000 人以上」は他の群よりも得点が高かった。「10 人未満」「10～50 人」

は「300～1,000 人以上」「1,000 人以上」よりも得点が低かった。 
・「人間関係」は、「1,000 人以上」は、「10 人未満」「10～50 人」「50～300 人」よりも得点

が高かった。 
・「裁量性」は、「10 人未満」は他の群よりも得点が高かった。 
・「処遇」は、「1,000 人以上」は他の群よりも得点が高かった。 
・「社会貢献」は、「1,000 人以上」は他の群よりも得点が高かった。 
・「休暇」は、「1,000 人以上」は他の群よりも得点が高かった。「300～1,000 人」は「10 人

未満」「10～50 人」「50～300 人」よりも得点が高かった。「50～300 人」は「10 人未満」「10
～50 人」よりも得点が高かった。 
・「労働負荷」は、「1,000 人以上」は「10 人未満」よりも得点が高かった（≒労働負荷が低

かった）。 
 
 概して、従業員規模が大きい方が肯定的な職場観を持っており、その傾向は「1,000 人以

上」で顕著だった。ただし詳しく見た場合、例えばキャリア形成や休暇については、300 人

以上の企業と 50 人以下の企業で結果が分かれた。300 人以上といった一定の企業規模が肯

定的な職場感と結びついていたと言える。なお、職場の裁量性については 10 人未満で顕著

に高く、フリーランスや個人事業主としての働き方が反映されていると推察される。 
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図表 6－13 従業員規模別の職場観（各側面の合計得点） 

 
 
５．職場観に影響を与える要因 

 年代・性別・雇用形態・従業員規模・職種などの各要因が、職場観（キャリア・人間関係

・裁量性・処遇・社会貢献・休暇・労働負荷）に与える影響を検討した。図表６－１４は、

ダミー変数を用いた重回帰分析の結果を示したものである。値は標準偏回帰係数の値であり、

値が大きいほど影響が強いことを示す。相互の要因間の関連（相関関係）を調整した上で、

各要因が与える影響の大きさを相対的に比較することが可能となる。 
 まず、職場観「キャリア」に最も大きな影響を与えた要因は「従業員規模」（.11）だった。

職場のキャリア形成に対する回答には、回答者が働く職場の従業員規模の影響が最も大きく、

規模が大きいほどキャリア形成に対する肯定的な回答が多かった。次いで大きな影響を与え

た要因は「年代」（-.08）であり、年齢が若いほど職場のキャリア形成に肯定的に回答してい

た。総じて、職場のキャリア形成の評価には、従業員規模が大きいか否か、本人が年齢が若

いか否かが影響していた。 
 次に、職場観「人間関係」に最も大きな影響を与えた要因は「年代」（-.11）だった。職場

の人間関係に対する回答には、回答者自身の年代の影響が最も大きく、年代が若いほど人間

関係に肯定的に回答していた。その他、1％水準で統計的に有意な係数も見られたが値は小さ

く、おおむね職場の人間関係（特に上司との関係）に本人の年齢が影響していた。本調査に

おける「人間関係」の項目は上司との関わりを示す項目を多く含むが、年齢が高くなれば上

司の人数及び上司との関わりが少なくなり、むしろ部下との人間関係が多くなる結果と言え

る。この点について、年齢が高くなるほど上司的な存在との関わりが薄くなり、年長者から

の支援が受けにくくなる点に課題を見出すことも可能かと思われる。 

10

11

12

13

14

15

16

17

キャリア 人間関係 裁量性 処遇
社会貢献 休暇 労働負荷
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図表 6－14 年代・性別・雇用形態・従業員規模・職種が職場観に与える影響 

 

 
 職場観「裁量性」に最も大きな影響を与えた要因は「管理的職業」（.11）だった。また、

「専門的職業」（.10）の係数も大きかった。職場の裁量性は、回答者が管理的職業あるいは

専門的職業に就いているか否かの影響が最も大きいと言える。また、「従業員規模」（-.09）も

比較的値が大きく、勤務先の従業員規模が小さいほど職場の裁量性を肯定的に評価していた。

なお、「生産工程他」（-.08）の職業で働いているか否かも比較的値が大きかった。まとめると

管理的・専門的職業で働いているか、あるいは生産工程他で働いていない場合、職場の裁量

性は肯定的に評価される。一方、規模が小さい職場も自身の裁量で働いているという職場観

を抱いていた。 
 職場観「処遇」に最も大きな影響を与えた要因は「管理的職業」（.10）だった。その他、

「年代」（-.08）、「従業員規模」（.06）も係数が大きかった。年代が高いほど、従業員規模が

大きいほど処遇を肯定的に評価した。総じて、管理的職業である場合または職場の従業員規

模が大きい場合、職場の給与その他の処遇に関する評価が高く、年齢が高いほど、職場にお

ける処遇に否定的な回答が多かったと解釈される。 
 職場観「社会貢献」に最も大きな影響を与えた要因は「事務的職業」（-.12）及び「生産工

程他」の職業だった。どちらも社会貢献に負の影響を与えており、回答者が事務的職業ある

いは生産工程他の職業に就いている場合、職場で社会貢献をしていると感じにくいと解釈さ

れる結果となった。いずれも直接的に社会や世間とつながり、社会に貢献し、評価される実

感を得る職業というよりは、むしろ組織内・生産工程内において適切に職務をこなすことが

重要かつ必要である職業であると想定されることから、上の結果になったと推察される。 
 職場観「休暇」に最も大きな影響を与えた要因は「従業員規模」（.23）だった。これは表

中、最も大きな影響が見られた箇所でもあった。端的に、従業員規模が大きいほど休暇が取

りやすいと感じられており、明白な関係がみられていた。その他、比較的に係数が大きかっ

たのは「年代」（-.09）、「販売・サービス」（-.08）、「管理的職業」（.06）だった。年齢が若い

ほど、あるいは販売・サービスの職業に従事している場合、休暇が取りにくく、管理的職業

年代 -.08 ** -.11 ** -.03 -.08 ** -.05 ** -.09 ** -.02
性別(1=男性、2=女性） -.01 .04 ** -.02 -.03 .03 -.02 .06 **
雇用形態（1=非正規、2=正規） .01 .03 .03 -.03 .02 .00 -.10 **
従業員規模 .11 ** .04 ** -.09 ** .06 ** .05 ** .23 ** -.01
職種
　管理的職業 .07 ** .05 .11 ** .10 ** .02 .06 ** .03
　専門的職業 .03 .03 .10 ** .06 .05 .04 .00
　事務的職業 -.04 .00 .03 .03 -.12 ** .06 .13 **
　販売・サービス -.02 -.02 -.05 -.02 -.09 ** -.08 ** -.01
　生産工程他 -.06 ** -.05 -.08 ** -.03 -.11 ** -.05 .01
R .19 ** .15 ** .19 ** .15 ** .19 ** .30 ** .18 **
調整済み R2 乗 .03 .02 .04 .02 .04 .09 .03
※ダミー変数を用いた重回帰分析。値は標準偏回帰係数。Rは重相関係数。調整済みR2乗は自由度調整済み決
定係数。**は1%水準で統計的に有意。絶対値.10以上の値の大きい標準偏回帰係数に網掛けを付した。

労働負荷キャリア 人間関係 裁量性 処遇 社会貢献 休暇
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に従事している場合、休暇が取りやすい職場だと評価されていた。 
 職場観「労働負荷」に最も大きな影響を与えた要因は「事務的職業」（.13）だった。職場

観「労働負荷」は値が大きいほど労働負荷が低いことを示すため、事務的職業では、職場の

労働負荷は低いと感じられているという解釈となる。また、「雇用形態」（-.10）でも比較的、

値の大きな係数が見られた。「雇用形態」はダミー変数であり、１が非正規雇用、２が正規雇

用を示すため、非正規雇用に従事するものほど労働負荷が低いという解釈となる。さらに「性

別」（.06）でも統計的に有意な係数が見られた。「性別」もダミー変数であり、１が男性、２

が女性であるため、女性ほど労働負荷が低いという解釈となる。以上をまとめると、すなわ

ち事務的職業である場合、非正規雇用である場合、女性である場合、現在の職場を労働負荷

が低いと評価しており、仕事の質・量が適切であり、仕事で疲れを残さないと感じているこ

とが示される。 
 
６．職場観が他のキャリア意識に与える影響 

 さらに、職場観が他のキャリア意識（転職希望、キャリア計画、職業やキャリアの問題点、

専門的なカウンセラーに対する相談希望等）に与える影響について検討を行った。図表６－

１５は、ダミー変数を用いた重回帰分析の結果を示したものである。値は標準偏回帰係数の

値であり、値が大きいほど影響が強いことを示す。相互の要因間の関連（相関関係）を調整

した上で、その要因が与える影響の大きさを相対的に比較することが可能となる。 
 まず、「転職希望」に最も大きな影響を与えた要因は「年代」（-.19）と職場観「処遇」（-.19）
だった。年齢が若いほど転職希望は大きく、職場の処遇面に否定的な回答をした場合（すな

わち処遇面で不満を持っている場合）、転職希望が大きかった。各要因間の関連を調整した上

で転職希望に影響を与えるのは、おしなべて言えば年齢と処遇だという、一定程度、常識的

な結果が示されたと言える。その他、転職希望に影響を与えた要因として、職種「販売・サ

ービス」と職場観「キャリア」があり、それぞれ職種が販売・サービスである場合、又は職

場のキャリア支援に否定的な回答をしていた場合、転職希望が高かった。 
 「キャリア計画」に最も大きな影響を与えた要因は、職場観「裁量性」（-.17）だった。自

分の職場の裁量性に肯定的であるほど自分でキャリア計画を立てたいと回答していた（逆に

自分の職場の裁量性が低いと回答しているほど会社でキャリア計画を立ててほしいと回答し

ていた）。その他、性別が「男性」の場合（.14）、職種が「管理的職業」である場合（-.11）、
または「専門的職業」である場合（-.12）、自分でキャリア計画を立てたいと回答していた。

以上、職場に裁量性がある場合、男性である場合、管理的職業か専門的職業である場合、自

分でキャリア計画を立てたいと考える傾向が示された。 
 「職業やキャリアの問題点」に最も大きな影響を与えた要因は、職場観「処遇」（-.18）だ

った。上の転職希望に関する結果と同様、職場の処遇面で否定的な回答をしている場合（す

なわち処遇面で不満を持っている場合）、職業やキャリアに問題ありと回答していた。他に職
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場観「労働負荷」（-.13）も類似の結果であり、職場の労働負荷をきついと感じている者ほど

職業やキャリアに問題ありと回答していた。職業やキャリアの問題点は、処遇と労働負荷の

面で大きく感じられるという結果となった。 
 

図表 6－15 転職希望、キャリア計画、キャリア上の問題、相談希望等の各要因に 

職場観が与える影響 

 

 

 「相談希望」に大きな影響を与えた要因は「年代」（-.12）だった。年齢が若いほど相談希

望は大きかった。その他、職場観「裁量性」「処遇」「社会貢献」「休暇」「労働負荷」につい

て、いずれも統計的に有意だったが、あまり大きな係数は見られなかった。比較的大きな係

数だったのは、職場観「処遇」（-.09）であり、処遇面に不満を持っている場合、相談希望あ

りとなる傾向が見られた。 
 なお、上記の結果は、「男性のみ」「女性のみ」「正規雇用者のみ」「非正規雇用者のみ」な

ど、対象者を選定して回帰分析を行った場合でも、おおむね変わらなかった。わずかに、例

えば、①女性のみで分析を行った場合、職場観「人間関係」が「職業やキャリアの問題点」

「相談希望」に与える影響が大きくなった、②正規雇用者のみで分析した場合、職場観「社

会貢献」が「キャリア計画」に与える影響が大きくなった、③非正規雇用者のみで分析した

場合、職場観「裁量性」が「転職希望」「キャリア計画」に与える影響が大きくなったという

年代 -.19 ** -.02 -.09 ** -.12 **
性別(1=男性、2=女性） .00 .14 ** -.01 .02
雇用形態（1=非正規、2=正規） .03 .05 ** .02 .06 **
従業員規模 .03 .00 .02 .02
職種
　管理的職業 .04 -.11 ** .03 -.02
　専門的職業 .06 ** -.12 ** .03 -.04
　事務的職業 .05 -.06 ** .05 -.01
　販売・サービス .09 ** -.03 .07 ** -.02
　生産工程他 .03 .06 ** .02 -.05
キャリア -.09 ** .08 ** -.03 .05
人間関係 -.02 .04 -.05 ** -.04
裁量性 -.07 ** -.17 ** -.05 ** -.05 **
処遇 -.19 ** .00 -.18 ** -.09 **
社会貢献 -.05 ** -.08 ** -.03 .06 **
休暇 .02 -.01 .03 .07 **
労働負荷 -.02 .01 -.13 ** -.07 **
R .39 .28 .37 .20
調整済み R2 乗 .15 .08 .13 .04

転職希望

キャリア計画
(1:自分で～
4:会社での

4件法)

職業や
キャリアの
問題点

相談希望

※ダミー変数を用いた重回帰分析。値は標準偏回帰係数。Rは重相関係数。調整済みR2乗は自由度調整済み
決定係数。**は1%水準で統計的に有意。絶対値.10以上の値の大きい標準偏回帰係数に網掛けを付した。
「転職希望」は値が大きいほど転職希望あり。「キャリア計画」は値が大きいほど会社主導、小さいほど自分主導、「職
業やキャリアの問題点」は値が大きいほど問題あり、「相談希望」は値が大きいほど相談希望あり。
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結果が示された。しかし、いずれも係数に大きな違いは見られなかった。 
 
７．おわりに 

 本章では労働者の職業観について検討を行った。主に本章後半部分で行った重回帰分析に

よる結果をもとに、職場観に関して総合的・集約的に考察する。 
 
（１）職場観に影響を与える要因 

 まず、職場観がどのような変数によって規定されるかについては、以下の 3 つの側面から

考察しうる。 
 第一に、職場観には「職種」の影響が強く見られた。管理的職業に従事する者は自らの裁

量性や処遇に対する評価が高く、専門的職業に従事する者も裁量性が高かった。事務的職業

に従事する者は自らの仕事の社会貢献に対する評価が低いが、労働負荷が低いと評価してい

た。生産工程他に従事する者も自らの仕事の社会貢献に対する評価が低かった。 
 第二に、「従業員規模」の影響も強く見られた。従業員規模の大きな職場で働く者ほど、職

場のキャリア形成の評価が高く、休暇に対する評価が高かった。総じて規模が大きいほど職

場観は肯定的だったが、特にキャリア形成と休暇にして肯定的な評価が高かった。 
 第三に、「年齢」の影響もあり、年齢が若いほど、人間関係（主に上司との関係）の評価が

高かった。総じて、年齢が若いほど職場に対する評価は全般的に高く、年齢が上になるほど

職場の評価は全般的に低い傾向がある。その中でも、上司からのサポートを中心とした人間

関係の評価が高かった。 
 これらの結果は、いずれも、ある面では常識的な結果であり、その点、職場における素朴

な感じ方がそのまま調査結果に表れたと解釈できる。一方で、当然とも言える結果の背景を

掘り下げた場合、そこに現代の職場の課題を見出すことも可能である。例えば、管理的・専

門的職業がその裁量性を肯定的に評価された一方で、それ以外の職業では裁量性は高める必

要はないのか。特に生産工程他の職業などでも職場の裁量性を高める方策があるのであれば、

従来以上に高めるべきであると言えよう。同様に、事務的職業や生産工程他の職業では、自

分の仕事が社会とつながっているという感覚、世間から評価されているという感覚を得にく

くて良いのかという考察も必要となる。 
 同様の考察は、従業員規模及び年代にも行いうる。従業員規模が大きければキャリア形成

の機会が豊富であり、休暇の取得が容易だという常識的な結果の背景に、この従業員規模に

よる格差を平凡な結果として看過しうるのかという問題意識を持つ必要がある。通常、こう

した議論では、中小・零細企業を中心にキャリア形成の機会を充実させ、休暇の取得を容易

にする施策の必要性が指摘される。一方で、従業員規模と職場観に確固たる関連が見られる

以上、必要なのは個別企業の従業員規模の拡大であるという問題意識も念頭に置きたい。 
 「ディーセント・ワーク」「SDGs」「働き方改革」など、職場をめぐる様々な取り組みが、
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それぞれ緩やかに結びつきながら各所でなされているなか、職場観の調査結果に写し取られ

た言わば常識的かつ固定的な結果にこそ深刻かつ重要な問題を見出し、人々の職場観を改善

する対策の萌芽を見ていく必要がある。 
 
（２）職場観が他のキャリア意識に与える影響 

 次に、職場観が、他のキャリア意識（転職希望・キャリア計画・キャリア上の問題点・相

談希望等）に与える影響を考察すると、以下の諸点が指摘できる。 
 第一に、職場観「処遇」が、転職希望や職業やキャリアの問題点に影響を与えていた。職

場観「処遇」は、見劣りがしない給料がもらえる、働きに見合った給料がもらえるといった

主に給料に関する質問項目であったが、この点について評価が低い場合、すなわち転職した

いという気持ちに結びつき、職業やキャリアに問題があると感じられやすい。結局、職場は

仕事の対価である「給料」が最も本質的であり、この点で適正・適切であると感じられてい

ない場合、職場や仕事そのものに対する根本が崩れる。キャリア支援研究では、ライフキャ

リアや心理的な要因に目を奪われがちになるが、改めて、処遇、給料、賃金が転職希望や職

場への問題意識といった心理的な側面に及ぼす影響を重視すべきである。 
 第二に、職場観「裁量性」が、キャリア計画に影響を与えていた。職場「裁量性」は、自

分のアイディアややり方、責任で仕事を進められるか否かに関する質問項目であった。これ

らの質問項目に肯定的に回答している場合、キャリア計画は自分主導で進めていきたいと考

えるという結果となった。現在、「キャリア自律」ということが、特に企業内のキャリア支援

では強く主張されるが、基本的に、職場での働き方に大きな裁量性が認められ、自分のやり

方と責任で働けるという環境が整っていない場合、キャリア自律という考えに至らないこと

が指摘できる。逆に、従業員のキャリア自律を促すのであれば、その前提として、職場の自

律性を高めること、すなわち従業員の裁量性を高める方策が取られる必要があることを指摘

できる。 
 第三に、職場観「労働負荷」が、職業やキャリアの問題点に影響を与えていた。職場観「労

働負荷」は、仕事を時間内に処理できる、仕事の質・量は適切であるなど、主に仕事の量に

関する質問項目であるが、この点に否定的に回答した場合、職業やキャリアに問題があると

感じられやすい。これは上述した職場観「処遇」と同様であり、あくまで仕事である以上、

労働負荷、そして処遇が、直接、職場やキャリアに対する問題意識に結びつきやすい。言わ

ば当然の結果であり、素朴に重視しておくべき知見である。重要なのは、ここでの分析に限

って見ても、これら労働負荷や処遇の要因の方が、人間関係や社会貢献、裁量性といった仕

事の意味ややりがいに直結するような要因よりも影響が強かったという点である。職業やキ

ャリアの問題点を考える際には、人間関係、社会貢献、裁量性に代表されるような仕事の内

容面に関わる要因よりも、まず先に労働負荷や処遇を考える必要がある。この点が改めて確

認されたと言える。 
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 なお、全体を通じて、職場観は専門的なカウンセラーに対する相談ニーズに影響を与えて

いた。これは職場観のどの領域ということはなく、広く、薄く、緩やかに影響を与えていた。

人に相談したいというニーズが、職場の問題のどれかに強く影響を受けるものではなく、様

々な要因から影響を受けるということが示される。逆に、カウンセラーに対する相談のよう

な 1 対 1 の個別支援は、特定の要因とそれに対する対策といった明確な対応が難しいからこ

そ求められるという解釈もできる。例えば、職場の人間関係、裁量性、社会貢献、処遇、休

暇、労働負荷のいずれをとっても何らかの対策を立てることは可能である。一方で、そうし

た何らかの対策から漏れ出てくる個別のニーズが不可避的に生じる。言わば、様々な対策の

残余の部分に対応するのが相談である。そうした深い解釈が可能な結果であったと思われる。 
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第７章 幸福感とライフキャリアの関連について 

 

１．はじめに 

 高度経済成長期において、経済的豊かさが幸福であると考えられていた。物資の乏しい時

代において、この考え方は的を射たものであったと言える。しかし、生活水準が高い現代で

は、環境問題やメンタルヘルスの問題など経済発展と二律背反の問題が顕在化し、経済的・

物質的な豊かさから心の豊かさへと価値観が移行し始めている。例えば、国民総生産（Gross 
National Product: GNP）といった経済的・物質的な豊かさのみを測定することへの批判か

ら、近年では国民総幸福量（Gross National Happiness: GNH）が注目されている。本邦に

おいては内閣府による「幸福度に関する研究会」（2010 年）が発足している。また、心理学

においても、従来の心理的問題をテーマとした心理学から、幸福感や Well-being を追究する

ポジティブ心理学が 1998 年に発足している。 
 そこで本章では、近年重要視されている「幸福感」とライフキャリアの諸変数との関連を

明らかにしていく。先行研究によると、幸福感の規定要因数は研究者によって異なっている

が、内閣府経済社会総合研究所（2011）、岡部（2015）、前野（2013）、袖川・田邊（2007）、

Layard（2005）による規定要因を総括すると、次の 7 要因に整理することができた。①経済

的な豊かさ、②雇用状況、③心身の健康、④人や社会とのつながり、⑤将来展望、⑥環境、

⑦性格などの個人特性である。そこで本章では、調査項目をこの 7 因子に分類して、幸福感

との関連について明らかにする。 
 なお本調査では、幸福に関して 2 つの尺度を用いた。1 つは、「Q46 幸福度」の「キャン

トリルの梯子」と呼ばれる幸福度尺度であり、「世界幸福度ランキング」等で国際的に使用

されている。Q46 では「現在、どの程度幸せか」について「とても不幸」を 0 点、「とても

幸せ」を 10 点とする 11 件法で回答を求めた。 
 もう 1 つは、「Q47 人生満足度」で使用した人生満足尺度（SWLS: Satisfaction With Life 
Scale）（Diener, Emmons, Larsen, & Griffin, 1985）であり、これも幸福度の総合指標とし

て広く用いられている。Q47 では、5 つの質問（人生の理想度、素晴らしさ、満足度、大切

なものの獲得度、人生のやり直し不要さ）に対して「１全く当てはまらない」～「７非常に

よくあてはまる」の 7 件法で回答を求めた（信頼性係数 α=.911）。 
 両尺度の間には有意な強い正相関が認められた（r =.623, p<.001）。また、幸福度を従属

変数、人生満足度の 5 項目を独立変数とする重回帰分析を行った（図表７－１）。その結果、

幸福度は「人生の素晴らしさ」（β=.364, p<.001）、「私は自分の人生に満足している」（β=.210, 
p<.001）と関連していることが示された。ただし、説明変数は R2=.426 であり、人生満足度

は幸福度の半分以下しか説明できない。幸福度は人生満足度よりも広い概念を測定している

と言える。また、幸福度は「現在」の状態について尋ねているのに対して、人生満足度は「人

生」というライフスパンで尋ねている点も異なっている。つまり、幸福度は現時点を抽象的
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に測定し、人生満足度は時間的広がりをもって具体的に測定している（図表７－２）。 
 

図表 7－1 幸福度の重回帰分析（強制投入） 

 

 
図表 7－2 幸福度と人生満足度との測定範囲 

 
２．属性による違い 

（１）幸福度・人生満足度のヒストグラム 

 Q46 幸福度は、5 点と 7 点の 2 つを頂点とする分布が示された。全体の平均値は 7.01（=6.01
点）（標準偏差：2.149）であった（図表７－３では幸福度 1 を 0 点、11 を 10 点と表示した

が、以降は 1～11 で表示する）。内閣府経済社会総合研究所（2012）の山内直人氏は「日本

人の傾向として中間の 5 点と、7 点～8 点に多くつけるため、ふたこぶラクダのようになる」

と指摘しているが、本調査でも同様の結果が示された。この理由として、日本人の人並み感

によって 5 点に、最高に幸福であっても今後の「伸びしろ」を残しておきたい心理から 7 点

～8 点につけるなどの解釈があるようである。 
 一方、Q47 人生満足度は男女とも 20～24 点を頂点とする分布が示された。全体の平均値

は 18.0（標準偏差: 6.075）であった。 
 幸福度ヒストグラムの二つの山を 6 点以下（1～7）の低群と 7 点以上（8～11）の高群に

分割した。この高低群の属性についてクロス集計をした（図表７－４）。性別、雇用形態別、

配偶者の有無、子どもの有無において、幸福度の高低群に有意差が認められた。この結果か

ら幸福度の高群の山は、女性、正規雇用、配偶者と子どもがいる人が多いと言える。 
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図表 7－3 幸福度・人生満足のヒストグラム 

 
 

図表 7－4 幸福度の高低群の差（クロス集計） 

 
 

（２）性差 

 幸福度及び人生満足度共に有意な性差が認められた。ｔ検定の結果、男性より女性の方が

幸福度及び人生満足度が有意に高かった（幸福度 : t(5998)=7.470; 人生満足度 : 
t(5998)=3.990, p<.001）（図表７－５）。 

 
図表 7－5 幸福度・人生満足度の性差（ｔ検定） 
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（３）年代差 

 幸福度の年代変化を性別でグラフ化した（図表７－６）。男性の幸福度は 20～30 代にか

けて有意に上昇した後、緩やかに下降と上昇を示した（F(3)=3.254, p<.05）。女性の幸福度

は年齢に伴って下降し、50 代では 20 代及び 30 代よりも有意に下降していた（F(3)=2.657, 
p<.05）。性差は若年者で大きく、50 代ではほぼ同値となった。 
 

図表 7－6 幸福度の年代変化（性別） 

 
 
 人生満足度の年代変化を性別でグラフ化した（図表７－７）。男性の人生満足度は、20～
40 代では上下するものの有意差はなく、その後 50 代で有意に上昇した（F(3)=4.415, p<.01）。
女性の人生満足度は全体として下降上昇があるものの有意差は認められなかった。性差は若

年者で大きく、年齢とともにその差が縮小して 50 代ではほぼ同値となった。 
 

図表 7－7 人生満足度の年代変化（性別） 

 
 
 幸福度・人生満足度が男性ではどちらかと言えば上昇傾向で、女性は下降傾向となるのは

なぜだろうか。本調査（第５章）では、概して男性の年収は加齢とともに増加することが示

された。また後述の通り、幸福度・人生満足度は年収との関連がある。このことから、男性

の上昇傾向は年収増加によるものと考えられる。 
 女性の下降傾向は、年収では説明ができない。本調査（第５章）では、女性の年収が年齢

と関係なく低水準で横ばいであったからである。後述のとおり、女性は、組織コミットメン
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トとの関連があるのだが、組織コミットメントは加齢に伴い低下する傾向がある。したがっ

て、女性の幸福度・人生満足度の低下傾向は組織コミットメントによる影響が考えられる。 

 

（４）都道府県別 

 幸福度及び人生満足度を都道府県別で降順に列挙した（図表７－８）。幸福度では、富山

県（7.71）が最も高く、次いで長野県（7.41）、鳥取県（7.41）の順であった。人生満足度で

は、石川県（20.5）が最も高く、次いで宮崎県（20.1）、岡山県（19.2）の順であった。必ず

しも首都圏や大都市の幸福度が高いわけではないことが見て取れる。すなわち、経済性や利

便性だけで幸福度は決まらないことが示唆される。 

 

図表 7－8 都道府県別の幸福度（左）と人生満足度（右） 
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３．経済的な豊かさとの関連 

（１）個人年収との関連 

 本調査では、Q4 過去 1 年の個人年収、Q5 過去 1 年の世帯年収、Q6 世帯の暮らし向きを

尋ねている。まず、個人年収についてである。Q4 では、調査時点から過去 1 年間の本人の年

収を、「１．なし」、「２．100 万円未満」、「３．100～200 万円未満」～「14．1,200 万

円以上」の 14 件法で回答を求めた。これを男女別で図表７－９に示した。男性は、年収「な

し」を除くと、年収増加に伴い幸福度が有意に上昇し、600～700 万円未満以降は横ばいとな

る傾向が示された（F(13)=27.628, p<.001）。女性は、100～200 万未満から 500～600 万円

未満まで年収増加に伴い幸福度が緩やかに上昇し、それ以降は大きな上下動が示された。女

性は低収入であっても幸福度が比較的高いが、600～700 万円未満では男性とほぼ同値とな

っていた。女性は幸福度と年収の関連は比較的弱く、低収入において男性より高い幸福度で

あることから、女性は収入以外の何らかの要因で幸福感を得ていると考えられる。なお、年

収「なし」及び女性の 800 万円以上はデータ数が少ないことが幸福度の変動に影響している

と考えられる。 
 Kahneman & Deaton（2010）による幸福度と年収の調査では年収 7 万 5,000 ドル以上で

幸福感が横ばいとなる、という本調査と類似の結果が示されている。この頭打ちの理由は、

高収入ほど仕事のプレッシャーが強く、労働時間も長くなるため、経済的には豊かであって

もその喜びが減少するためだとしている（Kahneman & Deaton, 2010）。年功序列の人事処

遇がある日本においても年収の上昇に伴い責任が重くなることは十分に考えられるため、本

調査においても同様の理由を当てはめることが可能である。 
 

図表 7－9 幸福度と個人年収（性別） 

 
 
 さらに、男性のみの幸福度と個人年収を年代別でグラフ化した（図表７－１０）。600～
700 万円未満以降での幸福度の頭打ち現象は、40 代と 50 代で確認された。20 代では 700
～800 万円未満を超えると幸福度が急落し、30 代では 600～700 万円以降も上昇する傾向
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が示された 18。頭打ち現象は 40 代と 50 代の特徴と言える。 
 

図表 7－10 男性の幸福度と個人年収（年代別） 

 
 

 そこで、職場環境の良さの年代変化をグラフに示した（図表７－１１）。労働裁量を除い

て、20 代から 40 代にかけて下降した後に 50 代でやや上昇するという特徴が見られた。こ

の中で、特に 40 代以降に悪化し 50 代であまり向上しない職場環境項目は、「人間関係」

と「処遇」であった。人間関係とは、具体的には「上司が頼りになる、理解してくれる」と

いった内容で、処遇とは「世間に見劣りしない給料がもらえる、働きや地位に見合った報酬

がもらえる」といった内容である。40 代以降は管理的立場になることが考えられるが、そ

の際に上司との人間関係の悪化や、重責に見合わない給与となり、幸福度の頭打ち現象に関

連していると考えられる。 
 

図表 7－11 職場環境の年代変化（男性のみ） 

 
                                                
18 なお、20 代男性の「800～900 万円未満」「900～1,000 万円未満」「1,000～1,100 万円未満」「1,100～1,200
万円未満」はそれぞれ n=5 未満であり、その点、解釈に若干の留意を要する。 
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 なお 20 代の急落は、年収に応じた重責が課されるために生じるものと推測する。30 代で

は技能向上や経験の蓄積により、20 代よりも重責に耐えうるため、幸福度のピークが

1,000 万円以上へとシフトしたものと考える。 
 ところで図表７－１０では、年収「なし」や「100 万円未満」といった低年収においても

比較的高い幸福度が示されていた。20 代の場合、年収なしは同居者など他者に扶養される

ことが考えられる。40～50 代では、扶養されることに加えてこれまでの貯蓄で生活してい

ることも考えられる。ただし、本調査からはどのような状態であるかは確定できなかった。 
 人生満足度についても個人年収との関連を性別で示した（図表７－１２）。幸福度と違

い、600～700 万円未満からの明確な横ばいは見られないが、徐々に横ばいとなる変化が示

された。人生満足度は、現在について測定する幸福度と異なり、過去からの積み重ねや将来

の見通しを含めたライフスパンでの満足度を測定している。これにより、年収が過去にもた

らした満足度、年収が今後もたらすであろう満足度が考慮され、幸福度よりも平滑化した変

化になったのではないだろうか。 
 

図表 7－12 人生満足度と個人年収（性別） 

  

 
（２）世帯年収と個人年収 

 過去 1 年間の世帯年収と個人年収の幸福度・人生満足度を比較した（図表７－１３）。300
～400 万円未満よりも高収入においては、幸福度及び人生満足度とも同様の上昇傾向が示さ

れた。一方 30 万円未満より低収入では、世帯年収と個人年収の間に幸福度・人生満足度の格

差が示された。低個人年収であっても、世帯年収があれば経済的不安は軽減されるため、幸

福度が担保される。しかし、世帯年収が低ければ経済的に困窮することになる。低収入にお

ける格差はこのためと考えられる。 
 年収「なし」においては、比較的高い幸福度・人生満足度が示された。年収「なし」の高

幸福度の理由については、本調査から確証は得られなかった。世帯年収「なし」の 57 名のう

ち、正規雇用が 37 名、非正規雇用が 20 名である。正規雇用者が無収入であることは考えづ
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らいのだが、いずれにせよ、貯蓄に余裕があったり非同居者から扶養されたりして、快適に

生活しているのかもしれない。 
 

図表 7－13 幸福度及び人生満足度の個人年収と世帯年収 

 
 
（３）暮らし向きとの関連 

 Q6 では、世帯の暮らし向きについて世間一般から見てどのくらいであるかを、「１．下」、

「２．中の下」、「３．中の中」、「４．中の上」、「５．上」の 5 件法で回答を求めた。

暮らし向きと幸福度との関連を図表７－１４に、人生満足度との関連を図表７－１５に示し

た。この結果、暮らし向きが良いと感じられるほど幸福度及び人生満足度が高くなる傾向が

示された。また、暮らし向きによる変化には有意差が認められた（幸福度男性：F(4)=170.642, 
p<.001; 幸福度女性：F(4)=96.232, p<.001; 人生満足度男性：F(4)=108.024, p<.001; 人生満

足度女性：F(4)=86.550, p<.001）。暮らし向きと幸福度との相関係数は、男性で r = .405, p 
< .001、女性で r = .335, p < .001 であり、人生満足度との相関係数は、男性で r = .339, p 
< .001、女性で r = .329, p < .001 であった。 
 

図表 7－14 幸福度と世帯の暮らし向き（性別） 
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図表 7－15 人生満足度と世帯の暮らし向き（性別） 

 
 
４．雇用状況との関連 

（１）職業別の幸福度 

 Q7 では、現在、就いている職業（11 種＋その他）について回答を求めた。この職業別の

幸福度及び人生満足度を図表７－１６、図表７－１７に示した。幸福度は、「管理的職業（会

社や役所での課長・部長以上など）」（7.43）が最も高く、次いで「保安の職業（自衛官・

警察官・消防員や警備など）」（7.42）、「専門的・技術的職業（医師・看護師・教師・エ

ンジニア・デザイナーなど）」（7.18）の順であった。職業別の幸福度には有意差が認めら

れた（F(11)=9.619, p<.001）。 
 また、人生満足度は、「管理的職業」（19.3）、次いで「専門的・技術的職業」（18.7）、

「保安の職業」（18.2）であった。職業別の人生満足度にも有意差が認められた（F(11)=10.689, 
p<.001）。 
 職業別は多少順位に違いはあるものの、幸福度と人生満足度ともに上位 3 職業は同じであ

り、それ以下の順位も類似していた。 
 

図表 7－16 職業別の幸福度 

 
 

 

7.43 
7.42 

7.18 
7.03 

6.96 
6.85 
6.84 

6.55 
6.50 
6.48 

6.23 
7.19 

5.5 6.0 6.5 7.0 7.5 8.0

管理的職業
保安の職業

専門的・技術的職業
事務的職業
販売の職業

サービスの職業
輸送・機械運転の職業

農林漁業の職業
建設・採掘の職業
生産工程の職業

運搬・清掃・包装等の職業
その他

幸福度
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図表 7－17 職業別の人生満足度 

 

 
（２）労働形態別の幸福度 

 フェイスシートでは、労働形態を 6 種から選択させた。この労働形態別の幸福度及び人生

満足度を図表７－１８、図表７－１９に示した。幸福度は、「家族従業員（自分の家族が営

む事業に従事している方）」（7.25）が最も高く、次いで「正社員・正職員」（7.13）、「パ

ートまたはアルバイト」（6.96）の順であった。労働形態による幸福度には有意差が認めら

れた（F(5)=13.153, p<.001）。 
 人生満足度は、「自営業・フリーランス」（18.4）が最も高く、次いで「正社員・正職員」

（18.3）、「家族従業員」（17.5）の順であった。労働形態による人生満足度には有意差が

認められた（F(5)=10.494, p<.001）。 
 正社員・正職員が幸福度・人生満足度の両方において上位に入っているが、これは給与や

立場の安定性が影響していると考えられる。家族従業員は、何でも言える心理的安全性が確

保されていることが影響していることが考えられる。パートまたはアルバイトは、職場の拘

束が比較的少なく、また、自己都合に応じた労働時間を設定できることが影響していると考

えられる。 
 

図表 7－18 労働形態別の幸福度 
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運搬・清掃・包装等の職業
その他

人生満足度
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図表 7－19 労働形態別の人生満足度 

 

 
 この労働形態のうち、「正社員・正職員」を「正規雇用」、それ以外を「非正規雇用」と

して両者の幸福度及び人生満足度の差をｔ検定で求めた（図表７－２０）。その結果、正規

雇用者の幸福度・人生満足度の方が有意に高かった（t(5998)=5.727, p<.001; t(5998)=4.655, 
p<.001）。給与や立場の安定している正規雇用の幸福度・人生満足度が高いと言える。 
 

図表 7－20 雇用形態別の幸福度・人生満足度の差（t 検定） 

 
 
（３）職場・職業との適合性との関連 

 職場との適合性は Q27 の第 1～第 3 項目の組織コミットメントで、職業との適合性は Q27
の第 4～第 6 項目のジョブインボルブメントによって知ることができる 19。組織コミットメ

ントとは、組織の目標・規範・価値観の受け入れ、組織のために働きたいとする積極的意欲、

組織にとどまりたいという強い願望によって特徴づけられる情緒的愛着である（Porter, 
Steers, Mowday, & Boulian, 1974）。ジョブインボルブメントとは、職務への没頭の程度を

示すものである（松本, 2017）。本章では、これらを個人の職場や職業との適合性の指標と

して扱うことにする。 
 個人が職場や職業と適合性が高いほど幸福度・人生満足度が高いことが予想される。そこ

で、組織コミットメント及びジョブインボルブメントと幸福度及び人生満足度との相関分析

を行った（図表７－２１）。その結果、組織コミットメント及びジョブインボルブメントは、

幸福度及び人生満足度と有意な正相関が認められた。個人が職場や職業に適合しているほど、

                                                
19 具体的な項目内容は、組織コミットメントは「この職場に多くの恩義を感じる」「この職場の一員であること

を誇りに思う」「この職場のメンバーであることを強く意識している」の 3 項目、ジョブインボルブメントは

「職務への没頭の程度示すもの」で「自分の職場は、尊い使命を持っている」「今の職業は天職だと感じる」

「私は職業に人生を捧げている」の 3 項目。 
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幸福度や人生満足度が高くなると言える。 
 なお、正規雇用・非正規雇用については、組織コミットメントとは有意な相関は認められ

なかった。ジョブインボルブメントとは有意であるがほとんど相関はなかった。幸福度・人

生満足度との関連についても同様であった。幸福度・人生満足度と組織コミットメント及び

ジョブインボルブメントとの関連において、雇用形態の影響はほとんどないと言える。 
 

図表 7－21 職場・組織との適合性と幸福度・人生満足度との相関係数 

 
 

（４）転職経験別の幸福度 

 転職経験の有無による幸福度及び人生満足度の差についてｔ検定を行った（図表７－２

２）。その結果、全体では、転職経験の有無による幸福度に有意差は認められなかったが、

雇用形態別では、非正規雇用の幸福度には有意差が認められた（t(5998)=4.404, p<.05）。非

正規雇用で転職経験が「ある」場合の幸福度が有意に高かった。非正規雇用においては、転

職を繰り返す方が適職に巡り合う可能性が高くなり、現時点の幸福度が向上するということ

かもしれない。 
 一方、人生満足度は、全体では転職経験の有無による有意差が認められた（t(5998)=4.044, 
p<.001）。特に、正規雇用で転職経験が「ある」場合に人生満足度が有意に低かった

（t(5998)=4.394, p<.05）。第５章では、職業・キャリアの問題があるほど転職希望が強くな

ることが示されている。このことから、転職経験者はかつて職業・キャリアの問題を抱えて

いた可能性がある。これに対して、転職経験のない正規雇用者は、初職から継続して正規雇

用であり、順調なキャリアを歩んでいたと言える。生涯 1 企業で勤め上げることを美徳とす

るならば、この両者の差は歴然であり、長期視点である人生満足度に反映されたと考えられ

る。なお、非正規雇用では、正規雇用よりも流動的な雇用であることが前提であるため、正

規雇用に見られるような差が見られなかったのではないだろうか。 
図表 7－22 転職経験と幸福度・人生満足度（t 検定） 
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５．健康との関連 

 本調査では心身の健康そのものを調査していないが、Q52 において「健康のために心がけ

ていること」について 12 項目の中から最大 3 つを選択させている。この 12 項目のうちで特

に健康と関連する 5 項目について、年代別（20～30 代及び 40 代～50 代）の幸福度・人生満

足度を図表７－２３、図表７－２４にまとめた。 
 幸福度において、20～30 代は「バランスの良い食事をとる」（7.34）の値が最も大きく、

次いで「健康診断や人間ドックで自分の健康状態を把握する」（7.33）であった。40～50 代

は、「適度な運動やスポーツをする」（7.35）の値が最も高く、次いで「健康診断や人間ド

ックで自分の健康状態を把握する」（7.32）であった。ｔ検定の結果、5 項目とも健康のため

に心がけている人の幸福度が有意に高かった。 
 一方、人生満足度において、20～30 代は「バランスの良い食事をとる」（18.7）の値が最

も高く、次いで「健康診断や人間ドックで自分の健康状態を把握する」（18.5）であった。

40～50 代は、「適度な運動やスポーツをする」（18.7）の値が最も高く、次いで「健康診断

や人間ドックで自分の健康状態を把握する」（18.6）と「バランスの良い食事をとる」（18.6）
であった。ｔ検定の結果、20～30 代は「運動」と「健康診断」を除いた 3 項目で有意差が認

められた。40～50 代では 5 項目すべてに有意差が認められた。健康のために心がけている

人の人生満足度が高かった。 
 実際の心身の健康度について本調査では不明であるが、健康意識の強さが幸福度・人生満

足度の差を生みだしていることは確認できた。健康意識が心身の健康維持に寄与することを

想定すると、心身の健康が幸福度・人生満足度を維持・向上に関連することが容易に想像で

きる。 
 

図表 7－23 健康のための心がけと幸福度（ｔ検定） 

 

 
 
 

平均 標準偏差 % 有意差 平均 標準偏差 % 有意差
はい 7.32 2.100 59.3% 7.19 2.096 55.8%
いいえ 6.65 2.181 40.7% 6.73 2.175 44.2%
はい 7.34 2.174 41.8% 7.28 2.055 45.1%
いいえ 6.83 2.123 58.2% 6.74 2.184 54.9%
はい 7.22 2.082 29.1% 7.35 2.006 30.3%
いいえ 6.97 2.185 70.9% 6.83 2.181 69.7%
はい 7.33 2.057 16.7% 7.32 2.012 27.0%
いいえ 6.99 2.174 83.3% 6.86 2.176 73.0%
はい 6.08 2.064 14.0% 6.09 2.195 14.5%
いいえ 7.20 2.133 86.0% 7.14 2.097 85.5%

*: p <.05, **: p <.01, ***: p <.001;

特にない *** ***

健康診断や人間ドックで自分の健康
状態を把握する

** ***

適度な運動やスポーツをする * ***

バランスのよい食事をとる *** ***

休養や睡眠を十分にとる *** ***

健康のための心がけ
20~30代　N=2550 40～50代　N=3450
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図表 7－24 健康のための心がけと人生満足度（ｔ検定） 

 

 
６．人や社会とのつながりとの関連 

（１）家族・同居者の有無との関連 

 Q1 同居者、Q2 配偶者、Q3 子どもの有無による幸福度及び人生満足度の差をｔ検定で確

認した（図表７－２５、図表７－２６）。その結果、いずれも「いる」場合の幸福度・人生

満足度が有意に高かった。家族・同居者がいることは、孤独感から解放され、日常生活にお

ける共感や協力等のつながり感を得ることができる。このことが幸福度・人生満足度に関連

していると考えられる。 

図表 7－25 家族の状況と幸福度 

 
 

図表 7－26 家族の状況と人生満足度 

 

健康のための心がけ
平均値 標準偏差 % 有意差 平均値 標準偏差 % 有意差

はい 18.4 6.427 59.3% 18.4 6.023 55.8%
いいえ 17.5 6.099 40.7% 17.5 5.697 44.2%
はい 18.7 6.698 41.8% 18.6 5.909 45.1%
いいえ 17.5 5.970 58.2% 17.5 5.841 54.9%
はい 18.3 6.185 29.1% 18.7 5.862 30.3%
いいえ 17.9 6.361 70.9% 17.7 5.883 69.7%
はい 18.5 6.338 16.7% 18.6 5.729 27.0%
いいえ 17.9 6.303 83.3% 17.8 5.939 73.0%
はい 16.3 5.542 14.0% 16.4 5.604 14.5%
いいえ 18.3 6.381 86.0% 18.3 5.902 85.5%

*: p <.05, **: p <.01, ***: p <.001;

特にない *** ***

健康診断や人間ドックで自分の健康
状態を把握する

***

適度な運動やスポーツをする ***

バランスのよい食事をとる *** ***

休養や睡眠を十分にとる *** ***

20~30代　N=2550 40～50代　N=3450
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 Q43 では結婚について「１しない方が良い」～「５した方が良い」の 5 件法で回答を求め

た。結婚観の程度と幸福度・人生満足度との関連を配偶者の有無別に示した（図表７－２７）。

その結果、結婚観と幸福度及び人生満足度の間に有意な正相関が認められた。さらに、配偶

者がいる場合により強い相関係数が示された。幸福度・人生満足度は、結婚を肯定するほど、

そして実際に配偶者がいるほど高くなる傾向が示された。 

 

図表 7－27 結婚観と幸福度・人生満足度（配偶者の有無別） 

  

 

 また、Q44 では子どもについて、「１持たない方が良い」～「５持った方が良い」の 5 件

法で回答を求めた。子どもを持つことの肯定感と幸福度・人生満足度との関連を子どもの有

無別に示した（図表７－２８）。その結果、子どもを持つことの肯定感と幸福度及び人生満

足度との間に有意な正相関が認められた。さらに、子どもがいる場合の方がより強い相関係

数が示された。幸福度・人生満足度は、子どもを持つことを肯定するほど、そして実際に子

どもがいるほど高くなる傾向が示された。 

 

図表 7－28 子どもについてと幸福度・人生満足度（子どもの有無別） 
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（２）知人数との関連 

 Q37 では「連絡先を知っている知人の数」、Q38 では「一緒に食事をしたり遊んだり楽し

んだりする人の数」、Q39 では「困ったときに相談できる人の数」について回答を求めた。

この知人数と幸福度及び人生満足度との関連をグラフ化した（図表７－２９）。全体として、

知人数が多いほど幸福度・人生満足度が上昇する傾向が示された。知人数の階層と幸福度及

び人生満足度との間には有意差が認められた（幸福度：F(11)=41.231～68.206, p<.001、人

生満足度：F(11)=20.422～41.767, p<.001）。 

 また、相関分析の結果、幸福度と「相談できる知人数」、「親しい知人数」、「連絡取れ

る知人数」との相関係数は、順に r =.206, p<.001、r =.219, p<.001、r =.209, p<.001 であっ

た。人生満足度との相関係数は r =.165, p<.001、r =.180, p<.001、r =.169, p<.001 であっ

た。 

 また、幸福度が最も大きかったのは「相談できる知人数」であり、次いで「親しい知人数」、

「連絡取れる知人数」の順であり、これらは人数が多くなってもほぼ並行して上昇していた。

人生満足度の大きさも幸福度と同様の順であったが、知人数が増えるにつれて 3 種の知人間

の人生満足度の差が拡大する傾向が示された。 

 当然のことながら、単に連絡が取れるよりも、相談できる知人の方が幸福度・人生満足度

に寄与することが示された。また、知人数の多さも関連していることが示された。 

 

図表 7－29 知人の数と幸福度・人生満足度（知人種別） 

 

 

７．環境との関連 

（１）職場環境との関連 

 Q28 では、職場環境（キャリア形成・人材育成、人間関係、労働裁量、処遇、社会とのつ

ながり、休暇・福利厚生、労働負荷）の良さについて「１全くあてはまらない」～「５非常

によくあてはまる」の 5 件法で回答を求めた。各職場環境と幸福度及び人生満足度との関連

について、性別、雇用形態別に相関分析を行った（図表７－３０）。その結果、いずれの職

場環境も有意な正相関が認められた。特に「社会とのつながり」、「処遇」との相関係数が
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強かった。「社会とのつながり」とは、「自分の仕事がより良い社会を築くのに役立ってい

る」や「自分の仕事が社会と繋がっていることを実感できる」、「自分の仕事は世間から高

い評価を得ている」などであり、働きがいや働く意味をもたらす環境であると言える。また、

「処遇」とは「世間的に見劣りしない給料である」、「働きに見合った給料がもらえる」、

「地位にあった報酬を得ている」などで、経済的豊かさを提供する環境と言える。つまり、

働きがいと経済的豊かさをもたらす職場環境ほど、幸福度・人生満足度が高いと言える。 
 この他に、正規雇用の幸福度は「労働裁量」との相関係数が比較的強かった。「労働裁量」

とは「自分の新しいアイディアで仕事に進めることができる」、「仕事の目標を自分で立て、

自由裁量で進めることができる」などで構成される。正規雇用にとって主体的・積極的に関

与可能な職場環境ほど幸福度・人生満足度が高いと言える。 
 

図表 7－30 職場環境と幸福度・人生満足度との相関分析 

 
 

（２）社会環境との関連 

 社会環境そのものを本調査では測定していないが、社会環境の受け止め方については測定

している。Q41 では「人々の収入や財産の格差が拡大している」、「貧しい人々や困ってい

る人々に厳しい社会である」、「一生懸命努力する人が報われない社会である」について「１

全くあてはまらない」～「５非常によくあてはまる」の 5 件法で回答を求めた。これらの値

と幸福度・人生満足度との関連について図表７－３１、図表７－３２に示した。 
 幸福度は、全体として「全くあてはまらない」と「非常によくあてはまる」の両端が低値

で「あまりあてはまらない」と「よくあてはまる」が高値となる M 字型の形状が示された。

両極端のうち、「非常によくあてはまる」場合の幸福度が相対的に低い値を示した。また、

いずれの社会環境においても、とらえ方の程度による有意差が認められた（格差：

F(4)=32.770, p<.001、貧困：F(4)=27.554, p<.001、努力：F(4)=40.138, p<.001）。 
 両極端は過度に悲観的または楽観的になりすぎるために幸福度・人生満足度を低下させる

ものと思われる。例えば、「収入・財産の格差拡大」の社会を強く肯定すると自分も貧困に

陥る恐れが増すことになり、反対に強く否定すると、格差があるという厳然たる事実と自身

の認識との間に矛盾が生じることになる。いずれも自己と社会の間の関係性にずれが生じる
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ことが葛藤を引き起こし幸福感に負の影響を与える可能性がある。 

 

図表 7－31 社会環境の捉え方と幸福度 

 

図表 7－32 社会環境の捉え方と人生満足度 

 

 

 人生満足度は、全体として「全くあてはまらない」と「非常によくあてはまる」の両端が

低値となる台形の形状が示された（図表７－３２）。両極端のうち、強く否定する場合の人

生満足度が相対的に低い値を示した。いずれの社会環境においても、捉え方の程度による有

意差が認められた（格差：F(4)=69.883, p<.001、貧困：F(4)=52.378, p<.001、努力：

F(4)=61.862, p<.001）。幸福感と同様に、社会に対する両極端の捉え方が人生満足度を低下

させると考えられる。 

 

８．将来展望との関連 

（１）職業生活の見通し 

 Q48 では、職業生活の見通しについて「１全く見通しをもっていない」～「４かなり見通

しを持っている」の 4 件法で回答を求めた。この値と幸福度との関係を雇用形態別に示した

（図表７－３３）。職業生活の見通しを持っているほど幸福度が有意に高くなる変化が認め
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られた（正規：F(3)=160.888, p<.001、非正規：F(3)=81.930, p<.001）。また、有意な正相

関も認められた（正規：r =.319, p<.001、非正規：r =.304, p<.001）。ただし、非正規雇用

では、「かなり見通しを持っている」において、有意ではない下降が示された。 
 人生満足度についても職業生活の見通しを持つほど有意に高くなる変化が認められた（正

規：F(3)=169.254, p<.001、非正規：F(3)=105.429, p<.001）（図表７－３４）。また、有意

な正相関も認められた（正規：r =.320, p<.001、非正規：r =.345, p<.001）。人生満足度で

は、正規雇用は「ある程度見通しを持っている」から上昇が頭打ちになり、非正規雇用は「か

なり見通しを持っている」から若干下降する特徴が見られた。 
 この変化から、職業生活に見通しを持つことは幸福度及び人生満足度を向上させると言え

る。ただし、幸福度及び人生満足度が飽和曲線を描いており、見通しを持ちすぎることは「先

が見えて」しまい、幸福度及び人生満足度の獲得に限界が生じる。幸福感の獲得においては、

ある程度の見通しを持ちつつも、未知の可能性を残しておくことが肝心と言える。 
 

図表 7－33 職業生活の見通しと幸福度（雇用形態別） 

 
図表 7－34 職業生活の見通しと人生満足度（雇用形態別） 

 
 
（２）老後についての不安 

 Q50 では、老後の不安について「１全く不安ではない」～「４大いに不安である」の 4 件

法で回答を求めた。この値と幸福度との関係を年代別に示した（図表７－３５）。おおむね、
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老後不安が強いほど幸福度が下降する傾向が示された。この変化はすべての年代において有

意差が認められた（20 代：F(3)=17.883, p<.001、30 代：F(3)=49.716, p<.001、40 代：

F(3)=79.252, p<.001、50 代：F(3)=78.313, p<.001）。また、相関分析の結果も有意な負相

関が認められた（20 代：r = -.181, p<.001、30 代：r = -.288, p<.001、40 代：r = -.321, p<.001、
50 代：r = -.351, p<.001）。 
 老後不安は、20 代では「全く不安ではない」～「やや不安である」までは横ばいで、「大

いに不安である」となった場合に幸福度が有意に低下していた。30 代では、「全く不安では

ない」において幸福度が他の年代よりも高く、また「あまり不安ではない」において有意に

低下していた。40 代と 50 代はともに不安が増すほど幸福度がほぼ直線的に低下する傾向が

示された。老後不安による幸福度の低下傾向は、年代が高くなるほど強くなることが示された。 
 

図表 7－35 老後不安と幸福度（年代別） 

 
 
 次に、老後不安と人生満足度との関係を年代別に示した（図表７－３６）。おおむね老後

不安が「やや不安である」、「大いに不安である」で人生満足度が下降する傾向が示された。

この変化はすべての年代において有意差が認められた（20 代：F(3)=35.089, p<.001、30 代

：F(3)=62.182, p<.001、40 代：F(3)=101.010, p<.001、50 代：F(3)=81.218, p<.001）。ま

た、相関分析の結果も有意な負相関も認められた（20 代：r = -.239, p<.001、30 代：r = -.315, 
p<.001、40 代：r = -.338, p<.001、50 代：r = -.355, p<.001）。 
 20 代及び 30 代の変化は、幸福度と同様であった。40 代と 50 代は「全く不安ではない」

から「あまり不安ではない」までやや上昇するものの有意差はなく、その後、有意に下降し

ていた。いずれの年代も、老後に不安を感じ始めると人生満足度が低下し、不安を感じない

場合は人生満足度は安定していると言える。 
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図表 7－36 老後不安と人生満足度（年代別） 

 
 
９．個人特性との関連 

（１）性格（ビッグファイブ）との関連 

 Q40 では、人の 5 大性格（ビッグファイブ：情動性、外向性、誠実性、協調性、開放性）

について「１あてはまらない」～「４あてはまる」の 4 件法で回答を求めた 20。このビッグ

ファイブと幸福度及び人生満足度の相関分析を行った（図表７－３７）。いずれの属性にお

いても、幸福度及び人生満足度と関連が強い性格は「情動性」（r = -.278～-.213, p<.001）
と「外向性」（r =.218～.255, p<.001）であった。DeNeve & Cooper（1998）は、メタ分析

により幸福感は外向性傾向が強い人において高く（r =.27）、情動性傾向の強い人において

低い（r = -.25）という結果を出している。本調査でもこれと同等の結果が得られた。 
 

図表 7－37 幸福度及び人生満足度と性格（性別・雇用形態別） 

 
 

                                                
20 「ビッグファイブ（Big Five）」とは、人の性格特性を「情動性」「外向性」「誠実性」「協調性」「開放性」の

５つの側面から捉える学説であり、過去 30 年以上にわたる研究蓄積からおおむね妥当な説として受け止められ

ている。この尺度では、性格を表す形容詞を提示し、自分に当てはまるか否かの回答を求める。具体的には、

例えば、情動性は「悩みがちな」「不安になりやすい」、外向性は「話し好きな」「陽気な」、開放性は「独創的

な」「興味の広い」、勤勉性は「勤勉な」「責任感のある」、協調性は「協力的な」「共感的な」などの形容詞で測

定する。なお、「情動性」については、数値が高ければ高いほどネガティブな評価となり、数値が高いほどポジ

ティブな評価の他の４項目とは逆になる点に留意が必要である。 
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（２）活動との関連 

 Q14 では、10 種の活動の実施状況について「１全くない」「２少しある」「３たくさんあ

る」の 3 件法で回答を求めた。この値と幸福度及び人生満足度との相関分析を行った（図表

７－３８）。各属性の上位 2 位の相関係数に注目すると、「自然のある所へ行く」、「友達

と会う」、「友人や家族と旅行する」が他の活動に比べて高い相関係数を示していた。特に

「友人や家族と旅行する」は、いずれの属性においても有意な正相関が認められた。「自然

のある所へ行く」は、男性、中高年齢者において比較的強い相関係数が示された。「友達と

会う」は、女性、若年者において比較的強い相関係数が示された。 
 「自然のある所へ行く」、「友達と会う」、「友人や家族と旅行する」の活動は、達成目

標が問われない活動であり、他者との親交とストレス解消が図られて精神的健康の増進につ

ながるのであろう。このことが結果として幸福度・人生満足度に寄与するものと考えられる。

これ以外は目的的な活動であり、かえってストレッサーになる恐れがあると考えられる。 
 

図表 7－38 10 種の活動と幸福度・人生満足度との相関係数（属性別） 

 
 
（３）学習の意欲・行動との関連 

 前野（2013）は、幸福の 4 要因の 1 つとして「自己実現と成長」を挙げている。自己実現

と成長のためには学習が不可欠である。本調査では Q15 にて、学習の意欲・行動について、

「１学んでみたいことがあり、実際に学んでいる」、「２学んでみたいことはあるが、実際

には学んでいない」、「３学んでみたいことはないが、実際に学んでいる」、「４学んでみ

たいことがなく、実際に学んでいない」のいずれかで回答を求めた。この回答別の幸福度を

図表７－３９にまとめた。その結果、学習の意欲・行動による幸福度の変化に有意な変化が

認められた（男性：F(3)=38.764, p<.001、女性：F(3)=14.274, p<.001）。幸福度は「学んで

みたいことがあり、実際に学んでいる」（男性：7.44、女性：7.75）が最も高く、次いで「学

んでみたいことはあるが、実際には学んでいない」（男性：6.83、女性：7.19）であった。

幸福度に対して、学習行動よりも、学びたいことがあるという学習意欲が強く影響していた。 
 同様に、学習の意欲・行動と人生満足度との関係を図表７－４０にまとめた。その結果、
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学習の意欲・行動による幸福度に有意な変化が認められた（男性：F(3)=19.335, p<.001、女

性：F(3)=16.092, p<.001）。人生満足度は、男性では幸福度と同様の順であったが、女性で

は「学んでみたいことがあり、実際に学んでいる」（19.9）が最も高く、次いで「学んでみ

たいことはないが、実際には学んでいる」（18.9）、「学んでみたいことはあるが、実際に

は学んでいない」（18.2）の順であった。人生満足度に対して、男性は学習行動よりも学習

意欲が強く影響し、女性は学習意欲よりも学習行動が強く影響していることが示された。 
 

図表 7－39 学習の意欲・行動と幸福度（性別） 

 
 

 

 

図表 7-40 学習の意欲・行動と人生満足度（性別） 

 
 
 

 

（４）学習の重要性との関連 

 Q18 では、社会に出てから学習することの重要性について、「１全く重要ではない」～「５

非常に重要である」の 5 件法で回答を求めた。この学習の重要性と幸福度との関連を図表７

－４１に示した。男性では、学習の重要性が増すほど幸福度が向上する有意な傾向が示され

た（F(4)=23.976, p<.001）。女性では、「どちらとも言えない」（6.71）を低値とする V 字

型の有意な変化が示された（F(4)=13.068, p<.001）。 
  

性別 学習の意欲と行動 平均 標準偏差 N 有意差
学んでみたいことがあり、実際に学んでいる 7.44 2.131 749
学んでみたいことはあるが、実際には学んでいない 6.83 2.119 1612
学んでみたいことはないが、実際には学んでいる 6.52 1.968 176
学んでみたいことがなく、実際に学んでいない 6.27 2.209 763

合計 6.82 2.172 3300
学んでみたいことがあり、実際に学んでいる 7.75 2.095 509
学んでみたいことはあるが、実際には学んでいない 7.19 2.062 1481
学んでみたいことはないが、実際には学んでいる 6.91 2.038 114
学んでみたいことがなく、実際に学んでいない 6.99 2.138 596

合計 7.24 2.100 2700

***男性

女性 ***

***: p<.001;

性別 学習の意欲と行動 平均 標準偏差 N 有意差
学んでみたいことがあり、実際に学んでいる 19.1 6.459 749
学んでみたいことはあるが、実際には学んでいない 17.6 5.666 1612
学んでみたいことはないが、実際には学んでいる 17.1 5.055 176
学んでみたいことがなく、実際に学んでいない 16.9 5.798 763

合計 17.7 5.904 3300
学んでみたいことがあり、実際に学んでいる 19.9 6.405 509
学んでみたいことはあるが、実際には学んでいない 18.2 6.159 1481
学んでみたいことはないが、実際には学んでいる 18.9 6.145 114
学んでみたいことがなく、実際に学んでいない 17.4 6.172 596

合計 18.4 6.260 2700

***男性

女性 ***

***: p<.001;
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図表 7－41 学習の重要性と幸福度（性別） 

 同様に、学習の重要性と人生満足度との関連を図表７－４２に示した。男性では、学習の

重要性が増すほど幸福度が向上する有意な傾向が示された（F(4)=6.980, p<.001）。女性で

は、「どちらとも言えない」（17.1）を低値とする V 字型の有意な変化が示された（F(4)=9.716, 

p<.001）。 

 男女間に、学習の重要性による幸福度・人生満足度の変化に違いが見られた。男性は、学

習の重要性との関係で上昇傾向が認められたので、学習を通じて幸福感を得ていくことが示

された。これに対して、女性は学習が「全く重要ではない」場合であってもある程度高い幸

福感を得ていた。特に学習を重要視しない女性は、例えば余暇や趣味、他者との交流など、

学習以外で幸福感を得ている可能性がある。 

図表 7－42 学習の重要性と人生満足度（性別） 

（５）学習目的との関連

Q16 では、学習目的について 9 種の項目から 1 つを選択させた。学習目的別の幸福度及び

人生満足度を男女別にまとめた（図表７－４３、図表７－４４）。その結果、幸福度及び人

生満足度の学習目的による有意差が認められた。幸福度は「人の役に立つため」（男: 7.48、

女: 7.83）が最も高く、次いで「教養を深めるため」（男: 7.04、女: 7.49）、「仕事に役立て
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るため」（男: 7.03、女: 7.47）の順であった。男女とも上位 3 位は同じであった。反対に、

その他を除き最も低かった目的は、男性は「学びたくない」（6.00）、女性は「転職のため」

（6.46）であった。 
一方、人生満足度は男女とも「人の役に立つため」（男: 18.3、女: 20.0）が最も高かった。

男性は、次いで、「友達や知り合いをつくるため」（18.2）、「仕事に役立てるため」（18.1）
の順であった。女性は、第 1 位に次いで「日常の生活のため」（19.2）、「仕事に役立てる

ため」（19.0）の順であった。反対に、その他を除き最も低かったは、男性は「学びたくな

い」（16.2）、女性は「転職のため」（15.6）であった。 
 少数派ではあるが、「人の役に立つため」に学ぶ者は男女ともに最も幸福度・人生満足度

が高いことが示された。利他的な目的を持つことは、その学習結果を他者のために発揮する

ことになり、そのことが返報性の原理によって結果として自分の利得となる。これが幸福感

に影響すること考えられる。また、教養を深めるという知的好奇心、仕事や日常に役立てる

という実用的な学習意欲を持って学習することが幸福感を向上させることが示唆された。 
 反対に、男性は「学習したくない」が最も幸福度・人生満足度が低いことが示された。男

性は「学習」により自己の幸福感を高めていく傾向が考えられる。女性は「転職のため」の

学習が最も幸福度・人生満足度が低かった。転職のために学習しなければならない状況は、

今の職場やキャリアに問題を感じている可能性が高く、結果的に幸福度・人生満足度が低い

と考えられる。 
 

図表 7－43 学習目的と幸福度（性別） 
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図表 7－44 学習目的と人生満足度（性別） 

 
 

１０．幸福感の規定要因 

 ここまで、幸福感の 7 因子に沿って、ライフキャリア諸変数と幸福度及び人生満足度との

関連について述べてきた。では、幸福度・人生満足度と最も関連の強い変数は何であろうか。

これを明らかにするために、幸福度を従属変数、ライフキャリア諸変数を独立変数とする重

回帰分析（ステップワイズ法）を行った（図表７－４５）。便宜上、幸福度との標準偏回帰

係数β>.100 以上の変数に注目すると、全体においては、「世帯の暮らし向き」（β=.160）
が最も強く、次いで「配偶者がいる」（β=.127）、「性格_情動性」（β= -.115）、「友人や

家族と旅行する」（β=.111）の順であった。性別、年代別においても「世帯の暮らし向き」
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ると言える。 
 男性では、「世帯の暮らし向き」（β=.172）が最も強く、次いで「配偶者がいる」（β=.143）、

「性格_情動性」（β= -.138）の順で強かった。全体と比較すると、男性は「今後の職業生活
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眠を十分にとる」（β=.102）の順で関連が強かった。「老後についての不安」や「性格_情動

性」との関連が弱くなり、健康意識と β>.100 の関連が見られたことが特徴的であった。 
 中高年齢者（40～50 代）は「世帯の暮らし向き」（β=.176）が最も強く、次いで「性格_
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情動性」（β= -.145）、「配偶者がいる」（β=.120）、「老後についての不安」（β= -.120）、

「今後の職業生活の見通し」（β=.120）の順であった。全体と比較すると中高年齢者は「今

後の職業生活の見通し」に β>.100 の関連が見られ、将来展望との関連の強さが特徴的であ

った。 
図表 7－45 幸福度の重回帰分析（ステップワイズ法） 

 
 

 人生満足度についても幸福度と同様の重回帰分析（ステップワイズ法）を行った（図表７

－４６）。全体において、人生満足度との関連は「老後についての不安」（β= -.132）が最も

強く、次いで「世帯の暮らし向き」（β=.123）、「組織コミットメント」（β=.112）の順で

あった。幸福度が経済的豊かさと最も強く関連していたのに対して、人生満足度は、経済的

豊かさの他に将来展望や、職場との適合性の関連が強かった。生涯という長期的満足度には

将来展望や職場の適合性が重要であると考えられる。 
 男性における人生満足度との関連は、「老後についての不安」（β= -.126）が最も強く、次

いで「組織コミットメント」（β=.116）、「世帯の暮らし向き」（β=.110）の順であった。
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これは全体と類似した関連性であった。 
 女性では、「老後についての不安」（β= -.156）が最も強く、次いで「世帯の暮らし向き」

（β=.127）、「今後の職業生活の見通し」（β=.120）であった。全体と比較すると、女性は「職

場環境_社会とのつながり」（β=.106）と「性格_情動性」（β= -.113）に β>.100 の関連が見

られたことが特徴的であった。 
 若年者における人生満足度との関連は、「組織コミットメント」（β=.146）が最も強く、次

いで「配偶者がいる」（β=.126）、「老後についての不安」（β= -.124）の順であった。全体

と比較すると、「世帯の暮らし向き」との関連が弱くなり、代わりに「配偶者がいる」に β>.100
の関連が見られたことが特徴的であった。 
 中高年齢者では、「世帯の暮らし向き」（β=.147）が最も強く、次いで「老後についての不

安」（β= -.124）、「性格_情動性」（β= -.115）の順であった。全体と比較すると、「職場環

境_社会とのつながり」や「性格_情動性」に β>.100 の関連が見られたことが特徴的であった。 
 

図表 7－46 人生満足度の重回帰分析（ステップワイズ法） 
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１１．おわりに 

 ここまでの幸福度及び人生満足度とライフキャリア諸変数との関連について特筆すべき事

項について述べる。 
 重回帰分析の結果（図表７－４６、図表７－４７）から、幸福度・人生満足度に主に影響

する変数は、「経済的豊かさ（世帯の暮らし向き）」、「雇用状況（組織コミットメント）」、

「人と社会のつながり（配偶者がいる）」、「将来展望（老後不安、職業生活の見通し）」、

「個人特性（性格＿情動性、活動_友人や家族と旅行する）」であった。 
 経済的豊かさは幸福感に対して影響を与えていた。まず、暮らし向き、すなわち生活水準

が高いほど幸福度・人生満足度が向上することが示された（図表７－１４）。ただし、生活

水準が高くなるにつれ幸福度・人生満足度の向上には徐々に頭打ち傾向となっており、生活

水準による幸福度・人生満足度の向上には限界があると考えられる。 
 個人年収との関連ではより明確な「頭打ち現象」が見られた（図表７－９）。特に男性に

おいて、年収 600 万円台を超えると幸福度が横ばいとなっていた。この現象は労働時間や職

務のプレッシャーの増大による影響とされている（Kahneman & Deaton, 2010）。つまり、

過度の収入増加を目指しても必ずしも幸福になるとは限らないということである。本調査で

は、さらにこの現象が男性の 40 代、50 代のみに見られることを明らかにした（図表７－１

０）。男性の 40 代以降では、職場環境の変化が見られ、特に上司との関係と処遇の悪化が認

められた（図表７－１１）。これらが幸福度を頭打ちにしていると考えられた。 
 雇用状況では、組織コミットメントが人生満足度に関連していた（図表７－２１）。つま

り、組織や職場によく適合しているほど人生満足度が高いことが示された。幸福度との関連

では、女性にのみ関連が認められた（図表７－４５）。女性は職場になじむことで現在の幸

福度が向上すると言える。 
 なお、男性が加齢に伴い幸福度・人生満足度の上昇傾向があるのに対して、女性は下降傾

向にあった（図表７－６、図表７－７）。男性の上昇傾向は、年功賃金制による年収増加が

原因と考えられるが、女性は年々組織コミットメントが低下することが原因であると考えら

れた。性差の背景には収入と組織コミットメントが関連していることが考えられた。 
 人や社会とのつながりについては、家族・同居者が存在する場合に幸福度・人生満足度が

高いことが示された（図表７－２５、２６、２７、２８）。特に幸福度においては配偶者が

いることとの関連が示された（図表７－４５）。配偶者の存在は、孤独を防ぎ、愛情の対象

となり、あるいは協力者・支援者となりうる。このことが幸福度・人生満足度を高めている

と考えられた。 
 将来展望については、職業生活の見通しを持っているほど、そして老後に不安がないほど

幸福度・人生満足度が高いことが示された（図表７－３３、３４、３５、３６）。職業生活

における将来展望の不透明さ、老後の経済不安が表れていると言える。 
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 個人特性については、まず、性格の情動性、外向性と幸福度・人生満足度との間に有意な

相関が認められた（図表７－３７）。これは、先行研究と同様の結果が得られた。重回帰分

析（図表７－４５）によって、特に情動性（悩みがちで不安になりやすく、傷つきやすい性

格）が幸福度と負の関連があることが示された。 
 次に、日常的活動については、「友人や家族と旅行する」こととの関連が示された（図表

７－３８、図表７－４５）。信頼おける人と過ごす非日常空間は、ストレス解消、気分転換

が促進され、幸福度・人生満足度の向上に寄与していると考えられた。 
 

 以上の結果から、幸福度・人生満足度を維持・向上させるうえで有益と考えられるポイン

トを列挙する。 

１．得られる生活水準と労働負荷のバランスを取る：高収入は生活水準を向上させる一方

で、労働負荷を増大させて幸福感を損なう場合がある。収入と労働負荷のバランスポ

イントを探ることが大切である。 
２．職場環境の整備と職場適応の工夫を図り、組織との適合性（組織コミットメント）を

高める：組織は、特に人間関係と処遇の環境整備を図り、個人は職場適合の工夫を凝

らす。この支援としてキャリアコンサルティングやセルフ・キャリアドックの導入が

有効と思われる。 
３．キャリアビジョンやキャリアプランによって明確な将来展望を持つ：今後のキャリア

・働き方、老後のマネープランなどに見通しを持つようにする。そのために、自己理解

・仕事理解・環境理解を支援するキャリアコンサルティングが有効と思われる。 
４．思考と行動をコントロールする：情動性の高さは不安を引き起こしやすい。認知行動

療法のコーピング行動を活用することによって幸福感を維持できる可能性がある。「自

然があるところに行く」など気分転換のための意識的な行動も有効である。 
５．適度な他者との交流やつながりを持つ：分析結果では配偶者の存在が幸福感と関連し

たが、これに限定せず相談できる知人、ともに旅行に行ける友人を持つことが、心理

的な安定をもたらす有益な資源となる。 
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第８章 パーソナリティと客観的属性・キャリア・主観的意識について 

 
１．はじめに 

 就労者の持つ能力は大きく「認知能力」と「非認知能力」に大分される。「認知能力」は論

理的思考や推理などの知的機能を表し、「非認知機能」は知的機能以外の能力を表す。「非認

知機能」は「認知能力」と同程度に、あるいはそれ以上に賃金などの労働市場の成果を予測

する重要な要因であるとされており（李, 2014）、「非認知機能」の中でもパーソナリティは

就労者のキャリアに大きな影響を与える要因のひとつであると考えられている。パーソナリ

ティとは、性格や人格と訳され、比較的安定した心理的な個人差を生み出す変数である。

Roberts et al.（2007）によると、パーソナリティ特性は職業達成に重大な影響を及ぼすとし

ており、就業者においては、社会的な属性やキャリア意識、職業選択などとの関連が想定さ

れる。以上を踏まえ本章では、就労者のパーソナリティ特性に注目し、客観的な属性やキャ

リア、主観的な意識との関連について検討する。 
 本調査では、就業者のパーソナリティ特性を把握するため Big Five 形容詞短縮版 2006（清

水・山本, 2008）を用いて性格傾向を尋ねた 21。Big Five とは、パーソナリティ特性を情動

性、外向性、開放性、協調性、誠実性の 5 因子構造として捉えるモデルである。情動性は不

安や衝動の強さ、外向性は社交性や積極性、開放性は好奇心や審美眼、協調性は思いやりや

優しさ、誠実性は目標と規律を持って粘り強くやり抜く資質をそれぞれ表す（鶴, 2018）。本

章では、Big Five によって表されるビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性を就労者の性格

を表す変数として扱い、客観的属性やキャリア、主観的意識との関連を分析する 22。 
 
２．性別・年齢別のビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性の特徴 

 図表８－１に、男性の各年代におけるビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性の得点を示

した。20 代の男性では協調性の得点が最も高く、それ以外の年代では誠実性の得点が最も高

かった。また、50 代の男性では情動性の得点が最も低く、それ以外の年代では外向性の得点

が最も低かった。 
 
 
 

                                                
21 本尺度では、性格を表す形容詞を提示し、自分に当てはまるか否かの回答を求める。具体的には、例えば、

情動性は「悩みがちな」「不安になりやすい」、外向性は「話し好きな」「陽気な」、開放性は「独創的な」「興味

の広い」、勤勉性は「勤勉な」「責任感のある」、協調性は「協力的な」「共感的な」などの形容詞で測定する。

なお、「情動性」については、数値が高ければ高いほどネガティブな評価となり、数値が高いほどポジティブな

評価の他の４因子とは逆になる点に留意が必要である。 
22 本章に記載した結果はおおむね統計的に有意であることを確認しているが、調査結果を図表等によって示す

ことを主眼としたこと及び図表で視認できる差異についてはおおむね 1％水準で統計的に有意であることか

ら、厳密な検定結果等については省略した。 
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図表 8－1 男性の各年代におけるビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性の得点 

 
 
 図表８－２には、女性の各年代におけるビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性の得点を

示した。20 代と 30 代の女性では、情動性の得点が最も高く、40 代と 50 代の女性では誠実

性の得点が最も高かった。一方、女性の全年代において、開放性の得点が最も低かった。以

上から、性別及び年齢によって、ビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性の得点が異なるこ

とが想定される。 
 

図表 8－2 女性の各年代におけるビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性の得点 

 
 
 また、各ビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性の得点をそれぞれ示す。はじめに、図表

８－３には、各性別・年代における情動性得点を示した。男性と女性を比較すると、全年代

において、女性の平均得点の方が男性の平均得点に比べ高かった。また、男女ともに若年層

では情動性得点が比較的高く、年代が上がるにつれて得点が低い分布になる特徴が見られた。 
 

図 8－3 各性別・年代における情動性得点 
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 図表８－４には、各性別・年代における外向性得点を示した。男性と女性を比較すると、

全年代において、女性の平均得点の方が男性の平均得点に比べ高かった。外向性は、他のビ

ッグ・ファイブ特性と比較しても年代間の得点差が小さく、安定した得点分布であった。男

性において、他の年代に比べ 50 代で得点が高かった。 
 

図表 8－4 各性別・年代における外向性得点 

 
 
 図表８－５には、各性別・年代における誠実性得点を示した。男性と女性を比較すると、

全年代において、女性の平均得点の方が男性の平均得点に比べ高かった。また、男女ともに、

年代が高くなるにつれ、誠実性得点が高くなる分布が見られた。 
 

図表 8－5 各性別・年代における誠実性得点 

 
 
 図表８－６には、各性別・年代における協調性得点を示した。男性と女性を比較すると、

全年代において、女性の平均得点の方が男性の平均得点に比べ高かった。また、男女ともに、

20 代の若年層に比べ、50 代の中年層の方が、協調性得点が高かった。 
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図表 8－6 各性別・年代における協調性得点 

 
 

 図表８－７には、各性別・年代における開放性得点を示した。男性と女性を比較すると、

20 代において、女性が男性よりも平均得点が高く、それ以外の年代では、男性の平均得点の

方が男性の平均得点に比べ高かった。また、男女ともに、20 代の若年層に比べ、40 代、50
代の中年層の方が、開放性得点が高かった。 
 

図表 8－7 各性別・年代における開放性得点 
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３．現在の勤務先の特徴別のビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性の特徴 

 本節では、雇用形態別及び現在の職業別にビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性を取り

上げる。はじめに、図表８－８には、雇用形態別の情動性得点を示した。「派遣社員」（16.63）
が最も高く、以下、「パートまたはアルバイト」（16.28）、「家族従業員」（16.17）と続いてい

た。「自営業・フリーランス」（14.67）の得点が最も低かった。 
 

図表 8－8 雇用形態別の情動性得点 

 
 
 図表８－９には、雇用形態別の外向性得点を示した。「自営業・フリーランス」（14.76）が

最も高く、以下、「正社員・正職員」（14.56）、「パートまたはアルバイト」（14.55）と続いて

いた。「契約社員・嘱託」（14.20）の得点が最も低かった。 
 

図表 8－9 雇用形態別の外向性得点 
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 図表８－１０には、雇用形態別の誠実性得点を示した。「契約社員・嘱託」（16.60）が最も

高く、以下、「自営業・フリーランス」（16.39）、「正社員・正職員」（16.37）と続いていた。

「家族従業員」（15.83）の得点が最も低かった。 
 

図表 8－10 雇用形態別の誠実性得点 

 
 
 図表８－１１には、雇用形態別の協調性得点を示した。「パートまたはアルバイト」（16.44）
が最も高く、以下、「契約社員・嘱託」（16.40）、「派遣社員」（16.37）と続いていた。「家族

従業員」（15.75）の得点が最も低かった。 
 

図表 8－11 雇用形態別の協調性得点 
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 図表８－１２には、雇用形態別の開放性得点を示した。「自営業・フリーランス」（15.51）
が最も高く、以下、「契約社員・嘱託」（14.76）、「正社員・正職員」（14.70）と続いていた。

「派遣社員」（14.57）の得点が最も低かった。 
 

図表 8－12 雇用形態別の開放性得点 

 
 
 図表８－１３には、現在の職業別の情動性得点を示した。最も情動性の得点が高かったの

は「販売の職業」（16.02）であった。以下、「サービスの職業」（15.70）、「事務的職業」（15.70）、
「生産工程の職業」（15.65）と続いていた。一方、最も情動性の得点が低かったのは「管理

的職業」（14.01）、「輸送・機械運転の職業」（14.54）、「保安の職業」（14.92）であった。管

理的職業が全ての職業の中でも特に情動性得点が低く、販売の職業やサービスの職業といっ

た接客に関わる仕事に従事する者で情動性得点が高かった。 
 

図表 8－13 現在の職業別の情動性得点 
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 図表８－１４には、現在の職業別の外向性得点を示した。最も外向性の得点が高かったの

は「その他」（15.25）の職業であり、「その他」を除くと「管理的職業」（15.13）が最も外向

性得点が高かった。以下、「輸送・機械運転の職業」（14.73）、「販売の職業」（14.72）と続い

ていた。一方、最も外向性の得点が低かったのは「生産工程の職業」（13.72）、「運搬・清掃

・梱包等の職業」（13.74）、「建設・採掘の職業」（14.15）であった。外向性得点においては、

管理的職業が全ての職業の中で最も高かった。また、概して、ブルーカラーの職業に従事す

る者で外向性得点が低かった。 
 

図 8－14 現在の職業別の外向性得点 

 
 
図表８－１５には、現在の職業別の誠実性得点を示した。最も誠実性の得点が高かったのは

「管理的職業」（16.83）の職業であった。以下、「事務的職業」（16.56）、「専門的・技術的職

業」（16.53）、「その他」（16.43）と続いていた。一方、最も誠実性の得点が低かったのは「農

林漁業の職業」（15.45）、「運搬・清掃・梱包等の職業」（15.72）、「建設・採掘の職業」（15.77）
であった。誠実性得点においても、管理的職業が全ての職業の中で最も高かった。また、概

して、ブルーカラーの職業に従事する者で誠実性得点が低かった。 
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図表 8－15 現在の職業別の誠実性得点 

 
 

 図表８－１６には、現在の職業別の協調性得点を示した。最も協調性の得点が高かったの

は「その他」（16.60）の職業であり、「その他」を除くと「輸送・機械運転の職業」（16.47）
が最も協調性得点が高かった。以下、「管理的職業」（16.40）、「販売の職業」（16.37）と続い

ていた。一方、最も協調性の得点が低かったのは「農林漁業の職業」（15.27）、「運搬・清掃

・梱包等の職業」（15.63）、「建設・採掘の職業」（15.74）であった。概して、協調性得点の

高い職業は外向性の高い職業と類似する傾向にあった。また、外向性得点と同様に、ブルー

カラーの職業に従事する者で協調性得点が低かった。 
 

図表 8－16 現在の職業別の協調性得点 
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 図表８－１７には、現在の職業別の開放性得点を示した。最も開放性の得点が高かったの

は「管理的職業」（15.40）の職業であった。以下、「その他」（15.01）、「専門的・技術的職業」

（15.00）、「農林漁業の職業」（14.98）と続いていた。一方、最も開放性の得点が低かったの

は「保安の職業」（14.31）、「事務の職業」（14.41）、「生産工程の職業」（14.48）であった。

開放性得点においては、管理的職業が全ての職業の中で最も高かった。また「事務の職業」

といったホワイトカラーの職業や、「生産工程の職業」といったブルーカラーの職業に従事す

る者で開放性得点が低く、開放性においては他の性格特性と異なり、職種による特徴は確認

できなかった。 
 

図表 8－17 現在の職業別の開放性得点 
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４．転職経験・個人年収・世帯年収別のビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性の特徴 

 図表８－１８には、転職経験別のビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性の得点を示した。

概して転職経験がある方がビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性の得点が高いと言え、得

点の差は情動性得点で最も大きく、外向性得点で最も小さかった。なお、性別毎に転職経験

別でビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性の得点を比較したところ、男女ともに転職経験

がある方がビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性の得点がそれぞれ高くなることが確認さ

れた。 
図表 8－18 転職経験別のビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性の得点 

 
 
 図表８－１９には、最近 1 年間の個人年収（税込み）別の情動性得点を示した。概して年

収が高いと情動性得点が低く、年収が低いと情動性得点が高かった。なお、収入が高い層で

は回答者数が少なく結果がばらつくため、図表８－２０に 300 万円ずつ集約した結果を示し

た。図に示したとおり、年収が高いほど情動性得点が低いことが示される。 
 

図表 8－19 最近１年間の個人年収（税込み）別の情動性得点① 
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図表 8－20 最近１年間の個人年収（税込み）別の情動性得点② 

 
 
 図表８－２１には、最近 1 年間の個人年収（税込み）別の外向性得点を示した。概して年

収が高いと外向性得点が高く、年収が低いと外向性得点が低かった。なお、収入が高い層で

は回答者数が少なく結果がばらつくため、図表８－２２に 300 万円ずつ集約した結果を示し

た。図に示したとおり、年収が高いほど外向性得点が高いことが示される。 
 

図表 8－21 最近１年間の個人年収（税込み）別の外向性得点① 
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図表 8－22 最近１年間の個人年収（税込み）別の外向性得点② 

 
 
 図表８－２３には、最近 1 年間の個人年収（税込み）別の誠実性得点を示した。概して年

収が高いと誠実性得点が高く、年収が低いと誠実性得点が低かった。なお、収入が高い層で

は回答者数が少なく結果がばらつくため、図表８－２４に 300 万円ずつ集約した結果を示し

た。図に示したとおり、年収が高いほど誠実性得点が高いことが示される。 
 

図表 8－23 最近１年間の個人年収（税込み）別の誠実性得点① 
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図表 8－24 最近１年間の個人年収（税込み）別の誠実性得点② 

 
 
 図表８－２５には、最近 1 年間の個人年収（税込み）別の協調性得点を示した。協調性得

点については、その他のビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性と異なり、年収による顕著

な傾向は見られなかった。なお、収入が高い層では回答者数が少なく結果がばらつくため、

図表８－２６に 300 万円ずつ集約した結果を示した。図に示したとおり、年収が 900 万円以

上のグループで協調性得点が最も高く、年収が 300 万円以上 600 万円未満のグループで協調

性得点が最も低かった。 
 

図表 8－25 最近１年間の個人年収（税込み）別の協調性得点① 
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図表 8－26 最近１年間の個人年収（税込み）別の協調性得点② 

 
 
 図表８－２７には、最近 1 年間の個人年収（税込み）別の開放性得点を示した。概して年

収が高いと開放性得点が高く、年収が低いと開放性得点が低かった。なお、収入が高い層で

は回答者数が少なく結果がばらつくため、図表８－２８に 300 万円ずつ集約した結果を示し

た。図に示したとおり、年収が高いほど開放性得点が高いことが示される。 
 

図表 8－27 最近１年間の個人年収（税込み）別の開放性得点① 
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図表 8－28 最近１年間の個人年収（税込み）別の開放性得点② 

 
 
５．ビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性が与える影響 

 ここまででビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性と客観的属性、キャリア、主観的意識

の各項目と関係を確認した。パーソナリティ特性研究の存在意義の 1 つとして「パーソナリ

ティ特性は何を予測するのか」といった予測的妥当性の観点が重視される（高橋・山形他, 
2011）され、Ozer & Benet-Martínez（2006）によるとパーソナリティ特性は、①個人的な

変数、②対人的な変数、③社会的な変数の 3 つの指標について予測できる可能性を示唆して

いる。本節では、上記①～③に該当する変数及びビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性と

の関連を明らかにし、ビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性によって①～③に該当する変

数を予測するモデルについて検討する。 
 ①個人的な変数には、本調査項目の Q34 職業・キャリアの問題（1 項目 5 件法）、Q46 幸

福度（1 項目 11 件法）、Q47 人生満足度（5 項目 7 件法）が相当する。図表８－２９には、

これらの変数とビッグ・ファイブ・パーソナリティのそれぞれの特性の相関分析を行った結

果を示した。いずれも有意な相関が認められた。個人的な変数として分析に投入した変数の

うち Q34 職業・キャリアの問題点は Q46 幸福度及び Q47 人生満足度に比べビッグ・ファイ

ブ・パーソナリティ特性それぞれとの相関係数が低かった。また、Q46 幸福度と Q47 人生満

足度の間には高い相関係数が確認された。そのため、Q46 幸福度と Q47 人生満足度を因子に

含む潜在変数である幸福感を設定し、個人的な変数として幸福感を採用した。 
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図表 8－29 個人的な変数との相関分析 

 
 
 ②対人的な変数には、本調査項目の Q14_2 友達と会う（1 項目 3 件法）、Q14_6 友人や家

族と旅行する（1 項目 3 件法）、Q37 連絡先を知っている人数、Q38 一緒に遊んだりする人

数、Q39 困った時に相談できる人数、Q43 結婚についての考え（1 項目 5 件法）、Q44 子ど

もについての考え（1 項目 5 件法）が相当する。図表８－３０には、これらの変数とビッグ

・ファイブ・パーソナリティのそれぞれの特性の相関分析を行った結果を示した。いずれも

有意な相関が認められた。対人的な変数として分析に投入した変数のうち Q14_2 友達と会

う及び、Q14_6 友人や家族と旅行するとの相関係数が高かった。また、Q37 連絡先を知って

いる人数、Q38 一緒に遊んだりする人数、Q39 困った時に相談できる人数の間にも高い相関

係数が確認された。そのため、Q14_2 友達と会う及び、Q14_6 友人や家族と旅行するを因子

に含む潜在変数である友人との交流を設定した。さらに、Q37 連絡先を知っている人数、Q38
一緒に遊んだりする人数、Q39 困った時に相談できる人数を因子に含む潜在変数である人的

ネットワークを設定し、対人的な変数として採用した。 
 

図表 8－30 対人的な変数との相関分析 

 
 

Ｑ34 Ｑ46 Ｑ47 Ｎ Ｅ Ｃ Ａ Ｏ

Q34 職業・キャリアの問題点 ー

Q46幸福度 -.263*** ー

Q47人生満足度 -.263*** .623*** ー

Ｎ情動性 .256***-.256***-.242*** ー

Ｅ外向性 -.139*** .250*** .240***-.303*** ー

Ｃ誠実性 -.081*** .178*** .155***-.106*** .117*** ー

Ａ協調性 -.051*** .195*** .153*** .029*　 .187*** .463*** ー

Ｏ開放性 -.063*** .140*** .186***-.138*** .325*** .236*** .251*** ー

*p<.05,**p<.01, ***p<.001

Q14_2 Q14_6 Q37 Q38 Q39 Q43 Q44 N E C A O

Q14_2 友達と会う ー

Q14_6 友人や家族と旅行する .394** ー

Q37 連絡先を知っている人数 .174*** .120*** ー

Q38 一緒に遊んだりする人数 .279*** .189*** .430*** ー

Q39 困った時に相談できる人数 .254*** .175*** .306*** .595*** ー

Q43 結婚についての考え .099*** .181*** .096*** .104*** .121*** ー

Q44 子どもについての考え .112*** .180*** .101*** .121*** .135*** .672*** ー

N情動性 -.102***-.103***-.055***-.086***-.074*** -.042**-.069*** ー

E外向性 .286*** .241*** .165*** .199*** .171*** .138*** .171***-.303*** ー

C誠実性 .061*** .100*** .054*** .077*** .072*** .103*** .111***-.106*** .117*** ー

A協調性 .167*** .157*** .098*** .127*** .121*** .170*** .180*** .029*　 .187*** .463*** ー

O開放性 .153*** .149*** .113*** .111*** .070** .052*** .047***-.138*** .325*** .236*** .251*** ー

*p<.05,**p<.01, ***p<.001
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 ③社会的な変数には、本調査項目の Q4 直近一年間の個人年収、Q5 直近一年間の世帯年

収、Q6 世帯の暮らし向き、Q9 最終学歴または通学中の学校が相当する。図表８－３１には、

これらの変数とビッグ・ファイブ・パーソナリティのそれぞれの特性の相関分析を行った結

果を示した。Q4 直近一年間の個人年収と協調性の間には有意な相関が認められなかった。

また Q9 最終学歴または通学中の学校と外向性及び協調性の間においても有意な相関が認め

られなかった。それ以外の変数間については、有意な相関が認められた。社会的な変数とし

て分析に投入した変数のうち Q4 直近一年間の個人年収、Q5 直近一年間の世帯年収といった

年収を尋ねる項目は Q6 世帯の暮らし向きを尋ねる項目に比べビッグ・ファイブ・パーソナ

リティ特性それぞれとの相関係数が低かった。また、Q9 最終学歴または通学中の学校につ

いても、ビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性の一部でのみ高い相関係数が確認され、外

向性及び協調性との間には有意な相関が認められなかった。そのため、社会的な変数として

は Q6 世帯の暮らし向きのみを採用した。 
 

図表 8－31 社会的な変数との相関分析 

 
 
 上記の相関分析を踏まえ、ビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性と個人的な変数、対人

的な変数、社会的な変数それぞれとの関連について共分散構造分析を行い、パス解析の結果

を図表８－３２に示した。上述したように、潜在変数として「人的ネットワーク」と「友人

との交流」、「幸福感」を作成した。ここでは「幸福感」が個人的な変数、「人的ネットワーク」

及び「友人との交流」が対人的な変数、「Q6 世帯の暮らし向き」が社会的な変数となること

を想定している。そのうえで、各ビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性から「幸福感」及

び「Q6 世帯の暮らし向き」、「人的ネットワーク」へ、「人的ネットワーク」から「友人との

交流」へ、また「Q6 世帯の暮らし向き」、「友人との交流」から「幸福感」へとパスを設定し

た。有意でなかったパスを削除した後の適合度は AGFI=.951、NFI=.934、CFI=.937、
RMSEA=.060 であった。 
 パス解析の結果は、以下のように解釈できる。性格特性の一つであるビッグ・ファイブ・

Q4 Q5 Q6 Q9 N E C A O

Q4 直近一年間の個人年収 ー

Q5 直近一年間の世帯年収 .646*** ー

Q6 世帯の暮らし向き -.375***-.510*** ー

Q9 最終学歴または通学中の学校 -.296***-.230*** .220*** ー

Ｎ情動性 -.175***-.138*** .159*** .051*** ー

Ｅ外向性 .065*** .128***-.175*** -.002　 -.303*** ー

Ｃ誠実性 .103*** .111***-.137***-.082***-.106*** .117*** ー

Ａ協調性 .023　 .085***-.100*** -.024　 .029*　 .187*** .463*** ー

Ｏ開放性 .103*** .097***-.108***-.038***-.138*** .325*** .236*** .251*** ー
*p<.05,**p<.01, ***p<.001
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パーソナリティ特性は個人的な変数、対人的な変数、社会的な変数をそれぞれ予測する。さ

らに対人的な変数と社会的な変数は個人的な変数である幸福感を予測する。幸福感への影響

は、性格よりも友人との交流といった対人的な変数や世帯の暮らし向きといった社会的な変

数の影響を大きく受ける。ビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性は情動性がそれぞれの変

数に負の影響を、外向性、誠実性、協調性、開放性は正の影響を与えている。影響の大きさ

はそれぞれの変数により異なり、中でも開放性は人的ネットワークのみに有意な影響力を持

っていた。 
 

図表 8－32 各ビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性と諸変数のパス解析 

（AGFI=.951, NFI=.934, CFI=.937, RMSEA=.060） 

 

 
６．おわりに 

 本章では、就労者のビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性と主観的な意識やキャリア、

客観的な属性との関連を分析した。２節の性別や年齢に関する分析からは、ビッグ・ファイ

ブ・パーソナリティ特性は年齢や性別によって特徴が異なる可能性が示唆された。開放性を

除く情動性、外向性、誠実性、協調性の 4 つの特性は男性よりも女性の得点が高かった。こ

れは全ての年代に共通する結果であった。一方、開放性のみ、20 代を除き男性の得点が高か

った。年代に注目した分析では、情動性は若い年代ほど高く、誠実性は年齢が上がるほど高

くなることが確認された。本研究は横断研究であるため、こうした年代の差の原因について

までは分からなかった。しかしながら、男女問わず年代の差が生じていることから、外部環

境から社会化の効果を受けることによる経時的な変化が想定される。また特定の年代に特定
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の価値観が共有されているという社会環境や時代に依拠したコホート効果も考えられる。一

方で、年代による差が少ない外向性や協調性は性格特性の中でも時間的な変化の少ない特性

の 1 つであると考えられる。今回の結果から、パーソナリティ特性は全てが生得的で不変の

ものではなく、情動性や誠実性といった一部の特性については外部環境の影響を受けやすい

可能性が示唆された。 
 ３節の雇用形態別の分析からは、ビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性によって雇用形

態別の特徴が明確なものがある一方、差があまり見られないものもあることが確認された。

特に情動性は派遣社員やパートまたはアルバイトが高く、自営業・フリーランスが低くかっ

た。自営業・フリーランスは他の雇用形態に比べビッグ・ファイブ・パーソナリティ特性の

得点に偏りがあり、情動性は最も低く、外向性や開放性は最も高かった。この結果から、自

営業・フリーランスという比較的自由な雇用形態を選択することと、外向性や開放性といっ

たパーソナリティ特性に関連がある可能性が示唆される。ただし情動性の雇用形態別の差は

雇用形態に起因する差だけでなく、派遣社員やパートまたはアルバイトの雇用形態である人

の年齢が若いといった年齢に起因する可能性もある。また正社員・正職員は他の雇用形態と

比較すると平均的な得点分布となっていた。これは、調査対象の多くの人が正社員・正職員

（N=3,950）であり、個人差が吸収されたためであると推察される。他の雇用形態について

も同様に調査対象を増やすことで個人差が吸収され、今回とは異なる結果が出ることも想定

されるため、解釈には慎重を要する。 
 職業別の分析からは各職業の中でも管理的職業が特徴的なパーソナリティ特性を示してい

た。情動性は他の職業に比べて最も低く、外向性、誠実性、開放性は最も高かった。協調性

についても運搬・清掃・包装等の職業に次いで 2 番目に高かった。先述の環境からの社会化

を前提に考察すると、管理的職業ではリーダーとしての情動の安定性や誠実性、内外との折

衝において外向性や開放性が求められる場面が多いと考えられるため、こうしたパーソナリ

ティ特性を持つ可能性がある。外向性が低かった生産工程の職業や運搬・清掃・包装等の職

業では主に個人作業が求められる、開放性が低かった保安の職業では法律や規律の遵守が求

められる等と考えると、職業上で求められるパーソナリティ特性を身につけていると考える

こともできるだろう。 
 ４節の分析からは、転職経験がある人はない人に比べ、ビッグ・ファイブ・パーソナリテ

ィ特性の得点が総じて高いことが分かった。５節の分析では、情動性得点と情動性以外の得

点には負の相関関係があることが示されていることから、情動性得点が高い人における転職

と、情動性以外の得点が高い人における転職では、転職の意味づけが異なる可能性がある。

特に、情動性は得点が高いほど不安傾向が示唆されるネガティブな指標であることから、情

動性得点が高い人における転職は、現在の職業への不安や不満によるものであることが想定

される。また、年収別の分析からは、年収が低いほど情動性が高く、年収が高いほど外向性、

誠実性、開放性が高いことが明らかとなった。性格が年収を予測する要因になっているのか、
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若しくは年収が高くなるほどこうした性格になるのかといった因果関係までは分からないも

のの、２節及び３節の考察を踏まえると、年齢が高く社会的地位が高くなるほど、情動性は

低く、外向性や誠実性、開放性は高くなる傾向にある。そのため、年収との間にも同様の関

係が見られた可能性が示唆される。 
 ５節の分析からは、パーソナリティ特性によって幸福感のような個人的な変数、友人関係

といった対人的な変数、家庭の暮らし向きといった社会的な変数が予測される可能性が示さ

れた。今回の分析ではモデルの構築を行ったが、検証には縦断的な調査が必要であり、因果

関係までは明らかにすることができなかった。 
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第９章 人的ネットワークと客観的属性・キャリア・主観的意識について 

 
１．はじめに 

 就業者のキャリア形成には本人の年齢や性別、学歴といった客観的な属性や、主観的なキ

ャリア意識だけではなく、周囲の環境や人間関係といった社会的な要因による影響も大きい。

社会的要因の中でも、周囲を取り巻く人間関係はキャリア選択に大きな影響をもたらすとさ

れている。例えば、就職や企業などの個人のキャリア選択は、周囲にいるキャリアのモデル

となる人物からの影響を受けるとされているほか、知人や友人を介して就職先の情報を収集

する、家族や親戚の縁故により就職するといったキャリアへの影響が考えられる（リクルー

トワークス研究, 2018）。こうした人間関係はキャリアに 関する要因との関連以外にも、男女

差及び世代間差の可能性や、生活の満足感との関連が示唆されている（村田, 2018）。しかし

ながら、人間関係と学歴や職業といった客観的な属性を実証的に調査した研究は少なく（原

田, 2012）、キャリア意識との関連も明らかとされていない。そこで、本章では、就業者を取

り巻く社会的要因の中でも人的ネットワークに注目し、様々な変数との関連について考察す

る。ここでの人的ネットワークとは、社会的資源や社会的ネットワークと呼ばれる、いざと

いうときに頼りにできる深い関係性にある人間関係に加え、食事や外出といったレジャー行

動を共にする交友関係や、連絡先を知っているといった比較的表層的な関係性にある人間関

係も含めた社会的関係全般を指すものとする。 
 本章では、人的ネットワークを関係性の深さ毎に、「連絡先を知っている家族・知人・友人

の人数（以下、連絡先を知っている人数）」、「一緒に食事をしたり、遊んだり、楽しんだりす

る家族・知人・友人の人数（以下、一緒に遊んだりする人数）」、「困った時に相談できる家族

・知人・友人の人数（以下、困った時に相談できる人数）」をそれぞれ尋ね、その人数を人的

ネットワークの指標として扱い 23、客観的な属性やキャリア、主観的な意識との関連を分析

する 24。 
                                                
23 「連絡先を知っている家族・知人・友人の人数（以下、連絡先を知っている人数）」、「一緒に食事をした

り、遊んだり、楽しんだりする家族・知人・友人の人数（以下、一緒に遊んだりする人数）」、「困った時に相談

できる家族・知人・友人の人数（以下、困った時に相談できる人数）」はいずれの項目も人数を自由記述で記載

する形式であったため、人数のばらつきが多く、平均値及び標準偏差を用いた解釈をするためには極端な外れ

値を処理する必要があった。そのため、本章では人数が少ない方から計算した累積パーセントが 99.9％以上、

かつ度数が 2 以上の重複が見られる値を妥当な値と判断し、それ以上の値で重複が見られないものについて

は、重複が見られる上限値で処理した。「連絡先を知っている家族・知人・友人の人数（以下、連絡先を知って

いる人数）」は 1,500 人が度数 2 で重複が見られる上限値であった。1,500 人より大きい値では、1,509〜
1,000,000 人の間に 9 件の回答があったが、9 件の回答は全て重複が見られる上限値である 1,500 人として処理

した。「一緒に食事をしたり、遊んだり、楽しんだりする家族・知人・友人の人数（以下、一緒に遊んだりする

人数）」は 200 人が度数 5 で重複が見られる上限値であった。200 人より大きい値では、210〜1,010 人の間に

5 件の回答があったが、5 件の回答は全て重複が見られる上限値である 200 人として処理した。「困った時に相

談できる家族・知人・友人の人数（以下、困った時に相談できる人数）」は 100 人が度数 3 で重複が見られる上

限値であった。100 人より大きい値では、158〜2,000 人の間に 3 件の回答があったが、3 件の回答は全て重複

が見られる上限値である 100 人として処理した。 
24 本章に記載した結果はおおむね統計的に有意であることを確認しているが、調査結果を図表等によって示す

ことを主眼としたこと及び図表で視認できる差異についてはおおむね 1％水準で統計的に有意であることか
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２．性別・年齢別の人的ネットワークの特徴 

 図表９－１及び図表９－２に、男性の各年代における人的ネットワークの人数を示した。

各世代において、人数の大きさは連絡先を知っている人数、一緒に遊んだりする人数、困っ

たときに相談できる人数の順で少なくなっていた。連絡先を知っている人数と、一緒に遊ん

だりする人数は 30 代の男性で最も多く、困ったときに相談できる人数は 20 代の男性で最も

多かった。一方、連絡先を知っている人数と、困ったときに相談できる人数は 50 代男性で最

も少なく、一緒に遊んだりする人数は 40 代の男性で最も少なかった。 
 

図表 9－1 男性の各年代における人的ネットワークの人数（表） 

 
 

図表 9－2 男性の各年代における人的ネットワークの人数（図） 

 
 

 図表９－３及び図表９－４には、女性の各年代における人的ネットワークの人数を示した。

男性と同様に、各世代において、人数の大きさは連絡先を知っている人数、一緒に遊んだり

する人数、困ったときに相談できる人数の順で小さくなっていた。連絡先を知っている人数、

一緒に遊んだりする人数、困ったときに相談できる人数の全てにおいて 20 代の女性が最も

                                                
ら、厳密な検定結果等については省略した。 
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多かった。一方、連絡先を知っている人数と困ったときに相談できる人数は 50 代の女性が

最も少なく、一緒に遊んだりする人数は 40 代の女性が最も少なかった。 
 

図表 9－3 女性の各年代における人的ネットワークの人数（表） 

 
 

図表 9－4 女性の各年代における人的ネットワークの人数（図） 

 
 
 また、性別毎の男女の各人的ネットワークの人数を図表９－５に示した。男性と女性を比

較すると、連絡先を知っている人数は男性のほうが多かった。一方で、一緒に遊んだりする

人数や困ったときに相談できる人数については、女性のほうが多かった。連絡先を知ってい

る人数については男女で差があったものの、一緒に遊んだりする人数や困ったときに相談で

きる人数については、あまり差がなかった。 
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図表 9－5 各性別の人的ネットワーク毎の人数 

 
 
 図表９－６には、各年代における人的ネットワークの人数を示した。概して若い年代の方

が人的ネットワークの人数が多かった。連絡先を知っている人数と、困った時に相談できる

人数は 20 代が最も多く、50 代が最も少なかった。一緒に遊んだりする人数についても 20 代

が最も多かったが、最も少ないのは 40 代であった。 
 

図表 9－6 各年代の人的ネットワーク毎の人数 

 
 
３．社会的属性毎の人的ネットワークの特徴 

 図表９－７には、雇用形態別の人的ネットワークの人数を示した。連絡先を知っている人

数は「自営業・フリーランス」（71.74 人）が最も多く、以下、「正社員・正職員」（67.84 人）、

「契約社員・嘱託」（61.26 人）と続いていた。連絡先を知っている人数が最も少ないのは「家

族従業員」（29.17 人）であった。一緒に遊んだりする人数は「正社員・正職員」（10.17 人）

が最も多く、「自営業・フリーランス」（9.50 人）、「契約社員・嘱託」（9.24 人）と続いてい
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た。一緒に遊んだりする人数が最も少ないのは「派遣社員」（7.26 人）であった。また、困っ

た時に相談できる人数は、「正社員・正職員」（4.46 人）が最も多く、「契約社員・嘱託」（4.08
人）及び「パートまたはアルバイト」（4.08 人）が同数で続いていた。困った時に相談できる

人数が最も少ないのは「家族従業員」（3.21 人）であった。人的ネットワークの質的な違いに

関わらず、概して「正社員・正職員」や「契約社員・嘱託」は人数が多かった。連絡先を知

っている人数は雇用形態による差が顕著に見られる一方で、一緒に遊んだりする人数や困っ

た時に相談できる人数は、連絡先を知っている人数ほど大きな差が見られなかった。 
 

図表 9－7 雇用形態別の人的ネットワークの人数 

 
 
 図表９－８には、現在の職業別の人的ネットワークの人数を示した。連絡先を知っている

人数が多かったのは「管理的職業」（87.32 人）であり、以下、「保安の職業」（77.66 人）、「販

売の職業」（69.55 人）と続いていた。一方、連絡先を知っている人数が少なかったのは「農

林漁業の職業」（30.82 人）、「運搬・清掃・梱包等の職業」（33.74 人）、「生産工程の職業」

（36.07 人）であった。一緒に遊んだりする人数が多かったのは「管理的職業」（12.15 人）

であり、以下、「保安の職業」（10.45 人）、「専門的・技術的職業」（10.24 人）と続いていた。

一方、一緒に遊んだりする人数が少なかったのは「農林漁業の職業」（7.11 人）、「生産工程の

職業」（7.45 人）、「運搬・清掃・梱包等の職業」（7.58 人）であった。また、困った時に相談

できる人数が多かったのは「管理的職業」（4.86 人）であり、以下、「専門的・技術的職業」

（4.63 人）及び「輸送・機械運転の職業」（4.63 人）が同数で続いていた。一方、困った時

に相談できる人数が少なかったのは「運搬・清掃・梱包等の職業」（2.99 人）、「建設・採掘の

職業」（3.35 人）、「生産工程の職業」（3.44 人）であった。連絡先を知っている人数、一緒に
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遊んだりする人数、困った時に相談できる人数の全ての人的ネットワークにおいて「管理的

職業」が最も人数が多かった。 
 

図表 9－8 現在の職業別の人的ネットワークの人数 

 
 
 図表９－９には、最近 1 年間の個人年収（税込み）別の人的ネットワークの人数を示した。

概して年収が高い方が人的ネットワークの人数が多く、連絡先を知っている人数、一緒に遊

んだりする人数、困った時に相談できる人数の全てにおいて同様の傾向が見られた。なお、

収入が高い層では回答者数が少なく結果がばらつくため、図表９－１０に 300 万円ずつ集約

した結果を示した。図に示したとおり、年収が高いほど人的ネットワークの人数が多いこと

が分かる。なお、困った時に相談できる人数のみ、600 万円以上 900 万円未満のグループが

最も多く、900 万円以上のグループが続いた。 
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図表 9－9 最近１年間の個人年収（税込み）別の人的ネットワークの人数① 

 

 
図表 9－10 最近１年間の個人年収（税込み）別の人的ネットワークの人数② 
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 図表９－１１には、最近 1 年間の世帯年収（税込み）別の人的ネットワークの人数を示し

た。個人年収と同様、概して年収が高い方が人的ネットワークの人数が多く、連絡先を知っ

ている人数、一緒に遊んだりする人数、困った時に相談できる人数の全てにおいて同様の傾

向が見られた。なお、図表９－１２に 300 万円ずつに集約した結果を示した。この図でも世

帯年収と人的ネットワークの人数には直線的な関係が見られた。 
 

図表 9－11 最近１年間の世帯年収（税込み）別の人的ネットワークの人数① 
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図表 9－12 最近１年間の世帯年収（税込み）別の人的ネットワークの人数② 

 
 
 図表９－１３には、最終学歴または通学中の学校別の人的ネットワークの人数を示した。

「大学院」（93.56 人）、「大学」（69.74 人）、「専門・各種学校」（56.82 人）の順に連絡先を

知っている人数が多かった。一方、連絡先を知っている人数が最も少なかったのは「中学校」

（6.1％）であった。一緒に遊んだりする人数は「大学院」（11.92 人）、「大学」（10.43 人）、

「短大」（9.28 人）の順で多かった。また、困った時に相談できる人数は「大学院」（4.93 人）、

「大学」（4.57 人）、「高専」（4.40 人）の順で多かった。概して学歴が「大学院」「大学」の

人はそれ以下の学歴の人と比べ、人的ネットワークの人数が多かった。 
 

図表 9－13 最終学歴または通学中の学校別の人的ネットワークの人数 
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４．転職活動やキャリア意識 

 図表９－１４には、転職回数別の人的ネットワークの人数を示した。基本的に転職回数な

し（0 回）では転職ありに比べ、人的ネットワークの人数が多く、連絡先を知っている人数、

一緒に遊んだりする人数、困った時に相談できる人数の全てにおいて同様の傾向が見られた。 
 

図表 9－14 転職回数別の人的ネットワークの人数 

 
 
 図表９－１５には、転職希望別の人的ネットワークの人数を示した。「転職したい」（76.75
人）、「転職したくない」（64.42 人）の順に連絡先を知っている人数が多かった。「できれば

転職したい」（58.48 人）、「どちらとも言えない」（60.48 人）、「できれば転職したくない」

（59.64 人）の間にはそれほど大きな差は見られなかった。一緒に遊んだりする人数は「転

職したい」（10.17 人）が最も多く、「できれば転職したくない」（10.07 人）、「転職したくな

い」（10.03 人）の順で続いた。また、困った時に相談できる人数は「できれば転職したくな

い」（4.58 人）、「転職したくない」（4.52 人）の順で多かった。一方、「転職したい」（4.08 人）

が困った時に相談できる人数が最も少なかった。「転職したい」と回答した人は連絡先を知っ

ている人数や一緒に遊んだりする人数が最も多かった一方で、困った時に相談できる人数は

最も少なかった。 
 図表９－１６には、生涯を通じたキャリア計画別の人的ネットワークの人数を示した。連

絡先を知っている人数が最も多かったのは「自分でキャリアを考えていきたい」と回答した

グループであった。一緒に遊んだりする人数と、困った時に相談できる人数も同様に「自分

でキャリアを考えていきたい」と回答したグループが最も多かった。一方、「会社（職場）で

キャリア計画を提示してほしい」と回答したグループは、連絡先を知っている人数、一緒に

遊んだりする人数、困った時に相談できる人数の全てで最も少なかった。概して、キャリア

を主体的に計画したいと考えている人ほど人的ネットワークが広く、会社や職場に計画して

ほしいと考えている人ほど人的ネットワークが狭いという結果となった。 
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図表 9－15 転職希望別の人的ネットワークの人数 

 
 

図表 9－16 生涯を通じたキャリア計画別の人的ネットワークの人数 

 
 
 図表９－１７には、職業やキャリアの問題点別の人的ネットワークの人数を示した。連絡

先を知っている人数が最も多かったのは「ほとんど問題を感じていない」と回答したグルー

プであった。一緒に遊んだりする人数と、困った時に相談できる人数も同様に「ほとんど問

題を感じていない」と回答したグループが最も多かった。続いて連絡先を知っている人数、

一緒に遊んだりする人数、困った時に相談できる人数の全てで「あまり問題を感じていない」
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と回答したグループの人数が多かった。一方、連絡先を知っている人数と一緒に遊んだりす

る人数が最も少なかったのは、「どちらでもない」と回答したグループであった。困った時に

相談できる人数が最も少なかったのは、「かなり問題を感じている」と回答したグループであ

った。 
 

図表 9－17 職業やキャリアの問題点別の人的ネットワークの人数 

 
 
 図表９－１８には、今後の職業生活の見通し別の人的ネットワークの人数を示した。連絡

先を知っている人数が最も多かったのは「かなり見通しをもっている」と回答したグループ

であり、概して職業生活の見通しをもっているほど連絡先を知っている人数も多いという結

果となった。一緒に遊んだりする人数と、困った時に相談できる人数は「ある程度見通しを

もっている」と回答したグループが最も多かった。一方、「全く見通しをもっていない」と回

答したグループは、連絡先を知っている人数、一緒に遊んだりする人数、困った時に相談で

きる人数の全てで最も少なかった。 
 図表９－１９には、老後についての不安別の人的ネットワークの人数を示した。連絡先を

知っている人数が最も多かったのは「全く不安ではない」と回答したグループであり、一緒

に遊んだりする人数、困った時に相談できる人数も含めた全ての人数において最も多かった。

概して老後の不安が少ないグループほど人的ネットワークの人数も多いという結果となった。

一方、「大いに不安である」と回答したグループは、連絡先を知っている人数、一緒に遊んだ

りする人数、困った時に相談できる人数の全てで最も少なかった。 
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図表 9－18 今後の職業生活の見通し別の人的ネットワークの人数 

 

 
図表 9－19 老後についての不安別の人的ネットワークの人数 
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５．生活意識との関連 

 図表９－２０には、配偶者の有無別の人的ネットワークの人数を示した。配偶者が「いる」

と回答した人は、連絡先を知っている人数、一緒に遊んだりする人数、困った時に相談でき

る人数の全てにおいて「いない」と回答した人に比べ多かった。 
 

図表 9－20 配偶者の有無別の人的ネットワークの人数 

 
 
 図表９－２１には、結婚に対する考え別の人的ネットワークの人数を示した。連絡先を知

っている人数が最も多かったのは結婚「したほうが良い」と考えているグループであり、一

緒に遊んだりする人数、困った時に相談できる人数も含めた全ての人数において最も多かっ

た。一方、結婚「しないほうが良い」と考えているグループは、「したほうが良い」と考えて

いるグループ」と対照的に連絡先を知っている人数、一緒に遊んだりする人数、困った時に

相談できる人数の全てにおいて最も少なかった。 
 

図表 9－21 結婚に対する考え別の人的ネットワークの人数 
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 図表９－２２には、子どもの有無別の人的ネットワークの人数を示した。子どもが「いる」

と回答した人は、連絡先を知っている人数、一緒に遊んだりする人数、困った時に相談でき

る人数の全てにおいて「いない」と回答した人に比べ多かった。 
 

図表 9－22 子どもの有無別の人的ネットワークの人数 

 
 
 図表９－２３には、子どもについての考え別の人的ネットワークの人数を示した。連絡先

を知っている人数が最も多かったのは子どもを「持ったほうが良い」と考えているグループ

であり、一緒に遊んだりする人数、困った時に相談できる人数も含めた全ての人数において

最も多かった。一方、子どもを「持たないほうが良い」と考えているグループは、「持ったほ

うが良い」と考えているグループと対照的に連絡先を知っている人数、一緒に遊んだりする

人数、困った時に相談できる人数の全てにおいて最も少なかった。 
 

図表 9－23 子どもについての考え別の人的ネットワークの人数 
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 図表９－２４には、現在の暮らし向き別の人的ネットワークの人数を示した。「中の上」

（96.61 人）のグループが連絡先を知っている人数が最も多く、以下、「上」（70.96 人）、「中

の中」（64.19 人）と続いていた。一緒に遊んだりする人数、困った時に相談できる人数も含

めた全ての人数において最も多かった。一緒に遊んだりする人数は「上」（19.27 人）が最も

多く、以下、「中の上」（12.45 人）、「中の中」（10.11 人）と続いていた。困った時に相談で

きる人数は一緒に遊んだりする人数と同様の傾向が見られ、「上」（7.29 人）が最も多く、以

下、「中の上」（5.18 人）、「中の中」（4.63 人）と続いていた。一方、「下」は連絡先を知って

いる人数（39.80 人）、一緒に遊んだりする人数（6.38 人）、困った時に相談できる人数（2.91
人）ともに最も少なかった。概して、現在の暮らし向きが上向きであるほど人的ネットワー

クが広く、現在の暮らし向きが下向きであるほど人的ネットワークが狭いという結果となっ

た。なお、現在の暮らし向きが上の層では回答者数が少なく結果がばらつくため、図表９－

２５に「上」「中の上」を「上」、「中の中」を「中」、「中の下」「下」を「下」として集約し

た結果を示した。図に示したとおり、現在の暮らし向きが上向きである人ほど人的ネットワ

ークが広いことが明確に示される。 
 

図表 9－24 現在の暮らし向き別の人的ネットワークの人数① 

 
 

図表 9－25 現在の暮らし向き別の人的ネットワークの人数② 
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６．学習意欲との関連 

 図表９－２６には、中学卒業時の成績別の人的ネットワークの人数を示した。連絡先を知

っている人数が最も多かったのは「同学年で上のほう」のグループであり、一緒に遊んだり

する人数、困った時に相談できる人数も含めた全ての人数において最も多かった。連絡先を

知っている人数が最も少なかったのは「同学年で中の下ぐらい」のグループであった。一方、

「同学年で下のほう」のグループは、一緒に遊んだりする人数、困った時に相談できる人数

において最も少なかった。 
 

図表 9－26 中学卒業時の成績別の人的ネットワークの人数 

 
 
 
 図表９－２７には、学習意欲と学習中の物事の有無別の人的ネットワークの人数を示した。

連絡先を知っている人数が最も多かったのは「学んでみたいことがあり、実際に学んでいる」

のグループであり、一緒に遊んだりする人数、困った時に相談できる人数も含めた全ての人

数において最も多かった。一方、「学んでみたいことがなく、実際に学んでいない」のグルー

プは、連絡先を知っている人数、一緒に遊んだりする人数、困った時に相談できる人数の全

てにおいて最も少なかった。学んでみたいことがあるといった学習意欲が高い方が人的ネッ

トワークの人数が多いことが分かる。 
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図表 9－27 学習意欲と学習中の物事の有無別の人的ネットワークの人数 

 
 
 図表９－２８には、社会に出てからの学習の重要度別の人的ネットワークの人数を示した。

連絡先を知っている人数が最も多かったのは「非常に重要である」と回答したグループであ

った。一緒に遊んだりする人数と、困った時に相談できる人数も同様に「非常に重要である」

と回答したグループが最も多かった。続いて連絡先を知っている人数、一緒に遊んだりする

人数、困った時に相談できる人数の全てで「ある程度重要である」と回答したグループの人

数が多かった。一方、連絡先を知っている人数と一緒に遊んだりする人数が最も少なかった

のは、「全く重要ではない」と回答したグループであった。困った時に相談できる人数が最も

少なかったのは、「どちらとも言えない」と回答したグループであった。 
 

図表 9－28 社会に出てからの学習の重要度別の人的ネットワークの人数 
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 図表９－２９には、技術革新に関する学習意欲別の人的ネットワークの人数を示した。連

絡先を知っている人数が最も多かったのは「学んでみたいことがあり、実際に学んでいる」

と回答したグループであり、一緒に遊んだりする人数、困った時に相談できる人数も含め全

ての人的ネットワークの人数において最も多かった。続いて連絡先を知っている人数、一緒

に遊んだりする人数、困った時に相談できる人数の全てで「学んでみたいことはあるが、実

際には学んでいない」と回答したグループの人数が多かった。一方、連絡先を知っている人

数が最も少なかったのは、「学んでみたいことはないが、実際には学んでいる」と回答したグ

ループであった。一緒に遊んだりする人数と困った時に相談できる人数が最も少なかったの

は、「学んでみたいことがなく、実際に学んでいない」と回答したグループであった。技術革

新に関する学習意欲においても、学んでみたいことがあるといった学習意欲が高い方が人的

ネットワークの人数が多いことが分かる。 
 

図表 9－29 技術革新に関する学習意欲別の人的ネットワークの人数 

 
 
７．おわりに 

 本章では、連絡先を知っているといった表層的な関係から、一緒にレジャーをする、困っ

た時に相談できるといった親密な関係まで、質的に異なる人間関係を含んだ人的ネットワー

クを様々な変数との関連から分析した。２節では性別や年齢に注目する基礎的な分析により、

人的ネットワークの大きさは連絡先を知っている人数、一緒に遊んだりする人数、困った時

に相談できる人数と親密度が高まるにつれ小さくなることが分かった。これは性別や年齢だ

けでなくあらゆる分類において一貫した結果であった。性別に注目した分析から、連絡先を

知っているといった表層的な関係は女性より男性の方が多い一方で、一緒に遊んだり、困っ

た時に相談できるといった親密な関係は男性よりも女性の方が多いことが分かった。年代に

注目した分析では、若い年代ほど人的ネットワークが広いことが確認され、この傾向は全て

の親密度で同様の傾向であった。性別と年代を合わせて見ると、男性は 30 代、女性は 20 代
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で人的ネットワークの人数が多かった。また、男性は女性に比べ、年齢の増加に伴う人的ネ

ットワークの縮小傾向が弱く、中年期も人間関係が維持されていた。こうした結果から、男

性は職場での知人・友人が多く、中年期以降も人間関係が維持されるのではないかと考察で

きる。一方で、女性は職場外の人間関係も多いため、20 代では男性よりも人的ネットワーク

が広いが、30 代以降においては育児による離職や家庭が忙しくプライベートの時間を持つの

が難しいといったことから人的ネットワークが狭まっているのではないかと考えられる。こ

うした男女差は晩婚化など社会的な変化の影響も大きく影響すると想定され、今後の調査で

は変化する可能性がある。 
 ３節では、雇用形態別の分析から、連絡先を知っている人数は雇用形態別の差が大きく、

自営業・フリーランス、正社員・正職員が多かった。一方、遊んだりする人数、困った時に

相談できる人数については雇用形態別に大きな差は見られなかった。この結果だけでは一概

には言えないものの、職務上関わる人数や、業務の幅広さが雇用形態によって差があり連絡

先を知っている人数の差に繋がっている可能性がある。職業別の分析からは、管理的職業や

保安の職業では人的ネットワークが広く、農林漁業の職業や生産工程の職業では人的ネット

ワークが狭いことが確認され、職業ごとに人的ネットワークの広がりにばらつきがあること

がわかった。職業別の分析では性別や年齢で分類した場合に比べてもばらつきが大きく、職

業が人的ネットワークの形成に大きな影響を与えている可能性がある。人的ネットワークに

影響を与える職業要因としては、職務上で関わる人の人数の違いや残業時間・休日日数の差、

職業による地域の偏りなどが考えられる。学歴に関する分析からは、大学院や大学といった

教育歴が長い人ほど人的ネットワークが広がる傾向が確認された。これは、教育効果だけで

なく、各学校でのコミュニティごとにつながりが生まれるため、教育歴が長いほど複数の学

校に在籍するため、所属するコミュニティ数も自然と多くなるといった環境要因も関連して

いると考えられる。 
 ４節の分析から、転職回数の有無を比較すると転職経験がないグループの方が人的ネット

ワークの人数がわずかに多いことが確認された。転職経験がある場合は複数の職場を経験し

ていることが想定されるが、人的ネットワークの広がりには影響を与えないことが示された。

また、キャリア計画については、主体的にキャリア計画を考える人の方が非主体的な人より

も人的ネットワークが広いことが確認された。キャリアも含めた生活全般の問題や、今後の

職業生活の見通し、老後の不安などの現在や将来の不安を抱えていない人ほど人的ネットワ

ークが広いことが確認された。こうした結果は、自分の力でなんとかできるという自己効力

感や周囲のサポートを受けられるといった人的ネットワークが広いことによる安心感に由来

するものと捉えることもできる。一方で、楽観的な性格であるために交友関係が広く人的ネ

ットワークが広がっている可能性もあるため、原因については明らかにできない。しかし、

不安や問題が少ないと人的ネットワークが広いという傾向は複数の質問から確認されたた

め、今後は背景にある要因についても検討が求められる。 
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 ５節の分析からは、配偶者がいる人や子どもがいる人はそうでない人に比べ、連絡先を知

っている人数や遊んだりする人数が多いことが確認された。このことから、結婚や出産とい

った変化が必ずしも人的ネットワークの縮小につながるわけではないことが示唆される。む

しろ、配偶者や子どもがいる人は交友関係が広いことが示されたため仕事外のつながりが増

えることによって知人・友人も増加する可能性がある。また、結婚や出産の背景にある考え

方を尋ねたところ、結婚をした方が良いと考えている人の方がしない方がいいと考えている

人よりも人的ネットワークが広く、また同様に子どもを持った方が良いと考えている人の方

が持たない方が良いと考えているよりも人的ネットワークが広いことが確認された。 
 ６節の学習意欲に関する分析からは、全般的な学習意欲が高い人や学習の重要性を認識し

ている人の人的ネットワークが広いことが確認された。学習意欲の背後には経験への解放性

や外向性があると考えられ、こうした特性が人的ネットワークとの関連を生み出している可

能性がある。 
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第 10 章 社会観・恋愛観・家族観・将来観・健康観・精神性について 

 
１．はじめに 

 本章では、就労者の社会観、恋愛観、家族観、将来観、老後観、健康観、精神性の各種意

識について詳細に分析を行い、キャリア意識他の要因との関連を検討する。本調査でこれら

の意識を取り上げた理由を簡単に述べる。 

 まず社会観は、社会全体に対する認識が就労者がキャリアや職業を考える上で基盤となる

と考えられたことによる。社会がいかなるものか、またいかなる方向へと変わりつつあるの

かといった意識が、実際にどの程度、就労者の様々な意識と関連するのかを検討する。次に

恋愛観、その延長線上にある家族観（結婚観、子供観を含む）はライフキャリアの中核をな

すものとして手厚く調査で尋ねた。キャリア形成と家族形成は表裏一体のものであり、相互

に絡み合いながらライフキャリアが形作られる。恋愛、結婚、子供、家族に対して肯定否定

のいずれの意識を持つとしてもライフキャリアの軸となるものと考え、調査に含められた。

将来観・老後観は、現在から未来に向けての意識であるが、キャリア意識が本来、過去・現

在・未来の時間軸に沿った意識である以上、未来に向けた意識は、その人のキャリア観と密

接に関わり合いがあると考えられた。さらに、健康観はいわゆるメンタルヘルスよりも一層

根本的なものとして身体的な健康がキャリア形成においては重要な基礎となると考えられた。

同様の意味で、本人の価値観や意識の根幹を支える精神性も重要であり、精神的・身体的な

健康とも結び付きが深いと想定されたことから、今回の調査に含められた。 

 ただし、いずれの意識についても、さらに詳細に深く聞くことは可能であり、今回、調査

を実施した各種の意識によってライフキャリアを必要十分に取り上げたことを主張するもの

ではない。今後のライフキャリア意識研究に大まかな方向感を提供するものとして探索的に

調査を行い、一定の知見を得ることを目的とした 25。 

 

２．社会観 

 まず社会観の全般的な回答傾向を図表１０－１に示した。各質問について「よくあてはまる

＋非常によくあてはまる」の回答に着目すると、最も大きい値だったのは「人々の収入や財産

の格差が拡大している」61.9%であった。以下、「貧しい人々や困っている人々に厳しい社会で

ある」53.6%、「一生懸命努力する人が報われない社会である」44.6%が続いていた。概して、

今回の回答者の約半数以上が、格差や貧困の問題に関心を抱いていたことが示される。 
 また、図表１０－２には、性別・年齢別の社会観の回答を示した。図表から以下の傾向が見

られる。（１）「人々の収入や財産の格差が拡大している」「貧しい人々や困っている人々に厳

                                                
25 本章に記載した結果はおおむね統計的に有意であることを確認しているが、調査結果を図表等によって示す

ことを主眼としたこと及び図表で視認できる差異についてはおおむね 1％水準で統計的に有意であることか

ら、厳密な検定結果等については省略した。 
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しい社会である」では、女性の方が、又は年齢が高い方が肯定的に回答していた（＝よくあて

はまる＋非常によくあてはまるの値が大きかった）。図表に示したとおり、女性の方が値が高

かった。（２）また、「一生懸命努力する人が報われない社会である」「LGBT に対する理解が

進んでいない社会である」「AI の普及によって仕事がなくなる人が出てくる社会である」でも

女性の方が肯定的に回答していた。ただし、年齢による違いは見られなかった。（３）その他、

「外国人や異なる文化の人々が働きにくい社会である」では「35～39 歳」「40～44 歳」で女

性の方が肯定的に回答していた。また「AI の普及によって、自分の仕事がなくなる不安があ

る」でも女性の方が肯定的に回答していたが、女性は年齢であまり違いが見られないのに対し

て、男性は年齢が高くなるにしたがって値が小さくなった。 
 概して、女性の方が格差や貧困層、外国人、努力が報われないこと、LGBT、AI の普及に対

して問題意識が高く、より厳しい認識を持っていることが示される。また、総じて言えば、年

齢が高くなるほど、社会観に対する問題意識は高くなり、特に格差・貧困の問題に対する意識

は年齢が高い方が問題意識を強く抱いていた。 
 

図表 10－1 社会観の回答 

 

 
図表 10－2 性別・年齢別の社会観の回答（よくあてはまる＋非常によくあてはまるの割合） 

 

全く
あては
まらない

あまり
あては
まらない

どちら
でもない

よく
あては
まる

非常に
よくあては

まる

よくあて
はまる＋
非常に
よくあて
はまる

人々の収入や財産の格差が拡大している 2.9% 5.7% 29.6% 43.1% 18.8% 61.9%
貧しい人々や困っている人々に厳しい社会である 2.9% 9.4% 34.1% 37.9% 15.7% 53.6%
外国人や異なる文化の人々が働きにくい社会である 3.3% 12.6% 47.1% 29.4% 7.7% 37.1%
一生懸命努力する人が報われない社会である 2.6% 9.5% 43.3% 31.5% 13.1% 44.6%
LGBTに対する理解が進んでいない社会である 3.3% 10.2% 51.5% 26.5% 8.5% 35.0%
AIの普及によって、仕事がなくなる人が出てくる社会である 3.2% 10.4% 47.4% 31.1% 8.0% 39.1%
AIの普及によって、自分の仕事がなくなる不安がある 10.1% 19.4% 47.6% 17.6% 5.3% 22.9%
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図表 10－2（続き） 性別・年齢別の社会観の回答 

（よくあてはまる＋非常によくあてはまるの割合） 
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 社会観と関連する他の要因について検討した結果、図表１０－３に示したとおり、「個人年

収」と「老後についての不安」で一定の相関関係が見られた。図表に示したとおり、「貧しい

人々や困っている人々に厳しい社会である」「一生懸命努力する人が報われない社会である」

の質問項目に対して、個人年収が低いほど肯定的に回答する割合が高かった。同様に、老後

について「不安である」と回答した者ほど肯定的に回答する割合が高かった。個人年収と老

後についての不安は互いに一定の相関関係が見られており、このことから、個人年収の低さ、

老後に対する不安、貧困や努力の報われなさに対する意識は相互に関連していたと言える。 
 

図表 10－3 個人年収別（左）・老後についての不安別（右）の社会観の回答 

（よくあてはまる＋非常によくあてはまるの割合） 

 

 
 また、キャリア意識との関連では、「人々の収入や財産の格差が拡大している」「貧しい人

々や困っている人々に厳しい社会である」という社会観と「自分やり方や自分のペースで仕

事がしたい」「安定している組織で働き、確実な報酬を得たい」というキャリア意識に比較的

強い関連が見られた。図表１０－４に示したとおり、「自分やり方や自分のペースで仕事がし

たい」「安定している組織で働き、確実な報酬を得たい」の質問に対して「よくあてはまる」

「非常によくあてはまる」と答えた回答者は、「人々の収入や財産の格差が拡大している」「貧

しい人々や困っている人々に厳しい社会である」と答える割合が極めて高かった。これらの

結果から、自分のペースで働くこと、安定的な職場や収入を得ることを重視する者は、特に

格差や貧困に対する問題意識が高いことが示される。 
 さらに、本調査では「精神性（スピリチュアリティ）」に関する質問項目として用意した「ど

んな最期を迎えるかは自分で決めたい」「運命や宿命のようなものがある」でも、格差や貧困

に関する社会観と関連が見られた。図表１０－５に示したとおり、「どんな最期を迎えるかは

自分で決めたい」「運命や宿命のようなものがある」に「よくあてはまる」「非常によくあて

はまる」と答えた回答者は、「人々の収入や財産の格差が拡大している」「貧しい人々や困っ
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ている人々に厳しい社会である」と答える割合が高かった。若干、考察が難しいが、後にみ

るとおり、「どんな最期を迎えるかは自分で決めたい」「運命や宿命のようなものがある」は

互いに一定程度の相関があり、運命や宿命のようなものがあるからこそ、自分の最期は自分

で決めたいという意識と解釈できる。したがって、格差や貧困を本人に帰責できないある種

の運命や宿命のようなものの結果として捉え、そうであるならば格差や貧困に対して何らか

の対応があって然るべきだという社会意識を形作っているものとして解釈することができる。 
 

図表 10－4 キャリア意識別の社会観の回答 

（よくあてはまる＋非常によくあてはまるの割合） 

 

 
図表 10－5 キャリア意識別の社会観の回答（よくあてはまる＋非常によくあてはまるの割合） 

 

 
 その他に社会観と関連が深い要因として回答者の性格特性があった。本調査では、個人の

性格特性を「Big Five 形容詞短縮版 2006（清水・山本, 2008）」を用いて測定した。「ビッグ
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ファイブ（Big Five）」とは、人の性格特性を「情動性」「外向性」「開放性」「協調性」「誠実

性」の 5 因子構造として捉えるモデルであり、過去 30 年以上にわたる研究蓄積からおおむ

ね妥当な説として受け止められている 26。 
 図表１０－６に示したとおり、ビッグ・ファイブのうち「情動性」が社会観と関連してい

た。情動性が平均値より高い情動性高群は、情動性低群に比べて、「人々の収入や財産の格差

が拡大している」「貧しい人々や困っている人々に厳しい社会である」「一生懸命」努力する

人が報われない社会である」の値が高かった。「情動性」とは情緒の不安定性を示す傾向であ

り、危機に敏感であり、かつ危険な状況にストレスを感じやすい。こうした性格特性を持つ

人は、格差・貧困・努力の報われなさといった社会観にも敏感であった。 
 

図表 10－6 ビッグ・ファイブ情動性高群・低群別の社会観の回答 

（よくあてはまる＋非常によくあてはまるの割合） 

 
 

 

  

                                                
26 本尺度では、性格を表す形容詞を提示し、自分に当てはまるか否かの回答を求める。具体的には、例えば、

情動性は「悩みがちな」「不安になりやすい」、外向性は「話し好きな」「陽気な」、開放性は「独創的な」「興味

の広い」、勤勉性は「勤勉な」「責任感のある」、協調性は「協力的な」「共感的な」などの形容詞で測定する。

なお、「情動性」については、数値が高ければ高いほどネガティブな評価となり、数値が高いほどポジティブな

評価の他の４因子とは逆になる点に留意が必要である。 
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３．恋愛観 

 恋愛観の全般的な回答傾向を図表１０－７に示した。各質問について「あてはまる」もの

を複数回答を求めた結果、最も大きい値を示したのは「いつも恋愛をしていたい」29.1%で

あった。以下、「恋愛は面倒だと感じる」22.5%、「恋愛することに自信がない」20.9%が続い

ていた。今回の調査では、概して、恋愛に対する肯定的な考え方、否定的な考え方、自信の

無さの 3 つの側面がそれぞれ 2～3 割とおおむね均等に分かれていたことが示される。 
 

図表 10－7 恋愛観の回答（複数回答） 

 

 
 ただし、恋愛観は年齢や性別その他の個人特性で大きく異なる。図表１０－８には、性別

・年齢別の恋愛観を示した。統計的に有意な結果を総合して解釈した場合、概して男性は年

齢が上がるほど「いつも恋愛していたい」と回答する割合が高く、女性は逆に年齢が上がる

ほど「いつも恋愛していたい」と回答する割合が低かった。類似の結果として、女性は年齢

が上がるほど「恋愛に興味・関心がない」と回答する割合が高かった。 
 また、男性女性を問わず、年齢が若いほど「恋愛することに自信がない」と回答する割合

が高かった。 
 その他、「恋愛よりも勉強や仕事を優先したい」「恋愛は面倒だと感じる」では、性別・年

齢による大きな違いは見られなかった。 
 

図表 10－8 性別・年齢別の恋愛観 

 

 

いつも恋愛をしていたい 29.1%
恋愛は面倒だと感じる 22.5%
恋愛することに自信がない 20.9%
恋愛に興味・関心がない 12.7%
恋愛よりも勉強や仕事を優先したい 10.3%
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図表 10－8（続き） 性別・年齢別の恋愛観 

 

 

 
 

 以上の結果から、概して、男性は年齢が上がるほど恋愛に肯定的だが、女性は年齢が上が

るほど恋愛に否定的であったと整理できる。また、男女問わず、年齢が若い方が恋愛に自信

がなく、年齢が高い方が恋愛に対する自信の無さは減少する。さらに概して、恋愛を勉強や

仕事よりも重視するか否か、恋愛を面倒だと感じるか否かは、性別や年齢によっては規定さ

れず、より個人の特性によって異なることが予想される。 
 他に恋愛観とわずかに関連が見られた要因として配偶者の有無があった。図表１０－９に

示したとおり、配偶者がいない場合、「恋愛することに自信がない」という回答が多かった。 
また、図表１０－１０に示したとおり、年収でも若干の違いが見られており、概して年収が

高い方が「いつも恋愛していたい」の割合は高く、「恋愛することに自信がない」の割合が低

かった。この傾向は男性の方がややはっきりしていた。ただし、図表１０－１１に示したと

おり、性格特性によって恋愛観は異なる面があり、配偶者の有無や性格特性など個別の属性

に左右される面が大きいことが示される。 
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図表 10－9 配偶者の有無別の恋愛観 

 
 

図表 10－10 個人年収別の恋愛観 

 
 

図表 10－11 性格特性（情動性、外向性）別の恋愛観「恋愛することに自信がない」 
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４．家族観 

 家族観の全般的な回答傾向を図表１０－１２に示した。表から、結婚については「できれ

ばしたほうが良い」34.3%、子供については「できれば持ったほうが良い」33.8%が最も多い

回答であった。また、家族観の個別の質問項目について「よくあてはまる＋非常によくあて

はまる」の回答に着目すると、最も大きい値を示したのは「子供が小さいうちは母親が面倒

を見るべきだ」26.6%であった。逆に最も小さい値を示したのは「夫は外で働き、妻は家庭を

守るべきだ」12.0%であり、「全くあてはまらない＋あまりあてはまらない」で 5 割弱となっ

ていた。 
 概して、結婚をして子供を持つ方が良いと答えた回答者が多かったが、一方で夫は外、妻

は家庭といった考え方は少ない。ただし、小さい子供の面倒は母親が見る、親の介護は身内

がやる、夫婦は別れない方が良いなどの家族観については、基本的に「どちらでもない」の

回答が多数を占めており、現在、家族観は個人の考え方次第であり、どうあるべきといった

規範的な価値観は薄まってきていると整理できる。 
 

図表 10－12 家族観の回答 

 

 
 図表１０－１３には、性別・年齢別の家族観のうち、特に結婚観・子供観の回答を示した。

「結婚したほうが良い」では、女性は年齢で大きな違いが見られており、年齢が高くなるほ

ど「結婚したほうが良い」の回答が少なくなった。また、「子供をもったほうが良い」では女

性の 40 代の回答が少なかった。結婚観・子供観ともに概して男性の方が「結婚したほうが良

い」「子供を持った方が良い」という回答が多かった。本調査は就業者のみを対象としている

ため、女性の回答者には専業主婦が含まれない。そのため、実際に結婚している割合及び子

しない
ほうが
良い

できれば
しない
ほうが
良い

しても
しなくても
良い

できれば
した
ほうが
良い

した
ほうが
良い

結婚についての考え 5.0% 5.8% 33.5% 34.3% 21.5%

持たない
ほうが
良い

できれば
持たない
ほうが
良い

持っても
持たなく
ても良い

できれば
持った
ほうが
良い

持った
ほうが
良い

子供についての考え 5.7% 4.4% 28.5% 33.8% 27.6%

全く
あては
まらない

あまり
あては
まらない

どちら
でもない

よく
あては
まる

非常に
よくあては
まる

よくあては
まる＋
非常に
よくあては
まる

夫は外で働き、妻は家庭を守るべきだ 24.1% 23.8% 40.1% 9.2% 2.8% 12.0%
子供が小さいうちは母親が面倒を見るべきだ 15.7% 17.1% 40.7% 21.6% 5.0% 26.6%
結婚した夫婦は何があっても別れない方がよい 18.3% 20.7% 43.8% 13.0% 4.3% 17.3%
親の介護は身内がやるべきだ 13.3% 18.1% 49.1% 16.0% 3.6% 19.6%
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供がいる割合は男性の回答者が多かった（配偶者ありの割合男性 56.7%・女性 49.5%；子供

のいる割合男性 46.2%・女性 42.6%）。実際に結婚している割合及び子供がいる割合と本調査

で聞いた家族観には一定の相関関係が見られていたことから（r=.20～30 程度）、女性では年

齢が高くなるほど結婚、子供に対して肯定的な回答が少なくなるという結果は、今回の回答

者が就業者に限定されていることが影響していると考えられる。 
 

図表 10－13 性別・年齢別の結婚観・子供観の回答 

（できればしたほうが良い＋したほうが良い；できれば持ったほうが良い＋持ったほうが良い） 

 

 
 図表１０－１４には、性別・年齢別の家族観の回答を示した。概して、これらの図では、

男性と女性の間に違いが見られており、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきだ」「結婚した

夫婦は何があっても別れない方がよい」「親の介護は身内がやるべきだ」の各項目では、男

性の方が値が大きかった。逆に「子供が小さいうちは母親が面倒を見るべきだ」の項目では

女性の方が値が大きかった。また、概して男性では年齢による違いが見られないか小さかっ

たが、女性では年齢による違いが見られた。「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきだ」「結婚

した夫婦は何があっても別れない方がよい」「親の介護は身内がやるべきだ」の各項目で

は、女性は年齢が高くなるほど肯定的な回答が少なくなるが、「子供が小さいうちは母親が

面倒を見るべきだ」の項目では、女性は年齢が高くなるほど肯定的な回答が多くなった。 
 上述したとおり、本調査は就業者のみを対象としており、そのため女性では年齢が高くな

るほど就業者の割合が多くなり、従来、伝統的とされた家族観（妻は家庭を守るべき、夫婦

は別れない方がよい、親の介護は身内がやるべき）を抱く回答者は、年齢が高くなるほど専

業主婦層として調査回答者から外れていった可能性が高い。さらに加えて、そうした伝統的

な家族観は年齢を重ね多くの身近な事例を見聞きするに伴い、一概に断定的に言えないと受

け止めた女性が多かった可能性も指摘しうる。そうした中、小さな子供は母親が面倒を見る

べきだとする回答のみが年齢が高くなるにつれて単純に増加したが、男女問わず、40～50
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代の子育て期に該当する回答者が年齢が高くなるにつれて増えた結果であると、素朴に解釈

することができよう。 
 

図表 10－14 性別・年齢別の家族観の回答（よくあてはまる＋非常によくあてはまる） 

 

 

 
 
 家族観は、年収や学歴による違いが見られた。図表１０－１５には、年収別・学歴別の家

族観を示した。概して、「子供が小さいうちは母親が面倒をみるべきだ」以外の項目では、年

収が高いほど、あるいは学歴が高い方が肯定的な回答が多かった。年収では、特に「子供は

持ったほうが良い」「結婚したほうが良い」で大きな差が見られた。学歴でも、「結婚したほ

うが良い」で大きな差が見られた。 
 ただし、年収別の家族観の違いの背景には性別も影響していた。図表１０－１６に示すと

おり、年収が高くなるほど「結婚したほうが良い」「子供は持ったほうが良い」と回答したの

は男性であり、女性は年収による統計的に有意な差はなく、むしろグラフからは表面上、「結

婚したほうが良い」「子供は持ったほうが良い」に対する否定的な回答が多かった。 
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図表 10－15 年収別・学歴別の家族観の回答 

（よくあてはまる＋非常によくあてはまる） 

 

 
図表 10－16 性別による年収別・学歴別の家族観の回答 

（よくあてはまる＋非常によくあてはまる） 

 

 
 以上の家族観、特に結婚観・子供観は、実際に結婚しているか否か、子供がいるか否かと

密接に関連しており、加えて、今後の職業生活の見通しや現在の幸福感とも関連が深かっ

た。図表１０－１７に示したとおり、配偶者・子供がいる者は、結婚すべき・子供を持つべ

きと回答しており、かつ今後の職業生活の見通しや現在の幸福度も高かった。一方で、配偶

者・子供がいない者は、結婚すべき・子供を持つべきとは回答しておらず、かつ今後の職業
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生活の見通しや現在の幸福度は低かった。これらの回答結果から、実際の配偶者・子供の有

無は、結婚観・子供観に加えて、現在の幸福度や今後の将来展望にも関連すると整理でき

る。この点については、図表１０－１８に示したとおり、回答者の性格特性（特に人との親

しい交流に関する特性である「協調性」など）なども関わっていることが想定される。 
 

図表 10－17 配偶者・子供の有無及び家族観（特に結婚観・子供観）の回答と 

今後の職業生活の見通し及び現在の幸福度の関連 

 

 
図表 10－18 性格特性（協調性）高群・低群別の家族観（特に結婚観・子供観） 
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５．将来観 

 図表１０－１９には、将来観（今後の職業生活の見通し及び老後観）の回答を示した。将

来観（今後の職業生活の見通し）については「あまり見通しをもっていない」43.9%が最も多

く、次いで「ある程度見通しをもっている」37.4%であったことが示される。何歳まで働き続

けたいかでは「61～65 歳頃まで」が 30.2%で最も多く、次いで「66～70 歳頃まで」が 18.7%
で多かった。老後についての不安は「やや不安である」が 45.4%で最も多く、老後や人生設

計についてどの程度考えてきたかでは「あまり考えてこなかった」が 44.5%で最も多かった。 
 

図表 10－19 将来観（今後の職業生活の見通し及び老後観）の回答 

 
 
 図表１０－２０には、性別・年齢別の今後の職業生活の見通しを示した。図のとおり、今

後の職業生活の見通しは男性の方が、又は年齢が高い方がもっている割合が高かった。 
 

図表 10－20 性別・年齢別の今後の職業生活の見通し 

（かなり見通しをもっている＋ある程度見通しをもっている） 

 

全く見通しを
もっていない

あまり
見通しを
もっていない

ある程度
見通しをもっ
ている

かなり
見通しを
もっている

Q48 今後の職業生活の見通し 14.4% 43.9% 37.4% 4.2%

60歳前に
引退したい 60歳まで 61～65歳

頃まで
66～70歳
頃まで

71～75歳
頃まで

76～80歳
頃まで 81歳以上

Q49 何歳まで働き続けたいか 19.4% 17.6% 30.2% 18.7% 6.9% 2.3% 5.1%

全く不安で
はない

あまり不安で
はない

やや
不安である

大いに
不安である

Q50 老後について不安 2.7% 15.6% 45.4% 36.3%

考えてこな
かった

あまり考えて
こなかった

ある程度考
えてきた 考えてきた

Q51 老後や人生設計について
どの程度考えてきたか 13.0% 44.5% 36.3% 6.3%
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 図表１０－２１には、性別・年齢別に何歳まで働き続けたいかを示した。概して、男性で

は「61～65 歳頃まで」が多く、その割合に大きな年齢による違いは見られないが、女性は 20
代では「60 歳前に引退したい」が多いが、年齢が高くなるにつれて「61～65 歳頃まで」又

は「66～70 歳頃まで」が多かった。ここでも、今回の調査対象者の女性は就労者に限られて

いることが影響していると考えられる。 
 

図表 10－21 性別・年齢別の「何歳まで働き続けたいか」 

 

 
 図表１０－２２には、性別・年齢別の「老後についての不安」及び「老後や人生設計をど

の程度考えてきたか」を示した。老後についての不安は、概して女性の方が高く、また年齢

が高いほど高い。一方、老後や人生設計をどの程度考えてきたかについては、男性では若い

年代の方が高く、女性では中高年の方が高い。 
 「老後」や「人生設計」の意味するところが、性別や年齢によって異なっており、同じ質

問に対する回答でも異なる意識が反映されている可能性が高い。 
 例えば、女性にとって老後及び人生設計とは職業生活に限定されない生活全般に関する質

問として受け止められたのに対して、男性では主に職業生活を中心とした質問として受け止

められた可能性が高い。若い男性にとっては「老後や人生設計をどの程度考えてきたか」と

は、これまで老年期まで展望した長期的なキャリアをどの程度、考えたことがあるかという

質問であったとも推測される。 
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図表 10－22 性別・年齢別の老後についての不安（左：大いに不安である＋やや不安である）及び 

老後や人生設計をどの程度考えてきたか（右：考えてきた＋ある程度考えてきた） 

 
 
 なお、今後の職業生活の見通し及び老後観は、他の質問と比較的多くの関連が見られた。 
 図表１０－２３には、現在の幸福感別の今後の職業生活の見通しを示した。図に示したと

おり、現在の幸せの程度と今後の職業生活の見通しにはほぼ直線的な相関関係が見られた。 
 図表１０－２４には、配偶者及び子供の有無別の今後の職業生活の見通しを示した。図に

示したとおり、配偶者がいる者及び子供がいる者では、今後の職業生活に見通しをもってい

ると答えた回答者が多かった。 
 図表１０－２５には、年収別・暮らし向き別の今後の職業生活の見通しを示した。年収が

高い者ほど、あるいは暮らし向きを「上」と評価した者ほど、今後の職業生活に見通しをも

っていると回答していた。 
 図表１０－２６には、学歴別の今後の職業生活の見通しを示した。学歴が高い方が、今後

の職業生活の見通しを持っていると回答した。 
 

図表 10－23 現在の幸福感別の今後の職業生活の見通し 

（かなり見通しをもっている＋ある程度見通しをもっている） 
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図表 10－24 配偶者及び子供の有無別の今後の職業生活の見通し 

（かなり見通しをもっている＋ある程度見通しをもっている） 

 
 

図表 10－25 年収別・暮らし向き別の今後の職業生活の見通し 

（かなり見通しをもっている＋ある程度見通しをもっている） 

 

 
図表 10－26 学歴別の今後の職業生活の見通し 

（かなり見通しをもっている＋ある程度見通しをもっている） 
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 図表１０－２７に示したとおり、今後の職業生活の見通しに対する回答はキャリア意識と

も関連が見られた。「仕事の中で専門家として能力を発揮したい」「管理者、経営者になるこ

とを目指したい」と考えているほど、今後の職業生活に対する見通しを持っていた。 
 

図表 10－27 キャリア意識別の今後の職業生活の見通し 

（かなり見通しをもっている＋ある程度見通しをもっている） 

 

 
 さらに図表１０－２８に示したとおり、転職したくないと回答しているほど、あるいはキ

ャリアに問題を感じていないほど、今後の職業生活に対する見通しをもっていた。 
 

図表 10－28 転職希望及びキャリアに関する問題の有無別の今後の職業生活の見通し 

（かなり見通しをもっている＋ある程度見通しをもっている） 

 

 
 以上の将来観に関する結果（図表１０－１９～図表１０－２８）を集約すると、幸福感が

高い、配偶者や子供がいる、年収・暮らし向き・学歴が高い、専門家・管理者・経営者志向

である、転職希望が無くキャリアに問題を感じていないことが、今後の職業生活の見通しを
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持っていることと関連していた。逆に、幸福感が低い高い、配偶者や子供がいる、年収・暮

らし向き・学歴が高い、専門家・管理者・経営者志向である、転職希望が無くキャリアに問

題を感じていないことが、今後の職業生活の見通しを持っていないことと関連していた。幸

福感が低く、配偶者や子供がおらず、年収・暮らし向き・学歴が低いことは、今後の職業生

活の見通しを持っていないことと関連していることが示される。以上のことから、基本的に、

「今後の職業生活の見通し」は、他の要因を集約し、かつ他の要因と関連が深い重要な要因

であることを指摘できる。 
 
 なお、本節では、今後の職業生活の見通しと老後観について検討したが、主に「今後の職

業生活の見通し」に関する結果が中心となった。しかしながら、老後観と最も強い関連が見

られたのも「今後の職業生活の見通し」であった。 
 図表１０－２９に示したとおり、「60 歳まで」「60 歳前に引退したい」と回答した者は「今

後の職業生活の見通し」を持っている割合が低かった。 
 

図表 10－29 「何歳まで働き続けたいか」別の今後の職業生活の見通し 

（かなり見通しをもっている＋ある程度見通しをもっている） 

 

 
 同じく図表１０－３０に示したとおり、「老後に対する不安」が強い者、「老後や人生設計

について」考えてこなかった者でも「今後の職業生活の見通し」を持っている割合が低かっ

た。これらの相関関係は、より正確には、今後の職業生活の見通しを持っていない者は、60
歳前後までに引退したい、老後に対して不安を持っている、老後や人生設計を考えていない

という結果とも解釈され、老後を含めた長期的な展望、人生設計に対する意識傾向がこれら

の質問に対する回答に濃厚に反映されていることが分かる。 
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 特に、図表１０－３１に示したとおり、今後の職業生活の見通しや老後についての不安は、

性格特性の中でもストレスや不安を感じやすい特性である情動性と密接に関連しており、将

来観、老後観、性格特性の間の密接な関係については、今後も引き続き検討が求められる。 
 

図表 10－30 「老後に対する不安」（左）及び「老後や人生設計をどの程度考えてきたか」別の 

今後の職業生活の見通し（かなり見通しをもっている＋ある程度見通しをもっている） 

 

 

図表 10－31 性格特性（情動性）高群・低群別の 

今後の職業生活の見通し及び老後についての不安 
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６．健康観 

 健康観の全般的な回答傾向を図表１０－３２に示した。あてはまる項目について複数回答

を求めた結果、最も値の大きい回答は「休養や睡眠を十分にとること」57.3%であった。以

下、「バランスのよい食事をとること」43.7%、「適度な運動やスポーツをすること」29.8%が

続いていた。基本的に、今回の回答者では、休養や睡眠、バランスのよい食事、運動などを

重視していたが、それ以外では「あてはまる」と回答した割合が小さかった。 
 

図表 10－32 健康観の回答（複数回答） 

 
 
 図表１０－３３には、性別・年齢別の健康観の回答から主だったものを示した。図表から

以下の傾向が見られる。（１）「休養や睡眠を十分にとること」「バランスのよい食事をとるこ

と」では、女性の方が値が高く、かつ年齢による違いが見られなかった。（２）「家族・仲間

と食事をすること」「友人や仲間と一緒に活動すること」では、概して年齢が若い方が値が高

く、その傾向は女性で顕著であった。（３）「適度な運動やスポーツをすること」「健康診断や

人間ドックで自分の健康状態を把握すること」では、概して年齢が高いほど値が高く、男性

は運動やスポーツ、女性は健康診断や人間ドックで値が大きかった。（４）その他の項目では、

性別・年齢による目立った違いは見られなかった。 
 以上をまとめると、おおむね女性の方が健康に対する意識が高いが（運動やスポーツを除

く）、年齢による違いも見られており、家族・仲間・友人は年齢が若い方が、運動やスポーツ、

健康診断や人間ドックは年齢が高い方が重視していたと言える。 
 
 
 
 
 
 
 

休養や睡眠を十分にとること 57.3%
バランスのよい食事をとること 43.7%
適度な運動やスポーツをすること 29.8%
健康診断や人間ドックで自分の健康状態を把握すること 22.7%
家族・仲間と食事をすること 19.2%
特にない 14.3%
身の回りのことを自分ですること 11.9%
友人や仲間と一緒に活動すること 8.4%
新しいことを学んだり、勉強したりして刺激を受けること 7.6%
読書やゲームなど、頭を使う知的なトレーニングをすること 7.0%
人のために何か役割を果たすこと 5.0%
その他 0.6%
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図表 10－33 性別・年齢別の健康観の回答（「はい」と回答した割合） 
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 図表１０－３４に示したとおり、健康観は年収や自らの暮らし向きの評価と関連が見られ

た。具体的には、「適度な運動やスポーツをすること」に対して「はい」と回答した割合は、

年収が高いほど多かった。また、「バランスのよい食事をとること」「家族・仲間と食事をす

ること」「適度な運動やスポーツをすること」は、自らの暮らし向きを「上」又は「中の上」

と回答した者が「はい」と回答した割合が多く、「下」と回答した者で「はい」と回答した割

合が小さかった。 
 なお、図表１０－３５に示したとおり幸福感と健康観は部分的に関連しており、現在の幸

福感が高いほど、「家族・仲間と食事すること」に「はい」と回答した割合が高かった。また、

図表１０－３６に示したとおりキャリア意識と健康観も部分的に関連しており、「自分のや

り方や自分のペースで仕事がしたい」「安定している組織で働き、確実な報酬を得たい」と考

えているものほど「休養や睡眠を十分にとること」に「はい」と回答していた。 
 

図表 10－34 年収別（左）、暮らし向き別（右）の健康観の回答（「はい」と回答した割合） 

 

 
図表 10－35 現在の幸福感別の健康観の回答（「はい」と回答した割合） 
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図表 10－36 キャリア意識別の健康観の回答（「はい」と回答した割合） 

 

 
 以上をまとめると、健康観は年収や暮らし向きの評価と関連があり、年収や暮らし向きが

高いほど健康に対する意識が高いと言えるが、一方で、健康観は、現在の幸福感やキャリア

意識と一部、関連が見られるのみであり、あまり他の要因と関連していなかった。基本的に、

本調査で尋ねた範囲で言えば「休養や睡眠を十分にとる」「バランスのよい食事をとる」「適

度な運動やスポーツをする」という健康観に、さほど回答者間で大きな違いはなく、結果的

に他の要因の明確な相関関係は見られなかったものと考察される。 
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７．精神性 

 精神性の全般的な回答傾向を図表１０－３７に示した。各質問について「よくあてはまる

＋非常によくあてはまる」の回答に着目すると、最も大きい値を示したのは「どんな最期を

迎えるかは自分で決めたい」56.2%であった。以下、「運命や宿命のようなものがある」38.2%、

「「あの世」はあると思う」29.1%が続いていた。概して、「よくあてはまる＋非常によくあ

てはまる」という肯定的な回答は多くなかったが、その中では、自分の最期を自分で決める

という質問項目に半数以上の肯定的な回答が集まった。 
 

図表 10－37 精神性の回答 

 
 
 図表１０－３８には、性別・年齢別の精神性の質問項目に対する回答を示した。図表から、

概して、女性の方が各質問項目に肯定的に回答していた（＝よくあてはまる＋非常によくあ

てはまるの値が大きかった）ことが示される。年齢ではほとんど違いが見られないのも特徴

であり、一部、「太く短く生きたい」「キャリアを考える上で精神性（スピリチュアリティ）

を大切にした」「死後、生きた証が残るように生きたい」で、主に 20 代の肯定的な回答が多

かった。 
 

図表 10－38 性別・年齢別の精神性の回答（よくあてはまる＋非常によくあてはまるの割合） 

 

全く
あては
まらない

あまり
あては
まらない

どちら
でもない

よく
あては
まる

非常に
よくあては
まる

よくあては
まる＋
非常に
よくあては
まる

どんな最期を迎えるかは自分で決めたい 3.1% 5.8% 35.0% 38.7% 17.5% 56.2%
太く短く生きたい 6.7% 19.5% 47.8% 17.9% 8.2% 26.1%
運命や宿命のようなものがある 5.3% 11.9% 44.7% 29.6% 8.6% 38.2%
キャリアを考える上で精神性（スピリチュアリティ）を大切にしたい 7.6% 15.9% 53.3% 18.6% 4.6% 23.2%
「あの世」はあると思う 12.7% 13.0% 45.2% 20.7% 8.4% 29.1%
死後、生きた証が残るように生きたい 16.9% 18.9% 45.5% 14.0% 4.8% 18.8%
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図表 10－38（続き） 性別・年齢別の精神性の回答 

（よくあてはまる＋非常によくあてはまるの割合） 

 

 

 

 
 図表１０－３９には、暮らし向き別の精神性の質問項目に対する回答を示した。図に示し

たとおり、緩やかな相関関係ではあるが、概して暮らし向きが「上」と回答しているほど精

神性の各質問項目に対する肯定的な回答が多かった。 
 さらに、図表１０－４０に示したとおり、「太く短く生きたい」については、配偶者がいな

い方が、あるいは子供がいない方が肯定的な回答が多かった。個人年収については U 字型の

関連が見られており、「太く短く生きたい」の質問項目に対しては、年収が低い者と高い者で

肯定的な回答が見られていた。 
 なお、図表１０－４１に示したとおり、「「あの世」はあると思う」という質問については、

個人年収が低い者で肯定的な回答（よくあてはまる＋非常によくあてはまるの割合）が高か

った。また、性格特性（特に、開放性や協調性）と「どんな最期を迎えるかは自分で決めた

い」の回答にも関連が見られており、性格特性と精神性の関連がうかがえる。 
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図表 10－39 暮らし向き別の精神性の回答（よくあてはまる＋非常によくあてはまるの割合） 

 
 

図表 10－40 配偶者・子供の有無（左）別及び個人年収（右）別の「太く短く生きたい」の回答 

（よくあてはまる＋非常によくあてはまるの割合） 

 
 

図表 10－41 個人年収別（左）及び性格特性（開放性・協調性）高群・低群別（右）の 

「太く短く生きたい」の回答（よくあてはまる＋非常によくあてはまるの割合） 
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８．おわりに 

（１）各意識の属性別の結果のまとめ 

 図表１０－４２に、本章のここまでの結果のうち、主だったものを示した。「社会観」「恋

愛観」「家族観」「将来観」「健康観」「精神性」のそれぞれについて一定程度まで有意義な結

果が詳細に得られたが、これら個別の結果を集約し、ライフキャリア意識全般に関する知見

を得たい。 
図表 10－42 結果のまとめ 

 

 

（２）各意識の近接関係（２次元プロット） 

 そこで、まず、図表１０－４３には、本章で取り上げた各意識に対して一括して主成分分

析を行い、第 1 主成分及び第 2 主成分の主成分負荷量を 2 次元上にプロットした。おおむね

近隣に付置する意識は、類似の性質・特徴を持つ意識であると解釈することができる。プロ

ット図の内容は複雑であり、多様な解釈を許す面があるが、本稿では粗々の解釈として以下

の諸点を指摘しうる。 
 

主な結果
社会観 ①総じて、格差や貧困の問題に約半数以上が関心を抱いていた。

②女性の方が、また年齢の高い方が格差や貧困に関心が高かった。
③年収が低いほど、老後に不安を感じているほど、貧困や努力の報われなさに関心が高かった。
④自分のペースで働くこと、安定的な職場や収入を得ることを重視する者は、格差や貧困に関心が高かった。
⑤運命や宿命に肯定的な者、または「情動性」（≒情緒の不安定性）が高い者は、格差や貧困に関心が高かった。

恋愛観 ①総じて、恋愛に対する肯定、否定、無関心はそれぞれ２～3割と均等に分かれていた。
②年齢が高いほど、男性は恋愛に肯定的であり、女性は否定的であった。
③年齢が高いほど、恋愛に対する自信が高かった。
④配偶者がいる場合、年収が高い場合、恋愛に対する肯定的で、自信が高かった。
⑤「情動性」が高い者、「外向性」が低い者は、恋愛に対する自信が低かった。

家族観 ①約半数以上が、結婚はした方が良い、子供はいた方が良いと回答した。
②伝統的な家族観を抱く女性は、年齢が高くなるにつれて少なかった。
③一方、「子供は母親が面倒をみるべきだ」は、年齢が高いほど男女ともに肯定的だった。
④概して、年収が高いほど、学歴が高い方が、伝統的な結婚観・子供観・家族観を持っていた。
⑤結婚観・子供観は、配偶者の有無、子供の有無、今後の職業生活の見通し、現在の幸福感と関連が深かった。

将来観 ①今後の職業生活の見通しを持っていない者、老後や人生設計を考えてこなかった者がやや多い。
②61～65歳まで働き続けたいが約3割で最多。老後に不安ありが8割。女性の方が不安とする回答が多い。
③幸福感が高い、配偶者や子供がいる、年収・暮らし向き・学歴が高い者は今後の職業生活の見通しをもっていた。
④専門職・管理者・経営者志向、転職希望なし、キャリアに問題なしの者は今後の職業生活の見通しを持っていた。
⑤老後に不安がある者、老後や人生設計を考えてこなかった者は今後の職業生活の見通しを持っていなかった。

健康観 ①「休養や睡眠を十分にとること」「バランスのよい食事をとること」「適度な運動やスポーツをすること」が重視されていた。
②休養や睡眠、バランスのよい食事は女性の方が重視していた。
③家族・仲間と食事、友人や仲間と一緒に活動は年齢が若い方が重視し、特に女性で顕著であった。
④運動やスポーツ、健康診断や人間ドックは年齢が高いほど重視。特に運動は男性が、健康診断は女性が重視した。
⑤その他、健康観ではあまり個人差がみられなかった。

精神性 ①「どんな最期を迎えるかは自分で決めたい」に対する肯定的な回答が6割で最も多かった。
②上記以外の精神性に関する肯定的な回答は２～３割程度だった。概して女性の方が肯定的な回答が多かった。
③概して暮らし向きが良いほど精神性に関する肯定的な回答が多かった。
④配偶者・子供がいない方が「太く短く生きたい」と回答した。
⑤年収が少ないほど「太く短く生きたい」「「あの世」はあると思う」と回答した。
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図表 10－43 本章で取り上げた各意識のプロット図（主成分分析結果による） 

 

 

 第一に、プロット図を概観した場合、右下に「社会観」の質問項目群が固まっている。本

章で分析した質問項目のうち、「社会観」の項目はそれだけで 1 つのグループをなす、まとま

った意識を構成していると言える。 
 第二に、プロット図の上部には「家族観」と性格特性の項目群が並ぶ、解釈が難しいが、

これらは右下の「社会観」が「社会はどうあるべきか」に関する質問項目であるのに対して、

「個人はどうあるべきか」を示す個人生活のあり方に関する意識、すなわち「家族観・個人

観」とも言うべき意識に関するグループだと解釈できる。 
 第三に、プロット図から、上記「社会観」と「家族観・個人観」にまたがって分布したも

のとして「精神性」に関する質問項目群がある。ただし、「自分の最期」「太く短く」といっ
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た項目は「社会観」寄りであり、「精神性」「あの世」「運命や宿命」「生きた証」は「家族観

・個人観」寄りであった。深い解釈には慎重であるべきだが、「社会観」と「家族観・個人観」

を緩やかに広くつなぐものとして「精神性」があるという解釈は許されるだろう。 
 第四に、プロット図の縦軸と横軸のそれぞれ原点 0 周辺に固まっている項目群は「健康観」

の質問項目群であった。「社会観」「家族観・個人観」それぞれを下支えし、そのどちらにも

偏らず、双方の基盤となる意識として「健康観」があると解釈できよう。 
 第五に、プロット図の下部には、性格特性「情動性」とともに、恋愛に対する自信の無さ、

関心の無さ、老後に対する不安などの項目がグループをなしている。性格特性のビッグ・フ

ァイブの 1 つ「情動性」は「神経症傾向」とも訳されることがあり、情緒不安定の傾向を示

す。不安や抑うつを感じやすい性格特性ともされており、その点がネガティブな恋愛観や老

後観と結びついた意識と解される。 
 上記、プロット図の布置の近接性に基づいて解釈した場合、「社会観」「家族観・個人観」

「精神性」「健康観」「情動性」の 5 つの主だったグループとして捉えられると整理できる。

また、これら 5 つのグループを手がかりに横軸と縦軸の解釈を行った場合、若干、解釈が難

しいが、おおむね横軸は「社会－個人」の軸、縦軸は「ポジティブ－ネガティブ」の軸と解

釈されよう。 
 その他、①社会観と個人観が双方ともにプラスの領域に「精神性」や「運命や宿命」とい

った項目群が位置すること、②個人の生活として、子供を持つこと、結婚すること、外交的

であること、生きた証が残るように生きること、職業生活の見通しが立つことなどがポジテ

ィブの一方の極を構成しており、個人生活の 1 つの望ましい形として意識されていること、

③個人生活のネガティブな側面として、ビックファイブで言う「情動性（神経症傾向）」があ

り、それは恋愛観と主に結びつき、老後への不安へと連なる意識であることなど、様々な観

点から考察しうる。今後も、これら各種の意識の相互の関連性について検討する必要がある

であろう。 
 
（３）各意識が他のキャリア意識に与える影響 

 図表１０－４４には、各意識が他のキャリア意識に与える影響を示した。図表から、以下

の 3 点を指摘できる。 
 第一に、性格特性「情動性」及び老後観「老後について不安がある」が、職業やキャリア

の問題点、専門のカウンセラーへの相談希望に影響を与えていた。情動性は不安を感じやす

い性格特性を示すが、基本的に、職場やキャリアに問題を感じ、専門カウンセラーへの相談

希望を抱きやすいのは「情動性」が高い個人、すなわち不安を感じやすい個人であるという

点は重視すべき知見の 1 つである。職業やキャリアの問題を解決するキャリアカウンセリン

グ・キャリアコンサルティングで相談を求めて訪れるクライエントは、概して言えば不安傾

向が強い個人であり、それゆえ、一定程度まで心理面に十分に配慮した対応が必要になる。
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また、老後の不安については、上の「情動性」と合わせて解釈すべき結果だと言える。もと

もと不安を感じやすい性格特性を持っていて、実際、老後に不安を感じている場合、職業や

キャリアに問題を感じやすく、専門のカウンセラーに相談したいと考えるのだと言えよう。 
 

図表 10－44 各意識が他のキャリア意識に与える影響 

 

 
 第二に、今後の職業生活への見通しがあるか否かが、転職希望、職業やキャリアの問題点

に影響を与えていた。自らの職業やキャリアに問題を感じ、転職希望に結びつくような意識

とは、結局のところ、今後の職業生活の見通しがあるか否か、見通しが立つか否かの意識で

転職希望

キャリア
計画

(1自分で
～4会社
での4件

法)

職業や
キャリアの
問題点

専門の
カウン

セラーへの
相談希望

年代 -.15 -.06 -.09
性別(1=男性、2=女性) .16
雇用形態(1=非正規、2=正規) .07 .07 .09
職種　管理的職業
　　　　専門的職業
　　　　販売・サービス .05
　　　　生産工程他 .10
性格特性　情動性 .09 .16 .10
　　　　　　　外向性
　　　　　　　開放性 -.08
　　　　　　　誠実性 .06 -.12
【社会観】人々の収入や財産の格差が拡大している -.08
【社会観】貧しい人々や困っている人々に厳しい社会である
【社会観】一生懸命努力する人が報われない社会である .06 .06
【社会観】AIの普及によって、自分の仕事がなくなる不安がある .06 .09
【恋愛観】恋愛よりも勉強や仕事を優先したい -.07
【恋愛観】恋愛することに自信がない
【家族観】子どもは持った方が良い
【家族観】夫は外で働き、妻は家庭を守るべきだ .07
【家族観】子供が小さいうちは母親が面倒を見るべきだ -.08
【家族観】結婚した夫婦は何があっても別れない方がよい
【将来観】今後の職業生活の見通しを持っている -.18 -.10
【将来観】老後について不安がある .06 .07 .19 .10
【健康観】休養や睡眠を十分にとること -.06
【精神性】どんな最期を迎えるかは自分で決めたい -.11
【精神性】太く短く生きたい .06
【精神性】キャリアを考える上で精神性（スピリチュアリティ）を大切にしたい .08
【精神性】死後、生きた証が残るように生きたい .09
R .33 .38 .37 .29
調整済みR2乗 .11 .15 .14 .10
※ダミー変数を用いた重回帰分析。値は標準偏回帰係数。Rは重相関係数。調整済みR2乗は自由度調整済み決定
係数。数値は全て0.1%水準で統計的に有意。絶対値.10以上の値の大きい標準偏回帰係数に網掛けを付した。「転
職希望」は値が大きいほど転職希望あり。「キャリア計画」は値が大きいほど会社主導、小さいほど自分主導、「職業やキャ
リアの問題点」は値がが大きいほど問題あり、「相談希望」は値が大きいほど相談希望あり。性格特性「情動性」は不安を
感じやすい性格、性格特性「開放性」は好奇心旺盛、創造性に富む性格、性格特性「誠実性」は勤勉性、自己コント
ロールに富む性格を示す。

調査シリーズNo.208

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－269－ 

 

あると言いうるであろう。本章の他の結果からも、今後の職業生活への見通しがあるか否か

は、他の様々な変数と結びついていた。キャリア意識とは、過去・現在・未来といった一連

の時間的な軸に沿った意識であり、今後の見通しに象徴されるのは、当然とも言える結果で

あったと言える。 
 第三に、性格特性「誠実性」及び精神性「どんな最期を迎えるいかは自分で決めたい」と

いう意識が、キャリア計画、特にキャリア計画は自分で決めたいという意識に影響を与えて

いた。性格特性「誠実性」は、勤勉性とも訳される場合があり、生真面目さ、責任感、自己

コントロールに富む性格を表す。このような性格特性を有する個人が、キャリア計画は自分

で決めたいという自律的なキャリア観を持ちやすいことが示される。こうした自己決定への

志向性が「自分の最期」にまで及ぶ結果、自らの最期は自分で決めたいという志向性になっ

て現れると言えるであろう。 
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第 11 章 2020 年調査（1 年後調査）との比較 

 
１．はじめに－2020 年調査（1 年後調査）実施の問題意識 

 2019 年に調査実施後、新型コロナウイルス感染症に伴ういわゆる「コロナ禍」が日本社会

全体を襲った。コロナ禍は、日本人の働き方や職業生活、家庭生活、個人の生活の各方面に

わたって変化をもたらした。それに伴い、本調査で検討しているライフキャリア意識全体に

も一定の変化が生じたことが予想された。そこで、2019 年調査のちょうど 1 年後の 2020 年

に同一対象者に対して調査を行うパネル調査を実施し、2019 年から 2020 年に「コロナ禍」

を挟んで生じた意識変化を検討することとした。特に、その意識変化の背景にどのような要

因が関わり、どのような形で変化をもたらしたのかを検討することで、ライフキャリア意識

の特徴や性質について、よりいっそう厚みのある結果を入手できる。最終的に人のキャリア

の実像を明らかにすることにつながり、ライフキャリアをも視野に収めた幅広いキャリア形

成支援施策のニーズ・シーズの発見へと結びついていくことが期待される。 
 以上の問題意識から、本章では、前章までに示した 2019 年調査のデータと、2019 年調査

とある程度まで共通の質問項目を同一対象者にたずねた 2020 年調査のデータとを比較対照

させた分析結果を示す。2019 年調査と 2020 年調査で共通の質問項目は、具体的には、①職

業やキャリアに対する問題意識、②職業・キャリアを含めた生活全般の問題点、③転職観、

④職業観（自分が仕事を選ぶ上でのこだわり（大事にしたい価値観））、⑤自律的キャリア観、

⑥職場観、⑦関心のある働き方、⑧職業生活や職場の問題についての専門のカウンセラーに

対する相談ニーズ、⑨人的ネットワーク、⑩社会観、⑪精神性、⑫幸福感、⑬今後の見通し

・老後観であった。これらの質問項目に加えて、コロナ禍前後で生じた変化に関する質問を

行った。本章ではおもに「コロナ禍での職業生活に変化があった」「コロナ禍での職業生活の

具体的な変化」「コロナ禍によりテレワーク・在宅勤務をした」「コロナ禍での職業観・キャ

リア観の変化」「コロナ禍での職業生活についての不安」「コロナ禍での接する知人・友人の

増減」「コロナ禍をどう感じているか」「コロナ禍での人生観について変化があったか」など、

コロナ禍前後の意識変化に関する関連するものを中心に分析に用いた。 
 2019 年調査に回答した人数は 6,000 名であったが、そのうち 1 年後の 2020 年調査にも回

答した人数は 4,670 名であった。すなわち 4,670 名を対象に 2019 年調査と 2020 年調査の

パネル調査を実施できたことになる 27。 
 以下、本章では、前半部分で 2019 年調査と 2020 年調査の比較を行った全般的な結果を示

し、次いで後半部分では詳細な分析によって、2019 年と 2020 年の間で生じた意識変化の背

                                                
27 したがって、2019 年調査のみに答えた者は 1,330 名であったなお、2020 年調査では、パネル調査に回答し

た 4,670 名に加えて、さらに追加で 1,330 名に調査に回答を求めて、全体として 6,000 名の回答者に調査を実

施した。これは 2019 年調査が 6,000 名を対象としたことに合わせたものであるが、2020 年調査にのみ回答し

た者とパネル調査に回答した者を比較することによって、パネル調査の回答者の属性の歪みの有無を確認する

ことも目的とした。 
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景を検討する。最後に、コロナ禍を挟んで生じたライフキャリア意識の変化に関する考察、

そうした変化に垣間見られるライフキャリア意識の本質に関する考察、今後のキャリア形成

支援施策に対する示唆などを行うこととする。 

 

２．2019 年調査と 2020 年調査の比較 

（１）職業やキャリアに対する問題意識・生活全般における問題点の変化 

 まず、コロナ禍の前後で、キャリアに対する問題意識がいかに変化したかを検討した。図

表１１－１は、「あなたは、現在、職業やキャリアについて、どのくらい問題を感じています

か。あてはまるものを 1 つお選びください」の設問に対する 2019 年調査（コロナ禍以前）

と 2020 年調査（コロナ禍以後）の結果である。コロナ禍の前後で「かなり問題を感じてい

る」「やや問題を感じている」「あまり問題を感じていない」の割合が減少し、「ほとんど問題

を感じない」が増加していた。図表１１－２には結果を図示したが、概して言えば、コロナ

禍以後には、むしろ職業やキャリアに対する問題意識が減少したという結果となった。これ

は統計的にも有意であり、2019 年調査と 2020 年調査の回答を対応のあるｔ検定で検討した

結果、1%水準で差が見られた（t(4669)=7.65 p<.01）。 
 

図表 11－1 コロナ禍前後における職業やキャリアに対する問題意識の変化① 

 

 

図表 11－2 コロナ禍前後における職業やキャリアに対する問題意識の変化② 

 

N=4670
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感じて
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問題を
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2019年調査（コロナ禍以前） 8.4% 20.3% 36.6% 25.6% 9.1%
2020年調査（コロナ禍以後） 15.1% 16.1% 38.4% 23.1% 7.3%
差 6.7% -4.2% 1.8% -2.5% -1.8%
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 これらの結果が、サンプルの特徴や歪みによるものか否かを検討した。まず、2019 年調査

と 2020 年調査の双方に回答した人は、本来、特段問題を感じていない人に偏っていた、あ

るいは 2019 年調査時点で何らかの問題を感じていた人は 2020 年の追跡調査（1 年後調査）

に回答しなかった等の可能性が考えられる。しかし、図表１１－３に示したとおり、2019 年

調査のみ回答した人（追跡調査に回答しなかった人）と 2019 年調査と 2020 年調査に回答し

た人（追跡調査に回答した人）でも、おおむね差がない。強いて言えば、2019 年調査のみ回

答した人（追跡調査に回答しなかった人）は、「どちらでもない」と回答した人が少なく、「あ

まり問題を感じていない」と「やや問題を感じている」の双方が多いが、どちらかに偏った

サンプルであるとは言えない。これは、逆に、2020 年調査に回答した人のみを取り出して見

た場合も同様で、2020 年調査のみに回答した人と、2019 年調査と 2020 年調査の双方に回

答した人には差が見られない。いずれにしても追跡調査に回答したか否かよりも、2019 年と

2020 年の違いの方が大きかった。以上の検討から、実際に、コロナ禍前後で「ほとんど問題

を感じていない」人が増えたのだと解釈することができる。 
 

図表 11－3 調査サンプル別の職業やキャリアに対する問題意識の変化 

 

 

 図表１１－４には、コロナ禍前後における職業・キャリアを含めた生活全般の問題点に対

する回答を示した。図表から、全般的に、コロナ禍前後で問題と捉えられることは少なくな

っていることが示される。特に、減少幅が大きいのは「自分の老後について」であり、コロ

ナ禍以前には 40.3％だったのが、コロナ禍以後では 22.9％と約 17 ポイント減少していた。

同様に、「将来全般について」が 43.3％から 33.4％へ約 10 ポイントの減少、「親の介護につ

いて」が 21.0％から 11.4％へ約 10 ポイントの減少となっていた。他に「自分の健康につい

て」「子どもの進学、就職、結婚等について」「自分の労働条件について」なども、軒並み、

コロナ禍以後の 2020 年調査では値が減っている。逆に値が増えているのは「特になし」で

あり、16.3％から 31.1％に約 15 ポイント増えていた。 
  

ほとんど
問題を
感じて
いない

あまり
問題を
感じて
いない

どちらでも
ない

やや
問題を
感じて
いる

かなり
問題を
感じて
いる

2019年調査のみ回答 7.2% 22.6% 33.0% 27.9% 9.3%
2019年調査（コロナ禍以前） 8.4% 20.3% 36.6% 25.6% 9.1%
2020年調査のみ回答 14.8% 16.4% 37.4% 24.5% 6.8%
2020年調査（コロナ禍以後） 15.1% 16.1% 38.4% 23.1% 7.3%

調査シリーズNo.208

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－273－ 

 

図表 11－4 コロナ禍前後における職業・キャリアを含めた生活全般の問題点の変化 

 

 

（２）コロナ禍前後における転職観・職業観・キャリア観・職場観・関心のある働き方の変化 

 図表１１－５及び図表１１－６には、コロナ禍前後における転職観に対する回答を示した。

図表から、コロナ禍前後で「転職したい」の回答が減少し（9.6%→7.2%）、「どちらとも言え

ない」の回答が増加していた（33.7%→38.0%）ことが示される。 
 

図表 11－5 コロナ禍前後における転職観の変化① 

 

 

  

2019年
調査

（コロナ禍以前）

2020年
調査

（コロナ禍以後）
差 sig.

将来全般について 43.3% 33.4% -9.9% **
自分の老後について 40.3% 22.9% -17.4% **
自分の健康について 34.7% 27.2% -7.5% **
自分の働き方について 23.3% 18.1% -5.2% **
自分の労働条件について 22.8% 16.1% -6.7% **
家族の健康について 21.1% 20.6% -0.5%
親の介護について 21.0% 11.4% -9.6% **
自分の仕事の内容について 20.0% 16.1% -3.9% **
自分の転職について 18.5% 13.7% -4.8% **
子どもの進学、就職、結婚等について 17.1% 9.9% -7.2% **
特になし 16.3% 31.1% 14.8% **
自分の職業の向き不向きについて 15.9% 9.4% -6.5% **
自分の職業能力をアップさせる方法について 14.4% 8.6% -5.8% **
職場の上司との人間関係について 12.3% 7.1% -5.2% **
職場の同僚との人間関係について 12.2% 7.2% -5.0% **
いわゆる悩みやグチなどについて 8.7% 5.7% -3.0% **
家族・親族間の人間関係について 8.0% 4.8% -3.2% **
職場の部下との人間関係について 6.3% 3.7% -2.6% **
身近な法律問題について（離婚、相続、借金等） 5.0% 2.6% -2.4% **
職場外の人との人間関係について 4.7% 3.3% -1.4% **
近隣・地域との関係について 4.6% 3.3% -1.3% **
誰にも話せない深刻な悩みについて 4.5% 3.3% -1.2% **
その他： 0.2% 1.6% 1.4% **
※sig.は有意水準。** p<.01

転職
したい

できれば
転職
したい

どちらとも
言えない

できれば
転職した
くない

転職した
くない

2019年調査（コロナ禍以前） 9.6% 15.2% 33.7% 14.7% 26.9%
2020年調査（コロナ禍以後） 7.2% 14.2% 38.0% 14.0% 26.7%
差 -2.4% -1.0% 4.3% -0.7% -0.2%
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図表 11－6 コロナ禍前後における転職観の変化② 

 

 

 図表１１－７には、コロナ禍前後における職業観 28の変化を示した。「管理者、経営者にな

ることを目指したい」で、コロナ禍前後で若干の差が見られたが、その他の項目では統計的

に有意差は見られなかった。概して、コロナ禍前後で職業観に大きな変化はなかったと言え

る。 
図表 11－7 コロナ禍前後における職業観の変化 

 

 

 図表１１－８には、コロナ禍前後における自律的キャリア観（キャリア計画に対する回答）

の変化を示した。この質問項目は、キャリア計画に関する設問であったが、「自分でキャリア

計画を考えていきたい」という選択肢が含まれていることから、自律的キャリア観に関する

設問として解釈する。なお、この質問項目でも統計的に有意な結果は示されなかった。 

 

図表 11－8 コロナ禍前後におけるキャリア計画に対する回答（自律的キャリア観）の変化 

 

                                                
28 本調査では、2019 年調査及び 2020 年調査ともに「自分が仕事を選ぶ上でのこだわり（大事にしたい価値

観）として、それぞれの項目についてあてはまるものを 1 つお選びください」という設問で尋ねた。 
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2020年調査（コロナ禍以後）

2019年
調査

2020年
調査 差 sig.

仕事の中で専門家として能力を発揮したい 3.20 3.17 -0.03
管理者、経営者になることを目指したい 2.51 2.47 -0.04 **
自分のやり方や自分のペースで仕事がしたい 3.79 3.76 -0.03
安定している組織で働き、確実な報酬を得たい 3.70 3.67 -0.03
世の中をよくするための仕事をしたい 3.29 3.29 0.00
※「１全くあてはまらない」～「５非常によくあてはまる」の５件法による回答の平均値。sig.
は有意水準。** p<.01

N=4670

自分で
キャリア計画を
考えていきたい

どちらかといえば、
自分で

キャリア計画を
考えていきたい

どちらかといえば、
会社（職場）で
キャリア計画を
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会社（職場）で
キャリア計画を
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2019年調査（コロナ禍以前） 24.8% 44.2% 19.7% 11.2%
2020年調査（コロナ禍以後） 23.5% 45.3% 20.3% 11.0%
差 -1.3% 1.1% 0.6% -0.2%
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 図表１１－９、コロナ禍前後における職場観の変化を示した。表には、コロナ禍前後の職

場観に関する質問項目に対して「全くあてはまらない」「あまりあてはまらない」「どちらで

もない」「よくあてはまる」「非常によくあてはまる」の 5 件法で回答してもらった結果の平

均値を示した。コロナ禍前後で最も良い方向に変化した項目は「この職場では、産休、育児

休暇、介護休暇がとりやすい」（2.84→3.00）であり、次いで「この職場では、年次有給休暇

を取りやすい制度や雰囲気がある」（2.96→3.08）であった。逆に、コロナ前後で悪い方向に

変化した項目は「意欲を引き出したり、キャリア形成に役立つ教育が行われている」（2.54→
2.49）、「上司は、仕事がうまく行くように配慮や手助けをしてくれる」（2.92→2.87）であっ

た。 

図表 11－9 コロナ禍前後における職場観の変化① 

 

 

 なお参考までに、図表１１－１０に、特に差が大きかった「この職場では、産休、育児休

暇、介護休暇がとりやすい」「この職場では、年次有給休暇を取りやすい制度や雰囲気がある」

の回答結果をより詳しく示した。両者ともに「全くあてはまらない」「あまりあてはまらない」

の割合が減少していることが、明らかに示されている。 

 

図表 11－10 コロナ禍前後における職場観の変化② 

 

2019年
調査

2020年
調査 差 sig.

意欲を引き出したり、キャリア形成に役立つ教育が行われている 2.54 2.49 -0.05 **
グループや個人ごとに、教育・訓練の目標が明確にされている 2.57 2.54 -0.03
上司は、仕事に困ったときに頼りになる 2.87 2.88 0.01
上司は、仕事がうまく行くように配慮や手助けをしてくれる 2.92 2.87 -0.05 **
仕事の目標を自分で立て、自由裁量で進めることができる 3.03 3.07 0.04
仕事の計画、決定、進め方を自分で決めることができる 3.08 3.07 -0.01
世間的に見劣りしない給料がもらえる 2.76 2.77 0.01
働きに見合った給料がもらえる 2.74 2.76 0.02
自分の仕事は、よりよい社会を築くのに役立っている 2.96 2.98 0.02
自分の仕事が、社会と繋がっていることを実感できる 2.99 3.03 0.04
この職場では、産休、育児休暇、介護休暇がとりやすい 2.84 3.00 0.16 **
この職場では、年次有給休暇を取りやすい制度や雰囲気がある 2.96 3.08 0.12 **
仕事はいつも時間内に処理できる 2.96 2.98 0.02
全体として仕事の量と質は、適当だと思う 2.88 2.92 0.04
※「１全くあてはまらない」～「５かなりあてはまる」の５件法による回答の平均値。sig.は有意水準。**
p<.01

この職場では、産休、育児休暇、介護休暇がとりやすい
全く

あてはまらない
あまり

あてはまらない
どちらでも

ない
よく

あてはまる
非常によく
あてはまる

2019年調査（コロナ禍以前） 16.5% 15.9% 40.7% 20.6% 6.2%
2020年調査（コロナ禍以後） 12.6% 12.8% 44.0% 23.2% 7.4%
差 -3.9% -3.1% 3.3% 2.6% 1.2%

この職場では、年次有給休暇を取りやすい制度や雰囲気がある
全く

あてはまらない
あまり

あてはまらない
どちらでも

ない
よく

あてはまる
非常によく
あてはまる

2019年調査（コロナ禍以前） 14.7% 14.6% 38.9% 23.8% 8.0%
2020年調査（コロナ禍以後） 11.7% 12.9% 40.1% 26.0% 9.3%
差 -3.0% -1.7% 1.2% 2.2% 1.3%
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 図表１１－１１には、コロナ禍前後における関心のある働き方の変化を示した。具体的に

は、最近の「新しい」キャリア概念を表すものとして巷間、話題に上ることが多い幾つかの

働き方を提示し、それらに対する関心を尋ねた。図表から、最も減少幅が大きいのは「ギグ

・ワーク（インターネットを使い、必要なときに必要なだけ働くこと）」であり、コロナ禍以

前には 21.4%だったが、コロナ禍以後では 18.2%と約 3 ポイント減少していた。同様に「リ

モート・ワーク、テレ・ワーク（会社や組織に出勤せず、自宅等の場所で働くこと）」

（33.1%→30.6%）、「プロティアン・キャリア（環境変化にあわせて自分のキャリアを柔軟に

変化させること）」（22.4%→20.1%）なども減少していた。逆に値が増えたのは「ワーケーシ

ョン（リゾート地などで、休暇を兼ねて働くこと）」であり、20.0%から 25.1%に約 5 ポイン

ト増えていた。また、「プロボノ（本業とは別に職業上のスキルや専門知識を活かした活動を

すること）」（10.5%→12.0%）、「パラレル・キャリア（本業を持ちながら、第二の活動をする

こと。兼業・副業）」（32.9%→33.7%）なども増加していた。 
 

図表 11－11 コロナ禍前後における関心のある働き方の変化 

 

 

（３）コロナ禍前後における相談ニーズの変化 

 図表１１－１２には、コロナ禍前後における相談ニーズ 29の変化を示した。表から、2019
年調査から 2020年調査にかけて「相談したくない」が約 10ポイント増加し（16.6%→27.8%）、

「どちらとも言えない」「どちらかと言えば相談したい」「どちらかと言えば相談したくない」

が軒並み減少していることがうかがえる。これは図表１１－１３に図示したグラフの形状で

はより明らかに示され、明確に相談ニーズの減少傾向が示されている。 
  

                                                
29 本調査では、2019 年調査及び 2020 年調査ともに、「職業生活や職場の問題についての専門のカウンセラー

（キャリアコンサルタント、キャリアカウンセラーなど）に相談したいと思いますか」という設問で尋ねた。 

2019年
調査

2020年
調査 差 sig.

週３正社員、週４正社員（週に３日あるいは４日など正社員で働くこと） 43.4% 42.6% -0.8%
時短勤務（一日の労働時間を短縮して働くこと） 41.7% 41.4% -0.3%
セカンド・ライフ（本業を早期に引退して余暇を楽しむこと） 37.3% 38.4% 1.1%
リモート・ワーク、テレ・ワーク（会社や組織に出勤せず、自宅等の場所で働くこと） 33.1% 30.6% -2.5% **
パラレル・キャリア（本業を持ちながら、第二の活動をすること。兼業・副業） 32.9% 33.7% 0.8% **
プロティアン・キャリア（環境変化にあわせて自分のキャリアを柔軟に変化させること） 22.4% 20.1% -2.3% **
ギグ・ワーク（インターネットを使い、必要なときに必要なだけ働くこと） 21.4% 18.2% -3.2% **
ワーケーション（リゾート地などで、休暇を兼ねて働くこと） 20.0% 25.1% 5.1% **
ダブル・ジョブ（職場内で主たる仕事を２つ持つこと） 14.1% 14.7% 0.6%
リカレント学習（社会人大学・大学院やビジネススクール等で学び直すこと） 12.4% 11.7% -0.7%
越境学習（自分の専門である職場や組織を超えた学習を仕事に活かすこと） 10.8% 11.6% 0.8%
プロボノ（本業とは別に職業上のスキルや専門知識を活かした活動をすること） 10.5% 12.0% 1.5%
※上の項目から「関心のあるもの」３つを選択するように求めた。値は当該項目を選択した割合。sig.は有意水準。**
p<.01
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図表 11－12 コロナ禍前後における相談ニーズの変化① 

 

 

図表 11－13 コロナ禍前後における相談ニーズの変化② 

 

 

 なお、図表１１－１４には、2019 年調査時点（コロナ禍以前）の相談ニーズ（相談したく

ない～相談したい）別に 2020 年調査（コロナ禍以後）の相談経験率を示した。図から、2019
年調査時点で「相談したい」と回答した者の約 2 割がその後、実際に何らかの相談経験を有

していることが示される。実際に相談するに際して、その前段階に相談ニーズがなければな

らず、逆に相談ニーズがある場合には、その後、一定割合で実際に相談を経験するという結

果が、素朴に示されたと言える。キャリア相談にあたっては、その前段で本人にニーズが生

じていなければならないという結果を確認することができたと言えよう。 
 

図表 11－14 2019 年調査時点（コロナ禍以前）の相談ニーズ別のその後の相談経験率 
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（４）コロナ禍前後における人的ネットワークの変化 

 図表１１－１５には、コロナ禍前後における人的ネットワークの変化を示した。「連絡先を

知っている人数」「一緒に食事をしたり遊んだりする人数」「困った時に相談できる人数」の

3 つの面から、その人数を数字で回答してもらった結果をグラフ（度数分布表）で示した。

図では判然としないが、いずれの人数についても、2019 年調査（コロナ禍以前）に比べて

2020 年調査（コロナ禍以後）の方が人数が少なくなっていることが示された。詳しくは、ウ

ィルコクソンの符号順位検定の結果、「連絡先を知っている人数」（z=12.88 p<.01）、「一緒に

食事をしたり遊んだりする人数」（z=9.80 p<.01）、「困った時に相談できる人数（z=2.03 p<.05）
であり、いずれも統計的に有意であった。また、図の形状及び上述の z 値の大きさなどから、

2019 年から 2020 年にかけて最も大きく減少したのは「連絡先を知っている人数」であり、

次いで「一緒に食事をしたり遊んだりする人数」、「困った時に相談できる人数」が最も減少

幅が小さかったと言える。 
 

図表 11－15 コロナ禍前後における人的ネットワークの変化 
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（５）コロナ禍前後における社会観、精神性、幸福感・今後の見通し・老後観の変化 

 図表１１－１６には、コロナ禍前後における社会観、精神性、幸福感・今後の見通し・老

後観の変化を示した。表から、「差」が.10 以上の比較的差の大きな項目を取り上げると、社

会観「貧しい人々や困っている人々に厳しい社会である」「外国人や異なる文化の人々が働き

にくい社会である」、精神性「どんな最期を迎えるかは自分で決めたい」、幸福感「現在の幸

せ度合」などであった。これらの項目をもとに総合的に解釈すると、コロナ禍をはさんだ 2019
年調査と 2020 年調査で、基本的に、社会観は貧困層、外国人等の少数者・周辺層に厳しい

社会であるという認識が強まったこと、精神性については自分の最期を自分で決めるという

意識が強まったこと、幸福感は下がったことなどを指摘できる。 
 

図表 11－16 コロナ禍前後における社会観、精神性、幸福感・今後の見通し・老後観の変化 

 

  

2019年
調査

2020年
調査 差 sig.

社会観
人々の収入や財産の格差が拡大している 3.69 3.77 0.08 **
貧しい人々や困っている人々に厳しい社会である 3.53 3.63 0.10 **
外国人や異なる文化の人々が働きにくい社会である 3.26 3.39 0.13 **
一生懸命努力する人が報われない社会である 3.42 3.39 -0.03
LGBTに対する理解が進んでいない社会である 3.26 3.32 0.06 **
AIの普及によって、仕事がなくなる人が出てくる社会である 3.30 3.37 0.07 **
AIの普及によって、自分の仕事がなくなる不安がある 2.89 2.88 -0.01

精神性
どんな最期を迎えるかは自分で決めたい 3.63 3.73 0.10 **
太く短く生きたい 3.02 3.01 -0.01
運命や宿命のようなものがある 3.25 3.31 0.06 **
キャリアを考える上で精神性（スピリチュアリティ）を大切にしたい 2.96 2.95 -0.01
「あの世」はあると思う 2.99 3.01 0.02
死後、生きた証が残るように生きたい 2.7 2.75 0.05 **

幸福感・今後の見通し・老後観
現在の幸せ度合 6.96 6.82 -0.14 **
今後の職業生活の見通し 2.31 2.38 0.07 **
老後について不安 3.17 3.08 -0.09 **

※「社会観」及び「精神性」は「１全くあてはまらない」～「５非常によくあてはまる」の５件法による回答の
平均値。現在の幸せ度合」は「0点」～「10点」の11件法による回答の平均値で、値が大きい方が幸福
感が高い。「今後の職業生活の見通し」は「１全く見通しを持っていない」～「４かなり見通しを持ってい
る」の４件法による回答の平均値。「老後についての不安」は「１全く不安ではない」～「４かなり不安であ
る」の４件法による回答の平均値。sig.は有意水準。** p<.01

調査シリーズNo.208

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－280－ 

 

３．2019 年調査から 2020 年調査への意識変化の背景 

（１）ここまでの結果の概要 

 ここまで示した結果から、コロナ禍前後における意識変化として、次の諸点を指摘できる。 
①コロナ禍前後で、職業やキャリアに対する全般的な問題意識が減少した（「ほとんど問題を

感じていない」が増加した）。 
②コロナ禍前後で、職業・キャリアを含めた生活全般における個別の問題意識もおおむね減

少した。特に「自分の老後について」「将来全般について」「親の介護について」の問題意

識が減少した。 
③コロナ禍前後で、転職志望は減少し、転職について「どちらとも言えない」の回答が増加

した。 
④コロナ禍前後で、職業観、自律的キャリア観では変化が見られなかった。 
⑤コロナ禍前後で変化した職場観は、「この職場では、産休、育児休暇、介護休暇がとりやす

い」「この職場では、年次有給休暇を取りやすい制度や雰囲気がある」であり、どちらも休

暇が取りやすいと感じられるようになった。 
⑥コロナ禍前後で変化した「関心のある働き方」として、「ギグ・ワーク（インターネットを

使い、必要な時に必要なだけ働くこと）」「リモート・ワーク、テレ・ワーク（会社や組織

に出勤せず、自宅等の場所で働くこと）」「プロティアン・キャリア（環境変化にあわせて

自分のキャリアを柔軟に変化させること）」に対する関心がやや減少した。 
⑦コロナ禍前後で、職業生活や職場の問題についての専門のカウンセラー（キャリアコンサ

ルタント、キャリアカウンセラーなど）に相談したいというニーズが減少した。 
⑧コロナ禍前後で、基本的に、社会観は貧困層、外国人等の少数者・周辺層に厳しい社会で

あるという認識が強まった。精神性については自分の最期を自分で決めるという意識が強

まった。一方で、幸福感は下がった。 
 
（２）コロナ禍前後における職業やキャリアに対する全般的な問題意識の変化の背景 

 以下、本節では、上記の結果のいくつかを掘り下げて検討したい。 
 まず、コロナ禍前後で、職業やキャリアに対する全般的な問題意識が減少した（特に「ほ

とんど問題を感じていない」）という結果について、図表１１－１７に、コロナ禍前後におけ

る職業やキャリアに対する問題意識の変化の分布を示した。これは、図表１１－１に示した

職業やキャリアに対する問題意識の 2019 年から 2020 年グラフにかけての値の変化を、単

純に「2020 年の値－2019 年の値」の引き算によって差を求めたものである。基本的に正規

分布となっているが、先に示したとおり、値がマイナス方向に変化した者の割合が少しずつ

多くなっており、全体として職業やキャリアに対する全般的な問題意識が減少したという結

果になったことが確認される。 
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図表 11－17 コロナ禍前後における職業やキャリアに対する問題意識の変化の分布 

 

 
 このコロナ禍前後における職業やキャリアに対する問題意識の変化に、何らかの属性によ

る違いがみられるかを検討するために、図表１１－１８（左）には、性別及び年齢別の職業

やキャリアに対する問題意識の変化を示した。図表からは、女性の方が、又は中高年の方が

職業やキャリアに対する問題意識の変化が大きい（すなわち 2019 年から 2020 年にかけて

職業やキャリアに対する問題をより感じなくなった）ように見えるが、統計的に有意な差は

みられなかった。また、図表１１－１８（右）には、雇用形態別の職業やキャリアに対する

問題意識の変化の分布を示した。この図も「契約社員・嘱託」「パート・アルバイト」「家族

従業員」「その他」でマイナス方向に大きく値が変化しているように見えるが、統計的に有

意な違いは見られなかった。 
 一方、図表１１－１９に示したとおり、収入別に職業やキャリアに対する問題意識の変化

を見た結果、統計的に有意な違いが見られた。すなわち、最近 1 年間の税込み個人年収が

低いほど、2019 年から 2020 年にかけて、むしろ職業やキャリアに対する問題は感じなく

なったという結果が示された。 
 

図表 11－18 コロナ禍前後における性別・年齢別の職業やキャリアに対する問題意識の変化（左）及び雇用形態別の

職業やキャリアに対する問題意識の変化（右） 
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図表 11－19 コロナ禍前後における 

個人年収別の職業やキャリアに対する問題意識の変化 

 

 
 ここまで、コロナ禍前後における職業やキャリアに問題を感じる程度を性別、年齢別、雇

用形態別、収入別などの基本的な個人属性で検討したが、明確な結果が得られなかった。そ

こで、以下では、コロナ禍におけるどのような事柄が職業やキャリアに問題を感じる程度に

影響を与えたのかを検討した。 
 図表１１－２０は、コロナ禍による様々な変化を説明変数、職業やキャリアに対する問題

意識の変化（2019 年→2020 年の変化）を被説明変数とする重回帰分析の結果である。表か

ら、職業やキャリアに対する問題意識の変化には、何よりも「コロナ禍での職業観・キャリ

ア観の変化」（β=.332）が大きな影響を与えたことが示される。すなわち、コロナ禍で職業

観・キャリア観にかなり変化があったと回答した者ほど、職業やキャリアに対する問題意識

も増加した。逆に、コロナ禍で職業観・キャリア観に変化がなかった場合には、職業やキャ

リアに対する問題意識はむしろ減少したと解釈できる結果となっている。 
 「コロナ禍での職業観・キャリア観の変化」が重要な要因になっていることが示されたの

で、図表１１－２０には「コロナ禍での職業観・キャリア観の変化」を被説明変数とした重

回帰分析の結果も掲載した。その結果、「コロナ禍での職業観・キャリア観の変化」に対し

ては、「コロナ禍での職業生活に変化があったか」（β=.226）が大きな影響を与えていた。 
 そこで、さらに「コロナ禍での職業生活に変化があったか」を被説明変数とした重回帰分

析も行い、あわせて図表１１－２０に掲載した。その結果、「仕事内容に変化があった」

（β=.133）、「働く場所に変化があった」（β=.134）、「コロナ禍によりテレワーク・在宅勤務

をした」（β=.148）など、職業生活の具体的な変化に関する項目で、やや大きな係数で統計

的に有意となった。 
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図表 11－20 コロナ禍前後における職業やキャリアに問題を感じる程度、 

コロナ禍での職業観・キャリア観の変化、 

コロナ禍での職業生活に変化があったかに影響を与えた要因 

 

 
 以上の重回帰分析の結果を集約した場合、職業やキャリアに問題を感じる程度は、①コロ

ナ禍で職業観・キャリア観に変化が生じたか否かに影響を受けたこと、②コロナ禍での職業

観・キャリア観の変化はコロナ禍で職業生活に変化があったか否かに影響を受けたこと、③

コロナ禍での職業生活の変化は実際に仕事内容に変化があった、働く場所に変化があった、

テレワーク・在宅勤務を行った等の具体的な変化に影響を受けたこと 3 点を指摘できる。

すなわち、コロナ禍前後における職業やキャリアに対する問題意識の変化は、コロナ禍によ

って職業観・キャリア観に変化が生じたか、実際に職業生活に変化があったかの 2 つの要

因によって大きく左右されると言える。 
 これらの結果を端的に示すために、図表１１－２１には、コロナ禍での職業観・キャリア

観の変化別（左）及びコロナ禍での職業生活の変化別（右）にみたコロナ禍前後における職

β sig. β sig. β sig.
性別（1=男性、2＝女性） -0.006 -0.017 -0.024
年齢(1=20代、2=30代、3=40代、4=50代） 0.005 -0.117 ** -0.018
雇用形態（1=正規雇用、2=非正規雇用） -0.001 -0.021 0.017
収入 0.034 0.079 ** 0.053 **
コロナ禍での職業生活に変化があった
（1=ほとんど大きな変化がなかった～5＝かなり大きな変化があった）

0.059 ** 0.226 ** --- ---

コロナ禍での職業生活での変化について
転職した -0.026 0.052 ** 0.070 **
解雇または雇い止めとなった 0.013 0.060 ** 0.050 **
休業、自宅待機となった 0.015 0.003 0.107 **
仕事内容に変化があった -0.011 0.051 ** 0.133 **
兼業・副業を開始した -0.019 0.033 -0.002
勤務時間が減った -0.010 0.006 0.063 **
賃金・収入が下がった 0.017 0.003 0.085 **
勤務形態に変化があった -0.010 0.006 0.106 **
働く場所に変化があった -0.042 ** 0.000 0.134 **

コロナ禍によりテレワーク・在宅勤務をした -0.001 0.110 ** 0.148 **
コロナ禍での職業観・キャリア観の変化
（1=ほとんど変化がなかった～5=かなり変化があった）

0.332 ** --- --- --- ---

コロナ禍での職業生活についての不安
（1=ほとんど不安を感じていない～5=かなり不安を感じている）

0.100 ** 0.207 ** 0.159 **

コロナ禍での接する知人・友人の増減（1=かなり減った～5=かなり増えた） -0.013 0.007 -0.011
コロナ禍をどう感じているか

これからの社会に大きな変化を与え、自分の生活も大きく変化した 0.049 0.017 0.076 **
これからの社会に大きな変化を与えたが、自分の生活はあまり変化しなかった 0.024 0.026 -0.085 **
これからの社会に大きな変化を与えず、自分の生活もあまり変化しなかった -0.032 -0.051 -0.148 **

コロナ禍での人生観について変化があったか
（1=ほとんど変化がなかった～5=かなり変化があった）

-0.052 ** 0.167 ** 0.096 **

調整済みR2 0.169 ** 0.321 ** 0.398 **
※重回帰分析。βは標準偏回帰係数。値が大きいほど当該変数の影響が強いことを示す。符号がプラスの場合、当該変数はプラスの
方向へ影響を与えると解釈できる。sig.は有意水準**はp.<01。
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業やキャリアに問題を感じる程度の変化を示した。図の形状から明らかなように、コロナ禍

による職業観・キャリア観の変化や職業生活の変化によって、コロナ禍前後における職業や

キャリアに問題を感じる程度は大きく異なっていることが示される。 
 

図表 11－21 コロナ禍での職業観・キャリア観の変化別（左）及び 

コロナ禍での職業生活の変化別（右）にみた 

コロナ禍前後における職業やキャリアに問題を感じる程度の変化 

 

 
 なお、この分析の過程で示された興味深い結果として、図表１１－２２に示したとおり、

そもそも「コロナ禍をどう感じているか」（コロナ禍の受け止め方）によって、コロナ禍前

後における職業やキャリアに問題を感じる程度が異なることが示された。すなわち、コロナ

禍が「これからの社会に大きな変化を与え、自分の生活も大きく変化した」と考えた者は、

コロナ禍前後で職業やキャリアに問題を感じる程度が増加したが、それ以外はコロナ禍前後

で職業やキャリアに問題を感じる程度は減少した。特に、「これからの社会に大きな変化を

与えず、自分の生活もあまり変化しなかった」と考えた者では、むしろ職業やキャリアに問

題を感じる程度は大幅に減少している。様々に解釈できる結果であるが、世間的な関心事と

なり大きな問題となっているコロナ禍にあっても、自らを取り巻く社会や自分の生活とはあ

まり関係がなく、大きな変化はないと捉えられる状況にある場合、その世間の動向と自らの

平穏無事な日常生活とを照らし合わせて、かえって何ら問題が生じていないと捉える傾向が

示されたと考えられる。広く言えば、心理学における社会的比較研究などの範疇に含まれる

心性だと推測されるが、こうした心性が、本章冒頭に示した「コロナ禍前後で、職業やキャ

リアに対する全般的な問題意識が減少した（「ほとんど問題を感じていない」が増加した）」

という結果と複雑に関連しているものと推察される。 
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図表 11－22 コロナ禍の受け止め方（コロナ禍をどう感じているか）別にみた 

コロナ禍前後における職業やキャリアに問題を感じる程度の変化 

 

 
（３）コロナ禍前後における職業やキャリアに対する個別の問題点の変化の背景 

 なお、ここまでの結果は、職業・キャリアを含めた生活全般における個別の問題点が減少

した結果（特に「自分の老後について」「将来全般について」「親の介護について」など）と

も、ある程度まで共通している面がある。例えば、図表１１－２３左に示したとおり、コロ

ナ禍の受け止め方は「将来全般について」の問題意識の変化と緩やかに関連していた。特に、

ここまで見てきたように、コロナ禍は「これからの社会に大きな変化を与えたが、自分の生

活はあまり変化しなかった」と回答した者では、コロナ禍以前の 2019 年には自らの「将来

全般について」問題を感じていたが、2020 年には問題を感じなくなった者が 25.3%とやや多

く見られた。 
 同様にコロナ禍前後での職業観・キャリア観の変化は「自分の老後について」の問題意識

と関連していた。すなわち、コロナ前後で職業観・キャリア観に「あまり変化がなかった」

や「ほとんど変化がなかった」と回答した者には、コロナ禍以前の 2019 年には「自分の老

後について」問題を感じていたが、2020 年には問題を感じなくなっていた者がやや多く含ま

れていた。 
 さらに、ここでも、もともとコロナ禍の問題をいかに受け止めているかは「将来全般につ

いて」「自分の老後について」のどちらの面での問題意識にも関連していた。図表１１－２４

（左）に示したとおり、コロナ禍は「これからの社会に大きな変化を与え、自分の生活も大

きく変化した」と回答した者は、「将来全般について」2019 年調査でも 2020 年調査でも問

題であると感じていている者が多かった。 
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 同じく図表１１－２４（右）に示したとおり、コロナ禍前後で職業観・キャリア観が「か

なり変化があった」「やや変化があった」と回答した者は「自分の老後について」2019 年調

査でも 2020 年調査でも問題を感じていている者が多かった。 
 なお、「親の介護について」の意識変化については、本調査では、これ以上の分析は難しか

った。特に 2019 年から 2020 年にかけての減少幅が大きかったのかについては、今回の分析

だけでは判然としなかった。また別の機会に、さらなる検討が必要になると思われる。 
 

図表 11－23 コロナ禍の受け止め方（コロナ禍をどう感じているか）別の 

「将来全般について」の問題意識の変化（問題あり→問題なしへ）（左）及び 

コロナ禍前後での職業観・キャリア観別の 

「自分の老後について」の問題意識の変化（問題あり→問題なしへ）（右） 

 

 

図表 11－24 コロナ禍の受け止め方（コロナ禍をどう感じているか）別の 

「将来全般について」の問題意識（左）及び 

コロナ禍前後での職業観・キャリア観別の「自分の老後について」の問題意識（右） 
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（４）コロナ禍前後における相談ニーズの変化の背景 

 最後に、コロナ禍前後における職業やキャリアに問題を感じる程度と類似の傾向がみられ

た結果として、「コロナ禍前後で、職業生活や職場の問題についての専門のカウンセラー（キ

ャリアコンサルタント、キャリアカウンセラーなど）に相談したいというニーズが減少した」

がある。例えば、図表１１－２５に示したとおり、相談ニーズはコロナ禍を挟んで職業観・

キャリア観に変化があったと認識しているか否かで異なっていた。「かなり変化があった」

「やや変化があった」と回答した者は、専門のカウンセラーに相談したいというニーズが増

加していた。ただし、図に N を示したとおり、そもそも「かなり変化があった」「やや変化

があった」と回答した者は全体の割合が少なく、結果的に全般的に見れば相談ニーズは 2019
年から 2020 年にかけて減少したという結果となることが分かる。 
 

図表 11－25 コロナ禍での職業観・キャリア観の変化別の相談ニーズの変化 

 

 

 また、相談ニーズに関する結果は、コロナ禍前後での相談ニーズの変化よりも、むしろコ

ロナ禍後の相談ニーズに明確に示される。図表１１－２６には、コロナ禍後の相談ニーズを

被説明変数、コロナ禍での様々な変化を説明変数とした重回帰分析結果を示した。表から、

コロナ禍の相談ニーズは、おもに「コロナ禍での職業観・キャリア観の変化」（β=.188）、「コ

ロナ禍での職業生活についての不安」（β=.162）によることが示される。また、先行調査ある

いは類似調査などでもよく示される傾向、具体的には年齢が若いほど相談ニーズがある

（β=-.108）、正規雇用者で相談ニーズがある（β=-.115）といった結果も示された。ただし、

ここでも興味深いのは、コロナ禍について「これからの社会に大きな変化を与えず、自分の

生活もあまり変化しなかった」と感じている場合には、相談ニーズはむしろ低まるというこ

とである。社会全体で大きな問題になっているコロナ禍ではあるが、自分の身の回りの社会

や自分の生活に特段の変化を与えていないと感じられた場合、それは、ある種の安心感や安

0.12 0.13 

-0.25 -0.26 

-0.47 
-0.6
-0.5
-0.4
-0.3
-0.2
-0.1

0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5

かなり
変化が
あった

N=156

やや
変化が
あった

N=695

どちらとも
言えない
N=1732

あまり
変化が
なかった
N=693

ほとんど
変化が
なかった

N=1037

2019年→2020年の相談ニーズの変化

コロナ禍前後での職業観・キャリア観の変化

調査シリーズNo.208

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－288－ 

 

定感を惹起し、かえって逆方向に意識変化が生じることが想定される。すなわち自分以外は

ともかく、自分だけは大丈夫だという意識が、過剰に、自分の生活には問題ない、自分は相

談するほど困っていないという意識変化へと連なることが想定される。 
 

図表 11－26 コロナ禍後の相談ニーズに影響を与えた要因 

 
 
 そして、ここまでの分析で示されたとおり、全般的に 2019 年から 2020 年のコロナ禍前後

にかけて、職業やキャリアに問題を感じる程度や個別の問題意識、さらにはそれと関連する

相談ニーズがかえって低まるという結果からは、社会全体のコロナ禍にあって他はともかく

自分は大丈夫であるという意識が生じた層がむしろ多数派を占めていたと仮に解釈しておく

ことに一定の合理性があると考えられる。少なくとも本調査の結果からは、そのような仮説

が成り立つが、引き続き、他の類似調査・類似研究との比較参照を行うことによって、その

妥当性を確認する必要がある。 
 

（５）コロナ禍前後における転職観・職業観・キャリア計画の変化の背景 

 次に、コロナ禍前後における転職観・職業観・キャリア計画・職場観・キャリア観の変化

β sig.
性別（1=男性、2＝女性） 0.015
年齢(1=20代、2=30代、3=40代、4=50代） -0.108 **
雇用形態（1=正規雇用、2=非正規雇用） -0.115 **
収入 -0.015
コロナ禍での職業生活に変化があった
（1=ほとんど大きな変化がなかった～5＝かなり大きな変化があった） 0.038

コロナ禍での職業生活での変化について
転職した -0.012
解雇または雇い止めとなった 0.009
休業、自宅待機となった 0.002
仕事内容に変化があった 0.027
兼業・副業を開始した 0.021
勤務時間が減った -0.031
賃金・収入が下がった -0.028
勤務形態に変化があった 0.020
働く場所に変化があった -0.004

コロナ禍によりテレワーク・在宅勤務をした 0.009
コロナ禍での職業観・キャリア観の変化
（1=ほとんど変化がなかった～5=かなり変化があった） 0.188 **

コロナ禍での職業生活についての不安
（1=ほとんど不安を感じていない～5=かなり不安を感じている） 0.162 **

コロナ禍での接する知人・友人の増減（1=かなり減った～5=かなり増えた） -0.028
コロナ禍をどう感じているか

これからの社会に大きな変化を与え、自分の生活も大きく変化した 0.020
これからの社会に大きな変化を与えたが、自分の生活はあまり変化しなかった 0.058
これからの社会に大きな変化を与えず、自分の生活もあまり変化しなかった -0.074 **

コロナ禍での人生観について変化があったか
（1=ほとんど変化がなかった～5=かなり変化があった） 0.047

調整済みR2

コロナ禍後の
専門の

カウンセラーに
対する

相談ニーズ

※重回帰分析。βは標準偏回帰係数。値が大きいほど当該変数の影響が強いことを示す。符号がプラスの
場合、当該変数はプラスの方向へ影響を与えると解釈できる。sig.は有意水準**はp.<01。
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の背景について取り上げる。 
 まず、コロナ禍前後の転職観の変化については、転職志望は減少し、転職について「どち

らとも言えない」の回答が増加した。この結果について、詳しく分析した場合でも、性別・

年齢・年収・職業などではおおむね違いがみられなかった。本調査で尋ねた質問項目では、

唯一、雇用形態による差がみられたが、図表１１－２７に示したとおり、基本的に「契約社

員・嘱託」「パート・アルバイト」などの非正規就労者では 2019 年から 2020 年にかけてや

や「転職したくない」方向に変化していた。2020 年調査で「失業中または無業」の回答者は

2019 年調査では就業者であったので、当然ながら 2020 年現在、「転職したい」（就職したい）

と回答した 30。 
 

図表 11－27 雇用形態別のコロナ禍前後の転職観の変化 

 

 
 転職観についても、むしろ最も関連が深かったのは、コロナ禍で職業生活に不安を感じた

か否かであり、「かなり不安を感じている」者では 2019 年から 2020 年にかけて「転職した

い」方向に変化し、「ほとんど不安を感じていない」者や「あまり不安を感じていない」者で

は「転職したくない」方向に変化していた（図表１１－２８参照）。すなわち、コロナ禍で職

業生活に不安を感じた場合、転職志望が強まるという結果となった。 
 これは、先の重回帰分析と同じ変数で同様に分析した場合も同様で、全般的に転職観の変

化にあまり大きな影響を与える変数が少ないなか、その中でもやや大きな影響を与える変数

がコロナ禍での職業生活に対する不安であった。転職は職業生活に対する不安と密接に関連

していると解釈される。 
 
                                                
30 雇用形態のうち、「家族従業員」N=19、「その他」N=41 は回答者数が少なく、解釈が困難であったため図及

び結果の記載を割愛した。 
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図表 11－28 コロナ禍での職業生活についての不安別のコロナ禍前後の転職観の変化 

 

 

 次に、職業観及び自律的キャリア観では、2019 年から 2020 年にかけて変化がみられなか

った。このうち、職業観の 5 項目「仕事の中で専門家として能力を発揮したい」「管理者、経

営者になることを目指したい」「自分のやり方や自分のペースで仕事がしたい」「安定してい

る組織で働き、確実な報酬を得たい」「世の中をよくするための仕事をしたい」も、転職観の

結果と同様、本調査で尋ねた基本属性（性別、年齢、年収、職業）で違いがみられなかった。

また、コロナ禍による様々な変化を説明変数とした（図表１１－２０と同様の）重回帰分析

を行った結果、いずれの項目でも調整済み R2 が低い（説明力が低い）結果しか得られなかっ

た。 
 僅かに観察された結果として、「コロナ禍での職業生活」に「かなり不安を感じている」者

ほど「安定している組織で働き、確実な報酬を得たい」という職業観が、2019 年から 2020
年にかけて高くなっていた（図表１１－２９左参照）。また、類似の結果として、コロナ禍で

の職業生活での変化について「勤務時間が減った」「賃金・収入が下がった」と回答した者で

も、同様に、「安定している組織で働き、確実な報酬を得たい」という職業観が、2019 年か

ら 2020 年にかけて高くなっていた（図表１１－２９右参照）。 
 これらの結果から、基本的に、コロナ禍のような大きな社会事象に遭遇しても、本人の基

本的な職業観は大きくは変化しないが、一部、職業生活に不安を感じたり、実際に勤務時間

が減ったり、収入が下がったりといった変化に直面した場合、より安定志向の職業観にシフ

トするということが指摘できる。 
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図表 11－29 コロナ禍での職業生活についての不安別（左）及び 

コロナ禍での職業生活の変化別（右）のコロナ禍前後の職業観の変化 

 

 

 さらに、自律的キャリア観（キャリア計画）についても、職業観と同様の結果であり、少

なくとも本調査におけるコロナ禍による変化を尋ねた質問項目とは、ほぼ関連がみられなか

った。自律的キャリア観は「自分でキャリア計画を考えていきたい」か「会社（職場）でキ

ャリア計画を提示してほしい」かを尋ねるものであり、広く捉えれば、上述の職業観と同一

趣旨の質問項目である。職業観がコロナ禍によって大きくは変化しなかったのと同じく、自

律的キャリア観にも大きな変化がみられなかったと言える。 

 1 点、興味深い結果としては、自律的キャリア観を持つか否かでそもそもコロナ禍の受け

止め方が異なっていた。図表１１－３０に示すとおり、「自分でキャリア計画を考えていき

たい」と考えている者は、コロナ禍は「これからの社会に大きな変化を与え、自分の生活も

大きく変化した」と捉えていた。一方で、「会社（職場）でキャリア計画を提示してほし

い」という自律的キャリア観とは対比的なキャリア観を持つ者は、コロナ禍は「これからの

社会に大きな変化を与えず、自分の生活もあまり変化しなかった」と捉えていた。つまり、

自律的キャリア観を持つ者は、コロナ禍のような大きな社会事象を重視し、それに伴って自

分の生活も変化した（変化せざるを得ない）と捉えるのに対して、言わば他律的なキャリア

観を持つ者は、そもそもコロナ禍を大きな社会変化を与えるものと捉えていない。自律的キ

ャリア観をめぐって、大きな社会事象をいかに捉えるか、また、その影響をいかに自分に関

わるものとして捉えるかに、そもそも違いがあるというのは、ここでの発見の 1 つである

と言えるかと思われる。 
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図表 11－30 自律的キャリア観別のコロナ観 

 

 

（６）コロナ禍前後における職場観・関心のある働き方の変化の背景 

 次に、職場観を検討した。職場観の主だった結果は、コロナ禍前後で「この職場では、産

休、育児休暇、介護休暇がとりやすい」「この職場では、年次有給休暇を取りやすい制度や

雰囲気がある」という休暇に関する 2 項目に変化が見られたことであった。どちらも 2019
年よりもコロナ禍以後の 2020 年で休暇が取りやすいと感じられるようになった。 
 この職場観については、上述の転職観・職業観・自律的キャリア観と異なり、コロナ禍前

後の意識面の変化よりは、むしろ回答者の基本的な属性の面で違いが見られた。例えば、図

表１１－３１に示したとおり、産休・育休・介護休暇がとりやすいという回答には雇用形態

で差がみられとり、概して「契約社員・嘱託」「派遣社員」「パートまたはアルバイト」では

2019 年から 2020 年にかけて「あてはまる」の方向に変化していた 31。同様に、年次有給

休暇のとりやすさでは年齢による差がみられており、年代が高くなるほど、2019 年から

2020 年にかけて「あてはまる」の方向に変化していた。ただし、コロナ禍での職業生活の

具体的な変化（勤務時間が減った、賃金・収入が下がった等）では違いがみられなかったこ

とから、あくまで回答者個人の基本的な属性面で異なる点が特徴であると言える。 
  

                                                
31 なお、性別及び年齢では統計的に有意な差は見られなかった。 
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図表 11－31 雇用形態別の「この職場では、産休、育児休暇、介護休暇がとりやすい」（左）及び 

年齢別の「この職場では、年次有給休暇を取りやすい制度や雰囲気がある」（右） 

 

 
 最後に、コロナ禍前後の関心のある働き方の変化として「リモート・ワーク、テレ・ワーク」

「ギグ・ワーク」「プロティアン・キャリア」「ワーケーション」に関する結果を示した。 
 まず、図表１１－３２に示した「リモート・ワーク、テレ・ワーク」に関連する結果は以下

のように整理される。概して、年齢が若い者、正規雇用者、年収が高い者、暮らし向きが上の

者、「事務的職業」「保安の職業」に従事する者、「コロナ禍での職業生活・これからの社会・自

分の生活などに変化があった」と回答した者で、もともと関心が高かったか、あるいは関心を

持つようになった。逆に、概して、年齢が高い者、非正規雇用者、年収が低い者、暮らし向き

が下の者、「輸送・機械運転の職業」「建設・採掘の職業」「生産工程の職業」に従事する者、「コ

ロナ禍での職業生活・これからの社会・自分の生活などに変化はなかった」と回答した者で、

もともと関心が低かったか、あるいは関心を持たなくなった。 
 図表１１－３３に示した「ギグ・ワーク」に関連する結果は、概して非正規雇用者、年収が

低い者でもともと関心が高かったか、あるいは関心を持つようになった。逆に、概して正規雇

用者、年収が高い者でもともと関心が低かったか、あるいは関心を持たなくなった。 
 図表１１－３４に示した「プロティアン・キャリア」に関連する結果は、概して、「コロナ禍

での職業観・キャリア観、職業生活・これからの社会・自分の生活などに変化があった」と回

答した者で、もともと関心が高かったか、あるいは関心を持つようになった。逆に、概して、

「コロナ禍での職業観・キャリア観、職業生活・これからの社会・自分の生活などに変化がな

かった」と回答した者で、もともと関心が低かったか、あるいは関心を持たなくなった。 
 図表１１－３５に示した「ワーケーション」に関する結果も、概して、コロナ禍での職業観

・キャリア観、職業生活・これからの社会・自分の生活などの変化と関連していたが、これら

に「変化がなかった」と回答した者で、もともと関心が高かったか、あるいは関心を持たなく

なった。逆にこれらに「変化があった」と回答した者では、もともと関心が低かった。 
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図表 11－32 コロナ禍前後における 

「リモート・ワーク、テレ・ワーク」に対する関心の変化と関連する要因 

 

年齢 20代
N=590

30代
N=1027

40代
N=1600

50代
N=1453

差
50代-20代

なし→なし 46.4% 46.3% 52.7% 53.3% 6.9%
あり→なし 17.8% 20.4% 17.9% 18.9% 1.1%
なし→あり 21.0% 17.8% 14.3% 15.1% -5.9%
あり→あり 14.7% 15.6% 15.1% 12.7% -2.0%

雇用形態 非正規雇用
N=1589

正規雇用
N=3081

差
正規雇用－
非正規雇用

なし→なし 54.4% 48.7% -5.7%
あり→なし 19.4% 18.3% -1.1%
なし→あり 13.3% 17.7% 4.4%
あり→あり 12.8% 15.3% 2.5%

収入 ～200万
N=1060

200～400万
N=1432

400～600万
N=1047

600～800万
N=595

800～1000万
N=289

1000万以上
N=247

差
1000万以上

－200万
なし→なし 55.8% 53.3% 50.8% 44.4% 40.5% 40.1% -15.7%
あり→なし 18.3% 18.1% 18.3% 20.8% 20.4% 18.6% 0.3%
なし→あり 13.0% 15.3% 18.2% 17.3% 19.0% 20.2% 7.2%
あり→あり 12.9% 13.3% 12.6% 17.5% 20.1% 21.1% 8.2%

職業 管理的職業
N=484

専門的・
技術的職業
N=1035

事務的職業
N=1226

販売の職業
N=433

サービスの職業
N=408

保安の職業
N=73

なし→なし 44.0% 47.3% 40.9% 53.8% 65.7% 49.3%
あり→なし 21.1% 19.7% 18.4% 19.9% 17.6% 15.1%
なし→あり 16.9% 15.8% 21.1% 14.3% 10.5% 28.8%
あり→あり 18.0% 17.1% 19.5% 12.0% 6.1% 6.8%

農林漁業の
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N=30

生産工程の
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輸送・機械
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失業中または
無業
N=35

なし→なし 56.7% 66.9% 73.1% 68.8% 64.0% 45.7%
あり→なし 26.7% 14.6% 15.1% 16.3% 15.4% 25.7%
なし→あり 6.7% 12.5% 10.8% 10.0% 13.1% 11.4%
あり→あり 10.0% 5.9% 1.1% 5.0% 7.4% 17.1%

コロナ禍での
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変化

かなり大きな
変化があった
N=476
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N=1100
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N=879

ほとんど大きな
変化がなかった
N=923

差
ほとんど

変化なかった
－かなり

大きな変化
なし→なし 44.5% 45.2% 52.1% 53.8% 56.8% 12.3%
あり→なし 18.3% 18.3% 19.5% 18.3% 19.0% 0.7%
なし→あり 18.3% 18.3% 15.9% 15.0% 13.5% -4.8%
あり→あり 18.9% 18.1% 12.5% 12.9% 10.7% -8.2%

コロナ禍の
受け止め方
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なし→なし 47.8% 49.1% 50.3% 60.8% 13.0%
あり→なし 17.4% 20.0% 19.4% 16.7% -0.7%
なし→あり 17.8% 15.3% 19.4% 14.6% -3.2%
あり→あり 17.1% 15.5% 10.8% 7.9% -9.2%

暮らし向き 上
N=41

中の上
N=640

中の中
N=2040

中の下
N=1414

下
N=535

差
下ー上

なし→なし 51.2% 44.5% 47.9% 54.5% 58.1% 6.9%
あり→なし 14.6% 18.9% 19.7% 18.7% 15.1% 0.5%
なし→あり 9.8% 17.5% 17.4% 14.8% 14.4% 4.6%
あり→あり 24.4% 19.1% 15.0% 12.0% 12.3% -12.1%
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図表 11－33 コロナ禍前後における 

「ギグ・ワーク」に対する関心の変化と関連する要因 

 
 

図表 11－34 コロナ禍前後における 

「プロティアン・キャリア」に対する関心の変化と関連する要因 

 

 
 
 

雇用形態 非正規雇用
N=1589

正規雇用
N=3081 差

なし→なし 60.7% 69.7% 9.0%
あり→なし 16.4% 14.5% -1.9%
なし→あり 14.1% 10.9% -3.2%
あり→あり 8.7% 4.9% -3.8%

収入 ～200万
N=1060

200～400万
N=1432

400～600万
N=1047

600～800万
N=595

800～1000万
N=289

1000万以上
N=247 差

なし→なし 59.3% 67.5% 68.1% 70.6% 69.6% 74.1% 14.8%
あり→なし 17.3% 14.8% 14.7% 13.8% 14.2% 15.0% -2.3%
なし→あり 14.8% 12.0% 10.8% 10.8% 11.1% 8.9% -5.9%
あり→あり 8.6% 5.7% 6.4% 4.9% 5.2% 2.0% -6.6%

コロナ禍での
職業観・
キャリア観の
変化

かなり
変化があった
N=200

やや変化が
あった
N=827

どちらとも
言えない
N=1863

あまり変化が
なかった
N=721

ほとんど
変化がなかった
N=1059

差
ほとんど

変化がなかった
－かなり

変化があった
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あり→なし 16.0% 14.9% 14.8% 12.6% 15.1% -0.9%
なし→あり 17.5% 16.2% 12.0% 10.8% 9.8% -7.7%
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－かなり

大きな変化
なし→なし 59.7% 62.5% 65.8% 66.9% 70.0% 10.3%
あり→なし 14.3% 15.9% 13.9% 13.0% 15.4% 1.1%
なし→あり 16.0% 13.5% 12.5% 11.8% 9.0% -7.0%
あり→あり 10.1% 8.1% 7.7% 8.3% 5.6% -4.5%

コロナ禍の
受け止め方

これからの
社会に
大きな変化を
与え、
自分の生活も
大きく変化した
N=1317

これからの
社会に
大きな変化を
与えたが、
自分の生活は
あまり変化
しなかった
N=2294

これからの
社会に
大きな変化を
与えなかったが、
自分の生活は
大きく変化した
N=324

これからの
社会に
大きな変化を
与えず、
自分の生活も
あまり変化
しなかった
N=735

差
社会に変化を

与えず、
自分の生活も
変化しなかった
－社会に変化
を与え、自分の
生活も変化した

なし→なし 61.4% 64.6% 69.8% 72.4% 11.0%
あり→なし 13.9% 15.3% 13.9% 14.1% 0.2%
なし→あり 14.3% 12.5% 12.0% 8.3% -6.0%
あり→あり 10.4% 7.6% 4.3% 5.2% -5.2%
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図表 11－35 コロナ禍前後における 

「ワーケーション」に対する関心の変化と関連する要因 

 

 
 これらの結果を総合した場合、次の諸点を指摘できる。第一に、「リモート・ワーク、テレ

・ワーク（会社や組織に出勤せず、自宅等の場所で働くこと）」及び「ギグ・ワーク（インタ

ーネットを使い、必要なときに必要なだけ働くこと）」が、雇用形態、年収の他、年齢や暮ら

し向きなどの社会経済的な属性によって関心のあり方が異なっていたのに対して、「プロテ

ィアン・キャリア（環境変化にあわせて自分のキャリアを柔軟に変化させること）」「ワーケ

コロナ禍での
職業観・
キャリア観の
変化

かなり
変化があった
N=200

やや変化が
あった
N=827

どちらとも
言えない
N=1863

あまり変化が
なかった
N=721

ほとんど
変化がなかった
N=1059

差
ほとんど

変化がなかった
－かなり

変化があった
なし→なし 65.0% 74.0% 60.3% 65.5% 59.4% -5.6%
あり→なし 10.5% 9.2% 12.2% 10.3% 12.7% 2.2%
なし→あり 16.5% 11.1% 18.3% 16.6% 17.5% 1.0%
あり→あり 8.0% 5.7% 9.2% 7.6% 10.4% 2.4%

コロナ禍での
職業生活の
変化

かなり大きな
変化があった
N=476

やや大きな
変化があった
N=1292

どちらでもない
N=1100

あまり大きな
変化がなかった
N=879

ほとんど大きな
変化がなかった
N=923

差
ほとんど

変化なかった
－かなり

大きな変化
なし→なし 64.9% 68.4% 58.6% 67.7% 57.7% -7.2%
あり→なし 11.8% 10.1% 12.0% 11.0% 12.8% 1.0%
なし→あり 15.1% 14.1% 20.8% 13.7% 18.2% 3.1%
あり→あり 8.2% 7.4% 8.5% 7.6% 11.3% 3.1%

コロナ禍の
受け止め方

これからの
社会に
大きな変化を
与え、
自分の生活も
大きく変化した
N=1317

これからの
社会に
大きな変化を
与えたが、
自分の生活は
あまり変化
しなかった
N=2294

これからの
社会に
大きな変化を
与えなかったが、
自分の生活は
大きく変化した
N=324

これからの
社会に
大きな変化を
与えず、
自分の生活も
あまり変化
しなかった
N=735

差
社会に変化を

与えず、
自分の生活も
変化しなかった
－社会に変化
を与え、自分の
生活も変化した

なし→なし 67.2% 67.8% 55.6% 46.9% -20.3%
あり→なし 11.1% 10.5% 12.7% 14.4% 3.3%
なし→あり 14.3% 14.8% 21.9% 23.5% 9.2%
あり→あり 7.4% 6.9% 9.9% 15.1% 7.7%

職業やキャリアの
問題点
（2019年調査）

ほとんど問題を
感じていない
N=394

あまり問題を
感じていない
N=947

どちらでもない
N=1710

やや問題を
感じている
N=1196

かなり問題を
感じている
N=423

差
かなり問題を
感じている
－ほとんど
問題を

感じていない
56.1% 67.2% 59.8% 68.8% 62.4% 6.3%

あり→なし 15.2% 9.6% 12.0% 10.0% 13.7% -1.5%
なし→あり 18.5% 15.7% 19.4% 14.2% 11.3% -7.2%
あり→あり 10.2% 7.5% 8.9% 6.9% 12.5% 2.3%
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ーション（リゾート地などで、休暇を兼ねて働くこと）」はむしろコロナ禍に対する意識の違

いによって関心のあり方が異なっていた。第二に、ただし、「リモート・ワーク、テレ・ワー

ク」と「ギグ・ワーク」は関心の方向性が異なっており、概して言えば「リモート・ワーク、

テレ・ワーク」は年収の高い正規雇用層で関心が持たれ、「ギグ・ワーク」は年収が低い非正

規雇用層で関心が持たれていた。第三に、「プロティアン・キャリア」と「ワーケーション」

についても類似のことが指摘でき、概して言えば「プロティアン・キャリア」はコロナ禍を

社会にとっても自分にとっても重要な問題だと捉える層で関心を持たれ、「ワーケーション」

はコロナ禍を社会にとっても自分にとっても重要な問題ではないと捉える層で関心を持たれ

ていた。 
 したがって、これらの結果を、図表１１－３６のような 4 つの類型として理解することが

できる。図の右側は、おもに社会経済的属性によって違いがみられる働き方であり、図の左

側は、おもに社会意識によって違いがみられる働き方であった。そして、上側はどちらかと

言えば、正規雇用・高収入でコロナ禍のような大きな社会事象を意識する層で関心がもたれ、

下側はどちらかと言えば、非正規雇用・低収入でコロナ禍のような大きな社会事象を意識し

ない層で関心がもたれた。 
 

図表 11－36 コロナ禍におけるキャリア観の類型 

 

 

 しかしながら、下側の働き方は、ギグ・ワークを「必要な時に必要なだけ働くこと」とし、

ワーケーションを「休暇を兼ねて働くこと」として調査時には提示している。つまり、両者

ともに、さほど従来型のキャリア、ワークに動機づけられてはおらず、むしろ必要な時だけ

働くこと、休むこと、休暇を兼ねることを重視している。ある面では旧来の働き方、キャリ

ア観とは別個の何らかの新しい勤労観・就労観を表しているとも言え、図に示された 4 類型

には、さらに様々な角度からの考察が可能であると思われる。 
 なお、本章前半部分の結果では、コロナ禍前後で「リモート・ワーク、テレ・ワーク」「ギ

プロティアン・キャリア リモート・ワーク、
テレ・ワーク

ワーケーション ギグ・ワーク

どちらかと言えば、非正規雇用・非高収入で、
コロナ禍のような大きな社会事象を意識しない層が関心を持つ

社会経済的
属性社会意識

どちらかと言えば、正規雇用・高収入で、
コロナ禍のような大きな社会事象を意識する層が関心を持つ
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グ・ワーク」「プロティアン・キャリア」の関心が低くなり、「ワーケーション」のみコロナ

禍前後で関心が高くなった。以上の考察から、「リモート・ワーク、テレ・ワーク」「プロテ

ィアン・キャリア」はコロナ禍の社会変化、個人の生活の変化を重く受け止める層で関心が

持たれていたが、こうした層は全体で見れば 35%と比較的少数派であり、その他は、コロナ

禍によって社会に大きな変化があったか否かに関わらず、少なくとも自分の生活はあまり変

化しなかったと回答した。結果的に、こうした層が関心をもちやすい「ワーケーション」が

コロナ禍前後で相対的に関心が高まった形になったと言える。 
 
（７）コロナ禍前後における幸福感の変化の背景 

 最後に、コロナ禍前後における幸福感について検討する。幸福感については、コロナ禍以

前の 2019 年調査からコロナ禍後の 2020 年調査にかけて値が低下した。端的に解釈すれば、

コロナ禍によって幸福感が下がったと言える。 
 しかしながら、詳細に分析した結果、さらにいくつかの興味深い結果がみられた。 
 まず、図表１１－３７に示したとおり、コロナ前後の幸福感の変化は「コロナ禍での職業

生活に変化」「コロナ禍での職業生活についての不安」と関連がみられた。基本的に、コロナ

禍での職業生活に変化があったと回答した者ほど、あるいはコロナ禍での職業生活について

不安を感じていると回答した者ほど、2019 年から 2020 年にかけて幸福感が下がっていた。

逆に、コロナ禍でも職業生活に変化がなかったと回答した者やほとんど不安を感じていない

と回答した者では、2019 年から 2020 年にかけて幸福感に変化はなかった。 
 

図表 11－37 コロナ禍での職業生活の変化別及びコロナ禍での職業生活の不安別の 

コロナ禍前後の幸福感の変化 
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 同様の結果として、本章の冒頭でみたコロナ禍前後における職業やキャリアに対する問題

意識の変化とも関連がみられた。2019 年調査と 2020 年調査を比較して、若干、矛盾した結

果にも見えるのが、全体としてコロナ禍前後で「ほとんど問題を感じていない」と回答した

者が増えたいたにもかかわらず、全体としてはコロナ禍前後で幸福感が下がっているという

結果である。仮に「ほとんど問題を感じていない」層が増えたのであれば、常識的には、そ

の分、幸福感は高まっていると想定しうる。しかし、コロナ禍を挟んで幸福感は低まった。

この問題に一定の解釈を与えるものとして、図表１１－３８にコロナ禍前後における職業や

キャリアに対する問題意識の変化別の幸福感の変化を示した。図で「問題－４」あるいは「問

題＋４」とはそれぞれ 2019 年から 2020 年にかけて職業やキャリアに対する問題意識が 4 ポ

イント分減ったこと、あるいは 4 ポイント分増えたことを示す。すなわち、前者はコロナ禍

前後で抱えている問題が少なくなったということであり、後者はコロナ禍前後で抱えている

問題が増えたということである。図から、コロナ禍前後で抱えている問題が増えた場合は幸

福感が相当に減少するが、逆に、コロナ禍前後で抱えている問題が減ったとしても幸福感は

増加しないことが示される。職業やキャリアに対する問題が生じれば幸福感は減るが、問題

が少なくなったとしても幸福感は増えない。結果的に、職業やキャリアに対する問題意識と

幸福感の間の変則的な相関関係から、問題意識が減ったにもかかわらず幸福感も減ったとい

う結果となったと解される。 
 

図表 11－38 コロナ禍前後における職業やキャリアに対する問題意識の変化別の幸福感の変化 

 

 

 では、コロナ前後の幸福感の変化に影響を与える他の変数は何か。詳しくは、第７章でも

分析されているが、人的ネットワークの影響が大きい。なかでも、2019 年調査と 2020 年調

査の比較から得られる興味深い結果を図表１１－３９に示した。図から、2019 年調査時点で
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「一緒に食事をしたり遊んだり、楽しんだりする家族・知人・友人の人数」が多かったり、

「困った時に相談できる家族・知人・友人の人数」が多いなど、人的ネットワークが広いと

回答した者の方が、コロナ禍をはさんだ 2010 年から 2020 年にかけての幸福感の減少幅が

大きいことが示されている。むしろ 2019 年調査時点で「一緒に食事をしたり遊んだり、楽

しんだりする家族・知人・友人の人数」や「困った時に相談できる家族・知人・友人の人数」

が 0 人と回答した者は、コロナ禍をはさんで僅かに幸福感が上昇していた。概して人的ネッ

トワークが広いのは若年層であり、その影響を加味しなければならないが、2019 年から 2020
年にかけての幸福感に年代差はみられなかったことから、必ずしも年齢の要因が交絡した結

果とも考えにくい。さらなる分析が求められる結果であるが、もともと人的ネットワークが

広い者が、コロナ禍という大きな社会的事象を受けて、交友関係を制限された時、よりいっ

そう幸福感は低まるという結果は、幸福感にとって人的ネットワークとはいかなる性質のも

のなのかを考えるにあたって、今後、一定の示唆を与えるものであると考えられる。 
 

図表 11－39 コロナ禍前（2019 年調査）の人的ネットワーク別のコロナ禍前後の幸福感の変化 

 

 

４．おわりに 

 以上、本章の前半部分では、本章では、前半部分で 2019 年調査と 2020 年調査の比較を行

った全般的な結果を示し、次いで後半部分では詳細な分析によって、2019 年と 2020 年の間

で生じた意識変化の背景を検討した。 
 特に後半部分の分析結果を整理すると、以下の諸点に集約される。 
①コロナ禍前後における職業やキャリアに問題を感じる程度に最も影響を与えるのは、コロ

ナ禍での職業観・キャリア観の変化であり、その背景には、さらにコロナ禍における職業生

活の変化やコロナ禍での職業生活の不安があることが示された。 
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②また、コロナ禍をどう感じているかも、コロナ前後の問題意識の変化に大きな影響を与え

ており、これからの社会にも自分の生活にも大きな影響を与えたと考える者は、コロナ前後

で問題意識が高まっているが、コロナ禍はこれからの社会にも自分の生活にも大きな影響を

与えなかったと考える者は、コロナ前後で問題意識が低くなった。 
③上記の結果は、多かれ少なかれ、多くの意識について指摘でき、より具体的な問題意識（将

来全般について、自分の老後について等）、相談ニーズ、転職観、職業観、自律的キャリア観、

関心のある働き方、幸福感などについても指摘でき、同様の傾向がみられた。 
④コロナ禍前後の意識変化以外の要因によっても変化がみられたのは、転職観、職場観（産

休、育児休暇、介護休暇が取りやすい、有給休暇が取りやすい等）、関心のある働き方（特に

リモート・ワーク、テレ・ワーク、ギグ・ワーク等）であり、特に雇用形態（正規雇用か否

か）、年齢、収入などで違いがみられていた。 
 上述の結果を確認し、補強する意味で、試みに、本章で取り上げた変数のうち主だったも

のを主成分分析にかけた結果をもとに図表１１－４０を作成した。この図には、主成分分析

の結果、示された第 1 主成分及び第 2 主成分の負荷量の符号（＋＋、＋－、－＋、－－）を

もとに 4 つの象限に分けて表に示したものである。同じ場所にあるものは、おおむね関連性

の高い似たような意識及び意識変化を示したものとして解釈することができる。 
 

図表 11－40 コロナ禍前後における意識変化の類型 

 

 

 表から、左上がおもにコロナ禍によって生じた意識変化とそれに敏感に反応して変化する

意識のグループである。ここに位置する項目群からコロナ禍で職業生活や職業観・キャリア

観に変化があり、社会も自分も大きく変化し、それゆえ不安も問題意識も感じ、したがって

専門のカウンセラーに相談したい気持ちも高まるという一連の意識の流れを想定することが

できる。 
 右上はむしろコロナ禍で実際に生じた職場や働き方の変化に対応する項目群である。主に

職業観（どのような働き方をしたいか）や職場観が該当する。コロナ禍を受けての意識変化

に反応するというよりは、より客観的な労働条件に伴って変化する意識群であるとも言える。 

コロナ禍で職業生活に変化があった 自分のやり方や自分のペースで仕事がしたい
コロナ禍での職業観・キャリア観の変化した 安定している組織で働き、確実な報酬を得たい
これからの社会に大きな変化を与え、自分の生活も大きく変化した 世の中をよくするための仕事をしたい
コロナ禍で職業生活の不安を感じた 仕事の中で専門家として能力を発揮したい
コロナ禍で職業やキャリアに対する問題意識を感じるようになった 管理者、経営者になることを目指したい
職業生活や職場の問題について専門のカウンセラーに相談したくなった この職場では、年次有給休暇を取りやすい制度や雰囲気がある

この職場では、産休、育児休暇、介護休暇がとりやすい
自律的キャリア観が高まった コロナ禍で幸福感が下がらなかった（≒高まった）

コロナ禍で転職志向が低まった
これからの社会に大きな変化を与えたが、自分の生活はあまり変化しなかった
これからの社会に大きな変化を与えず、自分の生活もあまり変化しなかった
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 左下には、「自律的キャリア観」のみが該当した。本章の分析において自律的キャリア観と

は、自分自身の生涯を通じたキャリア計画について「自分でキャリア計画を考えていきたい」

とする意識であり、その裏返しが「会社（職場）でキャリア計画を提示してほしい」という

ものである。この意識が単独で 1 つのグループを形成するということは、自分でキャリア計

画を考えたいか、会社でキャリア計画を提示してほしいかという選択は、コロナ禍における

意識変化（左上）とも、コロナ禍による雇用や職場の変化（右上）とも、ひとまず別個の意

識である可能性が高い。実際、上述したとおり、むしろ「自分でキャリア計画を考えていき

たい」という意識をもっている人と、そうでない人では、コロナ禍を社会や自分に大きな変

化を与えるものと捉えるか否かという水準で違いあると解釈できる結果も示された。自律的

キャリア観がいかなる性質のものであるかについて、本章では 1 つの結果を付け加えること

ができたと言えよう。 
 最後に、右下は解釈のしにくいグループであるが、おおむねコロナ禍にあって、あまり変

化しなかった項目群であると解釈できる余地がある。コロナ禍によっても自分の生活があま

り変化しなかったと捉える項目と転職観と幸福感が含まれた。転職観や幸福感について、コ

ロナ禍によって不安や問題意識が喚起されると、確かに転職志向は高まり、幸福感は下がる

のであるが、それ以外の変化はあまり観察されなかった。要するに、ここは左上に位置する

コロナ禍に敏感に反応する意識とは対極にある意識であると、一定程度まで解釈しておくこ

とができよう。この背景には、コロナ禍のみでは説明できない（すなわち本調査で尋ねてい

ない）要因の影響がある可能性が考えられ、今後も引き続き検討を要する。 
 上記の結果から指摘できる政策的な示唆は何か。 
 第一に、コロナ禍を挟んだ変化は、一般に思われている以上に、意識面での変化である可

能性が高い。本章の分析結果からは、伝統的なワークキャリアのみならず、その他の生活全

般を含めたライフキャリアまで包含する形で、各方面の意識変化が生じていると想定される。

その際、コロナ禍によって生じた職業観・キャリア観の変化、コロナ禍による不安は、コロ

ナ禍によって具体的に生じた職場の変化以上に、人々の意識に影響を与えていたと考えるべ

きであろう。コロナ禍を通じて、人のキャリア意識に大きな変化を生じた。当然ながら、そ

れを支援するキャリア形成支援施策及びキャリアコンサルティングにも一定の対応が求めら

れることとなる。 
 第二に、しかしながら、上記のようなコロナ禍前後の明らかな意識変化が観察される一方

で、それが就労者の多数派を占めるかと言えば、必ずしもそうとは限らない可能性も考慮す

る必要がある。例えば、明らかにコロナ禍前後に生じた意識変化は相互に関連していたもの

の（職業やキャリアに対する問題意識はコロナ禍前後のキャリア観の変化や不安の高まりに

よって生じる等）、それが大勢の働く人々に一様に生じていたかは定かではない。むしろ、本

章の分析結果からは、コロナ禍の前後による意識変化が一部の人、特定の人にのみ生じてい

たが故に、全体としてみれば、むしろコロナ禍前後で問題意識が低くなったり、新しい働き
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方に興味がなくなっていたりするという、表面的には解釈の難しい結果がみられた。どのよ

うな層がコロナ禍前後の変化に敏感に反応したかについて、結果として図や表で明確には示

すことができなかったものの、総合的に考察した場合、おおむね明らかである。それは、ど

ちらかと言えば若く年収が高い正規雇用者でいわゆる「意識が高い」就労者である。こうし

た就労者にとって社会的な大事件であるコロナ禍は、自らのキャリア形成を考える上でも重

要なファクターであるが、その他の多くの就労者にとってはコロナ禍はさほど自らのキャリ

アや職業に大きな影響を与えるものではなかった可能性も考慮しておきたい。その場合、必

要なキャリア形成支援とは、コロナ禍やそれに伴う働き方の変化を過度に意識しすぎない施

策ということになるだろう。大きな社会変動をもたらした社会事象であればこそ、国や公的

機関が提供するキャリア支援は、どのような対象層にとっても安定感・安心感をもって捉え

られるある種の普遍性・不変性をもった強固な枠組みを、その根底において維持する必要が

ある。 
 第三に、とは言え、本章の分析からも垣間見られた想定外の結果を、新たな施策のニーズ

・シーズとして見る視点も重要である。例えば「ギグ・ワーク」「ワーケーション」といった

働き方は、むしろ従来型のキャリアやワークとは違った角度から関心を持たれていると考察

する余地があった。それは、必要な時に必要なだけ働く、まるで休暇のように働くといった

価値観を反映していた。また、コロナ禍で職業生活に不安が高まれば、当然ながらというべ

きか安定した働き方を求めるという結果も示された。特に、勤務時間が減ったり、賃金が下

がったりという現実に直面した時、よりいっそう安定志向の職業志向を抱くことも示された。

無論、これらの結果が直近のキャリア形成支援施策に直接の影響を与えるものではないが、

人の働き方に対する関心の 1 つには、キャリア形成するしない、それを自律的に行う行わな

いといったキャリア形成支援施策で一般的な論じ方の他に、様々な方向感のものがあること

は適切に配慮していくべきである。 
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第 12 章 調査結果からの示唆－政策的インプリケーション 

 

１．「学習」「仕事」「生活」の各種の意識に対する示唆 

 本研究では、キャリア形成支援施策の中核となる労働者のキャリア・スキル・訓練等に対

する意識の周辺にあるライフキャリア意識全般について把握することを目的とした。特に、

近年、我が国の就業者のキャリアを巡る環境は大きく変化しつつあり、人生 100 年時代を見

据えた経済社会システムを作り上げるためのグランドデザインに関する議論が多くなされる

なか、働く人々のキャリア及びその支援についても、各人の人生全体との関わりの中でその

必要性・重要性を検討する必要があると考えた。 

 本人のキャリア及びキャリア支援ニーズ、スキルなどを、本人の家族構成、年収、就労形

態、勤務先規模といった従来から検討がなされてきた要因の他に、学校時代の学習、リカレ

ント学習・生涯学習、人間関係、性格特性、社会観、結婚観・家族観、幸福感、老後観・健

康観等の様々な意識との関連で検討することにより、就業者のライフキャリアに関する意識

全般を把握することができる。このことによって、従来の検討では十分に明らかにされなか

った新たなキャリア支援ニーズ、及びキャリア形成支援施策につながるシーズを掘り下げて

示唆することが可能となる。 

 以上の問題意識から、就業者のライフキャリア意識について調査を実施して得られた結果

から主だったものを取り出し、そこからいかなる示唆を引き出すことができるか、改めて本

章でまとめることとした。 

 

２．学習 

（１）子供時代の経験総量の格差是正 

 本研究で示された「学習」に関する知見からは、おもに次の諸点の示唆が得られる。 

 第一に、子供時代の経験に関するものである。本研究の結果、子供時代の経験総量は、そ

の後の学業、雇用、活動、暮らし向き、幸福感にまで影響を及ぼしていた。概して正規雇用

者の方が子供時代に様々な経験をしており、子供時代の経験は、就労の前段にある学歴や学

業成績とも関連していた。さらに調査時点での現在の活動志向、暮らし向き、幸福感などと

も関連していた。第２章で述べたとおり、子供時代の過去の経験総量をあたかも個人に蓄積

される資本のように捉えた場合、ここから端的に得られる示唆とは、後の様々な側面に影響

を及ぼす重要な資本たり得る子供時代の経験総量を可能な限り多くすべきことであると言え

る。 

 一方、子供時代の経験総量が成人後にまで影響を及ぼす最大の理由は、まさにその子供時

代の経験総量が基盤となってその後の様々な学習がなされるからである。第２章最末尾では、

これを「経験そのものは、学校教育における教科教育などに見られるような意図的・顕在的

な学習活動ではないが、経験の内容によっては潜在的な偶発的学習の機会として、学習への
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知的好奇心の喚起、学校適応などに大きく寄与することが予想される。総じて、経験の質や

量といったものが、学校、そして社会での活動や成功の一因となり、その者のアイデンティ

ティ、職業選択などと関わり、人生全体を規定すると言える」と述べている。すなわち、子

供時代の経験総量は、潜在的に偶発的な学習機会となり、その後の学習への好奇心を育み、

学校への適応などの基盤となる。それ故、結果的に、学校での意図的・顕在的な学習にも自

然と影響を与え、学校や社会での成功の一因となっていく。子供時代の経験総量によって、

その後の人生に多大な影響を与える知的好奇心や学習に対する態度などが準備されるという

示唆は、ライフキャリアに着目した本研究で素朴に重視すべきものである。 

 ただし、これら子供時代の経験総量は、多くの場合、子供が置かれた家庭環境や家庭の教

育力に端を発する。本研究の結果からも、子供時代の経験総量とはすなわちどれだけ子供を

取り巻く家庭環境が文化的に充実しているかによると解釈される結果が多々みられた。家庭

の文化差とは要するに家庭の経済的な格差であり、これが巡り巡って成人後の社会生活へと

影響を及ぼす。この一連のプロセスには、当然に、世間一般に言われるような格差問題が伏

在していることを指摘できる。この場合、子供時代の経験総量が後の人生に影響を与えると

分かっていても、そもそも十分な経験をさせることが難しい対象層には、やはり何らかの機

会を設けて適切な支援を提供すべきである。例えば、それは公教育あるいは地域社会等にお

いて子供に良質の経験を多くさせることの意義を示唆するものとなろう。 

 

（２）成人期の学習活動の格差是正 

 第二の示唆として、成人期の学習活動に関するものがある。第３章冒頭では、成人期の学

習を活発に行うのは「40 歳以下、高等教育以上の学歴、平均以上の収入、フルタイム、ホワ

イトカラー職、既婚もしくは子どもがいる者、西海岸の都市部郊外に住んでいる者」である

ことをアメリカの研究を引用して述べている。一方、成人学習に参加しない者は「無職の若

者・中退者、農村人口の一部、移民、高齢者、都市の貧困層、低学歴の失業者や不完全雇用

者、未熟練・半熟練労働者、一部在宅の母親や社会経済的低階層の女性、居住地で使用され

る言語が不自由な者」であることを OECD の報告を引用しつつ述べている。 
 本研究の結果でも、成人期の学習活動に伴う「格差」と言って良い属性間の違いは随所で

観察された。例えば、成人期の学習の重要性を高く認識していたのは、高学歴の者、中学卒

業時の学業成績の良かった者、正規雇用者、管理的職業・専門的技術的職業に従事する者、

大企業で働く者、高収入の者などであった。それに対して、学習に意欲を示さず、また実際

に学んでいない者は、非正規雇用層に多かった。特に、そうした傾向は男性の非正規雇用者

に多く見られ、学習目的を問われて、そもそも「学びたくない」という回答も示された。非

正規雇用者では学習のための障壁として「学習に費やすお金がない」と回答する者も多く、

こちらは女性の非正規雇用者に多くみられた。 
 これらの結果を概観した場合、やはり諸外国で指摘されるような成人期の学習格差は、日
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本でも同様に観察されたと言える。したがって、成人期の学習格差においても、それを是正

すべく何らかの政策的な対応が常に求められるということになるだろう。 
 その際、第３章末で述べているとおり、巷間、「成人の学習が自発的・自律的に行われるも

のとすれば、学習することは私事の領域」であるとの批判がある。成人が学習するか否かは

個人が考えれば良い問題であり、そこに公的な支援を提供すべきか否かが問題となる。第３

章末では、この点について「学習活動や教育訓練の受益者とそうでない者との間に、雇用の

確保・維持やひいては収入や生活の安定などで差が生じるのであれば、属性の異なる人々の

文脈に沿って、社会の側からの学習や訓練の機会の提供や支援は肝要である」と述べている。

これを受けて労働行政の観点からは、何らかの労働生産性向上にむけて職業訓練によるリス

キルの機会を等しく提供すべきということが言えるであろう。「学習活動を実施していない

人々に対しては、学習に対する動機づけや教育訓練の機会提供などを支援する専門職（ex.生
涯教育アドバイザー、キャリアコンサルタントなど）」の必要性などの議論も、こうした議論

の延長線上にある。 
 

（３）学習をより効果的にするための環境整備 

 第三に、ライフキャリアを考えるにあたって「学習」がよりいっそう深い意味を持つのは、

ここまで述べてきた格差の議論が、おおむね世代間で連鎖する可能性が高いからである。い

わゆる貧困の連鎖として知られる事態であり、家庭での学習機会に恵まれない場合、その後

の様々な学習が阻害され、学習が阻害されるが故に適切な収入が得られる職に就けず、家庭

を持たないか持ったとしても、その子供に十分な学習の機会を提供できない。同様のことは

個人内でも指摘できる。すなわち、いわゆるマタイ効果が生じ、子供時代に十分な教育を受

けた子供は良い進路先に進み、良い教育を受けて、良い就職先を得ていく。その逆に子供時

代に良い教育を受けられなかった場合、良い進路先に進めず、良い教育を受けることができ

ず、良い就職先を得られない。格差の議論にあたっては、こうした世代間・個人内で生じる

連鎖を、何らかの形で破る方策を考える必要がある。 
 その際、やはり、最も有力な取り組みは教育であり、学習ということになるだろう。情報

機器や学習コンテンツの充実した現在の日本では、比較的安価な学習機会に触れることはあ

る程度までは容易である。したがって自ら学習の機会を求め、格差に伴う連鎖に破れを生じ

させ、そこから脱しようとすることは、相対的に十分に恵まれた環境になかった多くの人々

のライフキャリアを考える際に 1 つの目標とすることができる。あわせて、そうした自助努

力が実を結び、より効果的なものになるよう可能な限り環境整備を行うことも重要となる。 
 特に職業選択の自由や能力開発の機会を十分に確保するという視点からは、必要に応じて

何らかの政策的な支援は常に提供されるべきだということが言える。第３章末では、その点

にも触れており、「我が国の学習や教育訓練といった機会や享受する者の分布の偏りという

事実を踏まえつつ、雇用の確保・維持における個人の状況やニーズに応じて、学習や教育訓
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練に対し、体系的な学習や教育訓練の環境整備が求められている」と指摘している。職業訓

練を労働生産性の向上や産業人材育成の観点から捉えるのに加えて、多くの人々に充実した

ワークキャリア・ライフキャリアを形成する機会を確保するものとしても、より一層その重

要性を強調すべきである。 

 

３．仕事 

（１）キャリアのやり直しが可能な社会へ 

 本研究で示された「仕事」に関する知見からは、おもに次の諸点の示唆が得られる。 

 第一に、本研究の結果から 1 つの焦点となるのは、第５章で指摘されている「一括採用、

年功序列、終身雇用という日本型雇用慣行」である。特に「日本はやり直しが難しい社会」

であることが本研究の結果で随所に示された。例えば、第４章の分析結果では、正規雇用者

は年齢に伴って職業経験を積むことによって主体的にキャリ計画を考えるようになる傾向が

示された。また、第５章では入職時の就職活動の成否がその後の収入、雇用形態、管理職へ

の昇進にも影響を与えていた。したがって学校卒業時に就職活動に失敗した場合、「他よりも

大きな職業・キャリアの問題を抱え続けていた」。本研究の各所でまさに「学卒時の就職活動

がその後のキャリア形成に一定の影響を与える」ことが示されていた。 

 これらの結果を受けた政策的な示唆とは、やはり「キャリアのやり直しが可能な社会」を

実現していくこと」となる。前節で触れた成人のリカレント学習、職業訓練はその 1 つの重

要な取組となる。直近では厚生労働省の施策として「仕事・家庭と学び直しの両立を実現す

る教育訓練のあり方研究事業」が行われ、社会人が受講しやすい教育訓練講座に係るマニュ

アルの整備も行われている。あわせて労働者の態様に応じた教育訓練を開発する「労働者等

のキャリア形成・生産性向上に資する教育訓練開発プロジェクト事業」が取り組まれた。こ

の事業は、「労働者のキャリア形成上の課題解決を通じて、キャリアアップに資する教育訓練

プログラムについて、産業界等との連携等により開発し、教育訓練給付制度における継続的

な活用を図るため、普及を行うことを目的（厚生労働省 HP より）」としており、女性、中高

年、非正規、IT など労働行政が注力してきた各領域の教育訓練プログラムを開発している。 
 こうした「キャリアのやり直し可能な社会」に向けた取組は、漸次、充実しつつある。一

方で、従来、生涯教育施策は、教育行政と労働行政の狭間にあって、どちらかも軽視されや

すく、十分な環境整備がなされないことが継続的な課題となってきた。特に欧州を中心とし

て、就労者に対する職業訓練施策は産業界との連携のみならず、大学等の高等教育機関とも

十分な連携をもってなされている。これらのことを考え合わせた場合、従来以上に有機的な

連携が教育行政と労働行政の間でとられることが期待される。 
 

（２）自律的なキャリア観への働きかけ 

 第二に、生涯学習・リカレント教育・職業訓練等のリスキル施策の他に、やはり就労者個
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々人の自律的なキャリア観（主体的なキャリア計画）への働きかけが求められる。第４章で、

「全体の約 7 割が、キャリア計画を主体的に取り組みたいと考えている」ことが示されたと

おり、本研究の回答者は全般的に自律的キャリア観を抱いていた。特に男性・高学歴・大企

業・正規雇用者・管理的職業・専門的技術的職業に従事する者で高かった。こうした自律的

なキャリア観を各人が抱く社会的な背景としては、やはり前項で触れた日本型雇用の揺らぎ

・緩みがある。もはや会社任せでは十分なキャリア形成がなし得ないことが広がりつつ、そ

うした社会的な変化に敏感な層が、すなわち「男性・高学歴・大企業・正規雇用者・管理的

職業・専門的技術的職業に従事する者」だということになろう。日本社会全般が、従来の会

社任せ・組織任せのキャリア観から大きく展開しつつあるのだということは、本研究が示し

うる大きな示唆の 1 つである。特に、今回、第４章では「男女共に 20 代より 50 代の平均得

点が高いことから、年代が上がるにつれてキャリア計画への主体性が高まる」という結果が

みられた。従来、自律的キャリア観は年齢が若い方が高いと言う結果が一般的であった。今

回、50 代の方が高かったという結果は、その点、新たな発見であるとともに、人生 100 年時

代が強調される現状において、この年代がとりわけ自らのキャリアの行く末に敏感であるこ

とを示しものでもあろう。自律的キャリア観への転換は、若い年代というよりも、必要に迫

られた中高年層から次第に生じていることも合わせて指摘しうる。 
 ところで、こうした状況がありながらも、一方で、各人が働く職場のキャリア支援の整備

状況は、第６章の結果に示されるとおり、低く評価されていた。職場の労働負荷や人間関係、

自らの仕事の裁量性については 3～4 割で一定の評価がなされていたのに対して、職場のキ

ャリア形成が適切に行われていると回答したものは 2 割に満たない。職場のキャリア支援は

現状、多くの人々が求めるほどには十分に提供されていない。特に、第４章の結果にあると

おり、自らキャリア計画を考えていきたいとする自律的なキャリア観を持つ者は、情報を調

べたり、検査を受けるなどのキャリア支援サービスに関心を持ち、潜在的に利用したいと考

えている者でもあった。これからの社会が多かれ少なかれ自律的なキャリア観にシフトして

いくことは間違いなく、そうであれば相応のキャリア支援が各職場レベルでも整備されてい

くことが求められる。また、国や自治体はその整備の後押しをしていく必要がある。 
 第５章では、こうした職場の問題を考えるにあたって有益な知見が多々みられていた。例

えば、組織コミットメント、ジョブインボルブメントなどの概念は、かつて国内外で組織と

個人の結びつきがより強固であった時代に提起された概念である。それが職場で一人前と認

められるための行動の習得と密接に関連していた。さらには「自己志向」「プロ志向」などの

職業価値観と微妙に交錯していた。自律的なキャリア観と相まって、就労者の職業に対する

考え方や価値観は、よりいっそう複雑な様相を呈している。この時代に、就業者のワークキ

ャリアに対する意識を改めて詳しく調べ、ライフキャリアといかに関連しているかという論

点に切り込むことも、本研究では目的としていた。よりきめ細かなキャリア形成支援施策を

展開するにあたっては、就労者の複雑なキャリア意識の構造に配慮し、多様な考え方に応じ
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行く必要があることが示唆される。 

 

（３）キャリア形成支援ニーズについて 

 若干、議論の整理が難しいのは、第４章で示された自律的なキャリア観を抱く者ほど専門

のカウンセラーに相談したいと思う程度が低かったという結果である。つまり、自律的キャ

リア観を抱く者は自らのキャリアを考えることに積極的であるし、それ故、自分がキャリア

を支援を考えるにあたっての各種のキャリア支援サービスに興味も示す。しかし、それは人

に相談することとはまた若干異なる方向性を持つものであると考えられる。つまり、自律的

にキャリアを考えると言う以上、あくまで自分で考えたいのであり、そこで人に頼ることに

は若干の躊躇があるのかもしれない。 
 このニーズをいかに斟酌すべきかについてはいくつかの議論が残る。自律的キャリア観を

持つ者には、積極的に相談サービスを提供することをしないのか、あるいは、相談サービス

とは何も自律的にキャリアを考えることと食い違うものではなく、むしろそれを応援するも

のであると周知するか。いずれにしても、こうした相談サービスの提供を含めて、今後、自

律的なキャリア観とそれを支えるキャリア支援サービスについては、国、自治体、企業、そ

の他の各レベルで関心を持って検討を続けていく必要があることを示唆できよう。 
 また、具体的なキャリア支援を考えるに当たって、さらに考えたいのはワークキャリアと

ライフキャリアの相互の関連についてである。第４章で示されたとおり、20 代では「職場の

人間関係」「仕事内容」で問題を抱える程度が高く、これらの「平均得点の合計は、年代が上

がるにつれて減るのに対し、「自分や家族の健康」と「親族と地域」の平均得点の合計は、年

代が上がるにつれて増える」ことが示された。つまり、年代が上がるにつれて、仕事（ワー

ク）と生活（ライフ）の問題はトレードオフの関係となり、仕事の問題が少なくなるにつれ

て生活の問題が多くなる。この相互関係を軽視することはできず、キャリア形成及びその支

援を考えるにあたっても、重要なポイントとなる。若い頃は、自らのキャリアや働き方に大

きな関心を持った者も、次第に自らの生活の問題へと焦点を移していく。その時、ワークキ

ャリアに猛然と駆り立てるような意識をあらゆる層が持つべきか。また、持たせる方向で支

援すべきか。あるいは、自律的キャリア意識を持つ層を限定し、それ以外の層には、むしろ

自律的でなくとも、「権利が保護され、十分な収入を生み、適切な社会保護が供与された生産

的仕事（ディーセント・ワーク）」が可能な方途を考えるか。そのいずれもキャリア支援を考

える上で根本的な問題となる。これは端的には、労働行政におけるキャリア支援の枠組みに、

どの程度、いわゆるライフキャリアの要素を組み込むかであり、それは同時にどこまで個人

の様々な価値観に踏み込んでいくのかを考えることに連なっていく。 
 なお、第６章の結果に示されたとおり、専門的なカウンセラーに対する相談ニーズは、「職

場の問題のどれかに強く影響を受けるものではなく、様々な要因から影響を受けるというこ

と」が示された。これは、カウンセラーに対する相談のような 1 対 1 の個別支援は、特定の
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要因とそれに対する対策といった明確な対応が難しいからこそ求められるという解釈もでき

る。職場の人間関係、裁量性、社会貢献、処遇、休暇、労働負荷のいずれをとっても何らか

の対策を立てることは可能である。一方で、そうした何らかの対策から漏れ出てくる個別の

ニーズが不可避的に生じる。言わば、様々な対策の残余の部分に対応するのが相談である。

キャリア支援ニーズのなかでも、特に個別の相談ニーズは、職場の様々な改善の残余として、

職場の各種の制度やシステムが対応できなかった問題に、まさに個別に対処するためにこそ

必要とされる。職場の各種の改善とキャリア形成支援のあり方の密接な結びつきは、今後の

施策の展開につけて改めて示唆しておくべき重要な知見であると言える。 

 

４．生活 

（１）人の幸福感を高める要因をキャリア支援の枠内に取り入れる 

 本研究で示された「生活」に関する知見からは、おもに次の諸点の示唆が得られる。 
 まず、幸福感には「経済的豊かさ（世帯の暮らし向き）」「雇用状況（組織コミットメント）」

「人と社会のつながり（配偶者がいる）」「将来展望（老後不安、職業生活の見通し）」「個人

特性（性格＿情動性、活動_友人や家族と旅行する）」が影響を与えていた。特に重要な知見

は、概して経済的豊かさは幸福感に対して影響を与えていた一方、経済的豊かさが一定の水

準に近づくと幸福度が徐々に頭打ちとなることであった。幸福度の向上に限界がある背景に

は、例えば、過度に収入増加を目指しても、40 代以降の男性では上司との関係や処遇の悪化

が認められるなど、幸福感を頭打ちにする事象が生じてくることがある。第７章では、こう

した傾向を受けて「得られる生活水準と労働負荷のバランスを取る」重要性を指摘している。

そして「高収入は生活水準を向上させる一方で、労働負荷を増大させて幸福感を損なう場合

がある。収入と労働負荷のバランスポイントを探ることが大切である」と述べている。 
 その他、「職場環境の整備と職場適応の工夫を図り、組織との適合性（組織コミットメント）

を高める」必要性も指摘されている。「組織は、特に人間関係と処遇の環境整備を図り、個人

は職場適合の工夫を凝らす。この支援としてキャリアコンサルティングやセルフ・キャリア

ドックの導入が有効」である。また、これらキャリアコンサルティング等の取り組みでは、

自己理解・仕事理解・環境理解を支援し、「キャリアビジョンやキャリアプランによって明確

な将来展望を持つ」ようにすることができる。これも第７章では指摘されている。 
 心理的な支援という面では「思考と行動をコントロールする」ことの重要性も示されてい

る。例えば、第７章の結果をもとに「認知行動療法のコーピング行動を活用することによっ

て幸福感を維持できる可能性」「自然があるところに行くなど気分転換のための意識的な行

動」の有効性が指摘されている。その際、第８章で詳しく分析した性格特性についても一定

の配慮が必要となる。例えば、「情動性は得点が高いほど不安傾向が示唆されるネガティブな

指標」であるが、この情動性で雇用形態他の働き方に関わるいくつかの指標が左右された。

一方で、第８章では「パーソナリティ特性は全てが生得的で不変のものではなく、情動性や
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誠実性といった一部の特性については外部環境の影響を受けやすい可能性」も示唆された。

これらの知見を踏まえると、何らかの心理的な介入支援による心理面への働きかけが、就労

者の働き方他を良い方向に変化させ、幸福感を高める可能性が生じる。 
 また、幸福感を考えるにあたっては、「適度な他者との交流やつながりを持つ」ことの重要

性も指摘された。配偶者の存在は幸福感と関連したが、「これに限定せず相談できる知人、と

もに旅行に行ける友人を持つことが、心理的な安定をもたらす有益な資源」となる。人的ネ

ットワークについては、第９章の検討の結果、人々の働き方に影響を与える一方、影響を受

けてもいた。すなわち、他者との交流やつながりのあり方が人が働くことを規定しつつ、そ

の働き方によって人とのネットワークも規定されていた。人の働き方と人的なネットワーク

にこうした循環的な相関関係が認められる以上、キャリア形成支援を考えるにあたっても適

切に注意を払う必要が生じてくる。 
 ライフキャリアを支援の対象として考えた場合、その究極の目標とは、人の幸福感を高め

るところに求められるであろう。収入の他、適切な労働負荷、組織との適合性、心理面の支

援、他者との交流に向けた支援など、ライフキャリアの支援といったワークキャリアに限定

しない様々な可能性が考えられる。結局のところ、ここに挙げた各要因がワークキャリアの

外側にあって、しかし接点を持つライフキャリアの具体的な内容ということになるだろう。

これらをいかに現在のキャリア形成支援施策の枠組みと関連づけていくのか、また必要に応

じて取り入れていくのかが、今後の検討課題となる。 
 

（２）社会観・恋愛観・家族観・将来観・健康観・精神性等の各種の意識とキャリア支援 

 第１０章では、「社会観」「恋愛観」「家族観」「将来観」「健康観」「精神性」のそれぞれに

ついて詳細な結果が得られた。本研究で検討したこれらの意識は、概して「社会－個人」の

軸と「ポジティブ－ネガティブ」からなる 4 象限上に「社会観」「家族観・個人観」「精神性」

「健康観」「情動性」の 5 つの主だった意識として整理できることも示した。それは、自らの

健康を基盤に社会と個人をいかに見るのかを示すものであり、その際、基本的には情動性（≒

不安傾向）の高まりが他の意識にネガティブな影響を与えていたと整理できる。この「情動

性」という性格特性は、本研究の結果で、常に重要な影響を与える特性であった。基本的に

職場やキャリアに問題を感じ、専門カウンセラーへの相談希望を抱きやすいのは「情動性」

が高い人、すなわち不安を感じやすい人である。 
 その一方で、今後の職業生活への見通しがあるか否かが、転職希望、職業やキャリアの問

題点に影響を与えていた。自らの職業やキャリアに問題を感じ、転職希望に結びつくような

意識とは、結局のところ、今後の職業生活の見通しがあるか否か、見通しが立つか否かの意

識であると言いうるであろう。キャリア意識とは、過去・現在・未来といった一連の時間的

な軸に沿った意識であり、今後の見通しに象徴されるのは、重要な結果である。 
 これら「情動性」と「今後の職業生活への見通し」に、さらなる共通点を模索するとすれ
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ば、それは、将来に対する漠然とした不安となるであろう。その漠然とした不安を敏感に感

じやすいのが、本研究におけるビッグファイブの 1 つ「情動性」という性格特性であり、職

業やキャリアの面における漠然とした不安が、今後の職業生活への見通しとなる。自分の将

来という未知のものに対する漠然とした不安こそが、あらゆるライフキャリアに関連する意

識の根源にあり、その不安を軽減するためにこそ、人々は社会や個人を様々な形で解釈し、

自らの働き方を考え、そこで得た収入や人的ネットワークによって、暫時、自らの生活に幸

福を感じる。 
 しかし、この一連のプロセスを滑らかに進行させることができず、違和感を感じる場合が

ある。この違和感を解消しようと、自分なりに抗い、考え、工夫する。あるいは、予期せぬ

大事件に見舞われ、それまで自らが手にした経験や知識では対応できず、途方に暮れる。自

分で解決したかったが、解決できず、大きな問題へと膨れ上がり、手に負えなくなった時、

人は、各種の支援を求める。それが、働き方や職業の問題であれば、公的なキャリア形成支

援の枠組みに助けを求めることになるだろう。 
 こうして公的なキャリア形成支援施策へ至る過程へと検討の幅を広げた時、総じて、人の

キャリアを職業やワークの問題としてのみ考えるのは、本来、分離し得ないものを、便宜上、

切り離して取り扱っているのだという認識が必要になる。さらに奏功するキャリア形成支援

施策を構想するにあたっては、ワークキャリアのみならずライフキャリアにも一定の配慮が

必要となることが示唆される。 
 
（３）コロナ禍の影響について 

 「生活」の意識についての示唆は、1 年後に実施したパネル調査の結果からも現れていた。

第１２章末の記述の該当を示せば以下のとおりとなる。 
 第一に、コロナ禍をはさんだ変化は、一般に思われている以上に、意識面での変化である

可能性が高かった。コロナ禍によって生じた職業観・キャリア観の変化、コロナ禍による不

安は、コロナ禍によって具体的に生じた職場の変化以上に、人々の意識に影響を与えていた。

多くの場合、心理面でのケアも含むことが多いキャリアコンサルティングをはじめとするキ

ャリア形成支援施策においても一定の対応が求められる。 
 第二に、しかしながら、一方で、コロナ禍前後で大きな意識変化が生じた就労者は必ずし

も多数派ではない。第１２章の結果からは、コロナ禍の前後による意識変化は特定の人にの

み生じていた可能性が高い。結果を総合的に考察した場合、そうした意識変化が生じたのは、

年齢が若く年収が高い正規雇用者でいわゆる「意識が高い」就労者である。こうした就労者

にとって大きな社会事象であるコロナ禍は、自らのキャリア形成を考える上でも重要なファ

クターであるが、その他の多くの就労者にとってはコロナ禍は大きな影響を与えるものでは

なかった可能性は考慮しておきたい。その場合、必要なキャリア形成支援とは、コロナ禍や

それに伴う働き方の変化を過度に意識しすぎない、どのような対象層にとっても安定感・安
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心感のある強固な公的な支援の枠組みということになるだろう。 

 第三に、とは言え、第１２章の分析からは新たな施策のニーズ・シーズも見られた。例え

ば「ギグ・ワーク」「ワーケーション」といった働き方は、むしろ従来型のキャリアやワーク

とは全く違った角度から関心を持たれている可能性が示された。こうした結果が直近のキャ

リア形成支援施策に直接の影響を与えるものではないが、人の働き方に対する関心の 1 つに

は、様々な方向感のものがあることには、今後も適切に捉え、配慮していくべきであること

が示唆される。 
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資 料





◆調査項目及び単純集計表（2019年調査）

n %
全体 6000 100.0

1 正社員・正職員 3950 65.8
2 契約社員・嘱託 313 5.2
3 派遣社員 164 2.7
4 パートまたはアルバイト 1095 18.3
5 自営業・フリーランス 454 7.6
6 家族従業員（自分の家族が営む事業に従事している方） 24 0.4
7 その他 0 0.0
8 主夫・主婦 0 0.0
9 学生 0 0.0

10 現在は働いていない 0 0.0

SC2.あなたの性別をお答えください。あてはまるものを1つお選びください。
n %

全体 6000 100.0
1 男性 3300 55.0
2 女性 2700 45.0

SC3.お住まいの都道府県名をお答えください。（令和元年11月1日現在）
n %

全体 6000 100.0
1 北海道 287 4.8
2 青森県 52 0.9
3 岩手県 34 0.6
4 宮城県 140 2.3
5 秋田県 42 0.7
6 山形県 49 0.8
7 福島県 58 1.0
8 茨城県 118 2.0
9 栃木県 72 1.2

10 群馬県 58 1.0
11 埼玉県 328 5.5
12 千葉県 286 4.8
13 東京都 865 14.4
14 神奈川県 494 8.2
15 新潟県 100 1.7
16 富山県 41 0.7
17 石川県 47 0.8
18 福井県 37 0.6
19 山梨県 25 0.4
20 長野県 87 1.5
21 岐阜県 87 1.5
22 静岡県 139 2.3
23 愛知県 399 6.7
24 三重県 68 1.1
25 滋賀県 69 1.2
26 京都府 151 2.5
27 大阪府 501 8.4
28 兵庫県 298 5.0
29 奈良県 68 1.1
30 和歌山県 40 0.7
31 鳥取県 27 0.5
32 島根県 33 0.6
33 岡山県 91 1.5
34 広島県 144 2.4
35 山口県 49 0.8
36 徳島県 31 0.5
37 香川県 38 0.6

SC1.あなたの現在の立場・身分はどのようなものですか。あてはまるものを1つお選びください。
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38 愛媛県 64 1.1
39 高知県 22 0.4
40 福岡県 211 3.5
41 佐賀県 27 0.5
42 長崎県 38 0.6
43 熊本県 44 0.7
44 大分県 33 0.6
45 宮崎県 29 0.5
46 鹿児島県 41 0.7
47 沖縄県 38 0.6

n

平
均
値

最
小
値

最
大
値

＿歳 6000 41.02 20.00 59.00

全体 6000 100.0
20～24歳 500 8.3
25～29歳 650 10.8
30～34歳 700 11.7
35～39歳 700 11.7
40～44歳 950 15.8
45～49歳 1000 16.7
50～54歳 800 13.3
55～59歳 700 11.7

n

平
均
値

最
小
値

最
大
値

＿人 6000 2.05 0.00 51.00

n %
全体 6000 100.0

1 いる 3208 53.5
2 いない 2792 46.5

n %
全体 6000 100.0

1 いる： 2675 44.6
2 いない 3325 55.4

n

平
均
値

最
小
値

最
大
値

全体 2675 1.80 1.00 10.00

年代

Q1.現在、あなたと同じ世帯で同居されている人数をお答えください。（あなたお一人の場合は「0」とお答えください。）

SC4.あなたの年齢をお答えください。（令和元年11月1日現在）（半角数字でご記入ください）

Q2.現在、配偶者の方はいますか。あてはまるものを1つお選びください。

Q3.現在、（同居・非同居問わず）お子さんはいますか。あてはまるものを1つお選びください。

Q3.現在、（同居・非同居問わず）お子さんはいますか。あてはまるものを1つお選びください。／1.いる：＿人
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※わからない、覚えていない方はおおよそでお答えください。
n %

全体 6000 100.0
1 なし 82 1.4
2 100万円未満 572 9.5
3 100～200万円未満 808 13.5
4 200～300万円未満 880 14.7
5 300～400万円未満 960 16.0
6 400～500万円未満 780 13.0
7 500～600万円未満 557 9.3
8 600～700万円未満 398 6.6
9 700～800万円未満 336 5.6

10 800～900万円未満 208 3.5
11 900～1,000万円未満 125 2.1
12 1,000～1,100万円未満 105 1.8
13 1,100～1,200万円未満 45 0.8
14 1,200万円以上 144 2.4

※わからない、覚えていない方はおおよそでお答えください。
n %

全体 6000 100.0
1 なし 57 1.0
2 100万円未満 93 1.6
3 100～200万円未満 257 4.3
4 200～300万円未満 477 8.0
5 300～400万円未満 703 11.7
6 400～500万円未満 774 12.9
7 500～600万円未満 715 11.9
8 600～700万円未満 586 9.8
9 700～800万円未満 612 10.2

10 800～900万円未満 435 7.3
11 900～1,000万円未満 395 6.6
12 1,000～1,100万円未満 262 4.4
13 1,100～1,200万円未満 162 2.7
14 1,200万円以上 472 7.9

n %
全体 6000 100.0

1 上 51 0.9
2 中の上 829 13.8
3 中の中 2608 43.5
4 中の下 1817 30.3
5 下 695 11.6

n %
全体 6000 100.0

1 管理的職業（会社や役所での課長・部長以上など） 577 9.6
2 専門的・技術的職業（医師・看護師・教師・エンジニア・デザイナーなど） 1365 22.8
3 事務的職業（会社や役所での一般事務・経理、内勤の営業など） 1555 25.9
4 販売の職業（小売店やコンビニなどでの販売や外勤のセールス、不動産売買など） 570 9.5
5 サービスの職業（接客、飲食物調理、理容師・美容師、パチンコ店店員など） 675 11.3
6 保安の職業（自衛官・警察官・消防員や警備など） 96 1.6
7 農林漁業の職業（農家、林業の仕事、漁師・養殖の仕事など） 44 0.7
8 生産工程の職業（工場のオペレーターや組立工、生産設備の制御・監視の仕事 359 6.0
9 輸送・機械運転の職業（鉄道、自動車等の運転、建設機械・発電所等の運転 110 1.8

10 建設・採掘の職業（大工、配管工・防水工、電気工事作業員、土木作業員など 109 1.8
11 運搬・清掃・包装等の職業（配達員、倉庫作業員、清掃員、軽作業など） 247 4.1
12 その他： 293 4.9

Q4.あなた個人の最近1年間のおおよその税込み年収について、あてはまるものを1つお選びください。

Q5.あなたとあなた以外の方も含めた世帯全体の最近1年間のおおよその税込み年収について、あてはまるものを1つお選びください。

Q6.あなたの世帯の暮らし向きは、世間一般からみて、どれに相当すると思われますか。あてはまると思われるものを1つお選びください。

Q7.あなたの仕事は次のどれにあたりますか。あてはまるものを1つお選びください。
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n %
全体 6000 100.0

1 1～9人 1021 17.0
2 10～19人 527 8.8
3 20～29人 319 5.3
4 30～49人 439 7.3
5 50～99人 613 10.2
6 100～299人 798 13.3
7 300～499人 373 6.2
8 500～999人 432 7.2
9 1,000人以上 1478 24.6

n %
全体 6000 100.0

1 大学院 373 6.2
2 大学 2732 45.5
3 高専 78 1.3
4 短大 476 7.9
5 専門・各種学校 896 14.9
6 高校 1393 23.2
7 中学校 42 0.7
8 その他 10 0.2

n %
全体 6000 100.0

1 卒業・修了した 5655 94.3
2 中退・退学した 336 5.6
3 現在通っている 9 0.2

n %
全体 6000 100.0

1 同学年で上のほう 1651 27.5
2 同学年で中の上ぐらい 1392 23.2
3 同学年で中の中ぐらい 1671 27.9
4 同学年で中の下ぐらい 749 12.5
5 同学年で下のほう 537 9.0

n %
全体 6000 100.0

1 国語 1017 17.0
2 社会 1018 17.0
3 数学 1532 25.5
4 理科 496 8.3
5 音楽 278 4.6
6 美術 241 4.0
7 技術・家庭 202 3.4
8 体育・保健体育 508 8.5
9 英語・外国語 708 11.8

Q9.あなたが最後に通った、または現在通っている学校について、最も近いものを1つお選びください。

Q8.勤務先（職場あるいは事業所）全体の従業員数について、あてはまるものを1つお選びください。
※派遣社員の方は派遣先についてお答えください。わからない方はおおよそでお答えください。

■学校時代・リカレント学習・生涯学習についてお伺いします。

Q10.あなたは前問で回答した学校を卒業・修了しましたか、中退・退学しましたか。あてはまるものを1つお選びください。

Q11.あなたの中学卒業時の成績はどのくらいでしたか。あてはまるものを1つお選びください。

Q12.中学校時代に以下の中で最も得意だった科目は何ですか。あてはまるもの1つお選びください。
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※この設問は、それぞれ横方向（→）にお答えください。

ｎ

全
く
な

か
っ
た

少
し
あ
っ

た た
く
さ
ん

あ
っ
た

1.自然1.自然のあるところに行った 6000 417 2780 2803
100.0 7.0 46.3 46.7

2.友達2.友達と遊んだ 6000 232 1870 3898
100.0 3.9 31.2 65.0

3.楽器3.楽器を演奏した 6000 1928 2709 1363
100.0 32.1 45.2 22.7

4.スポ 4.スポーツをした 6000 727 2482 2791
100.0 12.1 41.4 46.5

5.本を5.本を読んだ 6000 1084 3054 1862
100.0 18.1 50.9 31.0

6.家族6.家族で旅行した 6000 1190 3302 1508
100.0 19.8 55.0 25.1

7.図書7.図書館に行った 6000 1600 3099 1301
100.0 26.7 51.7 21.7

8.学校8.学校が楽しかった 6000 924 2985 2091
100.0 15.4 49.8 34.9

9.信頼9.信頼できる先生に出会った 6000 1538 3037 1425
100.0 25.6 50.6 23.8

10.生 10.生徒会の役員や学級委員になった 6000 2911 1881 1208
100.0 48.5 31.4 20.1

※この設問は、それぞれ横方向（→）にお答えください。

ｎ

全
く
な
い

少
し
あ
る

た
く
さ
ん

あ
る

1.自然1.自然のあるところに行く 6000 1205 3528 1267
100.0 20.1 58.8 21.1

2.友達2.友達と会う 6000 1429 3625 946
100.0 23.8 60.4 15.8

3.楽器3.楽器を演奏する 6000 4812 877 311
100.0 80.2 14.6 5.2

4.スポ 4.スポーツをする 6000 3114 2075 811
100.0 51.9 34.6 13.5

5.本を5.本を読む 6000 2019 2828 1153
100.0 33.7 47.1 19.2

6.友人6.友人や家族と旅行する 6000 1409 3307 1284
100.0 23.5 55.1 21.4

7.図書7.図書館に行く 6000 3649 1718 633
100.0 60.8 28.6 10.6

8.自分8.自分で何かを学ぶ 6000 2018 2956 1026
100.0 33.6 49.3 17.1

9.恩師9.恩師と会う 6000 4783 1029 188
100.0 79.7 17.2 3.1

10.地 10.地域の世話役などをする 6000 4630 1106 264
100.0 77.2 18.4 4.4

Q14.あなたは、現在、次のようなことがどのぐらいありますか。それぞれの項目について、あてはまるものを1つお選びください。

Q13.あなたは、小学校から中学校までに次のようなことがどのぐらいありましたか。それぞれの項目について、あてはまるものを1つお選びください。
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n %
全体 6000 100.0

1 学んでみたいことがあり、実際に学んでいる 1258 21.0
2 学んでみたいことはあるが、実際には学んでいない 3093 51.6
3 学んでみたいことはないが、実際には学んでいる 290 4.8
4 学んでみたいことがなく、実際に学んでいない 1359 22.7

n %
全体 6000 100.0

1 転職のため 374 6.2
2 仕事に役立てるため 1285 21.4
3 自分の趣味のため 1626 27.1
4 教養を深めるため 1290 21.5
5 友達や知り合いをつくるため 88 1.5
6 人の役に立つため 139 2.3
7 日常の生活のため 369 6.2
8 その他 179 3.0
9 学びたくない 650 10.8

n %
全体 6000 100.0

1 学習について相談する人がいない 663 11.1
2 何を学んでよいかわからない 1024 17.1
3 学習することを自分で計画できない 759 12.7
4 学習に関する情報が不足している 869 14.5
5 一緒に学ぶ仲間がいない 636 10.6
6 適切な指導者がいない 781 13.0
7 学習する時間がない 2324 38.7
8 学習に費やすお金がない 2111 35.2
9 学習しても仕事（将来）の役に立たない 333 5.6

10 学習するべきことがない 194 3.2
11 継続できない 1131 18.9
12 自分で解決できるので問題はない 385 6.4
13 その他： 89 1.5
14 学びたくない 612 10.2

n %
全体 6000 100.0

1 全く重要ではない 118 2.0
2 あまり重要ではない 199 3.3
3 どちらとも言えない 1134 18.9
4 ある程度重要である 2638 44.0
5 非常に重要である 1911 31.9

それぞれの項目について、あてはまるものをすべてお選びください。（いくつでも）
n %

全体 6000 100.0
1 本・参考書籍を用いた自宅での学習 2242 37.4
2 ラジオ・テレビなどを用いた自宅での学習 479 8.0
3 オンライン学習（e-ラーニング） 896 14.9
4 大学・短大・大学院、専修・各種学校での正規課程 185 3.1
5 職場外の研修・セミナー 1018 17.0
6 職場内の研修・セミナー 1179 19.7
7 国や都道府県が実施する職業訓練 130 2.2
8 公民館などでの学級・講座 165 2.8
9 カルチャーセンターの教室・講座 265 4.4

10 友人・知人の学習グループ、同好の学習サークル 185 3.1
11 特に学習・参加経験はない 2490 41.5

Q18.あなたにとって、社会に出てからも学習することは重要だと思いますか。あてはまるものを1つお選びください。

Q19.あなたは、過去1年間に以下のような学習や研修をしたことがありますか。

Q15.あなたは、何か学んでみたいことがありますか。また現在、具体的に何かを学んでいますか。あてはまるものを1つお選びください。

Q16.あなたは、何のために学びたいですか。あてはまるものを1つお選びください。

Q17.あなたが学習するときに問題になることは何ですか。あなたにあてはまるものをすべてお選びください。（いくつでも）
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それぞれの項目について、あてはまるものをすべてお選びください。（いくつでも）
n %

全体 6000 100.0
1 OJT（現場で仕事を進めながら）で業務に関する訓練・研修 1276 21.3
2 OFF-JT（現場から離れて）で業務に関する訓練・研修 631 10.5
3 マナーに関する訓練・研修 555 9.3
4 マネジメントに関する訓練・研修 609 10.2
5 キャリアに関する訓練・研修 500 8.3
6 コミュニケーションに関する訓練・研修 593 9.9
7 業務効率化・品質改善に関する訓練・研修 530 8.8
8 健康・メンタルヘルスに関する研修 574 9.6
9 専門技能・知識に関する訓練・研修 877 14.6

10 その他： 21 0.4
11 職場で教育訓練を受けていない 3119 52.0

また現在、具体的に何かを学んでいますか。あてはまるものを1つお選びください。
n %

全体 6000 100.0
1 学んでみたいことがあり、実際に学んでいる 311 5.2
2 学んでみたいことはあるが、実際には学んでいない 2776 46.3
3 学んでみたいことはないが、実際には学んでいる 310 5.2
4 学んでみたいことがなく、実際に学んでいない 2603 43.4

就職しましたか。あてはまるものを1つお選びください。
n %

全体 6000 100.0
1 就職活動をして、希望通りの就職先に就職した 2489 41.5
2 就職活動をして、希望通りではない就職先に就職した 1509 25.2
3 就職活動をしたが、採用されなかった 299 5.0
4 就職活動をしなかった 1703 28.4

n %
全体 6000 100.0

1 ない 2658 44.3
2 ある： 3342 55.7

※在籍出向は転職に含めません。／2.ある： 社目　※半角数字でご記入く
値

全体 3342
平均値 3.72
最小値 1.00
最大値 75.00

n %
全体 6000 100.0

1 転職したい 594 9.9
2 できれば転職したい 946 15.8
3 どちらとも言えない 2031 33.9
4 できれば転職したくない 884 14.7
5 転職したくない 1545 25.8

Q24.あなたは、現在または近いうちに転職したいですか。あてはまるものを1つお選びください。

Q21.あなたは、AIをはじめとする技術革新に対応するために何かを学びたいと思いますか。

Q22.あなたは、最後に通った学校を卒業（中退）した際、どのように就職活動（教員試験・公務員試験の受験などを含む）を行い、

Q23.あなたには転職の経験がありますか。ある場合、現在の勤務先は何社目ですか。※在籍出向は転職に含めません。

■キャリア・キャリア支援ニーズ・スキルについてお伺いします。

Q20.あなたは、過去1年間に職場において以下のような教育訓練を受けたことがありますか。

Q23.あなたには転職の経験がありますか。ある場合、現在の勤務先は何社目ですか。

－323－

調査シリーズNo.208

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



ｎ

全
く
あ
て
は

ま
ら
な
い

あ
ま
り
あ
て

は
ま
ら
な
い

ど
ち
ら
で
も

な
い

よ
く
あ
て
は

ま
る

非
常
に
よ
く

あ
て
は
ま
る

1.たとえ1.たとえ失敗しても、次に活かすための解決策を立てている 6000 231 630 2202 2416 521
100.0 3.9 10.5 36.7 40.3 8.7

2.目標2.目標達成のために、やるべき事の段取りを立てて進めている 6000 210 671 2129 2376 614
100.0 3.5 11.2 35.5 39.6 10.2

3.仕事3.仕事で納得がゆかないことを上司・先輩に訴えている 6000 476 1143 2462 1573 346
100.0 7.9 19.1 41.0 26.2 5.8

4.仕事4.仕事で上司・先輩が自分に期待することを把握している 6000 381 803 2666 1823 327
100.0 6.4 13.4 44.4 30.4 5.5

5.チー 5.チームの仕事が進むように率先して同僚（仲間）に働きかけている 6000 435 851 2652 1705 357
100.0 7.3 14.2 44.2 28.4 6.0

6.自分6.自分のやる事に､どのくらいの期間が必要になるかの見当がついている 6000 226 621 2311 2278 564
100.0 3.8 10.4 38.5 38.0 9.4

それぞれの項目について、あてはまるものを1つお選びください。
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1.やりた1.やりたくない仕事でも、きっと将来仕事の役に立つと思う 6000 307 875 2493 2001 324
100.0 5.1 14.6 41.6 33.4 5.4

2.どんな2.どんな仕事でも自力でやり遂げられると思う 6000 298 979 2663 1709 351
100.0 5.0 16.3 44.4 28.5 5.9

3.期待3.期待以上に仕上げて見せることで周囲から称賛されたいと思う 6000 409 920 2668 1605 398
100.0 6.8 15.3 44.5 26.8 6.6
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1.この職1.この職場に多くの恩義を感じる 6000 518 1079 2335 1681 387
100.0 8.6 18.0 38.9 28.0 6.5

2.この職2.この職場の一員であることを誇りに思う 6000 606 1113 2619 1355 307
100.0 10.1 18.6 43.7 22.6 5.1

3.この職3.この職場のメンバーであることを強く意識している 6000 527 1040 2464 1591 378
100.0 8.8 17.3 41.1 26.5 6.3

4.自分4.自分の職業は、尊い使命を持っている 6000 658 1026 2540 1332 444
100.0 11.0 17.1 42.3 22.2 7.4

5.今の5.今の職業は天職だと感じる 6000 873 1204 2657 921 345
100.0 14.6 20.1 44.3 15.4 5.8

6.私は6.私は職業に人生を捧げている 6000 1484 1441 2334 570 171
100.0 24.7 24.0 38.9 9.5 2.9

Q26.「やりたくはないが、やらねばならない仕事」をする時に、あなたは、どのように自分自身に言いきかせていますか。

Q27.あなたは、現在の職場や職業についてどのように考えていますか。それぞれの項目についてあてはまるものを1つお選びください。

Q25.あなたは、ふだん、どのように仕事をしていますか。それぞれの項目について、あてはまるものを1つお選びください。
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1.意欲1.意欲を引き出したり、キャリア形成に役立つ教育が行われている 6000 1079 1530 2485 789 117
100.0 18.0 25.5 41.4 13.2 2.0

2.若い2.若いうちから将来の進路を考えて人事管理が行われている 6000 1267 1560 2457 621 95
100.0 21.1 26.0 41.0 10.4 1.6

3.グル 3.グループや個人ごとに、教育・訓練の目標が明確にされている 6000 1120 1415 2458 872 135
100.0 18.7 23.6 41.0 14.5 2.3

4.この職4.この職場では、誰でも必要なときに必要な教育・訓練がうけられる 6000 1143 1375 2479 875 128
100.0 19.1 22.9 41.3 14.6 2.1

5.この職5.この職場では、従業員を育てることが大切だと考えられている 6000 1022 1199 2415 1156 208
100.0 17.0 20.0 40.3 19.3 3.5

6.上司6.上司は、仕事に困ったときに頼りになる 6000 848 1027 2386 1404 335
100.0 14.1 17.1 39.8 23.4 5.6

7.上司7.上司は、部下の状況に理解を示してくれる 6000 837 1031 2471 1404 257
100.0 14.0 17.2 41.2 23.4 4.3

8.上司8.上司や同僚と気軽に話ができる 6000 533 723 2234 1947 563
100.0 8.9 12.1 37.2 32.5 9.4

9.この職9.この職場では、上司と部下が気兼ねのない関係にある 6000 665 857 2507 1561 410
100.0 11.1 14.3 41.8 26.0 6.8

10.上 10.上司は、仕事がうまく行くように配慮や手助けをしてくれる 6000 735 951 2540 1500 274
100.0 12.3 15.9 42.3 25.0 4.6

11.自 11.自分の新しいアイデアで仕事を進めることができる 6000 658 974 2598 1443 327
100.0 11.0 16.2 43.3 24.1 5.5

12.仕 12.仕事の目標を自分で立て、自由裁量で進めることができる 6000 604 969 2434 1606 387
100.0 10.1 16.2 40.6 26.8 6.5

13.自 13.自分のやり方と責任で仕事ができる 6000 513 854 2381 1791 461
100.0 8.6 14.2 39.7 29.9 7.7

14.仕 14.仕事の計画、決定、進め方を自分で決めることができる 6000 573 887 2483 1600 457
100.0 9.6 14.8 41.4 26.7 7.6

15.自 15.自分の好きなペースで仕事ができる 6000 655 1015 2286 1556 488
100.0 10.9 16.9 38.1 25.9 8.1

16.世 16.世間的に見劣りしない給料がもらえる 6000 933 1146 2543 1141 237
100.0 15.6 19.1 42.4 19.0 4.0

17.働 17.働きに見合った給料がもらえる 6000 911 1209 2542 1118 220
100.0 15.2 20.2 42.4 18.6 3.7

18.地 18.地位に合った報酬を得ている 6000 824 1151 2775 1073 177
100.0 13.7 19.2 46.3 17.9 3.0

19.給 19.給料の決め方は、公平である 6000 859 1114 2821 997 209
100.0 14.3 18.6 47.0 16.6 3.5

20.この20.この会社（組織）の経営は、うまくいっている 6000 680 1012 3095 1013 200
100.0 11.3 16.9 51.6 16.9 3.3

21.自 21.自分の仕事は、よりよい社会を築くのに役立っている 6000 559 913 2896 1383 249
100.0 9.3 15.2 48.3 23.1 4.2

22.自 22.自分の仕事が、社会と繋がっていることを実感できる 6000 570 928 2638 1618 246
100.0 9.5 15.5 44.0 27.0 4.1

23.自 23.自分の仕事は、世間から高い評価を得ている 6000 721 1155 2992 951 181
100.0 12.0 19.3 49.9 15.9 3.0

24.自 24.自分の仕事に関連することが、新聞やテレビによくでる 6000 1132 1242 2482 935 209
100.0 18.9 20.7 41.4 15.6 3.5

25.今 25.今の職場やこの仕事にかかわる一員であることに、誇りに思っている 6000 807 999 2779 1193 222
100.0 13.5 16.7 46.3 19.9 3.7

26.この26.この職場には、世間よりも長い夏期休暇や年次休暇がある 6000 1378 1028 2422 886 286
100.0 23.0 17.1 40.4 14.8 4.8

27.この27.この職場では、産休、育児休暇、介護休暇がとりやすい 6000 988 940 2386 1261 425
100.0 16.5 15.7 39.8 21.0 7.1

28.この28.この職場では、年次有給休暇を取りやすい制度や雰囲気がある 6000 877 886 2264 1452 521

Q28.あなたは、現在の職場についてどのように考えていますか。それぞれの項目についてあてはまるものを1つお選びください。
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100.0 14.6 14.8 37.7 24.2 8.7
29.この29.この職場には、心や身体の健康相談にのってくれる専門スタッフがいる 6000 1652 991 2285 890 182

100.0 27.5 16.5 38.1 14.8 3.0
30.心 30.心や身体の健康相談のために、社外の医療機関などを気軽に利用できる 6000 1332 1008 2590 898 172

100.0 22.2 16.8 43.2 15.0 2.9
31.仕 31.仕事はいつも時間内に処理できる 6000 642 1137 2332 1477 412

100.0 10.7 19.0 38.9 24.6 6.9
32.全 32.全体として仕事の量と質は、適当だと思う 6000 672 1100 2666 1312 250

100.0 11.2 18.3 44.4 21.9 4.2
33.残 33.残業、休日、休暇を含めていまの労働は適当だと思う 6000 646 947 2561 1496 350

100.0 10.8 15.8 42.7 24.9 5.8
34.翌 34.翌日までに仕事の疲れを残すことはない 6000 837 1368 2402 1053 340

100.0 14.0 22.8 40.0 17.6 5.7
35.家 35.家に仕事を持ち帰ったことはめったにない 6000 604 754 2019 1316 1307

100.0 10.1 12.6 33.7 21.9 21.8

※3つない方は、よりお気持ちに近いものをお選びください。
n %

全体 6000 100.0
1 プロティアン・キャリア（環境変化にあわせて自分のキャリアを柔軟に変化させること） 1360 22.7
2 パラレル・キャリア（本業を持ちながら、第二の活動をすること。兼業・副業） 2049 34.2
3 ギグ・ワーク（インターネットを使い、必要なときに必要なだけ働くこと） 1289 21.5
4 ダブル・ジョブ（職場内で主たる仕事を2つ持つこと） 871 14.5
5 リモート・ワーク、テレ・ワーク（会社や組織に出勤せず、自宅等の場所で働くこと） 2002 33.4
6 時短勤務（一日の労働時間を短縮して働くこと） 2466 41.1
7 週3正社員、週4正社員（週に3日あるいは4日など正社員で働くこと） 2574 42.9
8 プロボノ（本業とは別に職業上のスキルや専門知識を活かした活動をすること） 639 10.7
9 セカンド・ライフ（本業を早期に引退して余暇を楽しむこと） 2154 35.9

10 越境学習（自分の専門である職場や組織を超えた学習を仕事に活かすこと） 652 10.9
11 リカレント学習（社会人大学・大学院やビジネススクール等で学び直すこと） 756 12.6
12 ワーケーション（リゾート地などで、休暇を兼ねて働くこと） 1188 19.8

※この設問は、それぞれ横方向（→）にお答えください。
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1.仕事1.仕事の中で専門家として能力を発揮したい 6000 463 747 2382 1887 521
100.0 7.7 12.5 39.7 31.5 8.7

2.管理2.管理者、経営者になることを目指したい 6000 1390 1364 2204 741 301
100.0 23.2 22.7 36.7 12.4 5.0

3.自分3.自分のやり方や自分のペースで仕事がしたい 6000 120 264 1625 2731 1260
100.0 2.0 4.4 27.1 45.5 21.0

4.安定4.安定している組織で働き、確実な報酬を得たい 6000 160 298 1856 2511 1175
100.0 2.7 5.0 30.9 41.9 19.6

5.世の5.世の中をよくするための仕事をしたい 6000 292 546 2792 1788 582
100.0 4.9 9.1 46.5 29.8 9.7

n %
全体 6000 100.0

1 自分でキャリア計画を考えていきたい 1526 25.4
2 どちらかといえば、自分でキャリア計画を考えていきたい 2629 43.8
3 どちらかといえば、会社（職場）でキャリア計画を提示してほしい 1186 19.8
4 会社（職場）でキャリア計画を提示してほしい 659 11.0

Q31.あなたは、自分自身の生涯を通じたキャリア計画について、どのように考えていますか。最もあてはまるものを1つお選びください。

Q29.これからのキャリアや働き方に関する以下の用語のうち、関心のあるものを3つお選びください。（必ず3つ）

Q30.自分が仕事を選ぶ上でのこだわり（大事にしたい価値観）として、それぞれの項目についてあてはまるものを1つお選びください。
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あてはまるものをすべてお選びください。（いくつでも）
n %

全体 6000 100.0
1 将来全般について 2638 44.0
2 自分の転職について 1162 19.4
3 自分の職業の向き不向きについて 1013 16.9
4 自分の労働条件について 1423 23.7
5 自分の仕事の内容について 1229 20.5
6 自分の職業能力をアップさせる方法について 914 15.2
7 自分の働き方について 1445 24.1
8 職場の同僚との人間関係について 747 12.5
9 職場の上司との人間関係について 755 12.6

10 職場の部下との人間関係について 384 6.4
11 職場外の人との人間関係について 285 4.8
12 家族・親族間の人間関係について 510 8.5
13 自分の健康について 2036 33.9
14 自分の老後について 2355 39.3
15 家族の健康について 1247 20.8
16 子どもの進学、就職、結婚等について 1029 17.2
17 親の介護について 1239 20.7
18 身近な法律問題について（離婚、相続、借金等） 296 4.9
19 近隣・地域との関係について 283 4.7
20 いわゆる悩みやグチなどについて 514 8.6
21 誰にも話せない深刻な悩みについて 278 4.6
22 その他： 11 0.2
23 特になし 917 15.3

あてはまるものをすべてお選びください。（いくつでも）
n %

全体 6000 100.0
1 インターネットを通じて様々な情報を調べてみたい 2803 46.7
2 インターネットを通じて職業適性検査などを受けてみたい 1139 19.0
3 専門的な機関に行って職業適性検査などを受けてみたい 828 13.8
4 メールなどで誰かに職業やキャリアに関して相談してみたい 461 7.7
5 電話で誰かに職業やキャリアに関して相談してみたい 338 5.6
6 直接、専門のカウンセラーに会って職業やキャリアに関して相談してみたい 710 11.8
7 キャリアに関する無料のセミナーや講座に参加してみたい 861 14.4
8 キャリアに関する有料のセミナーや講座に参加してみたい 229 3.8
9 公的な給付金などの制度を使って資格を取得したり、専門的なスキルや知識を学 1107 18.5

10 自費で資格を取得したり、専門的なスキルや知識を学びたい 873 14.6
11 あてはまるものはない 1779 29.7

n %
全体 6000 100.0

1 ほとんど問題を感じていない 490 8.2
2 あまり問題を感じていない 1247 20.8
3 どちらでもない 2149 35.8
4 やや問題を感じている 1567 26.1
5 かなり問題を感じている 547 9.1

あてはまるものを1つお選びください。
n %

全体 6000 100.0
1 相談したくない 942 15.7
2 どちらかと言えば、相談したくない 1066 17.8
3 どちらとも言えない 2718 45.3
4 どちらかと言えば、相談したい 1044 17.4
5 相談したい 230 3.8

Q32.あなたは、現在、職業・キャリアも含め生活全般について、どのような問題を感じていますか。

Q35.職業生活や職場の問題についての専門のカウンセラー（キャリアコンサルタント、キャリアカウンセラーなど）に相談したいと思いますか。

Q34.あなたは、現在、職業やキャリアについて、どのくらい問題を感じていますか。あてはまるものを1つお選びください。

Q33.仮にあなたが、これからの職業やキャリアに関する支援やサービスを利用するとしたら、どのようなことをしますか。
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n %
全体 6000 100.0

1 書類を書くこと 1928 32.1
2 人の話を聞くこと 2894 48.2
3 人前で話すこと 1273 21.2
4 計算したり、データを扱うこと 2006 33.4
5 異なる文化の人とやりとりをすること 731 12.2
6 人と協同で作業すること 1841 30.7
7 人を説得したり、交渉したりすること 906 15.1
8 人に指示すること 991 16.5
9 接客すること 1529 25.5

10 他人との対立を解決すること 488 8.1
11 作業に必要な道具、機材を選択すること 1007 16.8
12 資材や道具の管理を行うこと 907 15.1
13 機械の操作やコントロールを行うこと 828 13.8
14 機械のトラブルを解決すること 624 10.4
15 体力的にきつい仕事をすること 506 8.4
16 うまくできない時には、やり方を変えること 1525 25.4
17 優先順位を立てて計画的に実施すること 1932 32.2
18 自分は何が得意で何が不得意かをわかること 1562 26.0
19 自分のやり方がうまくいっているかを考えること 1406 23.4
20 自分の立てた目標が達成したかを把握すること 1378 23.0

最も範囲を広げて考えた場合の人数をお答えください。（半角数字でご記入くだ
n 平均値 最小値 最大値

＿人 6000 264.30 0.00 1000000

n 平均値 最小値 最大値
＿人 6000 9.99 0.00 1010.00

n 平均値 最小値 最大値
＿人 6000 4.69 0.00 2000.00

※この設問は、それぞれ横方向（→）にお答えください。

ｎ

あ
て
は
ま
ら
な
い

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

あ
て
は
ま
ら
な
い

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

あ
て
は
ま
る

あ
て
は
ま
る

1.悩み1.悩みがちな 6000 923 1850 2278 949
100.0 15.4 30.8 38.0 15.8

2.不安2.不安になりやすい 6000 865 1856 2287 992
100.0 14.4 30.9 38.1 16.5

3.心配3.心配性な 6000 732 1636 2555 1077
100.0 12.2 27.3 42.6 18.0

4.傷つ4.傷つきやすい 6000 721 1912 2423 944
100.0 12.0 31.9 40.4 15.7

5.動揺5.動揺しやすい 6000 744 2067 2363 826
100.0 12.4 34.5 39.4 13.8

6.神経6.神経質な 6000 823 2107 2264 806

Q38.あなたが、一緒に食事をしたり、遊んだり、楽しんだりする家族・知人・友人は何人ぐらいですか。（半角数字でご記入ください）

Q39.あなたが、困った時に相談できる家族・知人・友人は何人ぐらいですか。（半角数字でご記入ください）

Q40.以下のそれぞれの項目はあなた自身にどれくらいあてはまりますか。それぞれの項目について、あてはまるものを1つお選びください。

あてはまるものがない、と思われる方はより自信のあるものをいずれか1つはお選びください。
Q36.あなたは、仕事上で以下に挙げるような事がらをうまくできる自信がありますか。うまくできる自信があるものをすべてお選びください。（いくつでも）

■コミュニケーション・性格特性についてお伺いします。
Q37.あなたが、連絡先を知っている家族・知人・友人（SNSやメールでのやりとりを含む）は何人ぐらいですか。
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100.0 13.7 35.1 37.7 13.4
7.話し7.話し好きな 6000 1033 2304 1989 674

100.0 17.2 38.4 33.2 11.2
8.内気8.内気な 6000 790 2285 2231 694

100.0 13.2 38.1 37.2 11.6
9.陽気9.陽気な 6000 754 2563 2258 425

100.0 12.6 42.7 37.6 7.1
10.控 10.控えめな 6000 542 2200 2679 579

100.0 9.0 36.7 44.7 9.7
11.外 11.外向的な 6000 1100 2734 1824 342

100.0 18.3 45.6 30.4 5.7
12.物 12.物静かな 6000 732 2409 2368 491

100.0 12.2 40.2 39.5 8.2
13.勤 13.勤勉な 6000 736 2477 2383 404

100.0 12.3 41.3 39.7 6.7
14.ルー14.ルーズな 6000 1063 2602 1959 376

100.0 17.7 43.4 32.7 6.3
15.責 15.責任感のある 6000 361 1680 3117 842

100.0 6.0 28.0 52.0 14.0
16.怠 16.怠惰な 6000 995 3121 1620 264

100.0 16.6 52.0 27.0 4.4
17.辛 17.辛抱強い 6000 460 2084 2774 682

100.0 7.7 34.7 46.2 11.4
18.無 18.無責任な 6000 1630 3239 978 153

100.0 27.2 54.0 16.3 2.6
19.親 19.親切な 6000 316 1787 3289 608

100.0 5.3 29.8 54.8 10.1
20.利 20.利己的な 6000 621 3185 1947 247

100.0 10.4 53.1 32.5 4.1
21.協 21.協力的な 6000 277 1522 3648 553

100.0 4.6 25.4 60.8 9.2
22.共 22.共感的な 6000 331 1814 3361 494

100.0 5.5 30.2 56.0 8.2
23.自 23.自己中心的な 6000 845 3225 1651 279

100.0 14.1 53.8 27.5 4.7
24.協 24.協調的な 6000 316 1799 3391 494

100.0 5.3 30.0 56.5 8.2
25.独 25.独創的な 6000 800 3010 1854 336

100.0 13.3 50.2 30.9 5.6
26.発 26.発想の豊かな 6000 797 2931 1929 343

100.0 13.3 48.9 32.2 5.7
27.頭 27.頭が固い 6000 590 2778 2208 424

100.0 9.8 46.3 36.8 7.1
28.想 28.想像力に富んだ 6000 635 3018 2002 345

100.0 10.6 50.3 33.4 5.8
29.視 29.視野が狭い 6000 670 3116 1916 298

100.0 11.2 51.9 31.9 5.0
30.興 30.興味の広い 6000 483 2499 2403 615

100.0 8.1 41.7 40.1 10.3

※この設問は、それぞれ横方向（→）にお答えください。
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1.人 1々.人々の収入や財産の格差が拡大している 6000 172 342 1778 2583 1125
100.0 2.9 5.7 29.6 43.1 18.8

2.貧し2.貧しい人々や困っている人々に厳しい社会である 6000 177 562 2046 2272 943
100.0 3.0 9.4 34.1 37.9 15.7

Q41.あなたは、現在の日本の社会について、どのようなお考えをお持ちですか。それぞれの項目について、あてはまるものを1つお選びください。
■社会観・結婚観・幸福感・老後観・死生観等についてお伺いします。
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3.外国3.外国人や異なる文化の人々が働きにくい社会である 6000 195 755 2825 1764 461
100.0 3.3 12.6 47.1 29.4 7.7

4.一生4.一生懸命努力する人が報われない社会である 6000 157 572 2596 1892 783
100.0 2.6 9.5 43.3 31.5 13.1

5.LGB5.LGBTに対する理解が進んでいない社会である 6000 195 613 3091 1592 509
100.0 3.3 10.2 51.5 26.5 8.5

6.AIの6.AIの普及によって、仕事がなくなる人が出てくる社会である 6000 189 621 2845 1866 479
100.0 3.2 10.4 47.4 31.1 8.0

7.AIの7.AIの普及によって、自分の仕事がなくなる不安がある 6000 604 1163 2858 1056 319
100.0 10.1 19.4 47.6 17.6 5.3

n %
全体 6000 100.0

1 恋愛よりも勉強や仕事を優先したい 615 10.3
2 いつも恋愛をしていたい 1747 29.1
3 恋愛は面倒だと感じる 1352 22.5
4 恋愛することに自信がない 1256 20.9
5 恋愛に興味・関心がない 763 12.7
6 この中にあてはまるものはない 1495 24.9

n %
全体 6000 100.0

1 しないほうが良い 302 5.0
2 できればしないほうが良い 345 5.8
3 してもしなくても良い 2011 33.5
4 できればしたほうが良い 2055 34.3
5 したほうが良い 1287 21.5

n %
全体 6000 100.0

1 持たないほうが良い 340 5.7
2 できれば持たない方が良い 266 4.4
3 持っても持たなくても良い 1712 28.5
4 できれば持ったほうが良い 2027 33.8
5 持ったほうが良い 1655 27.6

ｎ
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く
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ま
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1.夫は1.夫は外で働き、妻は家庭を守るべきだ 6000 1448 1430 2403 554 165
100.0 24.1 23.8 40.1 9.2 2.8

2.子供2.子供が小さいうちは母親が面倒を見るべきだ 6000 944 1027 2439 1293 297
100.0 15.7 17.1 40.7 21.6 5.0

3.結婚3.結婚した夫婦は何があっても別れない方がよい 6000 1100 1240 2626 779 255
100.0 18.3 20.7 43.8 13.0 4.3

4.親の4.親の介護は身内がやるべきだ 6000 798 1086 2945 958 213
100.0 13.3 18.1 49.1 16.0 3.6

Q43.あなたは、結婚についてどのようにお考えですか。あてはまるものを1つお選びください。

Q44.あなたは、子どもについてどのようにお考えですか。あてはまるものを1つお選びください。

Q45.次の考え方に対して、あなたはどのように思いますか。それぞれの項目について、あてはまるものを1つお選びください。

Q42.恋愛に関するあなたの考えについて、あてはまるものをすべてお選びください。（いくつでも）
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いずれかの数字を1つだけお選びください。
ｎ 0点 1点 2点 3点

1.とても1.とても不幸-とても幸せ 6000 121 83 184 356
100.0 2.0 1.4 3.1 5.9

ｎ 4点 5点 6点 7点
1.とても不幸-とても幸せ 6000 432 1269 809 1206

100.0 7.2 21.2 13.5 20.1

ｎ 8点 9点 10点
1.とても不幸-とても幸せ 6000 951 328 261

100.0 15.9 5.5 4.4

ｎ

全
く
あ
て
は
ま
ら

な
い

ほ
と
ん
ど
あ
て
は

ま
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な
い
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ま
り
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て
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ま

ら
な
い
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な
い

1.ほとん1.ほとんどの面で、私の人生は私の理想に近い 6000 656 761 1546 1803
100.0 10.9 12.7 25.8 30.1

2.私の2.私の人生は、とてもすばらしい状態だ 6000 536 642 1408 1904
100.0 8.9 10.7 23.5 31.7

3.私は3.私は自分の人生に満足している 6000 544 613 1262 1769
100.0 9.1 10.2 21.0 29.5

4.私は4.私はこれまで、自分の人生に求める大切なものを得てきた 6000 433 499 1198 1887
100.0 7.2 8.3 20.0 31.5

5.もう一5.もう一度人生をやり直せるとしても、ほとんど何も変えないだろう 6000 902 781 1404 1861
100.0 15.0 13.0 23.4 31.0

ｎ

少
し
あ
て
は
ま
る

よ
く
あ
て
は
ま
る

非
常
に
よ
く
あ
て

は
ま
る

1.ほとん1.ほとんどの面で、私の人生は私の理想に近い 6000 862 294 78
100.0 14.4 4.9 1.3

2.私の2.私の人生は、とてもすばらしい状態だ 6000 1018 394 98
100.0 17.0 6.6 1.6

3.私は3.私は自分の人生に満足している 6000 1220 487 105
100.0 20.3 8.1 1.8

4.私は4.私はこれまで、自分の人生に求める大切なものを得てきた 6000 1271 544 168
100.0 21.2 9.1 2.8

5.もう一5.もう一度人生をやり直せるとしても、ほとんど何も変えないだろう 6000 648 258 146
100.0 10.8 4.3 2.4

n %
全体 6000 100.0

1 全く見通しをもっていない 866 14.4
2 あまり見通しをもっていない 2636 43.9
3 ある程度見通しをもっている 2244 37.4
4 かなり見通しをもっている 254 4.2

Q46.現在、あなたはどの程度幸せですか。「とても不幸」を0点、「とても幸せ」を10点とすると、何点ぐらいになると思いますか。

Q47.次の文章について、あなた自身にどの程度あてはまりますか。それぞれの項目について、あてはまるものを1つお選びください。

Q48.あなたは、今後の職業生活について、どの程度、見通しをもっていますか。あてはまるものを1つお選びください。
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n %
全体 6000 100.0

1 60歳前に引退したい 1163 19.4
2 60歳まで 1053 17.6
3 61～65歳頃まで 1810 30.2
4 66～70歳頃まで 1120 18.7
5 71～75歳頃まで 411 6.9
6 76～80歳頃まで 138 2.3
7 81歳以上 305 5.1

n %
全体 6000 100.0

1 全く不安ではない 163 2.7
2 あまり不安ではない 937 15.6
3 やや不安である 2725 45.4
4 大いに不安である 2175 36.3

n %
全体 6000 100.0

1 考えてこなかった 777 13.0
2 あまり考えてこなかった 2667 44.5
3 ある程度考えてきた 2180 36.3
4 考えてきた 376 6.3

n %
全体 6000 100.0

1 休養や睡眠を十分にとること 3436 57.3
2 バランスのよい食事をとること 2623 43.7
3 家族・仲間と食事をすること 1150 19.2
4 友人や仲間と一緒に活動すること 505 8.4
5 適度な運動やスポーツをすること 1788 29.8
6 健康診断や人間ドックで自分の健康状態を把握すること 1359 22.7
7 人のために何か役割を果たすこと 300 5.0
8 身の回りのことを自分ですること 712 11.9
9 読書やゲームなど、頭を使う知的なトレーニングをすること 421 7.0

10 新しいことを学んだり、勉強したりして刺激を受けること 453 7.6
11 その他： 36 0.6
12 特にない 855 14.3

ｎ
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1.どんな1.どんな最期を迎えるかは自分で決めたい 6000 184 346 2097 2321 1052
100.0 3.1 5.8 35.0 38.7 17.5

2.太く短2.太く短く生きたい 6000 399 1172 2865 1075 489
100.0 6.7 19.5 47.8 17.9 8.2

3.運命3.運命や宿命のようなものがある 6000 316 716 2681 1774 513
100.0 5.3 11.9 44.7 29.6 8.6

4.キャリ4.キャリアを考える上で精神性（スピリチュアリティ）を大切にしたい 6000 454 955 3199 1117 275
100.0 7.6 15.9 53.3 18.6 4.6

5.「あの5.「あの世」はあると思う 6000 764 779 2713 1242 502
100.0 12.7 13.0 45.2 20.7 8.4

6.死後6.死後、生きた証が残るように生きたい 6000 1011 1132 2731 841 285

Q51.あなたは、これまでに、自分自身の老後や人生設計についてどの程度考えてきましたか。あてはまるものを1つお選びください。

Q52.ご自身の健康のために、どのようなことを心がけていますか。あてはまるものを3つまでお選びください。（3つまで）

Q53.次の考え方に対して、あなたはどのように思いますか。それぞれの項目について、あてはまるものを1つお選びください。

Q49.あなたは、何歳まで働き続けたいと考えていますか。あてはまるものを1つお選びください。

Q50.あなたは、老後について不安を感じていますか。あてはまるものを1つお選びください。
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n %
全体 6000 100.0

1 正職員　男性　20～24歳 150 2.5
2 正職員　男性　25～29歳 300 5.0
3 正職員　男性　30～34歳 350 5.8
4 正職員　男性　35～39歳 350 5.8
5 正職員　男性　40～44歳 400 6.7
6 正職員　男性　45～49歳 450 7.5
7 正職員　男性　50～54歳 350 5.8
8 正職員　男性　55～59歳 300 5.0
9 正職員　女性　20～24歳 150 2.5

10 正職員　女性　25～29歳 200 3.3
11 正職員　女性　30～34歳 150 2.5
12 正職員　女性　35～39歳 150 2.5
13 正職員　女性　40～44歳 200 3.3
14 正職員　女性　45～49歳 200 3.3
15 正職員　女性　50～54歳 150 2.5
16 正職員　女性　55～59歳 100 1.7
17 非正規　男性　20～24歳 100 1.7
18 非正規　男性　25～29歳 50 0.8
19 非正規　男性　30～34歳 50 0.8
20 非正規　男性　35～39歳 50 0.8
21 非正規　男性　40～44歳 100 1.7
22 非正規　男性　45～49歳 100 1.7
23 非正規　男性　50～54歳 100 1.7
24 非正規　男性　55～59歳 100 1.7
25 非正規　女性　20～24歳 100 1.7
26 非正規　女性　25～29歳 100 1.7
27 非正規　女性　30～34歳 150 2.5
28 非正規　女性　35～39歳 150 2.5
29 非正規　女性　40～44歳 250 4.2
30 非正規　女性　45～49歳 250 4.2
31 非正規　女性　50～54歳 200 3.3
32 非正規　女性　55～59歳 200 3.3

n %
全体 6000 100.0

1 男性 3300 55.0
2 女性 2700 45.0

値
全体 6000
平均値 41.02
最小値 20.00
最大値 59.00

n %
全体 6000 100.0

1 20～24歳 500 8.3
2 25～29歳 650 10.8
3 30～34歳 700 11.7
4 35～39歳 700 11.7
5 40～44歳 950 15.8
6 45～49歳 1000 16.7
7 50～54歳 800 13.3
8 55～59歳 700 11.7

年代

年齢　　歳

性別

割付
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n %
全体 6000 100.0

1 男性 20～24歳 250 4.2
2 男性 25～29歳 350 5.8
3 男性 30～34歳 400 6.7
4 男性 35～39歳 400 6.7
5 男性 40～44歳 500 8.3
6 男性 45～49歳 550 9.2
7 男性 50～54歳 450 7.5
8 男性 55～59歳 400 6.7
9 女性 20～24歳 250 4.2

10 女性 25～29歳 300 5.0
11 女性 30～34歳 300 5.0
12 女性 35～39歳 300 5.0
13 女性 40～44歳 450 7.5
14 女性 45～49歳 450 7.5
15 女性 50～54歳 350 5.8
16 女性 55～59歳 300 5.0

性年代
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◆調査項目及び単純集計表（2020年調査）

n %
全体 6000 100.0

1 正社員・正職員 3911 65.2
2 契約社員・嘱託 305 5.1
3 派遣社員 137 2.3
4 パートまたはアルバイト 1025 17.1
5 自営業・フリーランス 461 7.7
6 家族従業員 30 0.5
7 失業中または無業 90 1.5
8 その他 41 0.7

n %
全体 6000 100.0

1 男性 3300 55.0
2 女性 2700 45.0

n %
全体 6000 100.0

1 北海道 288 4.8
2 青森県 54 0.9
3 岩手県 32 0.5
4 宮城県 134 2.2
5 秋田県 36 0.6
6 山形県 40 0.7
7 福島県 63 1.1
8 茨城県 106 1.8
9 栃木県 63 1.1

10 群馬県 61 1.0
11 埼玉県 331 5.5
12 千葉県 296 4.9
13 東京都 894 14.9
14 神奈川県 508 8.5
15 新潟県 86 1.4
16 富山県 36 0.6
17 石川県 54 0.9
18 福井県 34 0.6
19 山梨県 24 0.4
20 長野県 88 1.5
21 岐阜県 85 1.4
22 静岡県 133 2.2
23 愛知県 414 6.9
24 三重県 63 1.1
25 滋賀県 69 1.2
26 京都府 146 2.4
27 大阪府 524 8.7
28 兵庫県 311 5.2
29 奈良県 63 1.1
30 和歌山県 46 0.8
31 鳥取県 27 0.5
32 島根県 29 0.5
33 岡山県 89 1.5
34 広島県 139 2.3
35 山口県 40 0.7
36 徳島県 28 0.5

SA

SC1.あなたの現在の立場・身分はどのようなものですか。あてはまるものを1つお選びください。
SA

SC2.あなたの性別をお答えください。あてはまるものを1つお選びください。
SA

SC3.お住まいの都道府県名をお答えください。（令和2年11月1日現在）
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37 香川県 43 0.7
38 愛媛県 61 1.0
39 高知県 18 0.3
40 福岡県 202 3.4
41 佐賀県 20 0.3
42 長崎県 39 0.7
43 熊本県 43 0.7
44 大分県 35 0.6
45 宮崎県 26 0.4
46 鹿児島県 40 0.7
47 沖縄県 39 0.7

n

平
均
値

最
小
値

最
大
値

＿歳 6000 41.85 20.00 60.00

n %
全体 6000 100.0

1 いる 3202 53.4
2 いない 2798 46.6

n %
全体 6000 100.0

1 いる： 2722 45.4
2 いない 3278 54.6

値
全体 2722
平均値 1.81
最小値 1.00
最大値 9.00

n %
全体 6000 100.0

1 大学院 405 6.8
2 大学 2774 46.2
3 高専 74 1.2
4 短大 477 8.0
5 専門・各種学校 864 14.4
6 高校 1334 22.2
7 中学校 45 0.8
8 その他 27 0.5

Q5.現在、（同居・非同居問わず）お子さんはいますか。あてはまるものを1つお選びください。／1.いる：＿人　※半角数字でご記入ください

Q6.あなたが最後に通った学校について、最も近いものを1つお選びください。
SA

SC4.あなたの年齢をお答えください。（令和2年11月1日現在）（半角数字でご記入ください）

Q4.現在、配偶者の方はいますか。あてはまるものを1つお選びください。
SA

Q5.現在、（同居・非同居問わず）お子さんはいますか。あてはまるものを1つお選びください。
SA
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n %
全体 6000 100.0

1 卒業・修了した 5675 94.6
2 中退・退学した 325 5.4

※わからない、覚えていない方はおおよそでお答えください。

n %
全体 6000 100.0

1 なし 97 1.6
2 100万円未満 586 9.8
3 100～200万円未満 732 12.2
4 200～300万円未満 902 15.0
5 300～400万円未満 977 16.3
6 400～500万円未満 732 12.2
7 500～600万円未満 610 10.2
8 600～700万円未満 379 6.3
9 700～800万円未満 346 5.8

10 800～900万円未満 219 3.7
11 900～1,000万円未満 127 2.1
12 1,000～1,100万円未満 107 1.8
13 1,100～1,200万円未満 37 0.6
14 1,200万円以上 149 2.5

n %
全体 6000 100.0

1 上 67 1.1
2 中の上 982 16.4
3 中の中 2703 45.1
4 中の下 1674 27.9
5 下 574 9.6

n %
全体 5910 100.0

1 管理的職業（会社や役所での課長・部長以上など） 565 9.6
2 専門的・技術的職業（医師・看護師・教師・エンジニア・デザイナーなど） 1331 22.5
3 事務的職業（会社や役所での一般事務・経理、内勤の営業など） 1618 27.4
4 販売の職業（小売店やコンビニなどでの販売や外勤のセールス、不動産売買など） 590 10.0
5 サービスの職業（接客、飲食物調理、理容師・美容師、パチンコ店店員など） 576 9.7
6 保安の職業（自衛官・警察官・消防員や警備など） 92 1.6
7 農林漁業の職業（農家、林業の仕事、漁師・養殖の仕事など） 35 0.6
8 生産工程の職業（工場のオペレーターや組立工、生産設備の制御・監視の仕事 348 5.9
9 輸送・機械運転の職業（鉄道、自動車等の運転、建設機械・発電所等の運転 107 1.8

10 建設・採掘の職業（大工、配管工・防水工、電気工事作業員、土木作業員など 106 1.8
11 運搬・清掃・包装等の職業（配達員、倉庫作業員、清掃員、軽作業など） 220 3.7
12 その他： 274 4.6
13 失業中または無業 48 0.8

Q11.あなたの仕事は次のどれにあたりますか。あてはまるものを1つお選びください。
SA

SA

Q8.あなた個人の最近1年間のおおよその税込み年収について、あてはまるものを1つお選びください。

SA

Q9.あなたの世帯の暮らし向きは、世間一般からみて、どれに相当すると思われますか。あてはまると思われるものを1つお選びください。
SA

Q7.あなたは上で回答した学校を卒業・修了しましたか、中退・退学しましたか。あてはまるものを1つお選びください。
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派遣社員の方は派遣先についてお答えください。※わからない方はおおよそでお答えください。

n %
全体 5910 100.0

1 1～9人 1024 17.3
2 10～19人 494 8.4
3 20～29人 336 5.7
4 30～49人 427 7.2
5 50～99人 594 10.1
6 100～299人 772 13.1
7 300～499人 349 5.9
8 500～999人 407 6.9
9 1,000人以上 1458 24.7

10 失業中または無業 49 0.8

n %
全体 6000 100.0

1 学んでみたいことがあり、実際に学んでいる 1123 18.7
2 学んでみたいことはあるが、実際には学んでいない 2642 44.0
3 学んでみたいことはないが、実際には学んでいる 257 4.3
4 学んでみたいことがなく、実際に学んでいない 1978 33.0

n %
全体 6000 100.0

1 転職のため 423 7.1
2 仕事に役立てるため 1375 22.9
3 自分の趣味のため 1111 18.5
4 教養を深めるため 1075 17.9
5 友達や知り合いをつくるため 52 0.9
6 人の役に立つため 124 2.1
7 日常の生活のため 338 5.6
8 その他 195 3.3
9 学びたくない 1307 21.8

n %
全体 6000 100.0

1 かなり大きな変化があった 641 10.7
2 やや大きな変化があった 1670 27.8
3 どちらでもない 1376 22.9
4 あまり大きな変化がなかった 1138 19.0
5 ほとんど大きな変化がなかった 1175 19.6

あてはまるものをすべてお選びください。（いくつでも）

n %
全体 6000 100.0

1 転職した 146 2.4
2 解雇または雇い止めとなった 89 1.5
3 休業、自宅待機となった 587 9.8
4 仕事内容に変化があった 741 12.4
5 兼業・副業を開始した 107 1.8
6 勤務時間が減った 829 13.8
7 賃金・収入が下がった 1031 17.2
8 勤務形態に変化があった 850 14.2
9 働く場所に変化があった 730 12.2

10 あてはまるものはない 2974 49.6

Q17.新型コロナウイルス感染症流行の影響で、具体的に職業生活に以下のような変化がありましたか。

MA

SA

Q14.あなたは、何のために学びたいですか。あてはまるものを1つお選びください。
SA

Q16.新型コロナウイルス感染症流行の影響で、職業生活に大きな変化がありましたか。あてはまるものを1つお選びください。
SA

Q12.勤務先（職場あるいは事業所）全体の従業員数について、あてはまるものを1つお選びください。

SA

Q13.あなたは、何か学んでみたいことがありますか。また現在、具体的に何かを学んでいますか。あてはまるものを1つお選びください。
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※この設問は、それぞれ縦方向（↓）にお答えください。

ｎ

テ
レ
ワ
ー
ク
（
完
全
リ
モ
ー

ト
）
を
行
っ
て
い
た

テ
レ
ワ
ー
ク
（
一
部
リ
モ
ー
ト

＝
出
勤
と
の
併
用
：
リ
モ
ー
ト

の
方
が
多
い
）
を
行
っ
て
い
た

テ
レ
ワ
ー
ク
（
一
部
リ
モ
ー
ト

＝
出
勤
と
の
併
用
：
出
勤
の
方

が
多
い
）
を
行
っ
て
い
た

テ
レ
ワ
ー
ク
は
行
っ
て
い
な

か
っ
た

失
業
中
ま
た
は
無
業
だ
っ
た

1.緊急1.緊急事態宣言前（2020年3月以前）に経験した働き方 6000 241 164 250 5139 206
100.0 4.0 2.7 4.2 85.7 3.4

2.緊急2.緊急事態宣言後（2020年4～6月）に経験した働き方 6000 600 570 624 3956 250
100.0 10.0 9.5 10.4 65.9 4.2

3.現在3.現在（2020年11月）に経験した働き方 6000 337 378 561 4494 230
100.0 5.6 6.3 9.4 74.9 3.8

n %
全体 6000 100.0

1 かなり変化があった 259 4.3
2 やや変化があった 1103 18.4
3 どちらとも言えない 2371 39.5
4 あまり変化がなかった 922 15.4
5 ほとんど変化がなかった 1345 22.4

n %
全体 6000 100.0

1 かなり問題を感じている 432 7.2
2 やや問題を感じている 1406 23.4
3 どちらでもない 2293 38.2
4 あまり問題を感じていない 969 16.2
5 ほとんど問題を感じていない 900 15.0

あてはまるものをすべてお選びください。（いくつでも）

n %
全体 6000 100.0

1 将来全般について 2042 34.0
2 自分の転職について 826 13.8
3 自分の職業の向き不向きについて 567 9.5
4 自分の労働条件について 957 16.0
5 自分の仕事の内容について 991 16.5
6 自分の職業能力をアップさせる方法について 545 9.1
7 自分の働き方について 1102 18.4
8 職場の同僚との人間関係について 422 7.0
9 職場の上司との人間関係について 417 7.0

10 職場の部下との人間関係について 206 3.4
11 職場外の人との人間関係について 183 3.1
12 家族・親族間の人間関係について 278 4.6
13 自分の健康について 1604 26.7

SA

Q27.あなたは、現在、職業やキャリアについて、どのくらい問題を感じていますか。あてはまるものを1つお選びください。
SA

Q28.新型コロナウイルス感染症流行の影響で、現在、職業・キャリアも含め生活全般について、どのような問題を感じていますか。

MA

Q20.新型コロナウイルス感染症流行に伴って、テレワーク・在宅勤務を経験しましたか。最も近いものをそれぞれ1つずつお選びください。

SA

Q26.新型コロナウイルス感染症流行の影響で、職業観・キャリア観に変化がありましたか。あてはまるものを1つお選びください。
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14 自分の老後について 1336 22.3
15 家族の健康について 1207 20.1
16 子どもの進学、就職、結婚等について 571 9.5
17 親の介護について 638 10.6
18 身近な法律問題について（離婚、相続、借金等） 157 2.6
19 近隣・地域との関係について 184 3.1
20 いわゆる悩みやグチなどについて 344 5.7
21 誰にも話せない深刻な悩みについて 195 3.3
22 その他 93 1.6
23 特になし 1855 30.9

あてはまるものを1つお選びください。

n %
全体 6000 100.0

1 かなり不安を感じている 740 12.3
2 やや不安を感じている 2089 34.8
3 どちらとも言えない 1842 30.7
4 あまり不安を感じていない 805 13.4
5 ほとんど不安を感じていない 524 8.7

n %
全体 6000 100.0

1 転職したい 443 7.4
2 できれば転職したい 866 14.4
3 どちらとも言えない 2280 38.0
4 できれば転職したくない 843 14.1
5 転職したくない 1568 26.1

※この設問は、それぞれ横方向（→）にお答えください。

ｎ

全
く
あ
て
は
ま
ら
な

い あ
ま
り
あ
て
は
ま
ら

な
い

ど
ち
ら
で
も
な
い

よ
く
あ
て
は
ま
る

非
常
に
よ
く
あ
て
は

ま
る

1.意欲1.意欲を引き出したり、キャリア形成に役立つ教育が行われている 5910 1184 1341 2646 628 111
100.0 20.0 22.7 44.8 10.6 1.9

2.グル 2.グループや個人ごとに、教育・訓練の目標が明確にされている 5910 1124 1311 2600 743 132
100.0 19.0 22.2 44.0 12.6 2.2

3.上司3.上司は、仕事に困ったときに頼りになる 5910 827 919 2514 1325 325
100.0 14.0 15.5 42.5 22.4 5.5

4.上司4.上司は、仕事がうまく行くように配慮や手助けをしてくれる 5910 769 963 2578 1319 281
100.0 13.0 16.3 43.6 22.3 4.8

5.仕事5.仕事の目標を自分で立て、自由裁量で進めることができる 5910 586 813 2537 1513 461
100.0 9.9 13.8 42.9 25.6 7.8

6.仕事6.仕事の計画、決定、進め方を自分で決めることができる 5910 567 876 2469 1525 473
100.0 9.6 14.8 41.8 25.8 8.0

7.世間7.世間的に見劣りしない給料がもらえる 5910 824 1078 2779 1005 224
100.0 13.9 18.2 47.0 17.0 3.8

8.働き8.働きに見合った給料がもらえる 5910 738 1205 2734 997 236
100.0 12.5 20.4 46.3 16.9 4.0

9.自分9.自分の仕事は、よりよい社会を築くのに役立っている 5910 483 830 3151 1203 243

SA

Q29.新型コロナウイルス感染症流行の影響で、今後の職業生活について、どの程度、不安を感じていますか。

SA

Q30.あなたは現在または近いうちに転職したいですか。あてはまるものを1つお選びください。
SA

Q31.あなたは、現在の職場についてどのように考えていますか。それぞれの項目についてあてはまるものを1つお選びください。
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100.0 8.2 14.0 53.3 20.4 4.1
10.自 10.自分の仕事が、社会と繋がっていることを実感できる 5910 484 799 2941 1399 287

100.0 8.2 13.5 49.8 23.7 4.9
11.この11.この職場では、産休、育児休暇、介護休暇がとりやすい 5910 718 750 2595 1359 488

100.0 12.1 12.7 43.9 23.0 8.3
12.この12.この職場では、年次有給休暇を取りやすい制度や雰囲気がある 5910 682 757 2363 1524 584

100.0 11.5 12.8 40.0 25.8 9.9
13.仕 13.仕事はいつも時間内に処理できる 5910 592 1041 2511 1287 479

100.0 10.0 17.6 42.5 21.8 8.1
14.全 14.全体として仕事の量と質は、適当だと思う 5910 551 967 2928 1203 261

100.0 9.3 16.4 49.5 20.4 4.4

n %
全体 6000 100.0

1 プロティアン・キャリア（環境変化にあわせて自分のキャリアを柔軟に変化させること） 1228 20.5
2 パラレル・キャリア（本業を持ちながら、第二の活動をすること。兼業・副業） 2023 33.7
3 ギグ・ワーク（インターネットを使い、必要なときに必要なだけ働くこと） 1121 18.7
4 ダブル・ジョブ（職場内で主たる仕事を２つ持つこと） 880 14.7
5 リモート・ワーク、テレ・ワーク（会社や組織に出勤せず、自宅等の場所で働くこと） 1843 30.7
6 時短勤務（一日の労働時間を短縮して働くこと） 2471 41.2
7 週3正社員、週4正社員（週に3日あるいは4日など正社員で働くこと） 2544 42.4
8 プロボノ（本業とは別に職業上のスキルや専門知識を活かした活動をすること） 717 12.0
9 セカンド・ライフ（本業を早期に引退して余暇を楽しむこと） 2257 37.6

10 越境学習（自分の専門である職場や組織を超えた学習を仕事に活かすこと） 709 11.8
11 リカレント学習（社会人大学・大学院やビジネススクール等で学び直すこと） 724 12.1
12 ワーケーション（リゾート地などで、休暇を兼ねて働くこと） 1483 24.7

※この設問は、それぞれ横方向（→）にお答えください。
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は
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て
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ら

な
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て
は
ま
る

非
常
に
よ
く
あ
て
は

ま
る

1.仕事1.仕事の中で専門家として能力を発揮したい 6000 457 759 2526 1796 462
100.0 7.6 12.7 42.1 29.9 7.7

2.管理2.管理者、経営者になることを目指したい 6000 1398 1315 2363 702 222
100.0 23.3 21.9 39.4 11.7 3.7

3.自分3.自分のやり方や自分のペースで仕事がしたい 6000 132 268 1788 2554 1258
100.0 2.2 4.5 29.8 42.6 21.0

4.安定4.安定している組織で働き、確実な報酬を得たい 6000 161 305 2000 2393 1141
100.0 2.7 5.1 33.3 39.9 19.0

5.世の5.世の中をよくするための仕事をしたい 6000 254 496 2943 1814 493
100.0 4.2 8.3 49.1 30.2 8.2

n %
全体 6000 100.0

1 自分でキャリア計画を考えていきたい 1430 23.8
2 どちらかといえば、自分でキャリア計画を考えていきたい 2685 44.8
3 どちらかといえば、会社（職場）でキャリア計画を提示してほしい 1221 20.4
4 会社（職場）でキャリア計画を提示してほしい 664 11.1

Q35.あなたは、自分自身の生涯を通じたキャリア計画について、どのように考えていますか。あてはまるものを1つお選びください。
SA

Q33.これからのキャリアや働き方に関する以下の用語のうち、関心のあるものを3つお選びください。（必ず3つ）
MA

Q34.自分が仕事を選ぶ上でのこだわり（大事にしたい価値観）として、それぞれの項目についてあてはまるものを1つお選びください。

SA
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あてはまるものを1つお選びください。

n %
全体 6000 100.0

1 ある 473 7.9
2 ない 5527 92.1

あてはまるものを1つお選びください。

n %
全体 5527 100.0

1 相談したい 211 3.8
2 どちらかと言えば、相談したい 734 13.3
3 どちらとも言えない 2183 39.5
4 どちらかと言えば、相談したくない 872 15.8
5 相談したくない 1527 27.6

最も範囲を広げて考えた場合の人数をお答えください。（半角数字でご記入ください）

n
平均値 最小値 最大値

＿ 6000 254.37 0.00 1111

n
平均値 最小値 最大値

＿人 6000 242.52 0.00 1111

n
平均値 最小値 最大値

＿人 6000 419.82 0.00 1111

n %
全体 6000 100.0

1 かなり減った 1196 19.9
2 やや減った 1388 23.1
3 変わらなかった 3315 55.3
4 やや増えた 57 1.0
5 かなり増えた 44 0.7

n %
全体 6000 100.0

1 これからの社会に大きな変化を与え、自分の生活も大きく変化した 1680 28.0
2 これからの社会に大きな変化を与えたが、自分の生活はあまり変化しなかった 2913 48.6
3 これからの社会に大きな変化を与えなかったが、自分の生活は大きく変化した 427 7.1
4 これからの社会に大きな変化を与えず、自分の生活もあまり変化しなかった 980 16.3

SA

Q54.新型コロナウイルス感染症の影響を、どのように感じますか。あてはまるものを1つお選びください。
SA

SA

Q49.あなたが、連絡先を知っている家族・知人・友人（SNSやメールでのやりとりを含む）は何人ぐらいですか。

Q50.あなたが、一緒に食事をしたり、遊んだり、楽しんだりする家族・知人・友人は何人ぐらいですか。（半角数字でご記入ください）

Q51.あなたが、困った時に相談できる家族・知人・友人は何人ぐらいですか。（半角数字でご記入ください）

Q52.新型コロナウィルス感染症の影響で、日頃、接する知人・友人の数は減ったり増えたりしましたか。

Q37.あなたは、過去に、専門家や専門の担当者のキャリアコンサルティングを受けたり、キャリアに関する相談をしたことがありますか。

SA

Q45.職業生活や職場の問題についての専門のカウンセラー（キャリアコンサルタント、キャリアカウンセラーなど）に相談したいと思いますか。
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※この設問は、それぞれ横方向（→）にお答えください。

ｎ

全
く
あ
て
は
ま
ら
な
い

あ
ま
り
あ
て
は
ま
ら
な
い

ど
ち
ら
で
も
な
い

よ
く
あ
て
は
ま
る

非
常
に
よ
く
あ
て
は
ま
る

1.人 1々.人々の収入や財産の格差が拡大している 6000 121 298 1740 2569 1272
100.0 2.0 5.0 29.0 42.8 21.2

2.貧し2.貧しい人々や困っている人々に厳しい社会である 6000 126 495 2004 2249 1126
100.0 2.1 8.3 33.4 37.5 18.8

3.外国3.外国人や異なる文化の人々が働きにくい社会である 6000 157 588 2671 1930 654
100.0 2.6 9.8 44.5 32.2 10.9

4.一生4.一生懸命努力する人が報われない社会である 6000 135 612 2798 1698 757
100.0 2.3 10.2 46.6 28.3 12.6

5.LGB5.LGBTに対する理解が進んでいない社会である 6000 169 601 2993 1657 580
100.0 2.8 10.0 49.9 27.6 9.7

6.AIの6.AIの普及によって、仕事がなくなる人が出てくる社会である 6000 149 583 2731 1960 577
100.0 2.5 9.7 45.5 32.7 9.6

7.AIの7.AIの普及によって、自分の仕事がなくなる不安がある 6000 631 1113 2864 1020 372
100.0 10.5 18.6 47.7 17.0 6.2

n %
全体 6000 100.0

1 しないほうが良い 281 4.7
2 できればしないほうが良い 333 5.6
3 してもしなくても良い 2460 41.0
4 できればしたほうが良い 1943 32.4
5 したほうが良い 983 16.4

n %
全体 6000 100.0

1 持たないほうが良い 348 5.8
2 できれば持たない方が良い 262 4.4
3 持っても持たなくても良い 2140 35.7
4 できれば持ったほうが良い 1955 32.6
5 持ったほうが良い 1295 21.6

n %
全体 6000 100.0

1 全く見通しをもっていない 749 12.5
2 あまり見通しをもっていない 2528 42.1
3 ある程度見通しをもっている 2435 40.6
4 かなり見通しをもっている 288 4.8

SA

Q56.あなたは、結婚についてどのようにお考えですか。あてはまるものを1つお選びください。
SA

Q57.あなたは、子どもについてどのようにお考えですか。あてはまるものを1つお選びください。
SA

Q58.あなたは、今後の職業生活について、どの程度、見通しをもっていますか。あてはまるものを1つお選びください。

Q55.あなたは、現在の日本の社会について、どのようなお考えをお持ちですか。それぞれの項目について、あてはまるものを1つお選びください。

SA
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n %
全体 6000 100.0

1 全く不安ではない 149 2.5
2 あまり不安ではない 1087 18.1
3 やや不安である 2959 49.3
4 大いに不安である 1805 30.1

n %
全体 6000 100.0

1 ほとんど変化がなかった 493 8.2
2 あまり変化がなかった 1148 19.1
3 どちらとも言えない 2367 39.5
4 やや変化があった 1581 26.4
5 かなり変化があった 411 6.9

いずれかの数字を1つだけお選びください。

ｎ 0 1 2 3 4
1.とても1.とても不幸-とても幸せ 6000 139 105 204 404 452

100.0 2.3 1.8 3.4 6.7 7.5
5 6 7 8 9
1299 930 1112 901 266
21.7 15.5 18.5 15.0 4.4
10
188
3.1

※この設問は、それぞれ横方向（→）にお答えください。

ｎ

全
く
あ
て
は
ま
ら
な
い

あ
ま
り
あ
て
は
ま
ら
な
い

ど
ち
ら
で
も
な
い

よ
く
あ
て
は
ま
る

非
常
に
よ
く
あ
て
は
ま
る

1.どんな1.どんな最期を迎えるかは自分で決めたい 6000 128 321 1840 2424 1287
100.0 2.1 5.4 30.7 40.4 21.5

2.太く短2.太く短く生きたい 6000 395 1151 2891 1020 543
100.0 6.6 19.2 48.2 17.0 9.1

3.運命3.運命や宿命のようなものがある 6000 239 661 2659 1900 541
100.0 4.0 11.0 44.3 31.7 9.0

4.キャリ4.キャリアを考える上で精神性（スピリチュアリティ）を大切にしたい 6000 461 1043 3035 1191 270
100.0 7.7 17.4 50.6 19.9 4.5

5.「あの5.「あの世」はあると思う 6000 763 751 2636 1315 535
100.0 12.7 12.5 43.9 21.9 8.9

6.死後6.死後、生きた証が残るように生きたい 6000 945 1129 2658 962 306
100.0 15.8 18.8 44.3 16.0 5.1

Q61.現在、あなたはどの程度幸せですか。「とても幸せ」を10点、「とても不幸」を0点とすると、何点ぐらいになると思いますか。

SA

Q62.次の考え方に対して、あなたはどのように思いますか。それぞれの項目について、あてはまるものを1つお選びください。

SA

Q59.あなたは、老後について不安を感じていますか。あてはまるものを1つお選びください。
SA

Q60.新型コロナウイルス感染症の影響で、人生観に変化はありましたか。あてはまるものを1つお選びください。
SA
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n %
全体 6000 100.0

1 正職員　男性　20～24歳 150 2.5
2 正職員　男性　25～29歳 300 5.0
3 正職員　男性　30～34歳 350 5.8
4 正職員　男性　35～39歳 350 5.8
5 正職員　男性　40～44歳 400 6.7
6 正職員　男性　45～49歳 450 7.5
7 正職員　男性　50～54歳 350 5.8
8 正職員　男性　55～59歳 300 5.0
9 正職員　女性　20～24歳 150 2.5

10 正職員　女性　25～29歳 200 3.3
11 正職員　女性　30～34歳 150 2.5
12 正職員　女性　35～39歳 150 2.5
13 正職員　女性　40～44歳 200 3.3
14 正職員　女性　45～49歳 200 3.3
15 正職員　女性　50～54歳 150 2.5
16 正職員　女性　55～59歳 100 1.7
17 非正規　男性　20～24歳 100 1.7
18 非正規　男性　25～29歳 50 0.8
19 非正規　男性　30～34歳 50 0.8
20 非正規　男性　35～39歳 50 0.8
21 非正規　男性　40～44歳 100 1.7
22 非正規　男性　45～49歳 100 1.7
23 非正規　男性　50～54歳 100 1.7
24 非正規　男性　55～59歳 100 1.7
25 非正規　女性　20～24歳 100 1.7
26 非正規　女性　25～29歳 100 1.7
27 非正規　女性　30～34歳 150 2.5
28 非正規　女性　35～39歳 150 2.5
29 非正規　女性　40～44歳 250 4.2
30 非正規　女性　45～49歳 250 4.2
31 非正規　女性　50～54歳 200 3.3
32 非正規　女性　55～59歳 200 3.3

n %
全体 6000 100.0

1 昨年回答サンプル 4670 77.8
2 新サンプル 1330 22.2

n %
全体 7330 100.0

1 男性 3950 53.9
2 女性 3380 46.1

値
全体 7330
平均値 41.11
最小値 20.00
最大値 60.00

年齢
_歳

SA

サンプル種別
SA

性別
SA

割付
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